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表10－４ 外務省における政策評価の結果及びこれらの政策への反映状況（個表） 

 

事前評価 

 

表10－４－① 新規個別政府開発援助を対象として事前評価した政策（無償資金協力） 

政 策 の 名 称 「ウランバートル市高架橋建設計画」（モンゴル国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）南北に分断されているウランバートル市内の交通流が改善され、物流の輸送
力・安定化・効率化に寄与する。 

（２）南北方向の通行車両の重量制限が15tから40tに緩和され、新興住宅地、国際
空港、産業従事者の利便性が向上する。 

（３）南北方向の道路交通の円滑化により、首都圏の機能向上、経済活性化、及び、
医療・教育施設等社会福祉のアクセス向上に繋がる。 

（４）距離短縮により、排気ガスが減少し、環境負荷が軽減される。 
（５）我が国は、1990年代以降、モンゴルに対する最大援助供与国として、同国の

民主化・市場経済化の動きを支援してきており、同国との関係は極めて良好で
ある。我が国が、本計画により、首都ウランバートル市の交通事情の改善に寄
与することは、その外交的効果も大きく、両国の友好関係を強化するものであ
る。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年５月27日） 
供与限度額：36.58億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「ムワンザ州及びマラ州給水計画」（タンザニア連合共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）・ ハンドポンプ井戸施設、湧水保護施設の建設等により、計画対象44村落
において安全な水へアクセスできる人口が約9,400人から約55,000人にな
ることが見込まれる。 

・ 整備される給水施設を運営・維持管理するための水・衛生利用者組合が1
82設立されることにより、適切かつ持続的な運営・維持管理が実施される。 

・ ソフトコンポーネントによって、ハンドポンプ井戸施設の運営・維持管
理体制が上記44村落において整備される。 

（２）タンザニア政府は、長期開発戦略「タンザニア開発ビジョン2025」を掲げ、
その具体策として、「成長と貧困削減のための国家戦略」を策定した。その中
でも、安全な水の給水は貧困削減、経済・社会開発上も重要な役割を果たすと
して、「2025年までに全国民が居住地から400m以内に安全で衛生的な水を得る
こと」を目標として掲げている。 

（３）タンザニアの給水率は52％という低い水準にある。タンザニア政府は、長期
開発戦略 「タンザニア開発ビジョン2025」を掲げ、その具体策として、「成長
と貧困削減のための国家戦略」を策定した。その中でも、安全な水の給水は貧
困削減、経済・社会開発上も重要な役割を果たすとして、「2025年までに全国
民が居住地から400m以内に安全で衛生的な水を得ること」を目標として掲げて
いるが、かかる方針は我が国援助方針とも合致する。 

（４）本計画の実施により、日本とタンザニアの二国間関係強化への効果が期待さ
れる。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年５月27日） 
供与限度額：10.22億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「コチャバンバ市南東部上水道施設改善計画」（ボリビア多民族国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）ボリビア国の基準に準じた水質（濁度５ＮＴＵ以下、大腸菌群数０ＣＦＵ／m
l、残留塩素0.2－0.5㎎／ｌ）の条件を満たす給水サービスを、原則24時間連続
してプロジェクト対象地域内の住民約５万人が受けられるようになる。 

（２）安全な水が供給されることにより、住民の衛生状況が改善され、下痢やチフ
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ス等の水因性疾患が減少することが期待される。 
（３）ボリビアは、多くの日系人や日系移住者が居住する我が国の伝統的友好国で

あり、本案件の実施により、友好関係の一層の増進が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年５月29日） 
供与限度額：12.15億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「タンバクンダ州及びケドゥグ州保健施設整備計画」（セネガル共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）３保健センターの新設及び医療機材の整備により、タンバクンダ州及びケド
ゥグ州の人口（約154,000人）に対して質の向上した医療の提供が可能となり、
各種保健指標の向上が期待できる。 

（２）サラヤ及びマカ・コリバンタンの保健センターでは、現在対応できない妊産
婦の超音波検査、帝王切開手術が可能となる。 

（３）州人材育成センターの増築及び実習用機材の整備により、学生（看護師及び
助産師）の受け入れ人数が90名から180名に増加するため、地方に対して資格
を有した保健人材の持続的・安定的な供給が可能となる。 

（４）機材に係る維持管理指導を行うことにより、州医務局及び各施設において、
維持管理体制の構築が図られ、機材の持続的かつ有効使用が可能となる。 

（５）セネガルは、西アフリカの政治、経済で重要な役割を果たしており、我が国
とも良好な関係にある。我が国は、ＴＩＣＡＤ Ⅳ横浜行動計画において、10
万人の保健・医療人材育成及び母子保健の拡充を目標に掲げており、本計画は
右目標に資する案件である。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年５月29日） 
供与限度額：16.62億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「バーブーダ島零細漁業施設整備計画」（アンティグア・バーブーダ国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）水揚げ桟橋の整備により漁獲物を直接船から水揚げできるようになり、水揚
げ時間年間380時間程度（試算）が短縮されるとともに、バーブーダ島の水産物
流通拠点の整備により、水産物を新鮮な状態で周辺地域やアンティグア島に供
給することができるようになる。 

（２）アンティグア・バーブーダは、東カリブ諸国における中心的な国であり、水
産資源の持続的利用について我が国と共通の利害を有し、水産関係の国際会議
の場等において我が国と立場を同じくする等、同国との協力関係は我が国にと
って重要。本計画は、アンティグア・バーブーダが経済成長のため重要産業と
位置づける漁業の重要施設の整備であり同国からも強い要請があったものであ
り、我が国との二国間関係促進にも貢献するものである。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年６月４日） 
供与限度額：13.28億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「ギゾ病院再建計画」（ソロモン諸島） 

政策評価の結

果の概要 

（１）・ 第二次医療サービス機能が向上し、一ヶ月あたりの受入可能な外来患者
数は平均約2,300人から約3,500人に、入院患者は約150人から約200人にそ
れぞれ拡大する。  

・ ソロモンの離島地域で最も人口の多いウエスタン州の基礎保健医療サー
ビスが向上するため、本島と離島との医療サービス格差が縮小する。  

（２）本計画の実施により、日本とソロモンの二国間関係強化への効果が期待され
る。また、我が国は、これまで一貫してソロモン諸島を含む太平洋島嶼国の良
きパートナーとして同地域に対する支援を行ってきており、本計画も、５月開
催予定の第５回島サミットを念頭におき、太平洋島嶼国の繁栄と安定に対する
日本のコミットメントを示すものとなる。 

政策評価の結 無償資金協力の実施 
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果の政策への

反映状況 

交換公文の署名（平成21年６月17日） 
供与限度額：19.00億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「ホニアラ市及びアウキ市給水設備改善計画」（ソロモン諸島） 

政策評価の結

果の概要 

（１）・ 一般家庭の一日一人当たりの平均使用水量が、ホニアラ市で110lから17
0lに、アウキ市で75lから170lに増加する。  

・ ホニアラ市において、給水率が増加するとともに、豪雨等により発生す
る濁水の給水がなくなる。 

・ アウキ市において、一日４時間の給水制限がなくなり、24時間給水が可
能となる。  

（２）2006年の第４回島サミットにおいて、我が国は経済成長、持続可能な開発、
良い統治、安全確保及び人と人との交流の促進を重点分野として、３年間で45
0億円規模の支援を行うことを表明しており、本計画はこの支援方針とも合致す
る。 

（３）本計画の実施により、日本とソロモンの二国間関係強化への効果が期待され
る。また、我が国は、これまで一貫してソロモン諸島を含む太平洋島嶼国の良
きパートナーとして同地域に対する支援を行ってきており、本計画も、５月開
催予定の第５回島サミットを念頭におき、太平洋島嶼国の繁栄と安定に対する
日本のコミットメントを示すものとなる。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年６月17日） 
供与限度額：20.90億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「カミギン島防災復旧計画」（フィリピン共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）本件整備橋梁は、台風ナナンにより2001年に損傷を受け、現行は安全性の問
題から通行が制限され、走行は５～10㎞／時の徐行に限られており、橋長約40
ｍと比較的短い橋でありながら、カミギン島の幹線道路である周遊道路全体の
円滑な通行を阻害している。本計画により、同橋梁を含めた周遊道路の通行速
度が平均約50㎞／時に改善され、災害時の緊急交通、物資の輸送能力も向上す
る。また、砂防ダムの建設により、土砂災害による人命、資産、国道、橋梁等
の被害が軽減される。 

（２）カミギン島における技術協力等防災対策と防災施設の整備（本計画）の組み
合わせにより総合防災モデルとしてフィリピン国内の他の地域での応用も可能
となる。 

（３）カミギン島（人口約８万人）における物資の安定輸送による物価の安定、観
光産業の発展が期待できる。 

（４）フィリピンは民主主義や市場経済等の価値を我が国と共有する東南アジアで
中核的な役割を果たしている国である。フィリピン側からの強い要請を受け、
本件協力を実施することは同国との関係強化を図る上で効果的。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年６月18日） 
供与限度額：10.13億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「第三次橋梁架け替え計画」（ブータン王国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）仮設橋から永久橋に架け替えられ、橋梁の耐荷力が18ｔから40ｔに増加する
ことにより、落橋の危険性を排除できる。 

（２）大型車が南部開発の中心地ゲレフから首都ティンプー間を移動する場合、こ
れまでは迂回路（インドを経由）を利用せざるを得なかったため約380㎞の距離
があったが、本計画の実施により、本件橋梁の利用が可能となることにより、
移動距離が約120㎞短縮される。 

（３）国道５号線沿線（人口17万人）の人の移動、物資流通が活性化し、地域経済
の向上に寄与する。 

政策評価の結 無償資金協力の実施 
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果の政策への

反映状況 

交換公文の署名（平成21年６月19日） 
供与限度額：24.94億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「シンズリ道路建設計画（第三工区）」（ネパール連邦民主共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）・ テライ平野と首都カトマンズとの間の走行距離が短縮（約200㎞減）され
るとともに、年間を通じた通行が可能となる。  

・ 農業生産地と消費地の間のアクセス改善により地域・市場経済の活性化
等が見込まれ、約117万人の周辺住民に裨益する。  

（２）ネパールにおいては2005年12月に今後20年間の方針として「戦略道路網整備
計画」を策定し、効率的、効果的、安全かつ信頼性のある戦略道路を連結する
ことで人々のより良い生活を目指すこととしており、本計画の実施は、同国の
開発計画に合致する。また、我が国の対ネパール援助方針においても、ネパー
ルにおける民主主義の定着と平和構築に向けた取組を促すため、同国の社会経
済基盤整備、地方の貧困削減、民主化・平和構築を重点分野として支援してお
り、我が国の援助方針とも合致する。 

（３）さらに、シンズリ道路は総延長160kmのうち約127kmは我が国支援によって整
備されており、ネパールにおける交通網上の重要性とともに、両国の友好関係
の象徴ともなっている。本計画の実施により、日本とネパールの二国間関係強
化への効果が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年６月23日） 
供与限度額：43.33億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「ブーゲンビル海岸幹線道路橋梁整備計画」（パプアニューギニア独立国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）・ ブーゲンビル島のココパウからアラワまでの国道（全長約190㎞）が、河
床を渡ることなく結ばれることにより、常時通行が可能となり、同区間の
走行所要時間が約１時間程度短縮される。  

・ 周辺住民にとって、日常生活物資輸送の安定化、医療・教育施設へのア
クセスの確保、地域産業の活性化等が図られる。  

（２）2006年の第４回島サミットにおいて、我が国は経済成長、持続可能な開発、
良い統治、安全確保及び人と人との交流の促進を重点分野として、３年間で45
0億円規模の支援を行うことを表明しており、本計画はこの支援方針とも合致す
る。 

（３）本計画の実施により、日本とパプアニューギニアの二国間関係強化への効果
が期待される。また、我が国は、これまで一貫してパプアニューギニアを含む
太平洋島嶼国の良きパートナーとして同地域に対する支援を行ってきており、
本計画も、５月開催予定の第５回島サミットを念頭におき、太平洋島嶼国の繁
栄と安定に対する日本のコミットメントを示すものとなる。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年６月25日） 
供与限度額：31.54億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「リーブルビル零細漁業支援センター建設計画」（ガボン共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）リーブルビル周辺の５つの既存水揚場に分散して60隻の零細漁船により水揚
されていた中層魚・底魚の鮮魚8.9tが新センターの水揚桟橋から集約して水揚
されることにより、水揚時の潮待ちや漁船から海岸までの漁獲物運搬の労力が
軽減される。また、水産物流通拠点等の整備により、水産物を衛生的な状態で
周辺地域に供給することができるようになるとともに、製氷機の設置により、
より広範囲での水産物の流通が可能になる。 

（２）我が国とガボンは水産分野で良好な関係を有することから、ガボンは水産無
償の対象国としている。本計画は、ガボンが経済成長のため重要産業と位置付
ける漁業の中心施設の整備であり、二国間関係促進にも貢献するものである。
また、我が国政府はＴＩＣＡＤ Ⅳにおいて「2012年までに対アフリカＯＤＡ倍
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増」を表明しており、本計画は右方針に資するものである。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年６月26日） 
供与限度額：11.62億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「中央プラトー及び南部中央地方飲料水供給計画」（ブルキナファソ） 

政策評価の結

果の概要 

（１）対象地域において、人力ポンプ付深井戸給水施設が建設されることにより、
中央プラトー地方及び南部中央地方で新たに約４万人が安全な水の供給を受け
られるようになる。また、安全な水の安定利用が可能となることで、対象地域
における衛生環境が改善され、水因性疾患が減少することが期待される。 

（２）我が国とブルキナファソは友好関係にあり、今般、同国における我が国の大
使館開設も決定された。我が国はＴＩＣＡＤ Ⅳ横浜行動計画において、水・衛
生施設整備の推進を掲げており、サハラ砂漠南部に位置し、給水率の低い同国
においてかかる協力を実施するのは右政策に資する。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年６月27日） 
供与限度額：14.59億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「小学校建設計画」（中央アフリカ共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）対象校において、約110教室が建設されることにより、受入可能生徒数が約1
2,000人（2008年）から約23,000人（2011年）に増加し、生徒が安全で快適な教
育環境で学習できるようになるとともに、教育の質の向上が期待される。 

（２）中央アフリカは、内戦後の不安定な状況を脱しつつあり、「人間の安全保障」
を中心とする我が国の協力に対する期待も高い。本計画は、我が国がＴＩＣＡ
Ｄ Ⅳにて表明した対アフリカ支援方針である「基礎教育の普及と質の改善」に
貢献するものであると共に、「平和協力国家」として国の再建に取り組む中央
アフリカを支援するものである。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年７月１日） 
供与限度額：11.87億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「カプサベット上水道拡張計画」（ケニア共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）カプサベット市の浄水施設能力が現在の550㎥／日から3,600㎥／日に増強さ
れ、給水人口が現在の5,000人から32,500人へ、接続戸数が340戸から6,500戸
へ大幅に拡大することが期待される。 

（２）給水接続の増加により料金収入が増加するとともにメーター設置の促進によ
り適切な料金請求が可能となり、事業経営が安定する。 

（３）24時間給水が実現することで、安全な飲料水の安定的な供給が確保され、給
水水質が向上する。 

（４）安全で衛生的な飲料水が安定的に供給されることにより、水因性疾患（下痢、
コレラ等）の発生件数の減少に寄与する。 

（５）ケニア政府は、水資源への公平なアクセスや持続可能で効率的な水利用を目
指した政策を進めており、カプサベット市の水不足解消を目的とする本件支援
の実施は、我が国の支援を強く印象付ける。また、本計画は、我が国政府がＴ
ＩＣＡＤ Ⅳの際に表明した「2012年までに対アフリカＯＤＡ倍増」等の支援強
化に資するものである。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年７月６日） 
供与限度額：19.56億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「国道８号線改修計画」（ガーナ共和国） 
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政策評価の結

果の概要 

（１）対象道路の改修を行うことにより、対象区間での平均走行時間が、約90分か
ら約50分に短縮され、輸送コストの低減、物流の増大、交通の安全性の向上が
期待される。 

（２）ガーナは、これまで政治的・社会的安定を保ち、国内の政治・経済改革に積
極的に取り組むとともに、西アフリカにおける平和構築において主導的役割を
果たしている重要な国である。また、我が国は、昨年５月の第４回アフリカ開
発会議（ＴＩＣＡＤ Ⅳ）でインフラ開発等を重点分野とし、アフリカ経済の成
長を支援していくことを表明しており、本計画はＴＩＣＡＤ Ⅳのフォローアッ
プの一環として実施するものであり、その外交的効果は大きい。本計画の実施
により、両国の友好関係強化への効果が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年７月７日） 
供与限度額：87.14億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「第三次マリ－セネガル南回廊道路橋梁建設計画」（マリ共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）通年での旅客、貨物の安定的な交通が確保されるため、社会・経済の活性化、
貧困削減への寄与が期待される。 

（２）バフィン河の横断について、これまでの渡し船（所要時間約20分）から歩行
による横断（所要時間約３分）へとより利便性の優れたものとなる。 

（３）沿道周辺地域の児童の通学が通年で安全に行われるため、就学率の向上に寄
与する。 

（４）対岸の診療所への安全なアクセスが確保される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年７月８日） 
供与限度額：15.28億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
 
政 策 の 名 称 「オロミア州給水計画」（エチオピア連邦民主共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）対象地域の給水施設の整備を行うことにより、住民が安全で安定した水の供
給を受けることができるようになるため、衛生状況が改善され、水因性疾患率
が低下することが期待される。 

（２）エチオピア政府は、水セクター開発プログラムの中で2016年までに76％の給
水率を達成すること、また、Universal Access Programの中で2012年までに10
0％の給水率を達成すること、を目標としており、本プロジェクトはエチオピア
政府の開発計画に合致している。 

（３）エチオピアは、サハラ以南アフリカ第２位の人口を有するアフリカの大国の
一つであり、その潜在的な資源開発の可能性に鑑みても我が国にとり重要な国
である。また、我が国は、昨年５月の第４回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ 
Ⅳ）で水分野での協力を重点分野として支援していくことを表明しており、本
計画はＴＩＣＡＤ Ⅳのフォローアップの一環として実施するものであり、その
外交的効果は大きい。本計画の実施により、両国の友好関係強化への効果が期
待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年７月16日） 
供与限度額：10.29億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「国道一号線改修計画（第３期）」（カンボジア王国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）・ 幹線国道の機能が向上することにより、物的・人的交流が促進されて、
地域の経済・社会活動が活性化する。 

・ 農産物の輸送、学校や病院、都市施設へのアクセスが改善し、沿道住民
の生活水準の向上に寄与する。 

・ 道路舗装の修復や道路幅の拡幅により、国道一号線の走行性が改善され、
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現在の平均時速約30㎞から約80㎞の走行が可能となる。これによりプノン
ペン－ネアックルン区間の通過所要時間が現行の１時間50分から40～50分
に短縮される。 

・ 道路面の嵩上げや道路排水施設の改善により、洪水に対する道路の流下
能力が向上し、国道一号線への冠水やプノンペン市周辺地域への越流被害
を防止する。 

（２）カンボジアが極めて重要としている幹線道路整備計画であり、首脳レベルか
ら累次要請があるため、外交面においても極めて重要な案件。その実施により、
日本とカンボジア王国の二国間関係強化への効果が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年７月30日） 
供与限度額：20.05億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「空港治安対策強化計画」（ヨルダン・ハシェミット王国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）本空港を利用する年間325万人（2007年実績）の旅客と貨物、航空機に対する
保安対策が強化され、民間航空の安全性が向上し、ヨルダンの主要産業の一つ
である観光業の振興に寄与する。 

（２）イラク、レバノン、イスラエルなど、紛争が発生した国に隣接しているヨル
ダンでは、自国の治安対策の強化が安全保障及び経済発展に不可欠である。ま
た、国際的なテロ対策においても、イスラム過激派を中心としたテロ組織の資
金源となる密輸の取締まりが必要である。本計画は、中東諸国の拠点（ハブ）
空港の一つであるヨルダン国際空港の保安体制を強化するものであり、アル・
カイダ等イスラム過激派に対する対テロ対策の一環として、中東諸国の安定化
を図ることは我が国にとっても意義が高い。 

（３）さらに、本計画の実施により、日本とヨルダンの二国間関係強化への効果が
期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年８月10日） 
供与限度額：14.37億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「第四次初等教育施設整備計画」（モンゴル国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）既存校７校及び新設校５校において、合計約 150 教室が建設されることによ
り、新たに約 11,000人の生徒の受入が可能になる。 

（２）１教室当たりの生徒数が減少し、過密状況が緩和されることにより、学習環
境が改善されるとともに、教育機材の整備により、質の高い教育が提供される。 

（３）我が国は、1990年代以降、モンゴルに対する最大の援助供与国として、同国
の民主化・市場経済化の動きを支援してきており、同国との関係は極めて良好
である。我が国が、本計画により、首都ウランバートル市における教育環境の
改善に寄与することは、その外交的効果も大きく、両国の友好関係を強化する
ものである。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年８月18日） 
供与限度額：32.62億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「ンドラ市及びキトウェ市道路網整備計画」（ザンビア共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）道路の改修により、現在低速通行に限定されている自動車等の走行時間が短
縮されて円滑な道路走行が可能となり、物資等の輸送が迅速になるとともに、
輸送コストの縮減により価格競争力が高まることで、地域産業の活性化に資す
る。また路面の破損箇所で生じている急ブレーキ等による事故が減少するとと
もに、横断専用道路等の設置により、交通の安全性が改善される。 

（２）ザンビアの政治情勢は1964年の独立以来安定しており、近隣国からの難民の
受入れなど、アフリカにおける民主的、政治的安定国であり、国連等国際社会
の場における我が国との関係も良好である。ザンビア自身が高い優先度を置い
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ている経済インフラ整備に対する支援は、いわゆる「日本の顔の見える事業」
として、その外交的効果も大きく、両国の友好関係を強化するものである。我
が国は、昨年５月のＴＩＣＡＤ Ⅳにおいてアフリカ向けＯＤＡの倍増を表明し
ており、本計画は同方針に資するもの。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年８月28日） 
供与限度額：26.92億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「ポトシ市リオ・サンファン系上水道施設整備計画」（ボリビア多民族国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）ボリビア国の基準に準じた水質の条件を満たす給水サービスを、プロジェク
ト対象地域内の住民約７万人が安定して受けられるようになり、安全な水の給
水率が54％から約95％に改善されることが期待される。 

（２）安全な水が供給されることにより、住民の衛生状況が改善され、下痢やチフ
ス等の水因性疾患が減少することが期待される。 

（３）多くの日系人や日系移住者が居住する我が国の伝統的友好国であり、豊富な
天然資源を有するボリビアは、我が国外交、資源外交上重要な国である。本計
画の実施により、友好関係の一層の増進が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年10月22日） 
供与限度額：13.16億円 

 
政 策 の 名 称 「中学校建設計画」（モザンビーク共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）本計画を通じて、ガザ州（23教室）及びマプト州（35教室）で約60教室を建
設することで教室不足が改善され、約9,500人の児童が中等教育へ進学すること
が可能となる。また、多目的教室、図書室等が整備され、教育環境の質的向上
が期待される。 

（２）本計画は、我が国がＴＩＣＡＤ Ⅳにて表明した対アフリカ支援方針である「基
礎教育の普及と質の改善」に貢献するものであり、同計画の実施により、日本
とモザンビークの二国間関係強化への効果が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年10月27日） 
供与限度額：10.15億円 

 
政 策 の 名 称 「気象レーダーシステム整備計画」（フィリピン共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）３基の気象レーダーにより監視範囲が広がり、フィリピンへの台風進入路の
ほぼ全てをカバーするため、的確に、早い段階から台風の監視が可能となる。 

（２）台風襲来時の台風情報の発令が６時間毎だったものが毎時間の発令が可能と
なる。 

（３）台風等の風速及び降雨の移動方向や短時間で発生するトルネードを伴う暴風
雨のリアルタイムでの監視が可能となる。また、洪水予警報の精度が向上する。 

（４）迅速な避難命令の発令が可能となり、防災関連組織による避難活動支援等の
適時な実施が可能となる。 

（５）フィリピンは民主主義や市場経済等の価値を我が国と共有する、東南アジア
で中核的な役割を果たしている国であり、本件協力を実施することは同国との
関係強化を図る上で意義が大きい。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年10月30日） 
供与限度額：33.50億円 

 
政 策 の 名 称 「国立障害者リハビリテーション・センター建設計画」（ペルー共和国） 

政策評価の結 （１）既存施設は元総合病院として建設された建物であることから、精神／運動の
両機能障害治療室が無秩序に配置されており非効率的な治療・患者動線を余儀
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果の概要 なくされているが、本計画により各治療室が秩序よく配置され、効率的な治療
が可能な施設となる。 

（２）治療機材の不足・老朽化により適切な治療を提供できない現状が、必要治療
機材の更新・補強により改善される。 

（３）2006年度時点に比べ、本計画実施によりＩＮＲの診療サービスである診察数、
治療数が約２割増加（2012年度）することが見込まれている。 

（４）当該リハビリテーションセンターはペルー共和国の中核リハビリテーション
センターとして全国のリハビリテーションセンターを指導すると共に、リハビ
リテーション診療の研究・研修も合わせて行っている。施設・機材の拡充によ
り、ＩＮＲが実施するリハビリテーション分野の研究・研修が質量共に充実す
る。また、患者受け入れ数の拡大およびＣＴや水治療プールの導入に伴う医療
の質の向上を通じて、下位医療施設からの搬送患者の受け入れ体制が改善する。 

（５）我が国は南米大陸で重要な役割を担うペルーと友好的な関係を維持している。
本計画実施は、我が国のペルー共和国に対する支援方針の一つ（社会的格差是
正）に合致し、同国の障害者ケアにおいて重要な意義を持つものであり、本計
画の詳細設計に係る無償資金協力の交換公文は、２月のガルシア・ペルー外相
の訪日時に中曽根外務大臣が署名している。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年11月10日） 
供与限度額：19.25億円 

 
政 策 の 名 称 「キンシャサ市ポワ・ルー通り補修及び改修計画」（コンゴ民主共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）・ 道路舗装の修復や道路幅の拡幅により、キンシャサ市内ポワ・ルー通り
の走行性が改善され、平均時速が現在の約８㎞から約30㎞に向上し、現状
の交通容量約550台／時間／車線が1,800台／時間／車線に増加する。 

・ 雨期の降水量に耐えうる排水側溝が整備され、道路が冠水せず円滑な走
行が確保される。 

・ キンシャサ市の道路網改善により、首都機能が回復し、経済活動が活性
化する。 

（２）2008年１月に派遣された我が方総理特使に対して要請があって以来、コンゴ
民・カビラ大統領より累次の早期着工の要請のある案件であり、全区間の早期
完工・供用に向け、我が国が引き続き支援を実施することは、外交上も意義が
大きい。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年11月30日） 
供与限度額：17.51億円 

 
政 策 の 名 称 「マサシ－マンガッカ間道路整備計画（３／３）」（タンザニア連合共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）・ 通行車両の移動時間が短縮され（マサシ－マンガッカ間の通過時間が、
現状の83分から42分に短縮）、農産物の輸送コストが低減される。 

・ 道路整備により、当該道路の安全性が向上し、地域間物流の輸送量の増
大に寄与する。  

（２）タンザニアは、東南部アフリカの平和と安定を担う中核的な国の一つであり、
かつ、天然資源等も豊富で経済発展の可能性を有する一方、一人当たりの国民
所得（ＧＮＩ）は低く、我が国はタンザニアを対アフリカ援助において重視す
る国の一つと位置づけている。特に、インフラの整備は、タンザニア国民一般
の生活水準の向上及び産業発展を支えることから、国別援助計画において重点
分野として掲げており、我が国が本計画により同区間の円滑かつ安定的な交通
を確保することは、その外交的効果も大きく、両国の友好関係を強化するもの
である。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年12月３日） 
供与限度額：15.14億円 
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政 策 の 名 称 「ニアス島橋梁復旧計画」（インドネシア共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）本計画の実施により、主要橋梁が本復旧されることで、交通渋滞が解消され、
20t級の大型車が通行できるようになることから、物資輸送が効率化し、震災復
旧・復興事業の全般的な促進が図られる。 

（２）インドネシアはＡＳＥＡＮ最大の経済規模を有するＡＳＥＡＮの中核国であ
り、東南アジア地域の我が国の政治・経済面での重要なパートナーとして、安
定的な友好関係を有している。同国は、石油・天然ガスという我が国のエネル
ギーの主要供給国の一つである。本計画の実施により、日本とインドネシアの
二国間関係強化への効果が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年12月10日） 
供与限度額：15.22億円 

 
政 策 の 名 称 「ゴーブ伝統的水産基盤改善計画」（グレナダ国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）桟橋の整備により、これまで困難かつ危険であった水揚げ作業が安全で効率
的となり、ゴーブ地区の水産物水揚げ高が増加するとともに、通信施設の設置
により、過去５年間に16件あった、緊急時の連絡困難による海難事故が減少す
る。 

（２）グレナダは、水産資源の持続的利用について我が国と共通の利害を有し、水
産関係の国際会議の場等において我が国と立場を同じくする等、同国との協力
関係は我が国にとって重要。本計画は、グレナダが経済成長のため重要産業と
位置づける漁業の主要施設の整備として同国からも強い要請があったものであ
り、我が国との二国間関係促進にも貢献するものである。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年12月22日） 
供与限度額：11.70億円 

 
政 策 の 名 称 「クリーン・エネルギーによる北部村落生産活動促進計画」（グアテマラ共和国） 

政策評価の結

果の概要 

対象地域において出力合計251ｋＷの水力発電設備が導入され、1,017世帯（約6,
200人）に電力が供給されることで、以下のような成果が期待できる。 
（１）電力を利用した地場産品（コーヒー、カルダモン、木工品）の加工等を通じ

た生計向上、電灯使用等による学校における教育環境の改善等が図られる。 
（２）同地域に数カ所設置されている保健所において、ワクチンの冷蔵保存等が可

能となり、医療環境が向上する。 
（３）薪やケロシンなどの使用量減少により、二酸化炭素排出量が削減される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成22年１月27日） 
供与限度額：10.03億円 

 
政 策 の 名 称 「ンガリエマ浄水場改修計画」（コンゴ民主共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）本計画の実施により、以下のような成果が期待できる。 
（イ）老朽化により約 10％低下した浄水能力の低下を解消する。 
（ロ）日最大水需要量、日平均水需要量の不足量をそれぞれ 20％、30％改善する。 
（ハ）老朽化した機器の故障による給水量 13.0l／人／日減少リスクの解消に加

え、給水量を 5.1l／人／日増加させる。 
（ニ）キンシャサ市における水供給が安定することで、首都機能が回復し、経済

活動が活性化する。 
（２）我が国は、第４回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ Ⅳ）において、アフリカに

おける水開発を重点的な支援分野に位置付け、「650万人に安全な飲料水を提
供」等の支援策を表明しており、本案件はその達成に大きく貢献する。 

政策評価の結

果の政策への

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成22年２月16日） 
供与限度額：19.44億円 
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反映状況 

 
政 策 の 名 称 「上水道エネルギー効率改善計画」（ヨルダン・ハシェミット王国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）送配水のエネルギー効率が向上することで年間の消費電力量が 868.7 万ｋＷ
ｈ抑制され、年間 5,386tのＣＯ２が削減される見込み（緩和策）。 

（２）対象地域への送配水が安定化し、これまで無収水となっていた年間 190万㎥
の水を有効利用できる（適応策）。 

評価の結果の

政策への反映

状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成22年２月28日） 
供与限度額：11.32 億円 

 
政 策 の 名 称 「ヨルダン渓谷コミュニティのための公共サービス活動支援計画」（パレスチナ自

治区） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、以下のような成果が期待される。 
（１）初歩的な診療所しか存在しないヨルダン渓谷において、４カ所の既存診療所

を改修・機材整備することにより、住民約 27,000 人がこれまで域内で受けられ
なかったレントゲン検査、臨床検査、歯科診療等の基本的医療サービスを受け
ることができるようになる。 

（２）学校の増改築により、村役場等の他の転用施設や複式学級で授業を受けてい
る生徒数が現状の 2,135名から 1,500名減少するとともに、女子校建設によっ
て現在の 572名から 1,172名の女子生徒の通学が可能になる。 

（３）ヨルダン渓谷全域の主な 15自治体にコミュニティ活動のできる専用施設を整
備し、社会活動等の活性化が図られる。 

（４）その他の各種基礎インフラ整備を通じて、南部地域の住民約 8,600名に安全
な水が供給され、中部地域住民約 6,800名に安定的な電力が供給される。 

（５）なお、本計画は、我が国の「平和と繁栄の回廊」構想（注）の中心となるヨ
ルダン渓谷地域において、住民の生活環境を改善し、その経済的自立を促進さ
せるものであることから、同「回廊」構想の実現にも大きく資することが期待
される。 

（注）「平和と繁栄の回廊」構想：将来のイスラエルとパレスチナの共存共栄に向
けた我が国独自の中長期的取り組み。長年の占領によりイスラエルへの経済的
依存度を高めてしまったパレスチナを今後可能な限り円滑に自立させるため、
近隣国との域内協力を通じて信頼醸成を図りながらヨルダン渓谷の開発を進
め、パレスチナの経済社会基盤を強化することを意図するもの。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成22年３月２日） 
供与限度額：11.76億円 

 
政 策 の 名 称 「オーロラ記念病院改善計画」（フィリピン共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）オーロラ記念病院の診療機能の向上と規模の拡大により、手術や集中治療等
が実施可能となるほか、診療可能な疾病の範囲が拡がり、受入可能な患者数が
増加する（入院患者で年間約 7,700 人から 13,000人）。 

（２）州外へ搬送せずに診療可能な患者数が年間約 800 名増加し、その身体的・経
済的な負担が軽減される。 

（３）施設の改善（救急患者の観察室の設置、病室のプライバシーの確保、院内感
染防止設備の設置など）により、診療サービスの質が向上し、医療従事者の負
担も軽減される。 

（４）オーロラ州の保健医療サービスの中核施設の改善により、同州の全住民約 20
万人の保健・衛生環境が向上するとともに、ＭＤＧs（ミレニアム開発目標）の
実現にも資する。 

（５）フィリピンは民主主義や市場経済等の価値を我が国と共有する、東南アジア
で地政学的にも重要な国であり、本件協力を実施することは同国との二国間関
係のさらなる発展に資する。 

政策評価の結 無償資金協力の実施 
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果の政策への

反映状況 

交換公文の署名（平成22年３月15日） 
供与限度額：10.89億円 

 
政 策 の 名 称 「ダンバクンダ州給水施設整備計画」（セネガル共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）本計画の実施により、以下のような成果が期待される。 
（イ）タンバクンダ州及びその周辺州の住民約 11万人に対し、安全な水を供給し、

周辺地域の給水率が約 8.8％向上する（目標計画年 2014 年時点）。 
（ロ）飲料水の水質改善による乳幼児死亡率、水因性疾患の罹患率の低下、婦女

子の水汲み労働の軽減による社会進出や労働力創出、子供の学習時間の増加
等が期待でき、貧困削減に寄与する。 

（ハ）住民による給水施設運営維持管理体制を整備し、安全な水の安定的確保を
支援する。 

（２）セネガルは、西アフリカの中心国であり、セネガルへの支援は二国間の緊密
な友好・協力関係を深化させるだけでなく、西アフリカ地域全体の安定と発展
に貢献するものである。我が国は、2008年５月の第４回アフリカ開発会議（Ｔ
ＩＣＡＤ IV）において、水分野での協力を重点分野として支援していくことを
表明しており、本計画はＴＩＣＡＤ IV 及びＭＤＧsの目標達成に貢献するもの
であり、その外交的効果は大きい。本計画の実施により、両国の友好関係強化
への効果が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成22年３月19日） 
供与限度額：13.00億円 

 
政 策 の 名 称 「第二次地方給水計画」（ルワンダ共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）本計画の実施により、以下のような成果が期待される。 
 （イ）対象地域の住民約 5.5万人に対し、新たに安全な水を供給し、給水率が 41.6％

から 57.4％に向上する。 
 （ロ）飲料水の水質改善による乳幼児死亡率、水因性疾患の罹患率の低下、水汲

み労働の軽減による婦女子の社会進出や労働力創出、子供の学習時間の増加
等が期待できる。 

 （ハ）郡による施設維持管理組織の管理体制の強化等を支援することにより、給
水施設の運営・維持管理体制が構築される。 

（２）本計画は、我が国が第４回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ IV）で掲げた対ア
フリカ重点支援分野の一つである水と衛生分野における支援であり、その外交
的効果は大きい。また、2010 年１月に在ルワンダ日本国大使館が開館しており、
本計画の実施により、両国の友好関係強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成22年３月26日） 
供与限度額：14.35億円 

 
政 策 の 名 称 「ジャフナ教育病院中央機能改善計画」（スリランカ民主社会主義共和国） 

政策評価の結

果の概要 

１（１）病院施設の建設、機材の更新により、年間約 45 万人から 60万人に外来患者
受入れ数が増加し、年間大型手術件数は 5,786件（2008 年）から最大で 11,68
0 件に増加する見込み。 

（２）ジャフナ教育病院からコロンボの医療施設に移送されていた患者（2008年時、
506人）に対し、来院患者全員の診療が可能となり、地域が求めている医療サー
ビスを適切に提供することが可能となる。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成22年３月26日） 
供与限度額：22.98億円 
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表10－４－② 新規個別政府開発援助を対象として事前評価した政策（有償資金協力） 

政 策 の 名 称 「物流インフラ開発計画」（フィリピン共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、物流インフラ整備のための投資活動の促進、物流コスト削
減及びそれに伴う物流量増加が図られ、フィリピンの持続的な経済成長につながる
ことが期待される。 

また、フィリピンの経済・社会発展を通じた我が国との二国間関係の強化が期待
される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年６月19日） 
供与限度額：303.80億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「タイビン火力発電所及び送電線建設計画（第一期）」（ベトナム社会主義共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、同国における最大電力需要（2005年時点で約10.5ＧＷ）の
約６％相当（ベトナムにおける約600万人の電力需要に対応）の電力を供給すること
が可能となる。それにより、首都ハノイを含む発展著しい北部地域への電力の安定
供給を図ることで、同国の経済及び社会開発の促進が期待される。また、ベトナム
の経済・社会発展を通じた我が国との二国間関係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年10月26日） 
供与限度額：207.37億円 

 
政 策 の 名 称 「貧困地域小規模インフラ整備計画（第三期）」（ベトナム社会主義共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、対象地域において、雨天時の道路移動時間の約55％短縮、
世帯電化率の向上（2009年約55％→2016年約98％）、給水人口の増大（2009年約16
千人→2016年約289千人）及び灌漑施設受益面積の拡大（2009年約28千ha→2016年約
31千ha）が実現する。これにより、貧困地域における公共サービスへのアクセスの
改善、市場への物流の効率化及び農業生産性の向上等が図られ、同国の社会・生活
面の向上と格差是正が期待される。また、ベトナムの経済・社会発展を通じた我が
国との二国間関係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年10月26日） 
供与限度額：179.52億円 

 
政 策 の 名 称 「中小企業支援計画（第三期）」（ベトナム社会主義共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、参加金融機関の中小企業への融資（2008年時点の融資残高
約172兆ドン）を拡大し、中小企業の資金アクセス改善を図ることで、同国の民間セ
クター開発（融資対象企業の利益増大）、持続的な経済成長の促進、国際競争力の
強化が期待される。また、ベトナムの経済・社会発展を通じた我が国との二国間関
係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年10月26日） 
供与限度額：173.79億円 

 
政 策 の 名 称 「第八次貧困削減支援貸付（景気刺激支援含む）」（ベトナム社会主義共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、貿易における国際統合、国営企業改革、金融セクター改革、
インフラ整備及び汚職対策等に係る各種改革が進むことを通じて、ベトナムの貧困
削減の促進（貧困層割合16.0％（2006年）→10％（2011年目標））が期待される。
また、緊急的財政支援を通じて同国の景気刺激策（総額約80億ドル）を支援するこ
とにより、持続的な経済成長の促進（2009年の経済成長目標年率５％の達成）、国
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際競争力の強化が期待される。また、ベトナムの経済・社会発展を通じた我が国と
の二国間関係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年11月７日） 
供与限度額：549.00億円 

 
政 策 の 名 称 「第二次気候変動対策プログラム・ローン（景気刺激支援含む）」（インドネシア

共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、政策対話を通じて、インドネシアが進める気候変動国家計
画（2025年の地熱発電設備容量を9,500ＭＷに増強（これによる温室効果ガス排出量
削減見込みは年間約60百万t）。再生可能エネルギーの導入及び省エネ対策により、
発電分野のＣＯ２排出量を2025年までに対策を講じなかった場合（2025年には年間
1,200百万tに達する見込み）と比べて17％削減（これによる温室効果ガス排出量削
減見込みは年間約200百万t）等。）を支援し、温室効果ガスの排出の抑制・吸収が
図られ、併せて気候変動に伴うリスクの軽減・適応能力の強化に寄与することも期
待される。さらには、インドネシアの経済・社会発展を通じた我が国との二国間関
係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年12月10日） 
供与限度額：374.44億円 

 
政 策 の 名 称 「東西ハイウェイ整備計画」（グルジア） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、ナフシルゲレ－チョグリ間の交通量が約２倍（現在：約7,
800台／日→2016年：約14,000台／日）に増加するとともに、線形の改善、バイパス
整備によるルートの短縮、市内交通渋滞の緩和により、ナフシルゲレ－チョグリ間
の所要時間が事業完成２年後には約８分（41.2分→33.8分）削減されることが期待
される。また、グルジアの経済・社会発展を通じた我が国との二国間関係強化が期
待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年12月16日） 
供与限度額：177.22億円 

 
政 策 の 名 称 「中西部上水道セクターローン」（イラク共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、イラク中西部において、一日あたりの給水時間の増大（20
09年12時間→2020年（事業完成２年後）20時間）、給水可能な世帯数約85,000戸増
加（2009年約26,500戸→2020年（事業完成２年後）約111,500戸）が見込まれる。ま
た、安全な水へのアクセス向上、生活の質の改善等を通じて、イラクの貧困削減に
寄与することが期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成22年２月21日） 
供与限度額：412.74億円 

 
政 策 の 名 称 「アル・アッカーズ火力発電所建設計画」（イラク共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、電力供給不足が顕著なイラク中西部地域において、発電能
力が120ＭＷ増強、事業完成２年後の2016年には、送電端電力量752ＧＷｈ／年が見
込まれ、同地域の産業振興、民生安定等の効果が期待される。また、電力分野の復
興に対してはイラク政府も高い優先度を付与しており、本計画の支援により、二国
間関係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成22年２月21日） 
供与限度額：295.70億円 
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政 策 の 名 称 「デラロック水力発電所建設計画」（イラク共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、クルド地域において安定した発電能力が30ＭＷ増強、事業
完成２年後の2017年には、送電端電力量152ＧＷｈ／年が見込まれ、経済成長の基盤
強化、民間セクターの活性化等の効果が期待される。また、電力分野の復興に対し
てはイラク政府も高い優先度を付与しており、本計画の支援により、二国間関係の
強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成22年２月21日） 
供与限度額：169.96億円 

 
政 策 の 名 称 「ブカレスト国際空港アクセス鉄道建設計画」（ルーマニア） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、事業完成２年後の2020年には、ビクトリア広場駅－バネア
サ空港駅間において312（列車本数／日）、バネアサ空港駅－ヘンリ・コアンダ国際
空港駅間において299（列車本数／日）の運行数が期待され、乗客輸送量については、
1,766人・千km／日が見込まれる。また、渋滞緩和や都市環境改善のほか、ルーマニ
アの経済・社会発展を通じた我が国との二国間関係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成22年３月10日） 
供与限度額：418.70億円 

 
政 策 の 名 称 「ガルフ・エル・ゼイト風力発電計画」（エジプト・アラブ共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、事業完成2年後の2017年には、220ＭＷ規模の新・再生可能
エネルギーによる発電施設の増設とこれに伴う年間867ＧＷｈの追加的電力供給が
期待できる。また、再生可能エネルギーの利用により、同規模の火力発電所を稼働
させた場合に比して年間494,000tの二酸化炭素排出量の削減が見込まれ、温室効果
ガスの排出の抑制が図られることで気候変動に伴うリスクの軽減に寄与することも
期待される。さらには、エジプトの経済・社会発展を通じた我が国との二国間関係
の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成22年３月15日） 
供与限度額：388.64億円 

 
政 策 の 名 称 「ルムットバライ地熱発電計画」（インドネシア共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、スマトラ島における電力供給の安定性の改善を図り、民生
の向上、投資環境の改善等を通じたスマトラ地域の経済発展及び再生可能エネルギ
ー開発の促進による地球環境負荷の軽減に寄与、ひいてはインドネシアの経済発展
を通じて我が国との二国間関係の強化が期待される。 
 また、直接的な効果として、事業が完成する2014年には、110ＭＷの電力供給能力
の増強が見込まれ、更には、同規模の石炭火力発電所を運転した場合と比較して、
二酸化炭素排出量を年間あたり590,385t削減できる見込みである。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成22年３月18日） 
供与限度額：269.66億円 

 
政 策 の 名 称 「ジャワ・スマトラ連系送電線計画（第一期）」（インドネシア共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、ジャワ島及びスマトラ島の電力供給逼迫の緩和及び供給の
信頼性向上を図り、民生の向上、投資環境の改善を通じて両島を始めとするインド
ネシアの経済発展に寄与、ひいては我が国との二国間関係の強化が期待される。 
 また、直接的な効果として、事業完成２年後の2018年には、3,000ＭＷの電力がス
マトラ島・ジャワ島間で融通可能となり、これによりジャワ－バリ系統における設
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備予備率は35.8％から42.5％に上昇すると見込まれる。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成22年３月18日） 
供与限度額：369.94億円 

 
政 策 の 名 称 「地方都市上水道整備計画」（モロッコ王国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）本計画の実施により、直接の効果として、完成２年後には、合計約 160.8万
人（事業実施前、合計約 99.3 万人）を対象とする、ケミセット地域及びクリブ
ガ地域への給水が可能となる。 

（２）本件上水道整備により、安全な水の安定的な供給、水汲み労働の軽減等が期
待でき、住民の生活改善が期待される。 

（３）モロッコの経済・社会発展を通じた我が国との二国間関係の強化が期待され
る。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成22年３月19日） 
供与限度額：154.87億円 

 
政 策 の 名 称 「デリー高速輸送システム建設計画（フェーズ２）（第五期）」（インド） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、デリー首都圏で増加する輸送需要への対応を図り、もって
交通渋滞の緩和と交通公害の減少を通じた地域経済の発展及び都市環境の改善に寄
与することが期待される（完成２年後（2012年）見込み：運行数2,024本／日・１方
向、乗客輸送量1,829万人・km／日）。また、インドの経済・社会の発展を通じた我
が国との二国間関係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成22年３月29日） 
供与限度額：336.40億円 

 
政 策 の 名 称 「コルカタ東西地下鉄建設計画（第二期）」（インド） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、コルカタ都市圏で増加する輸送需要への対応を図り、もっ
て交通渋滞の緩和と交通公害の減少を通じた地域経済の発展及び都市環境の改善に
寄与することが期待される（完成２年後（2016年）見込み：運行数 328本／日・１
方向、乗客輸送量 341万人・km ／日）。また、インドの経済・社会の発展を通じた
我が国との二国間関係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成22年３月29日） 
供与限度額：234.02億円 

 
政 策 の 名 称 「チェンナイ地下鉄建設計画（第二期）」（インド） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、チェンナイ都市圏の増加する輸送需要への対応を図り、も
って交通混雑の緩和と交通公害減少を通じた地域経済の発展及び都市環境の改善に
寄与することが期待される（完成２年後（2017年）見込み：運行数 409本／日・１
方向、乗客輸送量 730 万人・km／日）。また、インドの経済・社会の発展を通じた
我が国との二国間関係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成22年３月29日） 
供与限度額：598.51億円 

 
政 策 の 名 称 「貨物専用鉄道建設計画（フェーズ１）（第二期）」（インド） 

政策評価の結 本計画の実施により、増加する貨物輸送需要への対応を図り、もって輸送能力増
強の実現と交通渋滞の緩和を通じた地域経済の発展及び都市環境の改善に寄与する
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果の概要 ことが期待される（完成２年後（2021年）見込み：走行車両数 174本／日・双方向、
輸送量 264.2百万 t・km／日）。また、本邦技術活用条件（ＳＴＥＰ）による円借
款供与により、我が国の鉄道技術及び専門知識が活用される。さらに、インドの経
済・社会の発展を通じた我が国との二国間関係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成22年３月29日） 
供与限度額：902.62億円 

 
政 策 の 名 称 「オルカリアⅠ ４・５号機地熱発電計画」（ケニア共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、事業完成２年後の 2015 年には、最大出力 140ＭＷ、設備利
用率 93.4％、送電端発電量 1,097ＧＷｈ／年が見込まれる。また、同国の電力需給
逼迫の緩和、及び供給の安定性の改善、同国の投資環境の向上、経済発展に寄与す
ることが期待され、二国間関係の強化が図られる。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成22年３月30日） 
供与限度額：295.16億円 

 
政 策 の 名 称 「全国基幹送電網拡充計画」（パキスタン・イスラム共和国） 

政策評価の結

果の概要 

拡大を続けるパキスタンの電力供給に対して、安定的かつ効率的な送電網を拡充
することにより、既存の変電施設及び送電線の負荷を低減し、パンジャブ州及びシ
ンド州における対象地域の経済の活性化及び生活基盤の改善が期待される（完成２
年後（2015年）見込み：送電端電力量 10,637ＧＷｈ）。また、パキスタンの経済・
社会の発展を通じた我が国との二国間関係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成22年３月31日） 
供与限度額：233.00億円 
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表10－４－③ 新規個別政府開発援助を対象として平成20年度に事前評価した政策 

 
無償資金協力 

政 策 の 名 称 「ポンペイ国際空港改善計画」（ミクロネシア連邦） 

政策評価の結

果の概要 

（１）・ 滑走路末端の用地が28mから約３倍の85mに拡張され、かつＦＡＡ（米国
連邦航空局）基準に準じたブラストパッドが確保され、国際基準に適合し
た安全性が確保される。 

・ 滑走路延長により、重量制限が緩和される。 
・ グアムへの直行便他、長距離路線の運行が可能な施設になる。 

（２）2006年の第４回日本・太平洋諸島フォーラム首脳会議において我が国は、経
済成長、持続可能な開発、良い統治、安全確保及び人と人との交流を重点分野
とする３年間で450億円規模の支援を行うことを表明しており、運輸インフラの
整備はこの支援方針とも合致する。 

（３）さらに、本計画の実施により、我が国とミクロネシアの二国間関係強化への
効果が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成20年９月16日） 
供与限度額：29.13億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「マラッカ海峡及びシンガポール海峡船舶航行安全システム向上計画（１／２）」

（インドネシア共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）本計画の実施により、マラッカ海峡及びシンガポール海峡沿岸三カ国の中で、
唯一ＶＴＳが整備されていなかったインドネシア国沿岸域にＶＴＳシステム
が導入・整備され、同国・同海峡沿岸域を航行する船舶の監視活動が可能とな
る。 

（２）さらに、本計画の実施により、日本とインドネシア共和国の二国間関係強化
への効果が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成20年11月７日） 
供与限度額：15.73億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「ドゥスティ－ニジノピャンジ間道路整備計画（２／２）」（タジキスタン共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）・ タジキスタン南部の主要幹線道路のドゥスティ－ニジノピャンジ間にお
いて、安全に走行できる平均走行速度が土漠区間では毎時35km程度が毎時6
0km程度、市街地区間は毎時25km程度が毎時40km程度に増加する。  

・ 対象区間全線に亘り広域幹線道路としての規格に基づいた車道幅員（3.
5m）が確保され、アフガニスタン－タジキスタン国境橋の完成による交通
量の増加に対応が可能となるとともに、路肩、横断歩道、標識等の付帯施
設の整備により安全で円滑な交通が確保される。  

（２）タジキスタンでは、計画的にインフラ整備を行うために「長期運輸開発計画2
006－2010」において、幹線道路網の整備が優先的に進められている。また、
実施機関である運輸通信省は「国家投資・技術プログラム2006－2008」におい
て、経済成長を促進するために道路網、鉄道網を整備し、貨物・旅客輸送の効
率化を図ることを急務としており、本計画の実施は、同国の開発計画に合致す
る。また、2005年に行われた政策協議においても、「インフラ整備」を重視し
た支援を行う方針としており、我が国の援助方針とも合致する。 

（３）2006年６月５日に開催された「中央アジア＋日本」対話第２回外相会合では、
「中央アジアからアフガニスタンを経由する南方への輸送ルートの整備が内
陸に位置する中央アジア諸国の発展及び繁栄にとり重要である」との共通認識
が行動計画に謳われており、本計画はこの考えにも合致している。 

（４）さらに本計画の実施により、日本とタジキスタンの二国間関係強化への効果
も期待される。 
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政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年１月14日） 
供与限度額：13.65億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「ダッカ市廃棄物管理低炭素化転換計画」（バングラデシュ人民共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）・ ＣＮＧ車輌や燃費のよい収集車輌の導入により、温室効果ガスが45.20k
g／台日（2008年、既存のディーゼル車）から16.9kg／台日（2012年、新規
ＣＮＧ車）へ削減されることにより、気候変動緩和に資することが期待さ
れる。  

・ 廃棄物の収集能力が1,619t／日（2008年）から2,121t／日（2012年）へ
強化されるとともに、収集率も58％（2008年）から67％（2012年）へ向上
することが期待される。  

・ また、ダッカ市役所における収集能力の強化を通じて、市内の不法投棄
廃棄物から生ずるメタンガス等の温室効果ガスが減少し、気候変動の緩和
に資するとともに、住環境の向上が期待される。  

（２）また、同国の開発計画である貧困削減戦略文書においても、天然ガス車への
転換がダッカ市の大気汚染の減少につながるとしているように、本計画の実施
は、温室効果ガスの削減に資するとともに、同国の開発計画に合致する。さら
に、我が国の対バングラデシュ国別援助計画においても、「環境」は「社会開
発と人間の安全保障」の重点セクターに位置づけられており、１）都市インフ
ラ整備、２）人材育成強化と制度改善、一般市民への意識向上等に取り組むと
していることから、我が国の援助方針にも合致する。 

（３）さらに、バングラデシュは我が国とクールアース・パートナーシップを構築
しており、本計画は同パートナーシップに基づく支援策である。本計画の実施
により、地球温暖化防止に向けたバングラデシュの取組を促進するとともに、
我が国とバングラデシュの二国間関係強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年２月18日） 
供与限度額：12.15億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「第二次ザンジバル市街地給水計画」（タンザニア連合共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）・ 対象地域において給水能力が約４万７千㎥／日から約５万４千㎥／日へ
向上する。 

・ 24時間給水が実現し、水の安定供給及び最低配水圧が確保され、給水水
質が向上し、裨益人口はザンジバル都市部約46万人となる。 

（２）タンザニア・ザンジバル政府では、「ザンジバルビジョン2020」（2000年１
月策定）を策定し、社会経済インフラ整備の分野においては、（イ）良好な水
にアクセスできること、（ロ）適切な水資源管理により全ての国民に継続的に
水が供給されることを目標としており、水の安定供給を重要な政策課題として
位置づけている。かかる方針は我が国の対タンザニア援助方針と合致する。 

（３）タンザニアは政治情勢も安定し、地域の安定にも積極的に貢献し、国際社会
の場における我が国との関係も良好である。連合国家の一翼を担うザンジバル
は島国であり、その水供給事業は上記のとおりタンザニア自身がその開発上高
い優先度を置いている。我が国が本計画を実施して基礎生活環境の改善に貢献
できることは、いわゆる「日本の顔の見える事業」として外交的効果も大きく、
本計画の実施により、日本とタンザニアの二国間関係強化への効果が期待され
る。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年２月26日） 
供与限度額：14.19億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「緊急給水計画」（モザンビーク共和国） 

政策評価の結 （１）井戸掘削関連機材や手動ポンプ等の調達により、ガザ州及びマプト州の給水・
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果の概要 衛生状況が改善される。 
（２）モザンビークは、1995年に策定されたモザンビークの水に関する国家政策に

おいて、2015年までに農村人口のおよそ1,700万人の70％に相当する1,100万人
への給水を実現することを目指しており、また、気候変動対策上の観点から、
旱魃や洪水に関する政策も掲げられており、本計画はこのようなモザンビーク
の開発計画と合致している。 

（３）モザンビークは、2008年８月に我が国クールアース・パートナーシップ国と
なることを表明しており、本計画は、同パートナーシップに基づくものである。
また、ＴＩＣＡＤ Ⅳのフォローアップの一環として実施するものであり、その
外交的効果は大きい。本計画の実施により、両国の友好関係強化への効果が期
待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年３月30日） 
供与限度額：10.00億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「緊急給水計画」（セネガル共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）地下水揚水機材（水中ポンプ、発電機、ディーゼルエンジン）及び給水車の
整備により、気候変動の深刻な影響により悪化した給水・衛生状況が改善され
る。 

（２）セネガルでは、安全な水の供給を重要な開発課題の一つと位置づけ、貧困削
減戦略文書（ＰＲＳＰ、2002年）、ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）において、
農村部の給水率を2015年までに78％とする目標を掲げ、「水と衛生のミレニア
ムプログラム」（ＰＥＰＡＭ、2005年）に基づいて給水計画を実施しており、
本計画はこのようなセネガルの開発計画とも合致している。 

（３）セネガルは、2008年３月にクールアース・パートナーシップ国となることを
表明しており、本計画は、同パートナーシップに基づくものである。また、Ｔ
ＩＣＡＤ Ⅳのフォローアップの一環として実施するものであり、その外交的効
果は大きい。本計画の実施により、両国の友好関係強化への効果が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年３月30日） 
供与限度額：10.00億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「第四次小学校建設計画」（カメルーン共和国） 

政策評価の結

果の概要 

（１）対象地域において、仮設及び老朽化により劣悪な状態にある100教室が建て替
えられ、32教室が新設されることにより、適切な学習環境を備えた教室が整備
され、15,840人分の就学環境が改善される。また、対象10サイトにおいて、整
備された教室の割合が現在の約５％から約90％に増加する。 

（２）カメルーンでは、貧困削減戦略文書（2003年策定）において、全国民への初
等教育の普及を目標とし、「教育セクター戦略」に沿って、2015年までに初等
教育修了率100％の達成や１教室あたり生徒数50人の実現等を目指している。本
事業はこのようなカメルーンの開発計画と合致している。 

（３）我が国はこれまでにもカメルーンにおいて小学校建設を行っており、これら
の小学校は「日本の学校」として同国において高い評価を得ており、その外交
的効果も大きい。本計画の実施により、両国の友好関係強化への効果が期待さ
れる。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年３月31日） 
供与限度額：10.98億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
 
有償資金協力 

政 策 の 名 称 「環境開発計画」（フィリピン共和国） 
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政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、環境汚染物質の排出抑制、貧困地域への融資による貧困削
減の促進、廃棄物処理施設の設置・改良による環境改善が期待される。さらには、
フィリピンの経済・社会発展を通じた我が国との二国間関係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成20年９月30日） 
供与限度額：248.46億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「チェンナイ地下鉄建設計画」（インド） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、増加する輸送需要への対応を図り、もって交通渋滞の緩和
と交通公害の減少を通じた地域経済の発展及び都市環境の改善に寄与することが期
待される。さらには、インドの経済・社会発展を通じた我が国との二国間関係の強
化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成20年10月22日） 
供与限度額：217.51億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「ハイデラバード外環道路建設計画（フェーズ２）」（インド） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、増加する道路交通需要への対応を図り、もって交通渋滞の
緩和及び地域経済の発展に寄与することが期待される。さらには、インドの経済発
展を通じた我が国との二国間関係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成20年10月22日） 
供与限度額：420.27億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「中小零細企業・省エネ支援計画」（インド） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、インド中小零細企業による省エネルギーへの取り組み増進
を図り、もって同国のエネルギーの効率的利用促進を通じた環境改善及び持続的な
経済発展並びに気候変動対策に寄与することが期待される。さらには、インドの経
済発展を通じた我が国との二国間関係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成20年10月22日） 
供与限度額:300.00億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「地方都市上下水道整備計画」（アゼルバイジャン共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、地方都市における衛生的で持続可能な居住環境が整備され
ることが期待される。さらには、アゼルバイジャンの社会・経済発展を通じた我が
国との二国間関係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年２月９日） 
供与限度額: 328.51億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「ハリプール新発電所建設計画（第二期）」（バングラデシュ人民共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、発電量の増大と発電所の運営・維持管理の効率化が促進さ
れ、電力の安定供給が可能となる。また、従来型発電設備に比べてＣＯ２排出量の
大幅な削減が期待される他、バングラデシュの経済・社会発展を通じた我が国との
二国間関係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年２月22日） 
供与限度額:222.10億円 
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反映状況 平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「デリー高速輸送システム建設計画（フェーズ２）（第四期）」（インド） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、増加する輸送需要への対応を図り、もって交通渋滞の緩和
と交通公害の減少を通じた地域経済の発展及び都市環境の改善に寄与することが期
待される。さらには、インドの経済・社会発展を通じた我が国との二国間関係の強
化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年３月27日） 
供与限度額:777.53億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「グワハティ上水道整備計画」（インド） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、増加する水需要に対応する安全かつ安定的な上水道サービ
スの提供を図り、もって地域住民の生活環境の改善に寄与することが期待される。
さらには、インドの経済・社会発展を通じた我が国との二国間関係の強化が期待さ
れる。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年３月27日） 
供与限度額:294.53億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「ホゲナカル上水道整備計画・フッ素症対策計画（フェーズ２）」（インド） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、増加する水需要に対応する安全かつ安定的な上水道サービ
スの提供を図り、もって地域住民の生活環境の改善に寄与することが期待される。
さらには、インドの経済・社会発展を通じた我が国との二国間関係の強化が期待さ
れる。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年３月27日） 
供与限度額:170.95億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「バンコク大量輸送網整備計画（レッドライン）（Ⅰ）」（タイ王国） 

政策評価の結

果の概要 

本計画の実施により、渋滞及び大気汚染の緩和が促進され、地域経済の発展及び
都市環境の改善が期待される。また、タイの経済・社会発展を通じた我が国との二
国間関係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年３月30日） 
供与限度額:630.18億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「ハイフォン都市環境改善計画（第二期）」（ベトナム社会主義共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本計画を実施することにより、水質改善、浸水被害軽減等を通じた都市・生活衛
生環境の改善が期待される。また、ベトナムの経済・社会発展を通じた我が国との
二国間関係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年３月31日） 
供与限度額:213.06億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「第二期ハノイ水環境改善計画（第二期）」（ベトナム社会主義共和国） 

政策評価の結 本計画を実施することにより、水質改善、浸水被害軽減等を通じた都市・生活衛
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果の概要 生環境の改善が期待される。また、ベトナムの経済・社会発展を通じた我が国との
二国間関係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年３月31日） 
供与限度額:292.89億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「国道・省道橋梁改修計画（第二期）」（ベトナム社会主義共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本計画を実施することにより、安全、円滑な道路ネットワークの整備が期待され
る。また、ベトナムの経済・社会発展を通じた我が国との二国間関係の強化が期待
される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年３月31日） 
供与限度額:179.18億円 
平成22年度予算要求に反映 

 
政 策 の 名 称 「ジャカルタ都市高速鉄道計画（第一期）」（インドネシア共和国） 

政策評価の結

果の概要 

本計画を実施することにより、ジャカルタ首都圏における旅客輸送力の増強及び
投資環境の改善が期待される。また、インドネシアの経済・社会発展を通じた我が
国との二国間関係の強化が期待される。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

有償資金協力の実施 
交換公文の署名（平成21年３月31日） 
供与限度額:481.50億円 
平成22年度予算要求に反映 
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事後評価 

 

表 10－４－④ 総合評価方式により事後評価した政策 

施策名 アジア大洋州地域外交 

施策の概要 

アジア大洋州地域の安定と繁栄の確保を目指し、域内諸国・地域間における未来に向けた友好関
係を構築すること。次の具体的施策より構成される。 
Ⅰ－１－１ 東アジアにおける地域協力の強化  
Ⅰ－１－２ 朝鮮半島の安定に向けた努力 
Ⅰ－１－３ 未来志向の日韓関係の推進 
Ⅰ－１－４ 未来志向の日中関係の推進及び日モンゴル関係の強化等 
Ⅰ－１－５ タイ、ベトナム、カンボジア、ラオス、ミャンマーとの友好関係の強化 
Ⅰ－１－６ インドネシア、シンガポール、東ティモール、フィリピン、ブルネイ、マレーシア

との友好関係の強化 
Ⅰ－１－７ 南西アジア諸国との友好関係の強化 
Ⅰ－１－８ 大洋州地域諸国との友好関係の強化 

施策に関する

評価結果の概

要と達成すべき

目標等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 
施策Ⅰ－１ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 ★★★★☆    
 Ⅰ－１－１ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 ★★★★☆ 
 Ⅰ－１－２ 「目標の達成に向けて一定の進展があった。」 ★★☆☆☆ 
 Ⅰ－１－３ 「目標の達成に向けて進展があった。」    ★★★☆☆ 
 Ⅰ－１－４ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 ★★★★☆ 
 Ⅰ－１－５ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 ★★★★☆ 
 Ⅰ－１－６ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 ★★★★☆ 
 Ⅰ－１－７ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 ★★★★☆ 
 Ⅰ－１－８ 「目標の達成に向けて進展があった。」    ★★★☆☆ 
（施策の必要性） 
１．「東アジアにおける地域協力の強化」について 

東アジアは、世界の成長センターであり、インドや中国の台頭等と相まって近年急速な経済成
長を遂げている一方、テロや感染症等の地域共通の新たな脅威が顕在化し、また北朝鮮問題等、
安全保障上の不安定要因も依然として存在し、長期的な予見可能性が欠如している。豊かで安定
し、開かれた東アジアの実現は我が国の安全と繁栄に不可欠であり、二国間関係のみならず、地
域協力枠組みにおいて地域共通の脅威や課題に取り組むとともに、その中で民主主義、人権、法
の支配等普遍的な価値や国際ルールの地域における定着を図っていくことが引き続き必要であ
る。 

２．「朝鮮半島の安定に向けた努力」について 
北朝鮮の核問題及びミサイル問題は我が国の平和と安全に対する直接の脅威であるのみなら

ず、国際的な不拡散体制に対する深刻な挑戦であり、一刻も早い解決が必要である。また、拉致
問題は、我が国の主権にかかわる重大な問題であるとともに、国民の生命と安全に関わる重大な
人道上の問題であり、一刻も早い解決が必要である。拉致、核、ミサイルといった諸懸案を外交
的手段を通じて包括的に解決した上で、日朝国交正常化を実現することは、日朝双方のみならず、
地域の平和と安定にも大きく寄与するものである。 

３．「未来志向の日韓関係の推進」について 
日韓両国は、基本的価値を共有する最も大切な隣国関係であり、「シャトル首脳外交」等を通じ、

引き続き未来志向の「成熟したパートナーシップ関係」を強化していくために協力していくこと、
さらには、北朝鮮問題、開発協力、海賊対策といった国際社会における共通の課題に向かって緊
密に連携して取り組んでいくことは、日韓両国のみならず、北東アジア地域、更には国際社会全
体の安定と繁栄にとって極めて重要である。 

４．「未来志向の日中関係の推進及び日モンゴル関係の強化等」について 
日中間においては、人的交流や経済関係がこれまでになく拡大・深化し、両国が互いになくて

はならない存在になっている。日中関係は最も重要な二国間関係の一つとの共通認識の下、地域
及び世界に貢献しながら両国の共通利益を拡大する「戦略的互恵関係」の具体化を進展させるこ
とが重要である。一方で、日中間には引き続き様々な懸案が存在しており、これらを緊密な対話
を通じて解決し、未来志向の日中関係を構築していくことは日中関係のみならず地域の平和と繁
栄にとっても極めて重要である。 
モンゴルは、中露の間という地政学的位置による戦略的重要性に加え、ウラン・レアメタルを

豊富に有する資源外交の新たな相手国として、また国際場裡におけるパートナー国として、我が
国にとっての重要性がより一層増している。 

５．「タイ、ベトナム、カンボジア、ラオス、ミャンマーとの友好関係の強化」について 
メコン地域はかつて戦争、現在でも貧困、難民といった不安定要因を抱えているが、本地域を

含むＡＳＥＡＮの安定と均衡のとれた発展は、アジア全体の安定と繁栄にとって必要不可欠であ
り、メコン地域開発による支援やこの地域への貿易投資促進を通じて、ＡＳＥＡＮ域内の格差を
是正し、統合を促進していく必要がある。また、これらの国々との友好関係を強化することを通
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じて、我が国の政策や立場に対する支持・協力を得ることは、国際社会において我が国の外交を
推進していく上で重要な意味を有する。 

６．「インドネシア、シンガポール、東ティモール、フィリピン、ブルネイ、マレーシアとの友好
関係の強化」について 

東南アジア島嶼部各国（インドネシア、シンガポール、東ティモール、フィリピン、ブルネイ
、マレーシア）は、我が国と自由や民主主義といった普遍的価値を共有し、政治・安全保障面に
おける国際的・地域的諸課題に対応していく上で重要なパートナーである。 
また、経済面で成長著しい東南アジア島嶼部各国は、東アジア地域統合プロセスの中心である

のみならず、最重要生産拠点・市場の一つとして、貿易・投資面において我が国と密接な関係を
有することから、当該地域のビジネス環境整備は、我が国企業の競争力強化の観点から死活的な
重要性を有する。また、インドネシア、ブルネイ、マレーシア、東ティモールは主要なエネルギ
ー資源供給国でもある上、当該地域はマラッカ海峡を始め我が国にとって重要なシーレーンを有
し、エネルギー安全保障上も極めて重要である。 
上述のとおり、当該地域は政治・経済両面で大きな重要性を有しているが、未だ東ティモール

のような国づくりの途上にある国家や、情勢が不安定なフィリピン・ミンダナオ地域が存在する
とともに、安全保障面での脆弱性、民主主義の定着、地域統合の推進等の多様な課題を有してい
る。 

７．「南西アジア諸国との友好関係の強化」について 
（１）南西アジアは、世界最大の民主主義国家であるインドを始め、高い経済成長を実現してきて

おり、国際社会での存在感を高めている。特にインドは、世界的不況の影響はあるものの、依
然高い経済成長を維持しており、対外的にも米国との安全保障面を含む関係強化、東アジア地
域との経済連携強化等を通じて、急速に国際舞台での発言力を高めている。また、インドは 10
億の人口を擁する世界最大の民主主義国家として、民主主義、市場経済、法の支配という我が
国と共通の価値観を有しており、我が国にとって、アジア地域ひいては国際社会の平和と繁栄
のために協力すべきパートナーとして、高い重要性を有している。 

（２）一方、南アジアでは依然として貧困、民主化、テロ、不安定な内政等の課題を抱えており、
我が国として南アジアの民主化・民主主義の定着や平和構築の流れを支援していくことは、南
アジア地域の安定と繁栄にとり極めて重要である。 

（３）加えて、南西アジア諸国は我が国と中東諸国とのシーレーン（海上輸送路）上に位置し、地
政学的にも我が国にとって極めて重要である他、戦争による負の遺産もなく親日的である等、
我が国にとり外交的に重要であり、南西アジア諸国との一層の関係強化は我が国にとり不可欠
である。 

８．「大洋州地域諸国との友好関係の強化」について 
豪州、ニュージーランドとの幅広い分野での友好及び協力関係を推進し、二国間関係を更に強

化することは、アジア大洋州地域の平和と安定や資源及び食料の安定確保に資する。また、太平
洋島嶼国との外交関係を強化することは、国連（安保理）改革等について、国際場裡において我
が国の考えに対し有力な支持母体を得るため、また、水産資源を安定的に確保するために極めて
重要である。 

（施策の有効性） 
１．「東アジアにおける地域協力の強化」について 

アジアの安定と繁栄を確保し、域内諸国・地域間の友好関係を構築するためには、地域協力の
推進力であるＡＳＥＡＮの統合支援や、日中韓協力の進展、更に普遍的価値の共有、開放性・透
明性といった諸原則に基づいた地域協力・統合を進めていくことが重要である。ＥＡＳやＡＳＥ
ＡＮ＋３、日・ＡＳＥＡＮ協力といった枠組みによる協力は、地域各国と一層幅広い連携を実施
していく上で重要な役割を果たし、また日中韓協力はこれらの協力と相互補完的な役割を果たし
ている。 

２．「朝鮮半島の安定に向けた努力」について 
拉致、核、ミサイルといった北朝鮮をめぐる諸懸案に対し、①六者会合や日朝協議等における

北朝鮮との対話を通じて北朝鮮に具体的な対応を直接求めるアプローチ、②国際連合、Ｇ８首脳
会合等の場を活用し、国際社会のメッセージとして、北朝鮮に具体的な対応を求めるアプローチ、
③必要に応じて独自の又は国連安保理決議に基づく対北朝鮮措置を実施し、圧力をかけていくア
プローチがあるが、それぞれを相互補完的に用いつつ、諸懸案の包括的解決を目指すことは、北
朝鮮に正しいメッセージを伝達し、北朝鮮が賢明な判断を下し、具体的な対応をとるように促す
との観点から有効である。 

３．「未来志向の日韓関係の推進」について 
政治分野の対話の促進、人的交流の拡大、経済緊密化のための各種協議の推進は、日韓関係を

未来に向けて前進させるため必要な施策である。一方、日韓間の過去に起因する諸問題への取組、
日韓間の懸案への対応は、日韓関係が悪化する事態を防止し、両国民の視点を過去から未来に向
けさせるための施策である。これらを同時並行的に進めることは、日韓関係を更に高い次元に発
展させていく上で極めて有効であり、かつ、必要なことである。 

４．「未来志向の日中関係の推進及び日モンゴル関係の強化等」について 
未来志向の日中関係を発展・強化させ、日中間に存在する諸懸案を緊密な対話を通じ解決する

ためには、様々な分野、様々なレベルでの対話を通じ、「戦略的互恵関係」の構築に向けた具体的
協力を推進すること、及び日中間の諸懸案に関し、胸襟を開いた意見交換を実施し、相互理解を
深めること、また、新日中友好 21世紀委員会や日中歴史共同研究等の有識者の交流、青少年交流
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を中心とした民間レベルでの交流を促進し、相互理解と相互信頼の増進に努めていくことが有効
である。 

日モンゴル関係のより一層の強化のためには、各種招聘・派遣事業や対話の枠組み（官民合同
協議会、両国外務省間政策対話、両国地域情勢対話等）の継続的実施を通じた相互理解の促進や
具体的目標の設定が有効である。 

５．「タイ、ベトナム、カンボジア、ラオス、ミャンマーとの友好関係の強化」について 
  両国政府の要人往来、各種国際会議を活用しつつ、両国間のハイレベルな対話を継続的に実施
することは、メコン地域諸国との伝統的な友好関係を更に強化し、また、様々な二国間経済協議
を通じたビジネス環境の整備は、我が国との間の貿易投資活動を促進し、経済面での関係強化に
つながる。同時に、我が国のメコン地域開発に対する支援を通じたＡＳＥＡＮ統合の促進は、Ａ
ＳＥＡＮ全体と我が国の関係の強化に有効である。 

６．「インドネシア、シンガポール、東ティモール、フィリピン、ブルネイ、マレーシアとの友好
関係の強化」について 

東南アジア島嶼部各国と国際的・地域的課題への対応で連携しつつ、経済面での連携強化や地
域の安定に向けた協力を実施する上で、①要人往来による様々なレベルでの対話・交流・協力の
継続・促進、②各国との経済連携協定（ＥＰＡ）の協議・実施等経済分野での関係緊密化、③平
和構築等、地域及び国際的課題に対する協力、を実施することが有効である。 

７．「南西アジア諸国との友好関係の強化」について 
我が国の発展にとりインドを含む新興国との関係強化は不可欠であるが、日印関係は民間部門

の活動により自然に維持・強化されていくような成熟した段階にはない。ある程度政府が主導し、
日印間の戦略的グローバル・パートナーシップ強化のため政治的コミットメントを示すことは、
民間経済部門を含む二国間関係強化に資するものである。また、民主化・平和構築やテロとの闘
い等の課題を抱える南西アジア地域の平和と繁栄を実現するために、我が国として協力へのコミ
ットメントを示すことが必要である。その具体策としては、要人往来や首脳・外相会談を含む様々
なレベルでの対話の継続・促進、南西アジア地域の平和と繁栄に向けた様々な支援の実施等が有
効である。 

８．「大洋州地域諸国との友好関係の強化」について 
日豪及び日ニュージーランド間で積極的に対話を続けていくことは、より緊密な協力関係を実

現し、アジア太平洋地域の平和と繁栄に資するために有効である。第４回日・ＰＩＦ首脳会議を
適切にフォローアップすることは、我が国のこの地域に対するコミットメントを示すために重要
であり、島嶼国の我が国に対する積極的な支持を引き出すために有効である。更に、各国との草
の根レベルでの交流事業の実施及び青年招聘は、我が国に対する理解を深め、長期的な対日協力
姿勢を確保するために有効である。 

（施策の効率性） 
１．「東アジアにおける地域協力の強化」について 

ＥＡＳやＡＳＥＡＮ＋３、日・ＡＳＥＡＮ協力といった上記のそれぞれの枠組みにおいて相当
な進展が見られ、また、これらの枠組みに基づく協力案件も着実に実施され、とられた手段は適
切かつ効率的であった。 

２．「朝鮮半島の安定に向けた努力」について 
日朝間の対話を通じて北朝鮮へ直接の働きかけを行うアプローチについては、平成 20 年８月の

日朝合意等からも明らかなとおり、北朝鮮からの具体的な行動を引き出すためには効率的な手段
と考えられる。 

六者会合、国際連合、Ｇ８首脳会合等、更には関係国との首脳・外相会談等を通じ、我が国の
立場に対する国際社会の支持と協力を得た。また、我が国の外交努力により、北朝鮮人権状況決
議やＧ８首脳会合等における議長声明等を通じ、北朝鮮に国際社会のメッセージを明確に発出す
ることができた。加えて、北朝鮮のミサイル発射、核実験実施発表に対する一連の対北朝鮮措置
を継続したことは、我が国の断固たる姿勢を北朝鮮に示し、北朝鮮に対して国際社会の声に反す
ることのコストを認識させるのみならず、国際社会に対して北朝鮮問題の重要性を示す上でも役
立った。これらは、今後、我が国が拉致、核、ミサイルといった諸懸案の解決に向けて取り組ん
でいく際に、大いに役立つものと考えられ、効率的な手段と考えられる。 

３．「未来志向の日韓関係の推進」について 
（１）政治分野の対話の促進については、首脳・外相会談を含む政治レベル・政府間の緊密な対話

を重ねたことは、実務的な観点から両政府間の連携・協力関係の増進に資するのみならず、そ
のような緊密な対話が実現することを両国民に示すことで、両国間の未来志向的な雰囲気の醸
成にも資することとなった。とられた手段は適切かつ効果的であった。 

（２）人的交流の拡大については、近年、日韓両国政府が両国民の交流環境の整備のための施策を
講じたこと、また各種の多様な文化交流事業を適切に実施したことにより、折からの韓国大衆
文化ブーム（いわゆる「韓流」）とも相俟って、国民レベルでの相互理解の促進をより効果的に
進めることができた。「日韓交流おまつり」における交流や、「21 世紀東アジア青少年大交流計
画」の下での、1,400人を超える韓国の中高生、大学生、教員等の訪日（平成 20 年）に加え、
平成 20年４月の日韓首脳会談では、日韓の大学間交流協定に基づく留学を支援する「日韓大学
生交流事業」の実施や「日韓ワーキングホリデー制度」の、日韓それぞれの参加者上限を拡大
することで一致した。とられた手段は適切かつ効率的であった。 

（３）日韓間の過去に起因する諸問題への取組については、韓国国民の過去に対する心情を重く受
け止め、人道的観点から、朝鮮半島出身者の遺骨調査・返還、在サハリン「韓国人」支援、在
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韓被爆者支援等に誠実に対応したこと、また、第二期日韓歴史共同研究が順調に進んでいるこ
とは、未来志向の日韓関係の基盤構築の一助ともなっており、とられた手段は適切かつ効率的
であった。 

（４）日韓間の懸案への対応に関しては、ＥＥＺ境界画定について、平成 20年５月に第９回交渉、
平成 21 年３月に第 10 回交渉を実施し、現在も交渉が継続中である。また、ＥＥＺ境界画定に
は一定の時間がかかることから、喫緊の課題として、海洋の科学的調査に係る暫定的な協力の
枠組み交渉も併せて行なっている。また、日韓間には竹島をめぐる領有権の問題があるが、平
成 20 年７月 14 日に文部科学省が公表した中学校学習指導要領解説（社会（地理的分野））に初
めて竹島が記述されたことに対し、韓国政府は強く反発した。竹島についての日本政府の立場
は一貫しており、パンフレットの作成などにより対外的に周知するとともに、韓国側に対して
も累次にわたり申し入れている。いずれにせよ、日本政府としては、この問題の平和的解決の
ため、粘り強い外交努力を行っていくという方針であり、とられた手段は適切かつ効果的であ
った。 

（５）経済緊密化のための各種協議等の推進については、平成 20 年 10 月に第７回日韓ハイレベル
経済協議が開催された。また、日韓経済連携協定（ＥＰＡ）交渉については、平成 16 年 11 月
以降中断しているが、平成 20 年４月の日韓首脳会談において、日韓ＥＰＡが両国の経済関係の
強化に重要な役割を果たすであろうという認識を共有したことを受けて、交渉の再開に向けた
検討及び環境醸成のための実務協議が６月及び 12 月に開催された。また、平成 21 年１月の日
韓首脳会談では、交渉再開に向けた検討を促進することに、また２月の日韓外相会談では実務
協議のレベルを審議官級に引き上げることで一致した。とられた手段は適切かつ効果的であっ
た。 

４．「未来志向の日中関係の推進及び日モンゴル関係の強化等」について 
平成 20年度は、５回の首脳間の相互訪問が行われるなど、首脳会談、外相会談を含む各種要人

会談が活発に展開され、その他にも日中戦略対話（次官級）、日中人権対話（局長級）等幅広い事
務レベル協議を実施、「戦略的互恵関係」の構築に向け対話を積み重ね、施策の目標に向け、相当
な進展がみられた。また、対モンゴル関係においても外務省間政策対話及び官民合同協議会等、
様々なレベルでの話合いを実施した。とられた手段は適切かつ効率的であったと考えられる。 

５．「タイ、ベトナム、カンボジア、ラオス、ミャンマーとの友好関係の強化」について 
メコン地域開発は地域全体の包括的な開発を目指す構想であり、我が国の限られた援助資源を

最適配分するという観点から、とられた手段は適切かつ効率的であった。 
６．「インドネシア、シンガポール、東ティモール、フィリピン、ブルネイ、マレーシアとの友好
関係の強化」について 

  限られた投入資源（平成 20 年度当初予算のうち 165 百万円は日・インドネシアＥＰＡに基づき
受け入れた看護師・介護福祉士候補者の日本語研修経費であり、同経費を除いた予算額は 63 百万
円のみ）にもかかわらず、関係省庁・各課（要人往来・ＥＰＡ交渉・実施における関係省庁との
連携）、民間（ＥＰＡ実施、周年事業実施）等と密接に協力するなど効率的に事業を行い、政治、
経済、安全保障、文化の各分野で関係国と友好・協力関係を大きく推進した。外務省の行った施
策については、投入資源と比較して大きな成果を出しており、とられた手段は適切かつ効率的で
あった。 

７．「南西アジア諸国との友好関係の強化」について 
平成 20年度は、首脳レベルを含む要人往来、各種協議の活発な実施、選挙監視団の派遣を含む

南アジア地域全体の平和と繁栄に向けた各種取組の実施等により、施策の目標に向けて相当な進
展があったことは、とられた手段が適切かつ効率的であったことを示すものと考えられる。 

８．「大洋州地域諸国との友好関係の強化」について 
豪州とは、安全保障協力の強化やＥＰＡ交渉の継続など平成 19年度に引き続き、更なる進展が

みられた。ニュージーランドとは作業部会を実施し、二国間関係強化のための協力の枠組み作り
に進展があった。また、太平洋・島サミット準備会合及び要人往来を通じ、太平洋島嶼国・地域
との友好協力関係を深化させた結果、対日協力姿勢の強化が見られたことから、とられた手段は
適切かつ効率的であった。 

（反映の方向性） 
１．「東アジアにおける地域協力の強化」について 
  すべての枠組みにおいて地域協力を積極的に推進し、地域の一体感を高めていく。地域共通の
課題に対し、協力の気運が高い分野において協力を進展させ、地域全体の利益となるよう具体的
な取組を進める。 

２．「朝鮮半島の安定に向けた努力」について 
関係国と緊密に連携・協力しつつ、六者会合や日朝協議等を通じ、諸懸案を包括的に解決し、

不幸な過去を清算して国交正常化を目指す。 
３．「未来志向の日韓関係の推進」について 

大局的な観点からの未来志向の日韓関係の更なる発展と、北東アジア地域の安定と繁栄へ向け
た連携・協力の強化を併せて進展させる。 

４．「未来志向の日中関係の推進及び日モンゴル関係の強化等」について 
日中間で「戦略的互恵関係」の構築に向け、引き続き幅広い分野における協力の具体的な進展

を図り、同時に個別の懸案を解決すべく、各種対話や交流を一層強化していく。日モンゴル間で
は、政府関係者の招聘や我が国有識者の派遣を通じた相互理解の促進に一層努めていく。 

５．「タイ、ベトナム、カンボジア、ラオス、ミャンマーとの友好関係の強化」について 
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  今後ともメコン河流域５か国との友好関係の強化、経済関係の緊密化に取り組むとともに、こ
れらの国々の発展を支援することを通じて、ＡＳＥＡＮの統合を支援し、地域の平和と安定の強
化に取り組んでいく。 

６．「インドネシア、シンガポール、東ティモール、フィリピン、ブルネイ、マレーシアとの友好
関係の強化」について 

  各国との関係強化のため、要人往来を始めとする様々なレベルでの対話・交流、各国との経済
連携協定（ＥＰＡ）に基づく各種小委員会等やＥＰＡの円滑な実施のための協議等二国間経済協
議、平和構築を始めとする地域及び国際的課題に関する協力を引き続き着実に実施していく。ま
た、ＥＰＡ実施や地域及び国際的課題に関する協力については、適正な予算措置及び人的体制の
拡充を行っていく。 

７．「南西アジア諸国との友好関係の強化」について 
  南西アジア諸国、特にインドの重要性が益々高まる中、要人往来、各種政策協議、経済協力を
通じ、引き続き日印戦略的グローバル・パートナーシップの着実な強化を図るとともに、南アジ
アの安定と繁栄に向け民主化・平和構築等の支援のための具体的施策を講じる。 

８．「大洋州地域諸国との友好関係の強化」について 
今後も目標達成に向けて、取組をさらに強化していく。また、我が国として、豪州、ニュージ

ーランド及び島嶼国との協力関係をより強化していくと同時に、特に第５回太平洋・島サミット
開催に向けて我が国とこれらの国との協力の重要性を国内でアピールしていく。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（目標の達成状況） 
[目標] アジア大洋州地域の安定と繁栄の確保を目指し、域内諸国・地域間における未来に向けた

友好関係を構築すること。 
本施策を構成する具体的施策ごとの目標の達成状況は以下のとおり。 

１．「東アジアにおける地域協力の強化」について 
  東アジアの地域協力枠組みのそれぞれにおいて、地域共通の課題に対する具体的協力を引き続
き実質的に進展させ、地域の共通利益に貢献することができた。特に、日・ＡＳＥＡＮ間では12
月１日に、日・ＡＳＥＡＮ包括的経済連携（ＡＪＣＥＰ）協定が日本、シンガポール、ラオス、
ベトナム、ミャンマーの間で発効したほか、金融危機対応や災害対応能力向上のため約7500万ド
ルを日ＡＳＥＡＮ統合基金（ＪＡＩＦ）に新たに拠出し、ＡＳＥＡＮ統合に向けて我が国が積極
的に支援することを示すことができた。また、日中韓協力に関しては、12月に福岡県太宰府市で
開催された日中韓首脳会議は、他の国際会議の機会を捉えて開催されてきたこれまでの首脳会議
とは異なり、歴史上、初めて、独立した会議として開催された。同会議において、三か国首脳は、
今後の三国間協力の指針を記した「三国間パートナーシップに関する共同声明」に署名し、我が
国のイニシアティブにより、未来志向で三国間協力を強化するとのメッセージを発出した。ＡＳ
ＥＡＮ＋３協力、東アジア首脳会議に関しては、平成20年度は議長国タイの国内事情により開催
されなかったが、エネルギー安全保障、環境・気候変動、青少年交流等の分野で引き続き具体的
な協力が着実に推進されているほか、第４回首脳会議において主要テーマとして取り上げられる
予定であった世界経済金融危機、食料・エネルギー安全保障、防災に関し、我が国は、同首脳会
議に向けて、危機や課題に対応するための各国の取組を支援する協力策を準備した（同協力策は、
４月11日に公表された）。以上のように、各々の枠組みにおいて、当初想定していた以上の成果が
見られた。 

２．「朝鮮半島の安定に向けた努力」について 
（１）核、ミサイル等の安全保障上の問題については、朝鮮半島の非核化に向け、六者会合の枠組

みの下、北朝鮮は、「共同声明実施のための第二段階の措置」の一環として、平成 20 年６月に
申告を提出し、寧辺（ヨンビョン）における核施設の無能力化も一部実施された。しかし、12
月の六者会合首席代表者会合では検証の具体的枠組みについての合意は得られなかった。 

（２）我が国が、北朝鮮のミサイル発射、核実験実施発表に対する一連の対北朝鮮措置を平成 20年
も継続し、毅然とした対応をとったことは、我が国の断固たる姿勢を北朝鮮に示すのみならず、
国際社会に対して北朝鮮問題の重要性を示す上でも役立った。 

（３）日朝関係については、平成 20年６月に北京で開催された日朝実務者協議に引き続き、８月に
も同実務者協議が開催され、拉致問題に関する全面的な調査の具体的態様等につき合意が得ら
れた。しかし、９月に北朝鮮から調査開始を見合わせる旨の連絡があって以降、いまだ北朝鮮
側は具体的な行動を開始していない。 

（４）①国連総会において、拉致問題を含めた北朝鮮の人権状況を非難する北朝鮮人権状況決議の
採択を実現したことや、②Ｇ８首脳会合や米国・中国等との首脳・外相会談等を通じ、拉致問
題解決に向けた国際的な連携を強化できたこと、特に７月のＧ８北海道洞爺湖サミットでは、
首脳宣言において初めて「拉致」が明示的に言及され、議長声明にも「拉致」が盛り込まれた
ことは、一定の成果であった。 

３．「未来志向の日韓関係の推進」について 
平成 20 年４月に李明博大統領が訪日し、また、平成 21 年１月には、麻生総理大臣が「シャト

ル首脳外交」の一環として訪韓して、「成熟したパートナーシップ関係」を強化していくことを確
認するとともに、日韓関係を一層緊密にするだけでなく、日韓両国が共に国際社会に貢献してい
くことを確認するなど、平成 20 年４月から平成 21 年３月の間に４回の日韓首脳会談を行った。
加えて、５回の外相会談を始めとする様々な分野での重層的かつ緊密な政府間対話や民間レベル
の交流が進展した。「成熟したパートナーシップ関係」の構築や「シャトル首脳外交」の定着に向
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けて、着実な進展があったものと評価できる。 
４．「未来志向の日中関係の推進及び日モンゴル関係の強化等」について 

中国との間では、５月の胡錦濤国家主席による中国国家主席として 10年ぶりの訪日や 10月の
麻生総理大臣の訪中等、５回の首脳間相互訪問が行われ、「戦略的互恵関係」構築に向けて多くの
対話が重ねられた。「食の安全」の問題や 12 月の中国公船の尖閣諸島領海への進入事案などが発
生したが、幅広い層での交流が進むなど関係は着実に進展した。モンゴルとの間では、外相会談
や外務省間政策対話及び官民合同協議会等、様々なレベルでの話合いが実施されるなど、極めて
良好な政治的関係と同等な経済関係の構築に向けて、双方による取組が行われた。 

５．「タイ、ベトナム、カンボジア、ラオス、ミャンマーとの友好関係の強化」について 
タイ首相及びラオス国家主席が訪日し、皇太子殿下が初めてベトナムを訪問するなど、要人に

よる二国間訪問が活発に行われた。経済協議については、日ラオス投資協定及び日カンボジア投
資協定が発効し、日ベトナム経済連携協定が署名された。メコン地域開発については、「日本・メ
コン地域パートナーシップ・プログラム」に基づく支援を引き続き実施した。また、平成 20年１
月の日メコン外相会議で平成 21（2009）年を日メコン交流年とすることで合意し、政治、経済、
文化その他幅広い分野における交流行事を実施し、各国との対話・交流が促進された。 

６．「インドネシア、シンガポール、東ティモール、フィリピン、ブルネイ、マレーシアとの友好
関係の強化」について 

（１）マレーシア、インドネシア、東ティモールの首脳、東ティモール、インドネシア、ブルネイ、
フィリピンの外相を含む多数の閣僚級要人の訪日、マレーシア、フィリピンとの次官級協議や
日・ＢＩＭＰ－ＥＡＧＡ（ビンプ・東ＡＳＥＡＮ成長地域）会合の開催、日・インドネシア友
好年関連事業の活発な実施（年間 300 以上）により、様々なレベルでの対話・交流が極めて活
発に行われ、質・量ともに優れた具体的成果を得ることができた。 

（２）経済面では、インドネシア、ブルネイ、フィリピンとの経済連携協定（ＥＰＡ）発効、フィ
リピンとの租税条約改正議定書発効、ブルネイとの租税協定署名という大きな具体的成果を得
た。また、既に発効していたシンガポール、マレーシアとのＥＰＡも含み、分野別の小委員会
等の開催や相手国との調整により各経済連携協定（ＥＰＡ）の着実な実施が図られた。 

（３）さらに、東ティモールの国づくりへの継続的な支援やフィリピン・ミンダナオ和平プロセス
への積極的関与、安全保障分野での所管国との連携強化等により地域の安定と平和に向け大き
な貢献ができた。また、民主主義の普及・定着、地域統合、経済・金融危機等の課題への対応
のため、所管国との緊密な連携を図り、地域の安定・発展の推進に貢献した。 

７．「南西アジア諸国との友好関係の強化」について 
平成 20年には、高村外務大臣（当時）のパキスタン及びインド訪問、シン・インド首相の公式

訪日を始めとするハイレベルの要人往来が実現した。また、南アジア各国との首脳会談、外相会
談等の政治レベルでの対話に加え、次官級協議、局長級対話等の各種事務レベルでの対話が実施
された。特にインドとの関係では、シン首相訪日の際に、政治・安全保障、経済、文化・学術交
流等の幅広い分野で協力を強化する「戦略的グローバル・パートナーシップの前進に関する共同
声明」及び安全保障分野での協力に関する「安全保障協力に関する共同声明」が発出される等、
日印戦略的グローバル・パートナーシップは一層強化された。さらに、我が国は、バングラデシ
ュ、モルディブ、ネパール、ブータンへの選挙監視団派遣、南アジア地域協力連合（ＳＡＡＲＣ）
に対する協力等、南西アジア地域の平和と繁栄に向けた協力を積極的に実施した。これらの点に
おいて、日印間の戦略的グローバル・パートナーシップの強化を柱とする南アジア地域全体の安
定と繁栄という目標に向けて、当初の想定以上の大きな成果があげられた。 

８．「大洋州地域諸国との友好関係の強化」について 
（豪州との関係）ハイレベルの二国間会談（６回の外相会談、６回の首脳会談（うち３回は電

話会談））、日豪ＥＰＡ交渉（４回）及び安全保障面での対話等を通じ日豪関係の強化を推進し、
６月のラッド首相訪日時には、包括的な戦略関係を更に強化することにつき合意した。 
（ＮＺとの関係）平成 20年５月のクラーク首相の訪日時に、引き続き幅広い分野で二国間関係

を強化することで合意した。経済関係強化のための作業部会及び日ＮＺ高級事務レベル経済協議
を通じ、経済面を中心に対話を推進した。11月の総選挙の結果、キー国民党政権が成立し、12 月
には日ＮＺ電話首脳会談を実施し、二国間関係及び経済金融危機について意見交換を行った。 

（島嶼国との関係）島嶼国首脳の来訪（トメイン・マーシャル大統領、モリ・ミクロネシア大
統領及びレメンゲサウ・パラオ大統領）に加え、皇太子殿下のトンガ国王戴冠式へのご出席やパ
ラオ及びミクロネシアへの特派大使派遣等要人往来の強化を通じ島嶼国との友好協力関係の深化
に努めた。また、平成 21年５月に開催する第５回日・ＰＩＦ首脳会議に向け、有識者会合や日・
ＰＩＦ首脳会議準備会合を実施した。こうした取組を通じ島嶼国の自助努力に対する支援につい
て我が国のイニシアティブを印象づけた。これら我が国の取組において、大洋州島嶼国からは、
安保理改革等について国際場裡での支持を確保してきている。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

● 東アジアにおける地域協力の強化 
｢目標の達成に向けて相当な進展があった。｣との評価を受け、すべての枠組みにおいて地域協

力を積極的に推進し、地域の一体感を高めていくとともに、地域共通の課題に対し、協力の機運
が高い分野において協力を進展させ、地域全体の利益となるような具体的な取り組みを進めるべ
く予算要求を行った。 

● 朝鮮半島の安定に向けた努力 
「目標の達成に向けて一定の進展があった。」との評価を受け、予算規模としては前年度同規

模ながら具体的な取組みをさらに強化し、目標の達成を目指す。 
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● 未来志向の日韓関係の推進 
「目標の達成に向けて進展があった。」との評価を受け、予算規模としては前年度同規模（平

成 22 年度は本邦開催となる会議があるため、右必要経費分は増額）ながら、事務事業の拡充強化
を目指す。 

● 未来志向の日中関係の推進及び日モンゴル関係の強化等 
「目標の達成に向けて進展があった。」との評価を受け、予算規模としては前年度同規模なが

ら、事務事業の拡充強化を図るとともに、平成 22年度定員要求において本省経済担当官及び領事
法務担当官、在中国大及び在上海総の経済担当官、在モンゴル大の経済担当官の増員を要求し、
承認された。 

● タイ、ベトナム、カンボジア、ラオス、ミャンマーとの友好関係の強化 
本施策を構成する事務事業を平成 22年度において拡充強化又は継続すべきとの方針が示され

たことを踏まえ、複数の事業について拡充又は新規の概算要求を行った。 
● インドネシア、シンガポール、東ティモール、フィリピン、ブルネイ、マレーシアとの友好関
係の強化 
対話・交流の一層の促進、経済連携の更なる強化、地域の安定の確保のための様々な分野にお

ける協力・連携の強化という課題への取組を平成 22年度において拡充強化又は継続すべきとの方
針が示されたことを踏まえ、関連予算の新規・増額要求を行うとともに、平成 22 年度定員要求に
おいて本省ＥＰＡ担当の増員要求を、また在インドネシア大及び在東ティモール大の増員要求を
行い、承認された。 

● 南西アジア諸国との友好関係の強化 
「目標の達成に向けて相当な進展があった。」との評価を受け、南西アジア諸国、特にインド

の重要性が益々高まる中、要人往来、各種政策協議、経済協力を通じ、引き続き日印戦略的グロ
ーバル・パートナーシップの着実な強化を図るとともに、南アジアの安定と繁栄に向けた民主化・
平和構築等の支援のための具体的施策を講じるための予算を要求した。また、平成 22 年度定員要
求において本省パキスタン担当及び在パキスタン大の増員要求を行い、承認された。 

● 大洋州地域諸国との友好関係の強化 
「目標の達成に向けて進展があった。」と評価されたことを踏まえ、平成 22年度においては、

豪州及びニュージーランドとの間で、政治・経済・文化等各分野での協力を強化するための諸事
業について予算要求を行った。また、第５回太平洋・島サミットのフォローアップを着実に行う
ための予算要求を行うとともに、平成 22年度定員要求において本省太平洋・島サミット担当の増
員要求（１名）を行い、承認された。 

（平成 22年度予算額：2,262,731千円〔平成 21年度予算額：2,366,012 千円〕） 

関係する施政

方針演説等内

閣の重要政策

（主なもの） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第169回国会施政方針演説 平成20年１月18日 

・ 昨年の米国、シンガポール、中国への訪問で
「共鳴外交」に踏み出しました。中国とは、省
エネ・環境協力などを通じ、戦略的互恵関係を
深め、アジアと世界の安定と発展に貢献する関
係を築きます。韓国とは、２月に就任される次
期大統領と、未来志向の安定した関係を構築し
ていきます。 

・ 北朝鮮に対しては、六者会合などの場を通じ、
関係各国と連携して核の放棄を求めていきま
す。また、すべての拉致被害者の一刻も早い帰
国を実現し、不幸な過去を清算し日朝国交正常
化を図るべく、引き続き最大限の努力を行って
いきます。 

第169回国会外交演説 平成20年１月18日 

・ 近隣諸国との関係に触れれば、豊かで安定し、
開かれたアジア地域の実現は、我が国の安全と
繁栄に不可欠です。 

・ 中国とは、「戦略的互恵関係」を構築し、共に
世界の平和、安定、繁栄に貢献してまいります。
先月、福田総理と私はそれぞれ中国を訪問し、
本年の桜の咲く頃には胡錦濤国家主席も訪日す
る予定です。日中平和友好条約締結30周年、日
中青少年交流年である本年、引き続き幅広い層
で対話と交流を積み重ねていくとともに、懸案
の決着に向けて努力し、日中関係を一層強化し
ていきます。 

・ 韓国は我が国にとって重要な隣国です。我が
国とは、自由、民主主義、基本的人権、市場経
済といった基本的価値を共有し、また、北朝鮮
問題等共通の課題を持っています。李明博（イ・
ミョンバク）新大統領との間でも、未来志向の
日韓関係を一層発展させていきます。 
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・ 北朝鮮をめぐる問題の解決は、我が国の安全
保障にとり極めて重要であり、またアジアの平
和と安定に不可欠です。六者会合や日朝協議を
通じ、拉致、核、ミサイルといった諸懸案を包
括的に解決し、不幸な過去を清算して、日朝国
交正常化を早期に実現できるよう、全力で取り
組んでまいります。 

・ ＡＳＥＡＮの結束と繁栄は、東アジア地域全
体の安定と繁栄にとって重要な推進力です。先
般、日本・ＡＳＥＡＮ包括的経済連携協定の交
渉が妥結しました。今後は、協定の早期発効に
向けて努力していきます。また我が国は、ＡＳ
ＥＡＮの一層の発展と繁栄のため、メコン地域
開発を通じた域内格差是正や人材育成支援等を
通じて、ＡＳＥＡＮの統合努力を力強く支援し
てまいります。 

・ インドや豪州との間でも、安全保障面や経済
連携協定交渉を含め、引き続き幅広い分野で関
係を強化します。 

・ 日米豪戦略対話等の協力も引き続き推進して
まいります。 

・ また、将来の東アジア共同体の形成を視野に
入れ、東アジア首脳会議等の枠組みを活用して、
アジア諸国と共に地域共通の課題に積極的に取
り組んでまいります。 

・ 昨年11月の東アジア首脳会議では、福田総理
より、東アジアにおける「持続可能社会」の実
現に向け、我が国の環境協力イニシアティブを
打ち出しました。今後はこれを着実に実現して
まいります。 

・ また、中国と韓国を交えた日中韓協力につい
ても、環境をはじめとする様々な分野で一層発
展させてまいります。 

・ さらに民主化や市場経済化等の支援や対話を
通じて、バルト諸国や中・東欧、中央アジア、
南アジアといった地域の諸国との関係を強化し
てまいります。 

第170回国会所信表明演説 平成20年９月29日 

・ 以下、順序を付けにくいのをお断りした上で、
隣国である中国・韓国やロシアをはじめアジ
ア・太平洋の諸国と共に地域の安定と繁栄を築
き、共に伸びていく。これが、第二です。  

・ 我が国が信奉するかけがえのない価値が、若
い民主主義諸国に根づいていくよう助力を惜し
まない。第四です。  

・ そして第五に、北朝鮮への対応です。朝鮮半
島の安定化を心がけながら、拉致、核、ミサイ
ル問題を包括的に解決し、不幸な過去を清算し、
日朝国交正常化を図るべく、北朝鮮側の行動を
求めてまいります。すべての拉致被害者の一刻
も早い帰国の実現を図ります。 

第171回国会施政方針演説 平成21年１月28日 

・ アジアは世界の成長センターです。その自律
的成長を我が国の成長につなげるためにも、ア
ジアの成長力強化と内需拡大のための戦略的国
際協力を、東アジア・アセアン経済研究センタ
ーも活用しつつ進めます。ＷＴＯドーハ・ラウ
ンドの早期妥結や、経済連携協定の交渉に取り
組みます。 

・ 私は、日米同盟を基軸にしながら、アジア・
太平洋の諸国との連携、国連などの場を通じた
国際協調を重要な柱として、平和と安定の構築
に全力を尽くします。  

・ 先般、日中韓首脳会議を初めて独立した形で
開催し、未来志向で、包括的な協力を進める大
きな一歩を踏み出しました。中国との「戦略的
互恵関係」、韓国との「成熟したパートナーシッ
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プ関係」を通じて、アジアと世界の平和と安定
に貢献してまいります。  

・ 北朝鮮については、拉致、核、ミサイル問題
を包括的に解決し、不幸な過去を清算し、日朝
国交正常化を実現すべく取り組みます。また、
六者会合において非核化プロセスを前進させる
とともに、すべての拉致被害者の一刻も早い帰
国の実現に向け、北朝鮮に対し、早期に全面的
な調査のやり直しを開始するよう、具体的な行
動を強く求めてまいります。  

・ 私が「自由と繁栄の弧」という言葉で表現し
たように、自由、市場経済、人権の尊重などを
基本的な価値とする若い民主主義諸国の努力
を、積極的に支援します。 

第171回国会外交演説 平成21年１月28日 

・ 我が国は、アジアの一員として、アジア太平
洋諸国と共に地域の平和と安定を維持し、共に
繁栄し発展していかねばなりません。 

・ 昨年末、初の単独開催となる「第１回日中韓
サミット」を福岡で開催し、様々な分野におけ
る協力の推進について一致するという大きな成
果を挙げました。日本、中国、韓国が互いに連
携と協力を推進することは、アジア地域の今後
の発展にとっても有意義であります。個別の懸
案は存在するものの、３カ国の首脳が個人的な
信頼関係を築くという意味でも極めて意義深い
会合でした。今後とも、両国とは、首脳レベル
はもとより、外相レベルにおいても頻繁に意見
交換を行うよう努めてまいります。 

・ 中国とは、引き続き首脳を含むハイレベルで
の交流を積み重ね、東シナ海の資源開発や食の
安全などの個別の懸案にも適切に対処しなが
ら、「戦略的互恵関係」の構築を引き続き推進し、
アジアと世界の平和と安定に共に貢献していく
考えです。 

・ 先日、麻生総理は、「シャトル首脳外交」の一
環として、韓国を訪問しました。首脳会談にお
いて確認されたとおり、未来志向の「成熟した
パートナーシップ関係」の構築に向け、二国間
にとどまらず、国際社会においても幅広い協力
関係を築いていく所存です。 

・ 北朝鮮については、日朝平壌宣言に則り、拉
致、核、ミサイルといった諸懸案を包括的に解
決し、不幸な過去を清算して日朝国交正常化を
図るべく、引き続き努めてまいります。 

・ 六者会合において早期にしっかりとした検証
の具体的枠組みに合意し、非核化プロセスを前
進させると同時に、早期に北朝鮮による拉致問
題の全面的な調査のやり直しが開始され、生存
者の帰国につながるような成果が得られるよ
う、引き続き真剣に取り組みます。 

・ 基本的価値を共有するインドや豪州との間で
も、安全保障や経済連携を含め、多様な分野で
関係を発展させていきます。 

・ 東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）の各国と
の関係を、本年の日メコン交流年や重層的な経
済連携の取組などを通じて、多くの分野で強化
し、また、ＡＳＥＡＮの統合と発展を力強く支
援してまいります。 

・ 現下の世界的な金融・経済の混乱の中で、ア
ジア諸国が「開かれた成長センター」として世
界経済に貢献することが重要です。アジア太平
洋経済協力（ＡＰＥＣ）や東アジア首脳会議な
どの枠組みを活用して、アジア諸国と共にこの
地域の経済的安定と発展のために一致して取り
組んでまいります。 
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・ 本年５月に北海道にて開催する第５回太平
洋・島サミットを通じ、気候変動を含む様々な
課題の解決に向けた取組への支援を強化し、太
平洋島嶼国との関係強化を図ります。 

・ また、バルト諸国や中・東欧、中央アジア・
コーカサス、南アジアといった民主化と市場経
済化を進める国々との対話や協力に引き続き取
り組んでまいります。 

・ さらに、テロとの闘いの前線国家であるパキ
スタンにおけるテロ撲滅や経済安定化への同国
政府の取組を支援してまいります。 
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施策名 北米地域外交 

施策の概要 

我が国外交の要である日米同盟関係の維持・強化及び日加関係を更に推進すること。次の具体的施策より
構成される。 

Ⅰ－２－１ 北米諸国との政治分野での協力推進  
Ⅰ－２－２ 北米諸国との経済分野での協力推進 
Ⅰ－２－３ 米国との安全保障分野での協力推進 

施策に関する

評価結果の概

要と達成すべき

目標等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 
施策Ⅰ－２ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 ★★★★☆ 
Ⅰ－２－１ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 ★★★★☆ 
Ⅰ－２－２ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 ★★★★☆ 
Ⅰ－２－３ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 ★★★★☆ 

（施策の必要性） 
１．「北米諸国との政治分野での協力推進」について 
（１）米国について 
（イ）基本的人権の尊重、民主主義及び市場経済の推進といった普遍的価値観や利益を共有してい

る米国との同盟関係は、我が国の安全とアジア太平洋地域の平和と安定の礎である。 
（ロ）我が国の安全と繁栄を確保するためには、国際社会全体の繁栄が不可欠であるとの認識の下、

我が国は、国際社会が直面する課題の解決に向けて、国際協調の下、積極的に取り組んできて
おり、我が国外交の基軸である日米同盟を維持・強化することは必須である。 

（ハ）政治分野での日米間の協力を日本政府として推進し、政治・安全保障上の諸課題への取組に
おいて日米両国間の連携を強化することは、不可欠の要素である。 

（２）カナダについて 
（イ）我が国とカナダは、基本的人権の尊重、民主主義、自由及び市場経済の推進といった共通の

価値観に基づく良好な二国間関係を有しているが、更なる発展の潜在力があり、二国間関係を
一層強化する必要がある。 

（ロ）世界が直面する諸課題について、Ｇ８・太平洋国家である日加両国がより効果的に対処する
ことができるよう、二国間のパートナーシップを更に拡大及び深化させることは重要である。 

（ハ）我が国の安全と繁栄を確保するためには、国際社会全体の繁栄が不可欠であるとの認識の下、
我が国は、国際社会が直面する課題の解決に向けて、国際協調を進めつつ、積極的に取り組ん
できているが、そのためにも我が国と基本的価値観を共有し、国連をはじめとする国際機関等
において積極的に活動するカナダとの関係を維持・強化することは重要である。 

２．「北米諸国との経済分野での協力推進」について 
（１）米国 
（イ）日米間の安定的・協調的な経済関係の維持・強化は、我が国外交の基軸である日米同盟関係

の維持・強化のために不可欠な要素の一つである。ＢＲＩＣｓ（ブラジル、ロシア、インド、
中国）等の新興経済諸国が影響力を増している中で、金融・世界経済の早期回復に向け、先進
的技術で世界をリードする日米両国が、経済面での協力のあるべき姿を世界に示すことは、世
界経済全体の安定と繁栄のためにも不可欠である。 

（ロ）日米間の貿易・投資の自由化を促進することは、対日投資の拡大と、日本企業の米国におけ
る経済活動を発展させる上で不可欠である。 

（ハ）多岐にわたる分野で緊密化している日米経済関係においては、外務省が、総合的な外交上の
配慮を加味しつつ、バランスよく円滑な関係を運営していくことが日米同盟関係の維持・強化
の観点から不可欠である。 

（２）カナダ 
（イ）カナダは、我が国にとって特に農産品の安定的な輸入先となっている。さらに、最近ではエ

ネルギー資源確保の観点からもその重要性が高まっており、良好な経済関係の維持は不可欠で
ある。 

（ロ）我が国とカナダとはこれまで友好な関係を維持してきているが、経済関係については、その
潜在力が十分に引き出されていないとの認識があり、日加経済関係の更なる進化・活性化の実
現が望まれている。この目標に向け、｢日加経済枠組み｣文書に基づき、両国首脳レベルのイニ
シアティブにより実施された共同研究の成果である日加共同研究報告書が、平成 19 年 10 月、
両国首脳に提出された。今後は、同報告書が提示する具体的な諸施策及び平成 20 年 10 月に改
正された「協力の優先分野」の実施･推進に関し、次官級経済協議・貿易投資対話等の日加経済
枠組みを引き続き活用し、カナダ側と具体的な案件について協力関係を深めていく必要がある。 

３．「米国との安全保障分野での協力推進」について 
北朝鮮による弾道ミサイル及び核問題が示すとおり、アジア太平洋地域には、冷戦終結後も朝鮮

半島や台湾海峡をめぐる情勢など、不安定な要素が依然存在している。我が国は、自らの防衛力の
みでは自国の安全が脅かされるようなあらゆる事態には対処できない以上、日米安保条約を引き続
き堅持することで、米軍の前方展開を確保し、その抑止力の下で我が国の安全を確保することが必
要である。このような観点から、同盟国たる米国と日米安保体制を一層強化していくことが重要で
ある。 

（施策の有効性） 
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１．「北米諸国との政治分野での協力推進」について 
日米・日加両国が直面する政治面での共通の諸課題についての両国の緊密な連携を一層強化する

ためには、政府間での緊密な協議・政策調整を実施するとともに、両国間の良好な二国間関係の基
礎をなす、あらゆるレベル（政府間、民間有識者、米国の政策の決定に参画するまたは影響力を有
する各界の人物、草の根レベル等）における両国間の交流を重層的に強化することが有効である。 

２．「北米諸国との経済分野での協力推進」について 
（１）米国 
（イ）幅広い分野において緊密な相互依存関係にある日米両国間においては、取り扱うべき経済的

課題が多岐にわたっている。また、二国間のみならず地域的・国際的な課題についての協力も
推進する必要がある。この観点から「成長のための日米経済パートナーシップ」は、６つの対
話の枠組みの下での各課題の適切な運営を通じ、日米関係者間の意見交換を緊密なものとし、
経済関係を着実に発展させた。 

（ロ）日米規制改革イニシアティブの下での対米要望のとりまとめの過程においては、民間部門か
ら聴取した具体的な問題意識を米国政府への改善要望に組み込み、日本企業の貿易・投資にお
いて良好な環境が整備されるよう政策に反映させた。このように、日本企業の要望を踏まえる
形で「成長のための日米経済パートナーシップ」を運営したことは、両国間の経済協調関係を
一層推進する上で極めて有効であった。 

（ハ）日米二国間における個別経済問題の中には、政治問題化する可能性のある案件も見られる。
個別通商問題への対処は、経済問題が政治問題化することを未然に防ぎ、両国が良好な協調関
係を推進していく上で極めて有効であった。 

（２）カナダ 
日加経済枠組みの下での共同研究は、民間部門の意見を聴取し、二国間の貿易・投資その他の

協力案件の更なる促進がもたらす便益・費用についての検討を行うことにより、日加両国の貿易
経済関係をさらに深化・活性化する上で有益であった。また、平成 20 年 10 月、「日加経済枠組
み」における「協力の優先分野」が改訂され、同 11月、第１回日加貿易投資対話が開催された。
同対話は、日加間の経済分野での包括的な政府間定期協議の枠組みである日加次官級経済協議と
あわせ、日加経済関係の協力推進、貿易･投資の拡大･促進に資するものとして極めて有意義であ
った。 

３．「米国との安全保障分野での協力推進」について 
日米安保体制の信頼性の向上と在日米軍の安定的な駐留の確保のためには、（１）安全保障分野

に関する日米間の緊密な協議、（２）「再編の実施のための日米ロードマップ」の着実な実施、及
び（３）日米地位協定の運用改善等を行うことが重要である。 
また、在日米軍の施設・区域を抱える地元の負担軽減を図ることは、ひいては日米安保体制をめ

ぐる政治的状況の安定とそれによる日米安保体制の強化につながる。 
（施策の効率性） 
１．「北米諸国との政治分野での協力推進」について 

首脳・外相レベルでは、種々の国際会議等の機会を捉えて日米首脳会談（３回）、外相会談（６
回）を実施した他、累次の機会を捉え、電話会談を実施し、北朝鮮、金融・世界経済、アフガニス
タン・パキスタンを含む日米両国に共通する政策課題について緊密な調整を行い、施策の目標に向
け相当な進展が見られた。また、対米及び対加関係において、あらゆるレベルにおける二国間の交
流事業を時宜に合わせて実施した。とられた手段は適切かつ効率的であった。 

２．「北米諸国との経済分野での協力推進」について 
対面での交渉及び対話により相手国担当者との信頼関係に基づいて、可能な範囲でテレビ会議を

活用した協議を実施する等により、緊密な対話を継続しつつ、出張旅費や協議会場設営等の経費を
大幅に節約することができ、とられた手段は適切かつ効率的であった。 

３．「米国との安全保障分野での協力推進」について 
限られた資源の中、日米安保体制の信頼性の向上及び在日米軍の安定的な駐留の確保を図ること

ができ、とられた手段は適切かつ効率的であった。 
（反映の方向性） 
１．「北米諸国との政治分野での協力推進」について 

引き続き、日米・日加両国が直面する政治面での共通の諸課題についての両国政府間の緊密な連
携、及び民間有識者を含む様々なレベルでの日米・日加間での対話・交流を一層強化していく。 

２．「北米諸国との経済分野での協力推進」について 
米国に関し、今後、日本経済の変化や国際経済での新たな展開を踏まえ、日米間の既存のメカニ

ズムを活用しつつ、これを基礎として、二国間経済関係を更に深化させるとともに、地域や世界の
経済的課題に関する協力を強化する方策を探っていく。 

  カナダに関し、日加経済枠組みの下で個別の協力を強化するとともに、共同研究の結果に基づい
た更なる施策の企画・立案を行うことによりその推進を図る。 

３．「米国との安全保障分野での協力推進」について 
  今後も、我が国及び国民の安全と繁栄を確保するとの目標に向け、日米安保体制の信頼性の向上
と在日米軍の安定的な駐留の確保のための施策を継続的に検討・実施する。 
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【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（目標の達成状況） 
[目標] 我が国外交の要である日米同盟関係の維持・強化及び日加関係を更に推進すること。 
本施策を構成する具体的施策ごとの目標の達成状況は以下のとおり。 
１．「北米諸国との政治分野での協力推進」について 
（１）米国について 
   福田総理（当時）、麻生総理の首脳レベル及び高村外務大臣（当時）、中曽根外務大臣の大臣

レベルの双方で累次の機会を捉え、首脳、外相会談を行い、日米戦略対話等も実施された。また、
平成 21年１月に発足したオバマ政権との間でも北朝鮮、アフガニスタン・パキスタン、気候変動・
エネルギー等幅広いレベルでの政策調整が開始された。特に２月には、クリントン国務長官が初
の外遊先として日本を訪問し、麻生総理がホワイトハウスに最初に招かれる外国首脳として訪米
した。同時に、民間有識者を含む重層的な対話・交流を実施し、諸政策への決定に直接参画また
は影響力を有する各界の人物を招聘するなど、日米同盟は総合的に見て一層重層的に強化され、
当初の想定以上の成果があったと言える。 

（２）カナダについて 
平成 20 年６月、Ｇ８外相会合の際に日加外相会談が行われた。続く７月、北海道洞爺湖サミ

ット出席及び公賓としてハーパー首相が訪日、２度にわたって日加首脳会談が行われた。さらに、
11 月、ペルーＡＰＥＣの際に、日加外相会談が行われた。頻繁な首脳、外相レベルでの会談にお
ける率直な意見交換を通じて、アジア太平洋地域や国際情勢に関する認識の一致が図られ、両国
間あるいは国際社会における協力について有意義な議論が行われた。また、民間有識者を含む重
層的な対話・交流を実施し、諸政策への決定に直接参画または影響力を有する各界の人物を招聘
するなど、カナダとの緊密な連携を一層強化するという目標が十分達成された。 

２．「北米諸国との経済分野での協力推進」について 
米国については、施策を実施した結果、平成 20 年度において、二国間の貿易や投資額、人的交流

等の増加など日米両国の経済分野での協調の一層の深化を実現することができた。また、「成長の
ための日米経済パートナーシップ」の運営について、民間部門の意見を踏まえつつ、平成 20 年度も
日米間の協力を推進し、米国の規制が改善される等、我が国の国益を増進するための道筋を具体的
につけることができた。また、平成 21 年１月の米新政権発足を見据えて、経済局長の声がけによる
有識者研究会を立ち上げ、新しい日米経済関係の在り方について議論の上、その成果が報告書にま
とめられ外務大臣に提出されており、同提言も踏まえ、オバマ政権との間で新たな対話の枠組みを
立ち上げるべく調整している。 

カナダについては、「日加経済枠組み」に基づき両国の経済関係における潜在力を最大限引き出
すことを目指し、平成 17年以降、３回の共同研究作業部会で両国の経済関係を制限する措置と更な
る貿易・投資の自由化等につき検討が行われ、平成 19 年 10 月、その成果は日加共同研究報告書と
して両首脳に報告された。平成 20 年 10 月には「日加経済枠組み」における「協力の優先分野」が
改正され、また、同報告書が提案する第１回貿易投資対話を開催し、日加間の貿易・投資促進に向
け分野横断的な検討を行った。さらに同年 12 月には第 22 回日加次官級経済協議を開催し、科学技
術・エネルギー分野において日加間の協力を一層具体化するなど、両国の経済関係の強化に向け着
実な進展があった。 

３．「米国との安全保障分野での協力推進」について 
以下の理由にかんがみ、平成 20 年度においては米国との安全保障分野での協力が一層推進され、

施策の目標達成に向けて相当な進展があったと考える。 
（１）平成 20年５月には、在日米軍駐留経費負担（ＨＮＳ）に係る新たな特別協定が発効し、日米安

保体制の円滑かつ効果的な運用の確保が図られた。また、横須賀基地を中心に展開していた通常
型空母キティホークと交替した原子力空母ジョージ・ワシントンの横須賀への円滑な入港を実現
し、引き続き我が国周辺において米海軍の強固なプレゼンスが維持されることとなった（平成 20
年９月）。さらに、弾道ミサイル防衛（ＢＭＤ）分野では、米側の協力の下、ＰＡＣ－３発射試
験に成功し、日米間の防衛協力が促進された（平成 20 年９月）。 

（２）在日米軍の再編については、在沖縄海兵隊（第三海兵機動展開部隊）の要員及びその家族の沖
縄からグアムへの移転に必要となる資金拠出を始めとする日米双方の行動の確保等を定めた協定
に中曽根外務大臣がクリントン米国務長官と署名し、抑止力の維持と地元負担の軽減を目的とす
る「ロードマップ」の着実な実施が図られた（平成 21 年２月）。 

（３）日米地位協定の運用改善については、日米合同委員会において、在日米軍により脱走兵と認定
された米軍人に関する通報体制について合意した（平成 20 年５月）。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

● 引き続き、日米・日加両国が直面する政治面での共通の諸課題についての両国政府間の緊密な連
携、及び民間有識者を含む様々なレベルでの日米・日加間での対話・交流の一層の強化を図るため
施策を継続的に検討・実施している。 

● 引き続き、日米・日加両国が持続可能な経済成長に資する各種の政策分野での協調を一層推進し
ている。 

● 引き続き、我が国及び国民の安全と繁栄を確保するとの目標に向け、日米安保体制の信頼性の向
上と在日米軍の安定的な駐留の確保のための施策を継続的に検討・実施している。 

（平成 22年度予算額：231,188千円〔平成 21 年度予算額：229,635千円〕） 
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関係する施政

方針演説等内

閣の重要政策

（主なもの） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第171回国会における麻生総
理による施政方針演説 

平成21年１月28日 

まず米国とは、オバマ大統領と共に、同盟関
係を更に強化します。金融危機への対応はもち
ろん、テロとの闘い、核軍縮・不拡散、気候変
動といった地球規模の課題に、連携して取り組
んでまいります。 

第171回国会における中曽根
大臣による外交演説 

平成21年１月28日 

日米同盟は、日本外交の要であり、同時にア
ジア太平洋地域の平和と安定の礎です。（中略）
新政権との間で、強固な信頼関係の下、我が国
から率直かつ具体的な提案を行うことにより、
共に課題に取り組む緊密な協力関係を構築し、
日米同盟を一層強化するとともに、アジア太平
洋地域と世界の平和と繁栄に向けて力を尽くし
てまいります。 

第170回国会における麻生総
理による所信表明演説 

平成20年９月29日 日米同盟の強化。これが常に第一であります。 
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施策名 中南米地域外交 

施策の概要 

中南米諸国との経済関係を始めとする多面的で裾野の広い交流の増進を通じた協力関係を構築する
こと。次の具体的施策より構成される。 
Ⅰ－３－１ 中南米地域・中米・カリブ諸国との協力及び交流強化  
Ⅰ－３－２ 南米諸国との協力及び交流強化 

施策に関する

評価結果の概

要と達成すべき

目標等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 
施策Ⅰ－３  「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 ★★★★☆ 
Ⅰ－３－１  「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 ★★★★☆ 
Ⅰ－３－２  「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 ★★★★☆ 

（施策の必要性） 
１．「中南米地域・中米・カリブ諸国との協力及び交流強化」について 
（１）近年、中南米地域は年平均５％近い経済成長を達成してきた。平成 20年の後半に発生した世界

経済・金融危機は中南米経済に大きな影響を及ぼし、当面景気の停滞は避けられないものの、中
長期的には人口 5.6億人の新興市場、豊富な資源・エネルギーを背景に、長期的には高い経済的
潜在力を有する地域として注目されている。また、メキシコ・ブラジル等新興の地域大国は、近
年、先進国首脳会議に招待されるなど、国際場裡における発言力・存在感も高めつつあり、こう
した中南米地域との協力関係を強化することは、我が国外交の展開にとって極めて重要である。 

（２）メキシコは中南米における我が国最大の貿易相手国であり、欧州及び米州地域の諸国とは自由
貿易協定（ＦＴＡ）を通じ、広範なネットワークを有する。我が国企業にとっては米州市場等へ
のゲートウェイとしても戦略的重要性を有する。また中南米地域の大国として、気候変動問題等
国際社会の諸課題に対する関与を拡大し、発言力を高めており、メキシコとの協力関係強化は、
我が国の国際場裡における影響力の増大のため戦略的重要性を有する。また、メキシコは「日墨
交流計画」の実績に代表されるように、従来より、我が国と中南米諸国の人的交流の中核国であ
り、新時代の両国関係のニーズに合わせつつ、幅広い分野での人的交流を活性化させることが、
日メキシコ間の戦略的パートナーシップ、さらに中南米諸国との協力関係を発展させる上で極め
て重要である。 

（３）中米やカリブ地域は共同市場として域外とのＦＴＡ交渉を一体となって行うなど経済面での統
合を進めている。また、中米地域は中米統合機構（ＳＩＣＡ）として、カリブ地域はカリブ共同
体として、域内で政策協調を進めており、国連等における投票等を通じ国際社会における一定の
影響力を有するようになっている。 

２．「南米諸国との協力及び交流強化」について 
南米は、世界最大の日系人社会を有し、民主主義、人権尊重、法の支配等の基本的価値観を我が

国と共有する地域であり、同地域の各国とは二国間及び国際場裡において伝統的に友好協力関係を
構築してきており、この外交資産を維持・強化し、且つ、積極的に活かしていくことが必要。また、
我が国は、エネルギー・鉱物・食料資源が豊かな南米諸国と経済的補完関係にあり、これらの国々
との経済関係の強化は極めて重要。さらに、南米諸国出身の在日外国人は 40万人近くにのぼり、地
域社会との共存に向けて積極的に取り組むことが急務となっている。 

（施策の有効性） 
１．「中南米地域・中米・カリブ諸国との協力及び交流強化」について 
（１）日メキシコＥＰＡは日メキシコ間の貿易・投資の実質的な拡大に繋がり、経済関係の活性化に

有効である。また、周年の機会を活用した各種交流事業の実施は交流の促進に役立つ。 
（２）首脳・外相などハイレベルの交流の強化は、二国間の政治経済関係の強化と信頼関係の醸成、

気候変動問題等国際的課題の対処や、国際機関等の選挙における我が国候補に対する支持取り付
け等に非常に有効である。また、ハイレベルの交流に限らず、有力な実務家、有識者の招聘は、
我が国政策に対する相手国の理解を高め、本国の政策が親日的な基盤の上に決定されることが期
待される。 

（３）ＦＥＡＬＡＣにおけるアジア側調整国としての積極的参加、次期外相会合の我が国における開
催に向けての各種取組は、中南米と東アジアの関係強化における我が国イニシアティブを印象づ
けるのに非常に効果的である。 

２．「南米諸国との協力及び交流強化」について 
（１）法的枠組みの整備や対話等を通じた経済関係強化の取組が経済関係再活性化には不可欠。 
（２）気候変動等の国際社会の課題に係る我が国の取組等への支持・協力を得ることが国際場裡での

協力強化と同義。 
（３）日伯交流年・日本人ブラジル移住等の周年事業は、両国間の交流の気運が高まる好機であり、

相互理解を促進する上で極めて効果的。 
（４）南米諸国出身の在日外国人を巡る問題への対応は、我が国と南米諸国との経済関係の強化や相

互理解の促進を側面から促進。 
（５）南米諸国が重視するメルコスール等の地域国際機関との対話・協力の強化は、我が国と南米諸

国との経済関係の強化や国際場裡での協力強化を側面から促進。 
（施策の効率性） 
１．「中南米地域・中米・カリブ諸国との協力及び交流強化」について 
（１）中南米諸国との関係強化に関しては、ＦＥＡＬＡＣ（アジア中南米協力フォーラム）、ＥＣＬＡ
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Ｃ（国連ラテンアメリカ・カリブ経済委員会）等の枠組みを活用し適切かつ効率的に効果の高い
施策を講じた（ＦＥＡＬＡＣ・環境ビジネス招聘、委託調査等）。 

（２）メキシコとの間では、ＥＰＡを通じて企業活動の活発化が外交関係の強化に活かせるため、効
率的に関係強化が図られている。経済・交流等については、Ｇ８北海道洞爺湖サミット、ＡＰＥ
Ｃその他の国際会議の機会に首脳会議等ハイレベルの協議を行い、適切かつ効率的に各種案件に
つき意見交換の進展を図ることができた。 

（３）中米・カリブ諸国等との間では、我が国の環境イニシアティブであるクールアース構想につい
て、気候変動に関する中米・カリブ首脳会合に我が国から代表を派遣して支持を求め、同会合の
首脳宣言において賛意が得られる等適切かつ効率的に国際場裡における協力案件につき意見交換
の進展を図ることができた。 

２．「南米諸国との協力及び交流強化」について 
平成 20 年度は、限られた予算規模及び人的資源の中、日伯交流年や日コロンビア外交関係樹立

100 周年を成功裡に実施できたほか、ハイレベルの要人往来、各種二国間政策協議、法的枠組み構
築・運用、在日外国人問題対策等において成果があった。したがって、執られた手段は適切かつ効
率的であったと考えられる。 

（反映の方向性） 
１．「中南米地域・中米・カリブ諸国との協力及び交流強化」について 

メキシコとの関係では、引き続きハイレベルでの緊密な対話を維持しつつ、日メキシコＥＰＡを
通じた経済関係の強化、気候変動問題等国際的課題への対処における協力関係の深化・拡大、交流
事業の活性化による幅広い友好関係の強化に努める。中米諸国等との関係では、日・中米フォーラ
ムや中米全体を対象にしたビジネス関係強化のための事業の実施、カリブ共同体諸国との関係では
日カリコムの協議枠組み等を通じてより一層の関係強化に努める。また、引き続き、首脳・外相レ
ベルの招聘、二国間会談の実施等、ハイレベルの交流・対話の継続に努め、二国間関係のみならず、
気候変動問題等国際的な課題への対処における協力関係を発展させる。ＦＥＡＬＡＣにおいては、
次期外相会合主催国として、ＦＥＡＬＡＣの活性化、加盟国間の関係強化に目に見える成果を残す。 

２．「南米諸国との協力及び交流強化」について 
南米地域における政治・経済潮流を踏まえ、経済関係の再活性化の加速、国際場裡での更なる関

係強化、相互理解の一層の促進を目指す。 
 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（目標の達成状況） 
[目標] 中南米諸国との経済関係を始めとする多面的で裾野の広い交流の増進を通じた協力関係を構

築すること。 
本施策を構成する具体的施策ごとの目標の達成状況は以下のとおり。 
１．「中南米地域・中米・カリブ諸国との協力及び交流強化」について 

以下に詳述するように、平成 20 年度には、当該年度における本件施策の目標（小目標）の達成に
向けて相当な進展があった。今後も更なる関係の強化、交流の促進に向け取組を拡充、改善してい
く。 

日メキシコ関係については、経済連携協定（ＥＰＡ）を通じて、大幅に貿易・投資関係が拡大し
た。また、２度の首脳会談、外相の訪日が実現し、ハイレベルの関係強化が実現した。気候変動分
野においては、政策対話の実施に加え、メキシコから気候変動に関わる政府関係者等 10名を訪日招
待する等具体的な協力の進展が見られた。さらに、日墨国交樹立 120 周年（平成 20 年）及び日墨交
流 400周年（平成 21～22年）の記念事業開催を通じて両国の交流が強化された。中米・カリブ諸国
等との関係においては、主要な国際選挙について我が国に対する広範な支持が得られたほか、気候
変動分野に関して我が国のクールアース構想に対する首脳レベルでの賛意表明が得られた。多国間
フォーラムにおいては、アジア中南米協力フォーラム（ＦＥＡＬＡＣ）の各種会合にアジア側調整
国として積極的に参加するとともに、環境ビジネスをテーマとして加盟 29か国から若手リーダーを
対象に訪日招へい事業を実施するなど、次期外相会合の我が国開催に向けて、中南米とアジアの関
係強化における我が国イニシアティブを印象づけることができた。 

２．「南米諸国との協力及び交流強化」について 
（１）日ペルー投資協定署名、日コロンビア投資協定交渉開始の合意、日ペルーＥＰＡ交渉開始に向

けた取組、日チリＥＰＡ第一回ビジネス環境整備小委員会等の開催、第一回日ブラジル貿易投資
促進合同委員会会合の開催、エネルギー・鉱物資源の安定的確保に向けた対話の推進、ブラジル
における高速鉄道及び南米諸国における地上デジタル・テレビ日伯方式採用に向けた働きかけ等
を通じ、経済関係強化に向けた取組に大きな進展が見られた。 

（２）麻生総理及び中曽根外務大臣の南米訪問、ロウセフ・ブラジル大統領府文官長やアラウッホ・
コロンビア外相、ガルシア・ベラウンデ・ペルー外相の訪日等のハイレベルの要人往来や各種の
二国間対話の実施等を通じ、国際場裡における協力が進んだ。 

（３）平成 20年は日本人のブラジル移住 100周年に当たり、「日本ブラジル交流年（日伯交流年）」と
して祝賀され、両国において記念式典が開催されたほか、通年にわたり計 1,500 件以上の記念事
業が実施された。また同年は、日コロンビア外交関係樹立 100 周年であり、両国で種々の記念行
事が実施され、活発な要人往来が実現したほか、産官学から成る日コロンビア賢人会が設置され、
両国の経済関係強化に向けた提言がとりまとめられた。 

（４）在日ブラジル人を巡る諸問題の解決に向けて迅速かつ精力的に取り組んだ結果、各種作業部会
において協議が進展した。 
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政策評価の結

果の政策への

反映状況 

 来年度の予算要求においては、政策目標を達成すべく、特に、日本メキシコ交流 400 周年、カリブ
共同体との関係強化（日カリコム閣僚レベル会議）、中米地域との関係強化（日・中米フォーラムの
開催）、各国との経済連携協定及び投資協定の拡充・整備、在日ペルー人、ブラジル人問題への対処
等の事業の拡充強化を図ることとした。 
（平成 22年度予算額：103,414千円〔平成 21 年度予算額：106,873千円〕） 

関係する施政

方針演説等内

閣の重要政策

（主なもの） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第169回国会における高
村外務大臣の外交演説 

平成20年１月18日 

（その他の地域との関係強化） 第７段落 
「また、本年、日本人移住100周年を迎えるブラジ

ルをはじめ、経済面での存在感と国際場裡での発言力
を増している中南米諸国との関係も強化してまいり
ます。」 

第171回国会における中
曽根外務大臣の外交演
説 

平成21年１月28日 

（基本的価値の共有と平和と安定への協力) 第７段
落 
「ブラジル及びメキシコをはじめ、経済面での存在

感と国際場裡での発言力を増している中南米諸国と
の関係も強化してまいります。その一環として、東ア
ジア・ラテンアメリカ協力フォーラムの外相会合を日
本で開催し、アジアと中南米との協力強化に主導的役
割を果たしてまいります。」 

平成20年度重点外交政
策 

平成19年８月 

1．我が国の平和・安全の確保とアジア・近隣諸国と
の協力強化 
（３）外交の地平の拡大 

・ 中南米との関係強化（「日伯交流年（移住10
0周年）」を通じたブラジルとの関係強化を含
む。） 

 
平成21年度重点外交政
策 

平成20年８月 

1．オールジャパンの総力を結集した機動的外交 
（４）タイミングをとらえた機動的外交の実施 

・ 東アジア・ラテンアメリカ協力フォーラム外
相会合の日本開催を通じたアジアと中南米と
の協力強化  

・ 交流年、周年事業等の活用を通じた二国間関
係の深化：日墨交流400周年等  

348



 

施策名 欧州地域外交 

施策の概要 

国際社会における責任を共有するＥＵ等欧州主要機関との関係強化及び欧州各国、ロシア、中央
アジア・コーカサス諸国との二国間関係を強化すること。次の具体的施策より構成される。 
Ⅰ－４－１ 欧州地域との総合的な関係強化  
Ⅰ－４－２ 西欧及び中・東欧諸国との間での二国間及び国際場裡における協力の推進 
Ⅰ－４－３ ロシアとの平和条約締結交渉の推進及び幅広い分野における日露関係の進展 
Ⅰ－４－４ 中央アジア・コーカサス諸国との関係の強化 

施策に関する評

価結果の概要と

達成すべき目

標等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 
施策Ⅰ―４ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 ★★★★☆ 
Ⅰ－４－１ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 ★★★★☆ 
Ⅰ－４－２ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 ★★★★☆ 
Ⅰ－４－３ 「目標の達成に向けて進展があった。」    ★★★☆☆ 
Ⅰ－４－４ 「目標の達成に向けて進展があった。」    ★★★☆☆ 

（施策の必要性） 
１．「欧州地域との総合的な関係強化」について 

我が国と欧州地域とは、自由、民主主義、人権、法の支配、市場経済といった基本的価値と国
際社会における責任を共有しており、経済・金融危機や気候変動等、共通の課題に直面している。
このような欧州（各国及び主要機関）と様々なレベルでの幅広い分野における重層的な対話や交
流により共通の認識を醸成していくとともに、緊密な協力関係、法的枠組み、人的ネットワーク
の構築に向け、総合的な関係強化を図ることが不可欠である。 

２．「西欧及び中・東欧諸国との間での二国間及び国際場裡における協力の推進」について 
（１）Ｐ５（国連常任理事国の五か国）、Ｇ８のメンバーである英国、フランス、Ｇ８のメンバー

であるドイツ、イタリアは、国際社会に対する大きな影響力を背景に国際的課題の解決に向け
て積極的な外交を展開している。また、ＥＵ加盟国をはじめとする欧州諸国は、我が国にとっ
て基本的価値及び国際社会における責任を広く共有するパートナーである。我が国が、国際社
会の平和と繁栄、またグローバルな課題の解決に貢献するためには、これらの諸国と緊密な二
国間関係を構築し、国際場裡においてさらなる協力を行うことが不可欠である。 

（２）我が国は、「自由と繁栄の弧」という考えの下、自由、市場経済、人権の尊重などを基本的
な価値とする若い民主主義諸国の努力を積極的に支援する旨表明しており、この観点から、民
主化、市場経済化を進めている西バルカン諸国、旧ソ連欧州地域との協力を促進する必要があ
る。 

３．「ロシアとの平和条約締結交渉の推進及び幅広い分野における日露関係の進展」について 
日露関係は、平成15年１月の小泉総理（当時）の訪露の際に採択された「日露行動計画」に沿

って貿易経済分野、国際舞台における協力等の幅広い分野で着実に進展してきているものの、そ
の潜在力に比べ未だ十分な水準に達しているとは言えず、また、北方領土問題についても未だ解
決に至っていない。 

戦後60年にわたり未解決のままとなっている北方領土問題を解決して平和条約を締結し、真の
信頼関係に立った日露関係を構築することは、日露関係を飛躍的に発展させるために不可欠であ
るだけでなく、アジア太平洋地域全体の安定と繁栄のためにも極めて重要である。 

平和条約交渉を精力的に進めると同時に、両国関係を高い次元に引き上げるべく、幅広い分野
での日露協力を発展させることが日露双方の利益に合致する。 

４．「中央アジア・コーカサス諸国との関係の強化」について 
中央アジア・コーカサス地域は、アジアと欧州、ロシアと中東（イラン、アフガニスタン等）

を結ぶ東西南北の交通の要衝として地政学上重要な位置を占めており、また、豊富なエネルギー
資源を擁していることから、この地域における安定と繁栄は、我が国のみならず、国際社会にと
っても重要な関心事項となっている。したがって、我が国としてもこの地域の安定と繁栄を支援
する必要があり、また、我が国のエネルギー資源安全保障の観点からもこの地域各国との良好な
関係は不可欠である。 

（有効性） 
１．「欧州地域との総合的な関係強化」について 
（１）欧州地域との政治面での対話を継続・促進することは、国際社会における議論を主導する一

角である欧州との間で信頼や認識を醸成し、我が国の国際社会における発言力を高める上で有
効である。 

（２）欧州地域との具体的な協力を継続・促進することは、国際社会における責任を共有する欧州
との連携を強化し、我が国の優先課題を国際社会において実現する上で高い意義を有する 

（３）租税条約、社会保障協定は、日欧間の投資交流を促進する法的枠組みであり、我が国の繁栄
をもたらす上で重要である。また、刑事共助条約は、国際社会の中での犯罪対策を強化する上
で重要である。 

（４）欧州地域との知的交流を促進することは、日欧の有識者間で人的ネットワークを構築する上
で有効であり、同時に、様々な分野での共通の認識を醸成するために有効であることから、将
来の日欧関係発展のために不可欠である。 

（５）欧州地域との草の根交流を欧州青年招聘と高校生交流等を通じて実施することは、草の根レ
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ベルでの相互理解の深化、共通認識の醸成が期待されるとともに、将来を担う若者との人的ネ
ットワーク構築に資する。 

２．「西欧及び中・東欧諸国との間での二国間及び国際場裡における協力の推進」について 
欧州諸国との間で二国間関係を一層強化し、共通の課題に対する協力関係の継続・促進のため

には、要人往来をはじめとする対話を継続・促進するとともに、国際社会の共通課題に関する協
議・政策調整を行い、また、政府に留まらず、有識者、経済人、一般国民の草の根レベルも含め、
人的、知的交流、民間交流の維持・促進を行うことが有効である。 

３．「ロシアとの平和条約締結交渉の推進及び幅広い分野における日露関係の進展」について 
日露関係を進展させるためには、我が国固有の領土である北方四島の帰属の問題を解決して早

期に平和条約を締結するという一貫した方針の下、精力的に平和条約交渉を行っていくととも
に、日露関係を高い次元に引き上げるべく、幅広い分野で日露関係を発展させていくことが重要
である。 
このためには、「日露行動計画」の６つの重要な柱である、（１）政治対話の深化、（２）平

和条約交渉、（３）国際舞台での協力、（４）貿易経済分野における協力、（５）防衛・治安分
野における協力、（６）文化・国民間交流の進展、の各分野で着実に協力を進めることが有効で
ある。 

４．「中央アジア・コーカサス諸国との関係の強化」について 
（１）我が国と中央アジア・コーカサス諸国との相互理解を深め、友好関係をさらに強固なものと

するためには、首脳レベルを含めた種々のレベルでの政治対話、政務協議、様々なスキームを
活用した人的交流等を活発に展開することが不可欠である。 

（２）我が国と中央アジア諸国との協力関係を深め、中央アジア地域協力を促進するためには、「中
央アジア＋日本」対話「行動計画」に謳われた地域内協力（テロ・麻薬対策、貧困削減、保健
医療、環境保護、防災等）、ビジネス振興、知的対話、文化・人的交流等を着実に実施すると
ともに、同対話の枠組みにおける種々のレベルでの対話を実施することが効果的である。 

（施策の効率性） 
１．「欧州地域との総合的な関係強化」について 
限られた資源の中で、欧州地域との多方面にわたる協力、協議、交流を順調に進めることができ、

施策の目標の達成に向けて相当な進展が認められることから、とられた手段は適切かつ効率的であ
った。 
２．西欧及び中・東欧諸国との間での二国間及び国際場裡における協力の推進について 
 限られた資源の中、省内の関係各課や関係団体（周年事業や要人等訪日時）と密接に協力するな
ど、効率的に事業を行い、関係国との関係強化及び共通課題に関する協力関係の維持・促進が進め
られたことから、とられた手段は適切かつ効率的であった。 
３．「ロシアとの平和条約締結交渉の推進及び幅広い分野における日露関係の進展」について 
厳しい外部要因、限られた予算・人的投入資源等の種々の制約の中で、幅広い分野での日露関係

の進展を更に進めることができた。 
特に、平和条約問題については、厳しい外部要因にもかかわらず、５回の首脳会談、２回の外相

会談実施等を含め、時宜を捉えた活発な政治対話を行った結果、平成 21 年２月に行われたサハリ
ンでの日露首脳会談において、両首脳は、この問題を我々の世代で解決すること、そして、これま
でに達成された諸合意及び諸文書に基づき、メドヴェージェフ大統領が指示を出した、「新たな、
独創的で、型にはまらないアプローチ」の下で、四島の帰属の問題の最終的な解決につながるよう
作業を加速すべく、追加的な指示を出すことで一致するに至った。また、領土問題解決に向けた環
境整備については、限られた予算及び人的資源の中で、北方領土返還要求運動団体や地方公共団体
等と密接に協力・連携し、多くの事業を成功裡に実施した。さらに、貿易経済分野における協力の
推進に関しても、経済班員はわずか７名という限られた人的投入資源の中で、他省庁、地方公共団
体、民間企業等を積極的に巻き込みながら種々の事業を実施し、日露間の貿易高を 300億ドルとい
う過去最高の水準に導いた。世界的な経済金融危機を受けてロシア政府による保護主義的な動きが
見られる中、さらに経済界と積極的に協力し、ロシア政府への働きかけを行い、また、新たな日本
企業の進出を達成している。以上にかんがみれば、目標の達成のためとられた手段は適切かつ効率
的であったと言える。 
４．「中央アジア・コーカサス諸国との関係の強化」について 

平成 20 年度は、「中央アジア＋日本」対話での枠組みの協力が推進された他、国家元首等の
訪日（カザフスタン大統領及びグルジア外相）の際に首脳会談、外相会談を含む各種要人会談が
活発に展開され、ウズベキスタンとの投資協定、カザフスタンとの租税条約を 1年あまりの交渉
でまとめ上げた。このように、人的及び予算的制約が大きい中、他省庁・独立行政法人や民間企
業、有識者等とも連携しながら種々の事業を実施するなど、とられた手段は適切かつ効率的であ
った。 

（反映の方向性） 
１．「欧州地域との総合的な関係強化」について 
  気候変動、安全保障等に関する欧州地域との政治面での対話を拡充強化し、具体的な協力を進
展させる。条約・協定交渉を継続実施し、知的交流及び（草の根レベルを含む）人的交流を見直
し・改善する。 

２．「西欧及び中・東欧諸国との間での二国間及び国際場裡における協力の推進」について 
引き続き、我が国と西欧及び中・東欧諸国が直面する共通の諸課題について、二国間関係及び

国際場裡における緊密な連携を一層強化すべく努める。 
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３．「ロシアとの平和条約締結交渉の推進及び幅広い分野における日露関係の進展」について 
引き続き、我が国固有の領土である北方四島の帰属の問題を解決して早期に平和条約を締結す

るという一貫した方針の下、精力的に交渉を継続していくとともに、日露関係を高い次元に引き
上げるべく、「日露行動計画」の着実な実施を通じ幅広い分野で日露関係を発展させていく。 

４．「中央アジア・コーカサス諸国との関係の強化」について 
「中央アジア＋日本」対話「行動計画」を着実に実施し、同対話の枠組みにおける種々のレベ

ルでの対話を実施することで、中央アジア地域との協力を促進し、また、様々なスキーム・機会
を活用して中央アジア・コーカサス諸国との二国間関係をさらに強化する。 

 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（目標の達成状況） 
[目標] 統合の深化と拡大を続けるＥＵとの関係強化及び欧州各国、ロシア、中央アジア・コーカ

サス諸国との二国間関係を強化すること。 
本施策を構成する具体的施策ごとの目標の達成状況は以下のとおり。 
１．「欧州地域との総合的な関係強化」について 
（１）日・ＥＵ関係においては、平成 20 年４月の第 17 回定期首脳協議で、日・ＥＵの戦略的パー

トナーシップを一層強化し、2013 年以降の気候変動の実効的枠組み構築に向けての協力継続
の確認など、大きな成果を得た。また、日・ＥＵ政務局長協議等の様々なレベルでの対話が活
発に行われたほか、タジキスタンの国境管理能力強化の研修事業をＥＵと共同で実施した。 

（２）安全保障分野においては、平成 20 年４月のＮＡＴＯ首脳会合の一環として開催されたアフ
ガニスタン会合への出席等を通じたＮＡＴＯとの政策対話、ＮＡＴＯ・ＰＲＴ（地方復興チー
ム）との連携、ＯＳＣＥによるアフガニスタンと中央アジア諸国との国境管理プロジェクトへ
の協力など、ＮＡＴＯ、ＯＳＣＥとの間で特にアフガニスタン復興支援において当初の想定以
上に進展があった。 

（３）法的枠組みについては、平成 20 年９月にスペインとの間で、11 月にイタリアとの間で、社
会保障協定に署名した。 

（４）知的交流・草の根交流は、平成 20 年 12月の環境技術をテーマとする日・ＥＵ共同シンポジ
ウムの開催や 115名の欧州青少年招へい等により促進された。 

２．「西欧及び中・東欧諸国との間での二国間及び国際場裡における協力の推進」について 
首脳・外相等の要人往来や国際会議、地域的な枠組み、首脳・閣僚間の電話会談等種々の機会

を捉え、我が国と欧州諸国との間で活発な対話が行われた。特に、北海道洞爺湖サミットやその
他関連会合では、英国、フランス、ドイツ、イタリアをはじめとする欧州諸国の首相・外相等と
気候変動、世界経済等、国際社会が直面している喫緊の諸課題への対応について協議した。また、
「自由と繁栄の弧」という考えの下、市場経済、民主主義への志向とその一層の定着・発展を目
指す諸国の努力を支援し、繁栄の道を共に歩みたいという決意を実現するため、これら諸国との
協力の推進やＶ４やＧＵＡＭといった欧州の地域的な枠組みとの協議を活発化させた。 
さらに、英国、フランス及びオランダとの外交関係開設 150周年記念の周年事業やオーストリ

ア・ハンガリー・ブルガリア・ルーマニアとの間での「日本・ドナウ交流年 2009」関連行事を通
じて、政・官・民様々なレベルでの交流が一層促進された。                                                          
このような欧州諸国との対話・交流の活性化を通じて、各国との連携が強化され、当初想定し

ていた以上の成果が得られた。 
３．「ロシアとの平和条約締結交渉の推進及び幅広い分野における日露関係の進展」について 

５回の首脳会談、外相の相互訪問など政治対話を進めた他、３回の日露戦略対話を実施する等、
様々な機会・レベルを通じて精力的に交渉を行った。特に、平成 20年 11月のＡＰＥＣの際の日
露首脳会談以降、アジア太平洋地域における双方の具体的な関心事項（日本側においては領土問
題、ロシア側においては極東・東シベリア地域を中心とした経済・実務分野の協力）の実現に向
け、具体的な作業に着手している。 
平和条約交渉については、首脳レベルで率直な議論が重ねて行われてきている。平成 21 年２

月のサハリンでの首脳会談において、麻生総理はメドヴェージェフ大統領に対し、北方四島の帰
属の問題の最終的解決に向けたロシア側の取組の姿勢を強く問いかけており、今後のロシア側の
対応に注目しているところである。また、経済面では、平成 20 年における日露間の貿易高は約
300億ドルに達し、５年連続で過去最高を記録した。また、「極東・東シベリア地域における日
露間協力強化に関するイニシアティブ」のフォローアップを中心に、極東・東シベリア地域にお
ける日露間の互恵的な協力を推進した。 

その他、国際舞台における日露協力として、様々な分野で両国外務省間の協議が実施されたこ
とに加え、防衛・治安分野における協力や、人的・文化的交流も着実に進展した。 

４．「中央アジア・コーカサス諸国との関係の強化」について 
国家元首等の訪日（ナザルバエフ・カザフスタン大統領、ヴァシャッゼ・グルジア外相）、ウ

ズベキスタンとの投資協定及びカザフスタンとの租税条約の署名、「中央アジア＋日本」第４回
高級実務者会合の実施、様々なレベルでの政治対話、人的交流、政策協議、経済協力等を通じ、
我が国と中央アジア・コーカサス諸国との相互理解が深まり、着実な進展があったと評価できる。
また、平成 20 年８月に南オセチアを巡りロシアとの間で大規模な紛争に発展したグルジアに対
しては、同紛争の領土保全の原則に基づいた平和的解決を一貫して支持しつつ、復興支援を着実
に進め、このような我が国の施策につき同国より高い評価を得た。 
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政策評価の結

果の政策への

反映状況 

 評価結果を踏まえ、平成 22 年度も要人等の往来、Ｇ８をはじめとする欧州各国、ロシア、中央
アジア・コーカサス諸国や欧州主要機関及び地域協力機構（Ｖ４、ＧＵＡＭ）との間での協議・政
策調整を図り、欧州地域外交を拡充強化していくために必要な経費について、予算要求を行った。
特に、欧州との人的、知的、民間交流の維持・促進を拡充・強化することとされたことから、世界
政策会議への政府高官の派遣費用、日独交流 150 周年事業関係費、北方四島医療支援促進事業、日
米露有識者会議開催経費を新規案件として要求した。さらに、日・ＥＵ協力のための行動計画推進
経費、バルトセミナー、日独フォーラム、北方四島住民支援（患者の受入等）、北方四島医師・看
護師等研修事業等を増額要求した。加えて、欧州地域外交の更なる推進に必要な定員（在外 11名、
本省２名）を要求した。 
（平成 22年度予算額：1,307,567千円〔平成 21年度予算額：1,355,684 千円〕） 

関係する施政

方針演説等内

閣の重要政策

（主なもの） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第171回国会施政方針演説 平成21年１月28日 

「ロシアとは、アジア太平洋地域における重
要なパートナーとしての関係を構築するため、
領土問題の最終的解決に向けた交渉を進めると
ともに、幅広い分野での関係を進展させます。」 
「私が「自由と繁栄の弧」という言葉で表現し
たように、自由、市場経済、人権の尊重などを
基本的な価値とする若い民主主義諸国の努力
を、積極的に支援します。」 

ダボス会議における麻生
総理大臣特別講演 

平成21年１月31日 「自由と繁栄の弧」について言及。 

第171回国会外交演説 平成21年１月28日 

「重要な隣国であるロシアとは、昨年11月に
行われた日露首脳会談の結果を踏まえ、アジア
太平洋地域における重要なパートナーとしての
関係を構築するため、外相レベルを含めて北方
領土問題の最終的解決に向けて強い意思を持っ
て交渉を進めます。また、極東・東シベリア地
域での協力を含め、幅広い分野での協力を進展
させます。」 
「基本的価値を共有する欧州諸国や欧州連合

（ＥＵ）、北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）など
との連携を強化してまいります。また、バルト
諸国や、中・東欧、中央アジア・コーカサス、
南アジアといった民主化と市場経済化を進める
国々との対話や協力に引き続き取り組んでまい
ります。」 
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施策名 中東地域外交 

施策の概要 

中東地域の平和と安定、経済的発展に貢献すること、及び中東における我が国の国際的な発言力
を強化すること。次の具体的施策より構成される。 
Ⅰ－５－１ 中東地域安定化に向けた働きかけ 
Ⅰ－５－２ 中東諸国との二国間関係の強化 

施策に関する評

価結果の概要と

達成すべき目標

等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 
施策Ⅰ－５  「目標の達成に向けて進展があった。」  ★★★☆☆   

Ⅰ－５－１ 「目標の達成に向けて進展があった。」    ★★★☆☆ 
Ⅰ－５－２ 「目標の達成に向けて進展があった。」    ★★★☆☆ 

（施策の必要性） 
１．「中東地域安定化に向けた働きかけ」について 

テロの脅威をはじめ、国際社会の平和と安定に大きく影響する問題を抱える中東地域の平和
と安定は、国際社会全体の平和と繁栄にも多大な影響を及ぼす問題である。とりわけ原油輸入の
９割を中東地域に依存する我が国にとり、この地域の平和と安定は我が国の平和と繁栄に直結す
る。中東和平問題、イラク及びアフガニスタンは中東地域、ひいては世界全体の平和と安定の鍵
ともいうべき問題であるところ、我が国としても国際的な影響力を強化し、和平実現に向け積極
的な役割を果たす必要がある。 

２．「中東諸国との二国間関係の強化」について 
中東和平問題やイラク復興等、我が国が中東の諸問題に積極的に関与するに際し、中東諸国か

らの理解と支持を得ることが不可欠である。こうした政策上の要請から、中東諸国との積極的な
対話を行うことが、我が国とこれら諸国との友好関係の維持・発展に資するのみならず、我が国
の対中東政策に対するこれら諸国の理解を得ることにつながるという点で必要である。 

エネルギーの確保は我が国にとって将来にわたる課題であり、この分野における中東諸国の重
要性は当面減じることはないことから、中東・イスラム諸国との関係を中長期的視点で考える必要
がある。 

（施策の有効性） 
１．「中東地域安定化に向けた働きかけ」について 
（１）中東においてアラブ・イスラエル双方より信頼されているという特長を活かし、我が国は、

中東和平の実現に向け①イスラエル・パレスチナ両当事者への政治的働きかけ、②対パレスチ
ナ支援の実施、③信頼醸成の３点を推進してきている。また、総合的な取組として、地域協力
を通じたヨルダン渓谷開発構想である「平和と繁栄の回廊」構想を推進している。 

（２）イラクの状況は進展しているが、政治プロセス及び、復興の進展は、イラク一国のみの力で
は不可能であり、国際社会の支援が不可欠である。我が国は、国際社会と協力し、我が国に相
応しい方法で効果の高い支援を行ってきている。 

（３）アフガニスタンの復興においては、これまでに 500万人の避難民が帰還したほか、麻薬生産
量の減少、社会経済状態の向上等が見られるが、復興はいまだ道半ばであり、平和と安定を実
現するためには、アフガニスタン国民の生活が改善され、希望を持って復興への努力を継続す
ることができる環境を作ることが第一に重要である。そのためには中央政府の統治が全土に行
き渡り、治安情勢が安定することが必要である。したがって、我が国がアフガニスタンの安定
に貢献するためには、治安やインフラ復旧をはじめとする復興支援を実施することが最も有効
な手段である。また、支援のニーズを的確に判断するための緊密な対話や、支援に対する理解
を深めてもらい、我が国に対する良好な感情を醸成するための広報活動等、二国間関係の強化
も重要である。 

２．「中東諸国との二国間関係の強化」について 
（１）相互理解の促進のためには、我が国自身が中東・イスラム諸国について深く理解すると同時

に、中東・イスラム諸国側にも我が国の中東・イスラム諸国における取組を理解させる努力が
必要である。「日アラブ対話フォーラム」や「イスラム世界との文明間対話」のような対話事
業は、我が国と中東の人々との間で相互理解の拡大・深化を促し、それを人々の間に根づかせ
ていく上で有効である。 

（２）投資・エネルギー、ＧＣＣ 
ＧＣＣ諸国との関係強化のためには、協定等の枠組み構築と、法的枠組みにとどまらない幅

広い関係づくりのための協議の場とを土台としつつ、特に先方が我が国に対して高い期待を有
する教育・人づくり分野における具体的な協力を進めることが不可欠である。平成 19 年度以
降、要人往来や各種ミッション派遣・受け入れ、国内での準備態勢構築を通じて、ＧＣＣ諸国
との相互理解が深まっている。今後ともこれら施策の継続により協力強化の効果が十分に見込
まれる。 

（施策の効率性） 
１．「中東地域安定化に向けた働きかけ」について 
（１）信頼醸成会議を我が国が主催することにより、イスラエル・パレスチナ両当事者による対話

の促進に資することができた。また、対パレスチナ支援には迅速性が不可欠であるところ、我
が国はイスラエルのガザ進攻後迅速に緊急人道支援及び物資協力を表明した。とられた手段は
適切かつ効率的であったと考えられる。 
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（２）我が国は、イラクのニーズに応じて、他の支援国や国際機関と協調しつつ、厳しい財政及び
人的資源の状況の中でも施策の目標（特に小目標）の達成に向け進展があり、最大限効率的な
支援を行っている。平成 19 年５月３日に発足したイラク支援のための国際的な協調枠組みで
ある「イラク・コンパクト」には策定段階から積極的に参加しており、国際的に協調した支援
の実施に配慮している。またＯＤＡによる支援については、「イラク復興支援のための二国間
無償資金協力に関する実施要領」等に基づき、プロセスの公平性・透明性の確保に努めるとと
もに、効率的で無駄のない支援を行うための手段を講じている。 

（３）アフガニスタンの復興支援については、和平プロセス・ガバナンス（行政経費支援等）、治
安維持（非合法武装集団の解体（ＤＩＡＧ）や地雷対策等）及び復興（幹線道路整備等）の３
つの柱に対する支援を行い、目標達成の点からとられた手段は適切かつ効率的であった。 

２．「中東諸国との二国間関係の強化」について 
予算規模や人的資源が少ない中、我が国とアラブ諸国、イスラム諸国との間の対話事業が行わ

れ、参加国間の相互理解がより一層深化し、施策の目標に向けて大きな進展があった。このため、
とられた手段は適切かつ効率的であったと考えられる。また、ＧＣＣ諸国との関係は着実に進展
しており、投資・エネルギー面での関係も深まっており、とられた手段は、適切かつ効率的であ
った。 

（反映の方向性） 
１．「中東地域安定化に向けた働きかけ」について 
（１）中東和平の進展にはイスラエル・パレスチナ双方による和平努力が不可欠である。我が国と

しては、現在の両当事者の交渉の状況を注視しつつ、引き続き政治的働きかけや双方間の信頼
醸成などを柱として和平推進を積極的に働きかける考えである。また、パレスチナ自治政府の
和平努力・改革努力を支えるために、支援を継続する。さらに、パレスチナ人の生活状況の更
なる悪化を防ぎ、和平を志向する民意を強化するために、国際機関等を通じた人道支援を継続
する。その他の支援については、和平プロセスの進展状況を見つつ、特に、パレスチナ自治政
府が、平和的手段を通じて和平プロセスの進展に努力するかどうかを見極めつつ、個別に検討
する。 

（２）イラクにおけるニーズを絶えず把握し、状況の変化を見極めて効果的な支援を実施していく。
その際に、治安情勢の変化や政治情勢に留意する。 

（３）アフガニスタンの復興には進展が見られるものの依然道半ばであり、課題はまだ山積してい
る。また、依然として治安情勢は不透明であり、アフガニスタンの安定のために、引き続き支
援を行っていく。 

２．「中東諸国との二国間関係の強化」について 
（１）対話を通じた相互理解については、中長期的な視点が必要であり、必ずしも短期間で目に見

える形で確認できるものではないので、引き続き着実に進めていく必要がある。 
（２）投資・エネルギー 

本件施策は、中長期的に成果を積み上げるべきものとして、引き続き着実に実施していく。 
（３）ＧＣＣ 

本件施策は、中長期的に成果を積み上げるべきものとして、引き続き着実に実施していく。 
 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（目標の達成状況） 
[目標] 中東地域の平和と安定、経済的発展に貢献すること、及び中東における我が国の国際的な

発言力を強化すること。 
本施策を構成する具体的施策ごとの目標の達成状況は以下のとおり。 

１．「中東地域安定化に向けた働きかけ」について 
（１）平成 20年 10月にイスラエル・パレスチナ双方ハイレベルを招き、信頼醸成に向け政治的働

きかけを行った。平成 20 年末のガザ情勢悪化の際は、首脳・外相級で電話会談を行い即時停
戦を働きかけるとともに有馬中東和平担当特使を現地に派遣、緊急人道支援及び物資協力を迅
速に実施した。平成 21 年３月のガザ復興支援国際会議には伊藤外務副大臣を派遣、当面２億
ドルの対パレスチナ支援を表明するなど、情勢悪化を食い止めるためできる限りの貢献を行っ
た。 

（２）イラク政府は種々の困難に直面しながらも、我が国を始めとする支援国の協調の下、復興の
達成に向け着実に進展を見せている。 

政治、国民融和の面では、平成 20 年に旧バアス党員の復職に関する「責任と公正」法、一
般恩赦法、地方自治法等の重要法案が国民議会で採択され、平成 21年１月 31日には、イラク
憲法制定後初の地方議会選挙が、キルクーク県及びクルディスタン地域３県を除くイラク 14
県で概ね平穏に実施される等、一定の進展がみられている。 

また、治安情勢は平成 19 年夏以降大幅に改善している。既にイラク全土 18 県のうち 13 県
で多国籍軍からイラク側に治安権限が移譲されている。 

（３）アフガニスタンは厳しい治安情勢の中、復興への取組を進めており、平成 21 年には２回目
となる大統領選挙が予定されている。我が国の人道支援及び平和の定着を念頭に置いた各種支
援は同国の復興と安定の実現に貢献しているものと評価でき、アフガニスタン政府要人及び国
際社会も我が国支援を高く評価している。 

２．「中東諸国との二国間関係の強化」について 
（１）平成 20年度も、奥田総理特使の湾岸歴訪（２回）、安倍総理特使、橋本外務副大臣のイラク
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訪問、高村外務大臣（当時）、緒方総理特使のアフガニスタン訪問、トルコ大統領、バーレー
ン皇太子、イラン副大統領、クウェート首相、ヨルダン外相らの訪日など活発な要人往来が行
われた。また、「日アラブ対話フォーラム」第６回会合が平成 20 年 11月に、「イスラム世界と
の文明間対話セミナー」第７回会合が平成 21 年３月にそれぞれ開催されるなど、中東諸国、
イスラム世界の各界の有力者、有識者との間で交流事業が更に活性化され、対話を深化させる
ことができた。 

（２）投資・エネルギー、ＧＣＣ 
平成 19 年４～５月に行われた安倍総理（当時）の中東訪問を契機として要人往来及び経済

的枠組みの整備が進展している。ＧＣＣとの自由貿易協定（ＦＴＡ）交渉、サウジアラビアと
の投資協定交渉、アラブ首長国連邦（ＵＡＥ）、クウェート及びサウジアラビアとの租税条約
交渉がそれぞれ進展し、また、平成 20 年８月にはサウジアラビアとの航空協定に署名が行わ
れた他、教育・人づくり支援についての協力も着実に進んだ。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

政策評価において、対話を通じた相互理解の深化と関係者間のネットワークの拡大が小目標とさ
れたことから、新たに「日アラブ経済フォーラム」を立ち上げ、新規要求として反映した。また同
様に、イラン外交官交流及び日・サウジアラビア青年交流計画を実施するため、新規要求として反
映した。 
（平成 22年度予算額：155,935千円〔平成 21 年度予算額：164,146千円〕） 

関係する施政方

針演説等内閣の

重要政策（主なも

の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第171回国会外交演説 平成21年１月28日 

「我が国が原油の約９割を輸入する中東地域の
平和と安定は、世界全体の安定と我が国のエネル
ギー安全保障にとって不可欠の条件です。中東諸
国との間で、資源にとどまらない重層的な関係を
強化してまいります。」 
「イスラエル、パレスチナ武装勢力の双方によ

る停戦の表明を歓迎しますが、これが永続的な停
戦につながることが重要です。そのための関係者
への働きかけやガザ地区の人道状況改善のための
1,000万ドルの支援などを着実に実施してまいり
ます。その上で、『平和と繁栄の回廊』構想など
を通じ、中東和平プロセスの進展を最大限支援し
てまいります。」 
「先般、自衛隊は、約５年に亘るイラクでの任

務を無事完了しました。その活動は、イラクをは
じめ、国連、関係諸国から高い評価と多くの感謝
を受けております。私も、隊員一人一人が厳しい
環境下にありながら、使命感を持って立派に任務
を果たしたことに、心から『御苦労様でした。』
と言葉をかけたいと思います。我が国としては、
引き続き、復興支援の成果を根付かせ、イラクと
の幅広い分野での協力及び長期的な友好関係を構
築してまいります。」 
「我が国は、テロ対策としてインド洋における

補給支援活動を行っているほか、アフガニスタン
が再びテロの温床にならないよう、同国において、
治安面や経済復興において、医療や教育をはじめ
幅広い支援を実施してきています。アフガニスタ
ンの地方復興チームへの文民派遣などを含め、支
援の取組を一層強化していきます。さらに、テロ
との闘いの前線国家であるパキスタンにおけるテ
ロ撲滅や経済安定化への同国政府の取組を支援し
てまいります。」 

平成20年度重点外交政策 平成20年８月 
・ 中東との重層的な関係の強化  
・ 「平和と繁栄の回廊」構想の推進とイラク、

アフガニスタン等の平和の構築・定着の推進 
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施策名 アフリカ地域外交 

施策の概要 

アフリカ開発の促進、アフリカ地域外交を通じた国際社会での我が国のリーダーシップ強化、及びア
フリカとの二国間・多国間での協力関係を強化すること。次の具体的施策より構成される。 
Ⅰ－６－１ アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）プロセスを通じたアフリカ開発の推進 
Ⅰ－６－２ 多国間枠組みにおける対アフリカ協力の推進 
Ⅰ－６－３ 日・アフリカ間の相互交流及び我が国の対アフリカ政策に関する広報の推進 

施策に関する

評価結果の概

要と達成すべ

き目標等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 
施策Ⅰ－６   「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 ★★★★☆ 
Ⅰ－６－１  「目標の達成に向けて相当な進展があった。」   ★★★★☆ 
Ⅰ－６－２  「目標の達成に向けて相当な進展があった。」   ★★★★☆ 
Ⅰ－６－３  「目標の達成に向けて相当な進展があった。」   ★★★★☆ 

（施策の必要性） 
１．「アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）プロセスを通じたアフリカ開発の推進」について 
（１）アフリカにおける開発、貧困削減、平和と安定等は国際社会全体の課題であり、我が国も国際社

会の責任ある一員としてアフリカ開発を支援していく必要がある。 
（２）アフリカは、近年好調な経済成長を達成しており、豊富な資源の存在等、潜在的成長可能性が高

い地域である。こうしたアフリカの経済成長を後押しし、我が国との貿易・投資を拡大していくこ
とは、我が国自身の経済発展にも資する。 

（３）アフリカは国連加盟国の４分の１以上を占める 53 か国を擁する。我が国が、ＴＩＣＡＤプロセ
スを基軸とした対アフリカ開発支援を実施し、アフリカ諸国との関係を強化し、信頼と支持を得る
ことは、我が国が国際社会においてより積極的な役割を果たしていく上で極めて重要である。 

２．「多国間枠組みにおける対アフリカ協力の推進」について 
（１）アフリカが抱える、紛争や政情不安、貧困、感染症、テロ等の問題は国際社会全体の課題であり、

我が国としても、国際社会の責任ある一員としてアフリカに集中する課題の解決に貢献する必要が
ある。 

（２）Ｇ８プロセスや国連等はアフリカ問題を取り扱う主要なフォーラムであり、これらフォーラムに
積極的に参加し、貢献することはアフリカの平和・安定及び経済社会開発に貢献する上で不可欠で
ある。 

（３）アフリカの課題に包括的かつ効果的に取り組む上では、我が国自身の取組に加え、様々な援助主
体間の一致した努力が不可欠である。我が国は主要援助国の一つとして、サミットや各国との協議
を通じ、国際社会の協調的取組を主導し、促進する立場にある。 

３．「日・アフリカ間の相互交流及び我が国の対アフリカ政策に関する広報の推進」について 
（１）アフリカには国連加盟国の４分の１に相当する 53 の国が存在しており、国際場裡においてアフ

リカ諸国の支持・協力を得ることは非常に重要である。しかしながら、地理的な問題もあり日・ア
フリカ間の交流は未だ限定的なレベルに留まっている。アフリカとの協力関係を維持・深化させて
いくためには、我が国の対アフリカ外交についてはもちろん、歴史や文化、社会についてもアフリ
カ側の対日理解を深め、我が国に対する好感と信頼を培っていく必要がある。 

（２）我が国が適切な対アフリカ政策を推し進めていくためには、我が国国民による政策への支持が不
可欠である。従って、日本国内においてアフリカの現状に関する正確な理解とアフリカへの関心を
より高い水準に引き上げ、維持していくことが必要である。 

（施策の有効性） 
１．「アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）プロセスを通じたアフリカ開発の推進」について 
（１）アフリカ開発に携わる関係者は、53 のアフリカ諸国をはじめ、多数の開発パートナー（我が国

を含むドナー国及びアジア諸国、地域・国際機関等）及びＮＧＯ等、多岐にわたっている。ＴＩＣ
ＡＤプロセスは、こうした関係者が一堂に会する会合（首脳会合、閣僚級会合等）を基軸としてお
り、各関係者間で緊密に連携を図りつつ、包括的なアフリカ開発支援策を打ち出すことができた。 

（２）また、上記会合の場を設けることにより、アフリカ諸国に対し、援助をより効率的・効果的なも
のとするため、自助努力（オーナーシップ）をより一層発揮するよう要請するとともに、開発パー
トナーに対しては、特に現下の世界的金融・経済危機の中、アフリカ支援をより積極的に実施する
よう働きかける等、我が国のイニシアティブを発揮することができた。 

２．「多国間枠組みにおける対アフリカ協力の推進」について 
（１）アフリカ諸国が抱える課題及び必要とする支援は膨大かつ多岐にわたる一方、我が国単独で山積

する諸課題を解決すること及び膨大な支援ニーズを満たすことは困難であるところ、他の援助主体
との協調・協力は我が国の支援をより効果的なものとする上で不可欠である。 

（２）アフリカ開発及びアフリカの平和・安定は累次のＧ８サミットや国連等で重要な議題の一つとな
っており、我が国の見解を国際社会の取組に反映させていく上で、Ｇ８プロセスや国連等多国間の
枠組みを利用することが効果的である。 

（３）新興援助国による国際的な援助ルールに則らない支援は、上記援助主体間の協調の効果を大きく
減殺するところ、新興援助国と協議を重ね、これら諸国が援助の国際的枠組みに参加するよう強く
働きかけていくことが、上記協調の枠組みを維持していく上で効果的である。 

３．「日・アフリカ間の相互交流及び我が国の対アフリカ政策に関する広報の推進」について 
（１）地理的に遠く、民間レベルでの往来が相対的に少ないアフリカとの交流を進める上では、公的な
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各種招へい・交流事業の果たす役割は引き続き大きい。 
（２）我が国から政治レベルの要人がアフリカを訪問する際には、先方において大統領等首脳級の応対

を受けることが多く、要人往訪による働きかけの効果は極めて大きい。また、ＴＩＣＡＤ Ⅳとい
う大規模な国際会議後も引き続き我が国要人がアフリカ諸国を訪問することによって、アフリカに
おける我が国の存在感を維持することができる。 

（３）アフリカを巡る内外の状況は大きく変化しつつある一方、我が国国民がアフリカに関する正確な
情報に触れる機会は乏しく、またアフリカに対する関心も相対的に低いままである。アフリカに対
する理解・関心を高めるためには、各種メディア等を通じてアフリカの現状と我が国の取組につい
て正確な情報を積極的に広報し、様々な切り口から我が国国民の関心を広く喚起していくことが有
効である。 

（施策の効率性） 
１．「アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）プロセスを通じたアフリカ開発の推進」について 
（１）アフリカ開発に携わる関係者は、53 のアフリカ諸国をはじめ、多数の開発パートナー（我が国

を含むドナー国、地域・国際機関等）及びＮＧＯ等、多岐にわたっている。こうした多数の関係者
が一堂に会する会合（首脳会合、閣僚級会合等）の開催を通じ、効率的にアフリカ開発にかかる議
論を行うことができた。 

（２）また、準備段階におけるアフリカ側との各種調整について、定期的に在京アフリカ外交団及び同
ＴＩＣＡＤ委員会メンバーとの協議の場を設けることにより、最終成果文書に対するアフリカの声
を効果的かつ効率的に反映することができた。 

２．「多国間枠組みにおける対アフリカ協力の推進」について 
予算規模、人的資源ともに大きく制約される中、Ｇ８北海道洞爺湖サミットの首脳宣言にはＴＩＣ

ＡＤ Ⅳの重要な貢献を歓迎するとの言及が盛り込まれる等、我が国の主張を国際社会のアフリカの
平和・安定、経済社会開発促進に向けた取組に反映することができた。また、中国、韓国との間で新
たに対アフリカ政策に関する三国間政策協議を立ち上げ、第一回協議を我が国が主催する等、目標達
成に向けた重要な進展が見られており、とられた手段は適切かつ効率的であった。 

３．「日・アフリカ間の相互交流及び我が国の対アフリカ政策に関する広報の推進」について 
（１）平成 20年５月に開催したＴＩＣＡＤ Ⅳの機会を中心に、各種招へい・交流事業を組み合わせて

重点的にアフリカからの人物交流を行ったことにより、訪日プログラムの充実や日本国内でのアフ
リカ広報、アフリカ諸国内での日本に関する広報を効率的に実施することができた。 

（２）我が国要人がアフリカ諸国を訪問する際には、内外の注目が高い会議や大統領就任式などの機会
に合わせ、一度に複数国を訪れる等、効率的な渡航に努めている。特にＴＩＣＡＤ Ⅳのフォロー
アップの一環として行ったアフリカ貿易・投資促進合同ミッションでは、政府要人のみならず民間
企業関係者等も同時にアフリカ諸国を訪問したことにより、我が国の積極的な姿勢を効率的かつ効
果的にアフリカ側に示すことができた。 

（３）ＴＩＣＡＤ Ⅳの開催に併せ、ＴＩＣＡＤ Ⅳ親善大使やＴＩＣＡＤオフィシャル・サポーターの
活動を通じて、国民に対してわかりやすく広報を行うことができた。また、民間企業や地方自治体
の協力も得つつ、多数のＴＩＣＡＤ Ⅳのサイド・イベントを実施し、ＴＩＣＡＤプロセスへの国
民の参加も拡大した。 

（反映の方向性） 
１．「アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）プロセスを通じたアフリカ開発の推進」について 

ＴＩＣＡＤフォローアップ・メカニズムを効果的に運用し、かつその時々のアフリカを取り巻く環
境に留意しつつ、一層積極的にアフリカ開発支援を推進していく。 

２．「多国間枠組みにおける対アフリカ協力の推進」について 
ＴＩＣＡＤ Ⅳ及びＧ８サミットにおいて表明した我が国の対アフリカ支援の方向性を着実に実施

しつつ、我が国の対アフリカ支援の方向性を今後の多国間枠組みでの取組に浸透させるべく、Ｇ８プ
ロセス等を通じて然るべくフォローアップを行う。同時に、新興援助国との対話を強化していく。 

３．「日・アフリカ間の相互交流及び我が国の対アフリカ政策に関する広報の推進」について 
  前年に引き続き、ＴＩＣＡＤ Ⅳに直前、直後に行われた集中的な広報努力によって培われた国民
各層のアフリカに対する理解や関心を維持ないし更に増進するため、広報のタイミング、ツール等に
更に意を用いた活動を実施していく。同様に日・アフリカ間の頻繁な要人往来に裏付けられた良好な
関係の維持・増進に務めると共に、国際会議の場及び外国メディア等を利用した対外広報を積極的に
推進していく。 

 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（目標の達成状況） 
[目標] アフリカ開発の促進、アフリカ地域外交を通じた国際社会での我が国のリーダーシップ強化、

及びアフリカとの二国間・多国間での協力関係を強化すること。 
本施策を構成する具体的施策ごとの目標の達成状況は以下のとおり。 
１．「アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）プロセスを通じたアフリカ開発の推進」について 
（１）平成 20 年５月 28－30 日、横浜において第四回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ Ⅳ）を開催した。

41 名の国家元首・首脳級を含むアフリカ 51か国、34か国の開発パートナー諸国及びアジア諸国、
77 の国際機関及び地域機関の代表並びに民間セクターやＮＧＯ等市民社会の代表等 3,000 名以上
が参加し、ＴＩＣＡＤ Ⅳは我が国外交史上類を見ない大規模な国際会議となった。 

（２）本会合では、「元気なアフリカを目指して－希望と機会の大陸」との基本メッセージの下、経済
成長の加速化、ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）の達成、平和の定着・グッドガバナンスの実現、
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環境・気候変動問題への対処について活発な議論が行われた。最終成果物として、「横浜宣言」、「横
浜行動計画」、「フォローアップ・メカニズム」の三つの文書が発出された。 

我が国自身、平成 24 年までの対アフリカＯＤＡの倍増、対アフリカの民間投資の倍増支援等を
含む多数の支援策を打ち出した。 

（３）平成 21年３月 21－22 日、ボツワナにてＴＩＣＡＤ閣僚級フォローアップ会合を開催し、ＴＩＣ
ＡＤ Ⅳの約束の着実な履行を確認するとともに、世界的金融・経済危機がアフリカに与える影響
及びその対応策につき有意義な議論を行った。 

２．「多国間枠組みにおける対アフリカ協力の推進」について 
従来からの対アフリカ支援の着実な実施に加え、Ｇ８議長国としてＧ８北海道洞爺湖サミット及び

Ｇ８関連会合を主催し、その成果を国連でアピールするなど、国際社会のアフリカ開発、及びアフリ
カの平和・安定に向けた取組を促すと共に我が国自身も積極的な貢献を行った。また、Ｇ８各国等の
主要先進国との協議に加え、新興援助国として存在感を増しつつある中国及び韓国との三国間政策協
議を立ち上げる等、各国との協力関係の構築・強化に取り組んだ。 

３．「日・アフリカ間の相互交流及び我が国の対アフリカ政策に関する広報の推進」について 
  平成 20 年５月に第四回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ Ⅳ）を開催し、アフリカ 51か国、41名の
国家元首・首脳級を含む 3,000人以上の会議参加者から同会議の成果が高く評価されたこと、また、
同会議にあわせて活発な広報活動を展開し、平成 20 年度には本件施策の目標（小目標）の達成に向
けて相当な進展があった。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

● ＴＩＣＡＤ Ⅳ及びＧ８サミットにおいて表明した我が国の対アフリカ支援の方向性を着実に実施
し、今後の多国間枠組みでの取組に浸透させる。具体的には、ＴＩＣＡＤフォローアップ・メカニズ
ム及びＧ８プロセス等の多国間枠組を通じフォローアップを行うとともに、新興援助国との対話を強
化していく。このために必要な出張旅費等を計上し、ＴＩＣＡＤフォローアップに必要な経費として
要求した。 

● これまでの広報努力によって培われた国民各層のアフリカに対する理解や関心を維持ないし更に
増進するため、広報のタイミング、ツール等に更に意を用いた活動を実施していく。また、日・アフ
リカ間の要人往来に裏付けられた良好な関係の維持・増進に努めると共に、国際会議の場及び外国メ
ディア等を利用した対外広報を積極的に推進していく。平成 22 年度は、こうした広報・交流活動に
必要な経費を計上した。また、2010 年は多くのアフリカ諸国が独立を達成した 1960 年から 50 周年
にあたることから、この機会をとらえて日・アフリカ間の良好な関係のさらなる強化を図るべく、関
連事業の経費を要求した。 

（平成 22年度予算額：87,620千円〔平成 21年度予算額：95,633千円〕） 

関係する施政

方針演説等内

閣の重要政策

（主なもの） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第169回国会における福田総
理施政方針演説 

平成20年１月18日 

本年我が国で開催されるアフリカ開発会議や
サミットなどにおいて、こうした「人間の安全保
障」面での課題解決に向け、Ｇ８各国やＥＵとも
協力してまいります。 

第169回国会における高村外
相外交演説 

平成20年１月18日 

本年、我が国はＧ８サミット議長国として、北
海道洞爺湖サミットを主催します。（中略） 
 我が国は、これら会合において、環境・気候変
動、開発・アフリカ、世界経済、不拡散をはじめ
とする政治問題といった重要課題について力強
いリーダーシップを発揮し、前向きなメッセージ
を発信していくべく、その成功に向けて政府一丸
となって取り組みます。 
 また、我が国は本年５月に横浜において、第４
回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ Ⅳ）を主催し
ます。「元気なアフリカを目指して」との基本メ
ッセージの下、アフリカにおける成長の加速化、
人間の安全保障の確立、環境・気候変動といった
諸課題に主導的に取り組んでまいります。 

第171国会における麻生総理
施政方針演説 

平成21年１月28日 

ＯＤＡを活用し、アフリカを初めとする途上国
の安定と発展、テロとの闘い、貧困や環境問題、
水問題など地球規模の課題の解決に貢献をしま
す。 

 
第171国会における中曽根外
相外交演説 

平成21年１月28日 

第四回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ Ⅳ）や
北海道洞爺湖サミットで約束した支援策を着実
に実施していきます。人間の安全保障の理念に基
づき、アフリカ諸国を初めとする開発途上国に対
し、貧困削減、教育、保健、水・衛生などの分野
で支援し、ミレニアム開発目標達成に向けても貢
献してまいります。 
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施策名 国際の平和と安定に対する取組 

施策の概要 

国際貢献能力を向上し、国際貢献を積極的に推進すること。次の具体的施策より構成される。 
Ⅱ－１－１ 中長期的かつ総合的な外交政策の企画立案と対外発信 
Ⅱ－１－２ 日本の安全保障に係る基本的な外交政策 
Ⅱ－１－３ 国際平和協力の拡充、体制の整備 
Ⅱ－１－４ 国際テロ対策協力及び国際組織犯罪への取組 
Ⅱ－１－５ 国連を始めとする国際機関における我が国の地位向上、望ましい国連の実現 
Ⅱ－１－６ 国際社会における人権・民主主義の保護・促進のための国際協力の推進 

施策に関する

評価結果の概

要と達成すべき

目標等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 
施策Ⅱ－１  「目標の達成に向けて進展があった。」 ★★★☆☆    
Ⅱ－１－１ 「目標の達成に向けて進展があった。」   ★★★☆☆ 
Ⅱ－１－２ 「目標の達成に向けて進展があった。」   ★★★☆☆ 
Ⅱ－１－３ 「目標の達成に向けて進展があった。」   ★★★☆☆ 
Ⅱ－１－４ 「目標の達成に向けて進展があった。」   ★★★☆☆ 
Ⅱ－１－５ 「目標の達成に向けて進展があった。」   ★★★☆☆ 
Ⅱ－１－６ 「目標の達成に向けて進展があった。」   ★★★☆☆ 

（施策の必要性） 
１．「中長期的かつ総合的な外交政策の企画立案と対外発信」について 

我が国を取り巻く国際環境の変動に伴い、国際社会の中で日本の果たすべき役割への期待が高
まる中で、我が国が自らのビジョンと国益に立脚した主体的な外交を強力に展開することが重要
となっている。このため、我が国外交の政策企画力の強化が求められており、有識者との意見交
換や有識者の研究の成果も踏まえつつ、中長期的かつ総合的に外交政策を企画立案していくこと、
及び国民の一層の理解と支持を得られるよう、対外発信にも努めていくことが必要となっている。 

２．「日本の安全保障に係る基本的な外交政策」について 
  依然として不透明・不確実な要素が残るアジア太平洋地域の平和と安定を確保していくために
は、同地域における米国の存在と関与を前提とした上で、二国間及び多国間の対話の枠組みを重
層的に用いて同地域の安全保障環境に影響を及ぼす各国との信頼醸成を促進し、安全保障環境を
向上させていくことが必要である。ＡＲＦは、安全保障問題について議論するアジア太平洋地域
の唯一の政府間対話の場であり、閣僚会合を始め各種の関連会合等が開催されている。 

３．「国際平和協力の拡充、体制の整備」について 
（１）世界の主要なエネルギーの供給地域である中東地域の平和と安定を確保することは我が国を

含む国際社会全体の平和と繁栄に直結する重要な問題である。イラクやアフガニスタンの復興
が失敗し、これらの国がテロの温床となれば、中東地域のみならず我が国自身の安全も脅かさ
れることとなる。各国が持てる力を持ち寄ってこれらの国の復興に取り組んでいる中で我が国
としての責任を果たすためにも、イラク情勢、アフガニスタン情勢等にかんがみ、自国の特性
等を生かした取組を行う必要がある。 

（２）冷戦終結後、世界各地で紛争が多発し、平和構築への取組の必要性は格段に増大している。
国連ＰＫＯミッションの派遣数も急増するとともに、その任務も多様化していることを踏まえ、
我が国としては、国連ＰＫＯミッションへの人的貢献等を強化することが必要不可欠である。
また、国連ＰＫＯミッション、国際機関等における文民の役割が飛躍的に増大しているところ、
平和構築の現場で活躍できる文民専門家の長期的かつ安定的な育成が急務である。 

４．「国際テロ対策協力及び国際組織犯罪への取組」について 
（１）情報通信の高度化、人の移動の拡大等に代表されるグローバル化の進展に伴い、国際テロ及

び国際組織犯罪は複雑、多様化し、より一層国際的な脅威となっている。国際テロ対策協力に
関しては一定の成果もみられるが、国際テロ組織及び関連団体の勢力は未だ軽視し得ない。ま
た、国際テロ組織から独立しつつも、その思想・手法を真似る組織による過激主義運動が新た
な脅威を形成している。さらに、テロ組織と、薬物、資金洗浄、人身取引等の国際組織犯罪と
が相互に関連している場合もある。これらに効果的に対処するためには、一国にとどまること
なく、国際的な連携や協力を強化することが不可欠である。 

（２）テロは、いかなる理由をもってしても正当化できず、断固として非難されるべきものである。
テロを撲滅・防止するために、①国内のテロ対策の強化、②国際的な協力の推進、③途上国等
に対するテロ対処能力向上支援、の３点を中心に、粘り強い努力が必要である。 

（３）国際組織犯罪を防止するために、国連薬物犯罪事務所（ＵＮＯＤＣ）等の国際機関とも連携
しつつ、貧困、政府やコミュニティの能力不足、法の支配と市場経済の崩壊等、犯罪を生み出
す要因に注目し、社会経済的側面にも焦点を当てた支援策の実施（代替開発支援、刑事司法・
法執行制度整備支援、被害者の社会への再統合等）が必要である。 

５．「国連を始めとする国際機関における我が国の地位向上、望ましい国連の実現」について 
国連は、設立後 60 年以上を経ており、その組織には現在の世界情勢にそぐわない面も出てきて

いる。国連を通じて世界の平和と繁栄という国際社会共通の利益を実現し、その中で我が国の国
益も確保していくためには、テロや紛争、継続する貧困や感染症など現在の課題に効果的に対処
できるよう安保理改革を含む国連改革を進めることが必要不可欠となっている。そのプロセスの
中で、我が国の地位を向上させるために、改革の議論を我が国が主導し、実現への途をつけてい
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くことが必要である。 
また、近年のグローバル化を背景に、国連関係機関及びこれら国連関係機関に勤務する職員の

責務の重要性が高まっている。一方で、国連等国際機関に対する我が国の財政的貢献と比較して、
これら国際機関における邦人職員は著しく少ない状況にあるため、国際機関等における邦人職員
の任用及び勤務に関する事項を所掌する外務省が、責任を持って邦人の国際機関への参画の促進
に取り組む必要がある。 

６．「国際社会における人権・民主主義の保護・促進のための国際協力の推進」について 
（１）人権の保護・促進は、国際社会の正当な関心事項であり、国際社会が人権の保護・促進に取

り組むことは当然の責務である。国際社会においては、平成 17（2005）年９月に、開発や安全
保障と並び、人権を国連の主要な柱の一つとして再確認した国連総会首脳会合成果文書が採択
されたことを受け、平成 18（2006）年３月にそれまでの人権委員会を強化した人権理事会が創
設されるなど、「人権の主流化」の動きが加速化している。 

（２）国際社会において人権・民主主義を保護・促進する政策は、我が国の国際社会での役割、信
頼性等を強化するとともに、我が国にとって望ましい国際環境の実現にも資するものである 
また、我が国としても、政府報告審査を含む主要人権条約の履行に努め、さらに、強制失踪

条約、障害者権利条約（仮称）等の新しい人権条約の早期締結を目指して取組を行うことも、
国民の人権の保護・促進のために必要である。 

個人通報制度については、条約の実施の効果的な担保を図るとの趣旨から注目すべき制度で
あると考えている。 

（３）我が国における難民や難民認定申請者等が我が国社会に適応して生きていくことは、難民問
題解決に向けた国際社会の貢献であると共に我が国の社会的安定のために重要であり、そのた
めの各種支援・保護事業が必要である。 

また、世界各国による第三国定住に対する国際的動向をも踏まえ、我が国としても第三国定
住による難民の受け入れに積極的に対応していく必要がある。 

（施策の有効性） 
１．「中長期的かつ総合的な外交政策の企画立案と対外発信」について 

本施策が関わる、上位の基本目標（国民の安全の確保と繁栄を促進し、望ましい国際環境を確
保すること）及び施策目標（国際の平和と安定に対する取組：国際貢献能力を向上し、国際貢献
を積極的に推進すること）を達成するためには、我が国が直面する諸課題に対し、中長期的かつ
総合的な外交政策を企画立案するいわゆる政策構想力を強化して対応する必要がある。外部有識
者との連携の強化は、外務省の政策企画立案を強化する上で有効であり、また、外交政策の対外
発信は、外交政策を強力に推進していく上において、国民に対する説明責任を果たし、国民から
の一層の理解と支持を得るため、重要であり、かつ有効な手段である。 

２．「日本の安全保障に係る基本的な外交政策」について 
各国の政治・経済体制及び安全保障観の多様性が特徴であるアジア太平洋地域において、欧州

安全保障条約機構のような制度化された安全保障機構が構築されることは、少なくとも現時点で
は現実的ではない。むしろ、米国の存在と関与を前提としつつ種々の二国間・多国間の対話の枠
組みを重層的に活用していく方が、地域の平和と安定の確保のために現実的かつ適切な方策であ
る。 

３．「国際平和協力の拡充、体制の整備」について 
（１）中東地域の平和と安定、繁栄を実現するためには、イラク、アフガニスタン等において国際

的な安全保障環境を改善するために国際社会が協力して行う活動に積極的に取り組む必要があ
り、現下のイラク情勢、アフガニスタン情勢等にかんがみれば、イラク人道復興支援特措法及
び補給支援特措法に基づく自衛隊の活動を、政府開発援助等他の施策とともに実施することが
適当である。なお、イラク人道復興支援特措法に基づく航空自衛隊の活動について、政府は、
その活動目的を達成したと判断し、平成 20 年 12月をもって任務を終了させることを決定した。 

（２）国際平和協力法に基づく国連ＰＫＯ等への要員派遣・物資協力の実施は、国際社会の平和構
築への取組に資するとともに、我が国の国際社会におけるプレゼンスの向上につながる。 

平和構築人材育成事業の日本人修了生は、東ティモールやスーダン等の平和構築の現場で活
躍しており、平和構築の現場で活躍できる文民専門家を育成するという本件事業の目的は達成
されている。 

４．「国際テロ対策協力及び国際組織犯罪への取組」について 
（１）テロリストや犯罪者は、高度に発達した情報通信技術や国際交通網等の現代社会の特性を最

大限活用し、国境を超えてネットワークを張り巡らせて資金や武器を調達し、移動を試みてい
る。したがって国連、Ｇ８、ＡＳＥＭ、金融活動作業部会（ＦＡＴＦ）等の国際枠組に積極的
に参画し、出入国管理や交通保安、資金対策等の分野で隙のない国際体制作りに貢献すること
が極めて有効である。特に、テロ資金供与防止条約等のテロ防止関連 13 条約や国際組織犯罪防
止条約の締結・履行、関連国連安保理決議の着実な履行を促進し、国際的な法的枠組を整備す
ることは、各国の国内刑事・司法制度を強化し、テロリスト及び犯罪者に安住の地を与えない
国際環境作りに資する。また、ＦＡＴＦ等による技術協力や相互審査等の取組は、国際組織犯
罪の防止措置が不十分な国に対して積極的な対策を促し、世界的な体制の構築を促す効果を持
つ。 

（２）途上国の中には、国際テロ及び国際組織犯罪対策に向けた政治的意思はあるが、その対処能
力が必ずしも十分でない国が存在する。特に、我が国の権益が集中する東南アジア地域を対象
として、我が国の安全に関連する分野で、設備・機材の整備等に関する資金面での援助や人材
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の育成等を実施し、途上国の対処能力向上を支援することは、我が国自身の安全にも裨益する。 
（３）麻薬や人身取引等の国際組織犯罪について、生産（送り出し）、中継、需要（受入）国とが政

府間協議等の場を通じて密接に連携して対処することは、国境をまたいだ犯罪の防止と被害の
減少・緩和に役立つ。 

５．「国連を始めとする国際機関における我が国の地位向上、望ましい国連の実現」について 
国連を通じ我が国及び国際社会共通の利益を確保し、また、国連において我が国の地位を向上

させるためには、我が国が主要国とも連携しつつ安保理改革その他の国連改革の具体案を示し、
これを実現させるために主要国や関心国と議論を深め、実現可能な案の作成に努める。また、国
連における公式、非公式な会合で我が国の立場を多くの加盟国に受け入れられる形で主張し、ま
とめていくことが最も有効である。そもそも、我が国は第２位の国連財政負担国の地位を保持し、
改革に向けて十分にその意図を反映されるべき立場にある。 
邦人職員の増強に関しては、国連関係機関への就職に向けての広報及び情報提供や、国連関係

機関勤務希望者への必要な機会・経験の付与及びその採用に向けての国際機関への働きかけによ
り、近年国連関係機関勤務の邦人職員数が増加傾向にあり（平成 14 年：521 人 → 平成 21 年：
708人）、今後も着実にこれらの施策を実施することで、さらに中長期的に成果が現れることが期
待できる。 

６．「国際社会における人権・民主主義の保護・促進のための国際協力の推進」について 
（１）我が国の経験に鑑み、政治的安定と経済的繁栄には民主主義制度の下での自由や人権の保障

が不可欠である。しかし、価値観の押しつけや体制変更を迫るのではなく、各国の文化・歴史・
発展段階の違いに配慮することが必要である。 

（２）そのためには、我が国としては、国連の各種人権フォーラム（国連総会第三委員会、人権理
事会等）における議論に積極的に参加していくほか、二国間の人権対話等を通じ、各国の人権
の保護・促進に向けた働きかけを進めるなど、「対話と協力」の立場に立脚しつつ、地道な積み
重ねを進めていくことが重要である。 

（３）国連には、上記人権に関するフォーラムのほか、国連人権高等弁務官事務所（ＯＨＣＨＲ）
のような国連事務局の人権担当部門、社会的弱者（児童、女性及び障害者等）の権利の保護・
促進を目的とした各種基金が存在する。我が国としては、こうした国連事務局の人権担当部門
や基金等を支援していくことも有効である。また、我が国としても、政府報告審査を含む主要
人権条約の履行に努め、強制失踪条約、障害者権利条約（仮称）等の新しい人権条約の早期締
結を目指して取組を行うこと、個人通報制度の受入れの是非について検討を行うことも、国民
の人権の保護・促進のために重要である。 

   さらに、各国における民主主義基盤の強化のためには、今後平成 21（2009）年度に予定され
ている第５回民主主義共同体閣僚級会合（於：リスボン）等、民主主義に関する国際フォーラ
ムに積極的に参加するほか、国連民主主義基金（ＵＮＤＥＦ）をはじめとする国際機関や国内
外のＮＧＯと連携することが有効である。 

（４）条約難民等に対して、各種支援事業（日本語教育、生活環境適応訓練、就職・職業訓練斡旋）
を行うことは、我が国における定住支援のために有効であり、またこれまでも既に我が国に定
住している１万１千人余のインドシナ難民及び同難民の呼び寄せ家族等に対しても、難民相談
事業等のアフターケアを継続することは、インドシナ難民等の自立の促進等を図る上で有効で
ある。 

また、国際貢献等の観点から、まずパイロットケースとして第三国定住による難民の受入れ
を決定したことは、我が国としても第三国定住による難民の受入れに積極的に対応していく上
で有効である。 

（施策の効率性） 
１．「中長期的かつ総合的な外交政策の企画立案と対外発信」について 

限られた予算と人的資源の下、委託調査の実施や有識者との意見交換のための会合の実施、ま
た、政策スピーチの実施や外交青書の作成など、中長期的観点からの戦略的な外交政策の対外発
信事業が着実に進展したことから、とられた手段は適切かつ効率的であった。 

２．「日本の安全保障に係る基本的な外交政策」について 
ＡＲＦは、安全保障問題について議論するアジア太平洋地域における唯一の政府間対話と協力

の場である。こうした場を活用し、また二国間の対話と重層的に用いたことは、アジア太平洋地
域の平和と安定を確保する手段として、効率性の観点からも適当であった。 

３．「国際平和協力の拡充、体制の整備」について 
（１）イラクにおいては、民間人が活躍できる治安情勢になかったことなどから、我が国による人

的貢献として、自衛隊による活動が必要であったが、その活動目的は達成されたと判断し、任
務の終了に至った。また、アフガニスタン及びその周辺で国際社会がテロとの闘いを進める中、
海上阻止活動を行う各国の部隊に対する給油支援等を実施することは、本施策の目標を達成す
るために最も効率的な手段であるのみならず、我が国にふさわしい貢献であり、自衛隊以外に
は行い得ない。 

（２）国際平和協力に関する活動の全般については、予算及び人的資源が限られる中、我が国の政
策の分析や国際社会における取組に関する情報収集、有識者・ＮＧＯなど政府内外のネットワ
ーク構築など、主としてソフト面の取組を重視し、低コストで高い成果を目指しており、とら
れた手段は適切かつ効率的であった。 

４．「国際テロ対策協力及び国際組織犯罪への取組」について 
  限られた予算・人的投入資源の中で、事業に優先順位を付け、特に重要と考えられる事業を実
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施した。特に、Ｇ８の国際テロ及び国際組織犯罪専門家会合は、国内で連携する省庁も多く、出
入国管理や交通保安、資金対策等の幅広い分野で、先進国の取組の足並みを一斉に揃えることが
できるとともに、国際テロ及び国際組織犯罪に関する最新の課題を把握できる貴重な機会となっ
ている。また、「テロ防止関連条約・国際組織犯罪防止条約に関する法整備キャパシティ・ビルデ
ィングセミナー」等の各種セミナーは、対象国から高い評価を得ているほか、実施にあたって協
力を得ている先進国、国際機関からも有意義な取組であるとの評価を得ている。これらの多国間
協議とともに、個別の二国間協議と組み合わせることにより、国際テロ及び国際組織犯罪対策と
して高い効果を生んでいる。 

５．「国連を始めとする国際機関における我が国の地位向上、望ましい国連の実現」について 
限られた資源の中、国連改革の一環として設立された平和構築委員会において我が国は議長を

務めるなど主導的立場で行動した。また、安保理改革については、我が国は、引き続き各国と議
論を続け、改革に向けた機運の維持に貢献した。右に挙げた諸点で施策が進展したことから、と
られた手段は適切かつ効率的であった。 
邦人職員の増強に関しては、限られた資源の中、「国際社会協力人材バンクシステム」による情

報提供及び国連関係機関に勤務する邦人職員数ともに増加していることから、とられた手段は適
切かつ効率的であった。 

６．「国際社会における人権・民主主義の保護・促進のための国際協力の推進」について 
平成 23（2011）年までに、人権理事会の活動と機能をレビューすることになっている。我が国

は、従来から人権理事会の機能強化に向けて、既存の手続やメカニズムの見直し等を含む議論に
積極的に参加し、人権の保護・促進を効果的・効率的に実施できるよう努めてきている。 

（反映の方向性） 
１．「中長期的かつ総合的な外交政策の企画立案と対外発信」について 

中長期的かつ総合的な外交政策の企画立案と対外発信は、今後も引き続き継続し、強化に努め
ていく。 

２．「日本の安全保障に係る基本的な外交政策」について 
  アジア太平洋地域の平和と安定を確保するため、ＡＲＦ機能強化、予防外交への取組促進、及
びＡＲＦ機能改善のための貢献等を適切に実施する。また、各国との安全保障対話を通じ安全保
障分野における協力関係を進展させる。 

３．「国際平和協力の拡充、体制の整備」について 
（１）中東地域について、国際的な安全保障環境を改善するための国際社会の取組の状況や現地の

情勢に関する情報収集を適切に実施し、適時適切に判断を行う。 
特に、アフガニスタンにおいては、現在、各国が人的にも資金的にも支援活動を強化してお

り、我が国としても、責任ある国際社会の一員として、相応の役割を果たしていくことが重要
である。そこで、平成 21年５月から、開発援助調整のための文民支援チーム４名をチャグチャ
ランＰＲＴ（地方復興支援チーム）に派遣した。今後、他のＰＲＴでも同様のニーズがあれば、
文民派遣した場合の効果や治安状況等を慎重かつ総合的に見極めた上で、追加的な文民派遣の
可能性について検討を行っていく。 

（２）その他「平和協力国家」として必要な取組を行っていくこと 
   世界の平和と発展に貢献する「平和協力国家」として、我が国が国際社会において一層責任

ある役割を果たしていくために、我が国がこれまで行ってきた上記の取組に加え、中東地域以
外の地域についても国際社会全体が平和維持・回復のために行っている活動に我が国として必
要と考えられる貢献を強化していく。 

（３）我が国の平和構築への取組を一層強化するため、予算面等で平和構築人材育成事業を拡充し
ていく。 

４．「国際テロ対策協力及び国際組織犯罪への取組」について 
  自国の安全確保のみならず、国際社会の平和と安定に貢献するという見地からも、各国と協力
して国際テロ及び国際組織犯罪対策に積極的に取り組む。我が国が未締結となっている条約の締
結のために引き続き努力する。 

５．「国連を始めとする国際機関における我が国の地位向上、望ましい国連の実現」について 
引き続き、安保理改革を始めとする国連の諸改革の進展に向けた貢献を継続する。また、適切

な研究・諮問・啓発・広報活動等により、我が国の施策に対する内外の理解促進に努める。 
６．「国際社会における人権・民主主義の保護・促進のための国際協力の推進」について 
（１）平成 23（2011）年までに、人権理事会の活動と機能をレビューする予定となっているところ、

人権理事会理事国として、米やＥＵとともに右レビューに加わり、実効性のある人権理事会の
形成に向けて緊密に連携していく。 
さらに、我が国は人権状況に深刻な問題がある国については、国連フォーラム等において国

際社会と協調しつつ批判すべき点は批判し、改善を求めるとともに、二国間外交においても、
積極的に、各国の人権の保護・促進に向けた働きかけを行う。 

民主主義についても、今後平成 21（2009）年度に予定されている第５回民主主義共同体閣僚
級会合（於：リスボン）等、民主主義に関する国際フォーラムに積極的に参加するほか、国連
民主主義基金（ＵＮＤＥＦ）をはじめとする国際機関や国内外のＮＧＯと連携しつつ、各国に
おける民主主義基盤の強化に努めていく。 

（２）国連事務局の人権担当部門である国連人権高等弁務官事務所（ＯＨＣＨＲ）や社会的弱者の
権利の保護・促進を目的とした各種基金の活動を引き続き支援していく。平成 20（2008）年６
月の「ハンセン病差別撤廃決議」に基づくハンセン病差別撤廃を目的とする原則ガイドライン
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作成作業に協力するとともに、原則ガイドライン作成後のフォローアップ作業に尽力する。 
（３）政府報告審査を含む主要人権条約の履行に努め、強制失踪条約、障害者権利条約（仮称）等

の新しい人権条約の早期締結に向けた取組を行うほか、個人通報制度の受入れの是非につき、
真剣かつ慎重に検討を行う。 

（４）アジア地域で初となる、平成 22（2010）年度からの難民の第三国定住の受入れのパイロット
ケースの成功に向けて、準備を進める。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（目標の達成状況） 
[目標]  国際貢献能力を向上し、国際貢献を積極的に推進すること。 
本施策を構成する具体的施策ごとの目標の達成状況は以下のとおり。 

１．「中長期的かつ総合的な外交政策の企画立案と対外発信」について 
平成 20年度においては、外部有識者との連携において、従来から実施してきている会合のみな

らず、時宜を得た委託調査やシンポジウム・研究会の実施などの施策を通じて、外部有識者との
積極的な連携強化と、その知見の活用が図られた。また、対外発信の面でも、「分かり易く、読み
易い」外交青書の作成のほか、大臣の政策スピーチ等を積極的に活用した外交政策の戦略的発信
を、質、量ともに充実させながら実施することができた。 

２．「日本の安全保障に係る基本的な外交政策」について 
  我が国は、第 15 回ＡＲＦ閣僚会合を始めほぼすべてのＡＲＦ関連会合等に参加し、また各国と
の間で二国間の安全保障対話を行い、率直な意見交換を行った。こうした我が国の具体的行動は、
関係国相互の信頼関係を高め、安全保障分野における協力関係を進展させるものであり、アジア
太平洋地域の平和と安定の確保という目標の達成に向けて進展があったと言える。 

３．「国際平和協力の拡充、体制の整備」について 
（１）自衛隊によるインド洋における給油支援活動等について、具体的な実績が出ており、また各

国要人からの高い評価も得られている。また、イラクにおける人道復興支援活動等については、
イラク自身の手による自立的な復興が進められており、イラク自身も平成 21 年以降の多国籍軍
の活動を見直したい意向であることを踏まえ、その活動目的を達成したと判断し、平成 20 年
12 月をもって任務を終了した。こうしたことから、中東地域の平和と安定、繁栄の実現という
目標の達成に向けて進展があったと言える。 

（２）我が国は、国際平和協力法に基づき、これまで実施してきた国連兵力引き離し監視隊（ＵＮ
ＤＯＦ）（ゴラン高原）への司令部要員及び輸送部隊の派遣並びに国連ネパール政治ミッション
(ＵＮＭＩＮ）への軍事監視要員の派遣に加え、新たに国連スーダン・ミッション（ＵＮＭＩＳ）
に司令部要員を派遣した。また、ネパール制憲議会選挙に選挙監視要員を派遣した。さらに、
物資協力として、スーダンの被災民に浄水器を無償譲渡したほか、ガザの被災民に対し、ビニ
ールシートやスリーピングマット等を無償譲渡した。このように我が国は、平成 19 年度に引き
続き平成 20 年度において、国際平和協力法に基づく積極的な貢献を果たすことができた。 

（３）外務省は、国立大学法人広島大学を委託先として、平成 19年９月に立ち上げた「平和構築人
材育成事業」を引き続き実施し（予算：約１億８千万円）、日本及びアジアの文民約 30名を育
成した。本事業は、国内研修、海外実務研修及び就職支援を柱としており、日本人研修員の多
くは、平和構築に関わる国際機関等への就職が決まるなど平成 20 年度事業も成功裡に終了し
た。 

４．「国際テロ対策協力及び国際組織犯罪への取組」について 
以下に示すとおり、平成 20 年度、本件施策ではいくつかの具体的な成果があり、目標の達成に

向けて進展があった。 
（１）北海道洞爺湖サミットでは、Ｇ８議長国として「テロ対策に関するＧ８首脳宣言」を取りま

とめたほか、平成 13年のジェノバ・サミット以来、初めて首脳宣言の中で国際組織犯罪の項を
設け、Ｇ８の間でその対策の重要性を確認した。 

（２）国連、Ｇ８、アジア欧州会合（ＡＳＥＭ）、経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）等の国際テロ及び
国際組織犯罪専門家会合等への積極的な参画、多国間・二国間協議の実施や人身取引対策政府
協議調査団の派遣等により、法執行の強化、テロ資金、麻薬、人身取引対策、国境保安等の分
野で各国と情報交換や政策協調を行い、国際社会における実効的で隙のない協力体制の構築へ
一層貢献した。 

（３）国際テロ対策の分野では、途上国へ機材供与を行ったほか、国内法整備及び法執行等の分野
で、ＯＤＡを活用しつつ、資金面での援助（テロ対策等治安無償等）を行うとともに、各種テ
ロ対策関連セミナーへの研修員の受入、専門家の派遣等によって知見・経験を共有する等のテ
ロ対処能力向上支援を実施した。また、途上国のテロ防止関連条約及び国際組織犯罪対策関連
条約の締結・実施を促進するためのセミナーを開催し、各国における法整備のためのキャパシ
ティ・ビルディング強化を図った。 

５．「国連を始めとする国際機関における我が国の地位向上、望ましい国連の実現」について 
我が国は、戦後設立された国際連合を 21世紀にふさわしいものに変えていくため、我が国の常

任理事国入りを含む安保理改革をはじめとする国連改革の実現に向け尽力した。こうした取組は、
平成 20年９月に政府間交渉開始が国連総会において決定されるという成果に結びついた。また、
我が国は安保理改革の進捗状況を踏まえつつ出来る限り頻繁に安保理理事国として国連での活動
に取り組むため、平成 20 年 10 月に実施された安保理非常任理事国選挙に立候補し、加盟国最多
となる 10回目の当選を果たした。 

平和構築委員会では、平成 19（2007）年６月より平成 20（2008）年末まで２代目の議長国とし
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て主導的な役割を担う等、国連において、現在の国際情勢の要請に応じた様々な活動に積極的に
協力・貢献した。  

邦人職員の増強に関し、成果重視事業としての目標（平成 21 年１月までの５年間で 10％増（→
671 名））は、平成 17 年度中に達成しているが、施策の目標は中長期的なものであり、今後も継
続する。今後は、平成 21 年１月から平成 26 年１月までの５年間で、国連関係機関における邦人
職員数を 15％増加し 814 名とすることを新たな事業目標として設定する。なお、平成 20 年度の
具体的な成果は以下のとおり。 
（１）「国際社会協力人材バンクシステム」（外務省国際機関人事センターＨＰを中心に、オンラ

イン上で国際機関就職に係る情報提供を行うシステム）における各種サービス利用者が増加
傾向にある。 

（２）国連関係機関における邦人職員数（各年１月１日現在）が増加傾向にあり、平成 21年には、
708人に達している。 

６．「国際社会における人権・民主主義の保護・促進のための国際協力の推進」について 
（１）我が国は、国際社会の人権・民主主義の保護・促進のため、以下のとおり取り組んだ。 
（イ）人権理事会の理事国（注１）として、人権理事会や国連総会第三委員会等の国連の各種人権フ

ォーラムの議論に積極的に参加し、また、平成 20（2008）年５月には、普遍的・定期的レビ
ュー（ＵＰＲ）（注２）の対日審査を受けた。さらに、我が国とＥＵが共同提案した、拉致問題
への言及を含む北朝鮮人権状況決議（平成 20（2008）年 12 月の国連総会、平成 21（2009）
年３月の人権理事会）が採択（国連総会では４年連続、人権理事会では２年連続）される等、
多国間の枠組みにおける人権分野の議論を促進し、国際社会における人権の保護・促進に寄
与した。 
（注１）我が国は平成 18（2006）年の人権理事会の創設当初から理事国。任期満了に伴い、平成 20（2008）年５

月の第３回人権理事会選挙で再選。 

（注２）人権理事会の下で新たに設置された、国連加盟国すべての人権状況を平等に審査する枠組み。 

（ロ）平成 20（2008）年７月に８年ぶりに再開した日中人権対話や同年８月の日・カンボジア人
権対話、同年 10 月の日・イラン人権対話といった二国間の人権対話のほか、ハイレベルの二
国間会談を通じて、各国の人権の保護・促進に向けた働きかけを行った。 

（ハ）民主主義分野については、国連民主主義基金（ＵＮＤＥＦ）の主要拠出国として、同基金
の運営について積極的に関与するとともに、同基金の拠出の公募の際には、外務省ホームペ
ージ等を通じて、主として国内のＮＧＯ等市民社会への広報・周知に努めた。 

（２）国連事務局の人権担当部門や社会的弱者の権利の保護・促進を目的とした各種基金の活動を
支援し、人権の保護・促進に貢献した。また、ハンセン病の差別解消に向けて、平成 20（2008）
年６月の第８回人権理事会において、ハンセン病差別撤廃決議を主提案国として提出し、本決
議案は全会一致で採択された。平成 21（2009）年１月には、国連主催「ハンセン病差別撤廃に
関する国際会議」（於：ジュネーブ）において、我が国からは、笹川陽平ハンセン病人権啓発大
使が出席し、我が国の施策について積極的に発言を行った。さらに、平成 20（2008）年 11 月
には、「第３回児童の性的搾取に反対する世界会議」（於：リオデジャネイロ）に、第２回横浜
会議(2001年)の主催国である日本政府を代表して、西村外務大臣政務官が出席し、今後も日本
が児童の性的搾取の問題に国際社会と共に積極的に取り組む方針を表明した。 

（３）主要人権条約の履行については、平成 20（2008）年 10 月に、自由権規約第５回政府報告審
査を受けた。また、自由権規約以外の条約の政府報告については、平成 20（2008）年４月に、
女子差別撤廃条約第６回政府報告、児童の権利条約の第３回政府報告及び同条約の二つの選択
議定書（武力紛争における児童の関与に関する選択議定書、児童の売買・児童買春及び児童ポ
ルノに関する選択議定書）それぞれについて第１回政府報告を、同年８月には人種差別撤廃条
約に関する第３回～第６回政府報告を作成、提出した。新しい人権条約については、障害者権
利条約（仮称）の早期締結に向けた検討を行ったほか、強制失踪条約の締結の承認を求めて国
会に提出した。さらに、個人通報制度の受入れの是非につき、真剣かつ慎重に検討を行ってい
る。 

（４）難民に関しては、条約難民等に対する定住促進支援を、難民事業本部が運営する事業施設で
あるＲＨＱ支援センターにおいて実施した。また、国際貢献等の観点から、平成 19（2007）年
９月、関係省庁で第三国定住による難民の受入れに関する勉強会を立ち上げ、検討を重ねた。
その結果、平成 20（2008）年 12 月には、閣議了解及び難民対策連絡調整会議での決定により、
平成 22（2010）年度から、パイロットケースとして、タイの難民キャンプから約 30 人（家族
単位）のミャンマー難民を受け入れ、日本語教育及び職業紹介等の定住支援を行うこととなっ
た。本件決定に関連し、平成 21（2009）年２月には、第三国定住に関するシンポジウム（於：
東京）を主催した。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

● 国問研、ＩＩＳＳ等との連携強化を含め、外部有識者との一層の連携強化を継続して実施する。
また、中長期的・戦略的外交政策の対外発信事業については引き続き積極的に実施する。 

● 地域安全保障の促進と協力関係を強化する必要があると考え、「アセアン地域フォーラム関係
経費」等の予算要求を引き続き行うこととした。 

● 国際社会の平和と安定に貢献するという見地から、各国と協力して国際テロ対策に積極的に取
り組む必要があると考え、引き続き「国際テロ対策協力経費」の予算要求を行うこととした。 

● 国際社会全体が平和維持・回復のために行っている活動である国連ＰＫＯ（国連ハイチ安定化
ミッション：ＭＩＮＵＳＴＡＨ）に新たに約 350 名の自衛隊の部隊を派遣した。 

● 平和構築分野の人材育成については、２期にわたり大きな成果を上げてきたことを踏まえ、３
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期目となる平成 21 年度より事業を拡充した。 
● 海上の安全保障を所掌する室を新設したことに伴い、ソマリア沖海賊対策に関するコンタク
ト・グループ会合経費等の予算要求を行ったことに加え、海上の安全保障に関する政策の企画・
立案等の事務の遂行に必要な定員の要求を実施した。 

● 引き続き、安保理改革を始めとする国連の諸改革の進展に向けた貢献を継続する。また、適切
な研究・諮問・啓発・広報活動等により、我が国の施策に対する内外の理解促進に努める。その
ために、①安保理改革及びその他の国連改革の議論の推進、我が国の立場・考え方に対する理解
の促進・支持の拡大を図ることを継続、②安保理改革を含む国連改革推進のための国内体制の強
化、広報を通じた国内的理解の促進、人材の育成を継続、③国際機関における邦人の参画の促進
及び邦人職員の増強を継続するための必要予算を計上した。 

● 我が国の人権及び民主主義分野での外交政策に関する啓発・意見交換、国際人権・人道法の普
及及び理解の増進等、ならびに政府報告の作成・提出を含む主要人権条約の履行を目的として必
要予算を要求した。また、我が国における難民や難民認定申請者が我が国社会に適応して生きて
いくことは社会的安定のために重要であり、難民の我が国定住のための各種支援事業、難民認定
申請者保護等のため必要予算を要求した。さらに、22年度より開始される第三国定住にかかる国
内における支援事業として必要予算を要求した。 

● 国際組織犯罪分野については、平成 21年度の政策評価の第三者所見を受けて、国際組織犯罪防
止条約等の締結を目指すべく、犯罪分野の条約やＵＮＯＤＣを担当するウィーン代表部の国際組
織犯罪犯に１名の増員を要求し、承認された。 

（平成 22年度予算額：1,610,099千円〔平成 21年度予算額：1,343,795 千円〕） 

関係する施政

方針演説等内

閣の重要政策

（主なもの） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第169回国会総理施政方針演説 平成20年１月18日 

「平和協力国家」としての役割を果たして
いくためには、我が国外交の活動の場を広げ
ることです。そのため、安保理常任理事国入
りを目指し、国連の改革に取り組みます。 

第169回国会外務大臣外交演説 平成20年１月18日 

国際の平和と安全の維持につき重要な役割
を担う国連安全保障理事会の改革の早期実現
は、喫緊の課題です。我が国が国際社会にお
いて一層の貢献を行えるよう、早期の安保理
改革の実現と我が国の常任理事国入りを目指
してまいります。 

第63回国連総会一般討論演説 平成20年９月25日 
常任・非常任双方の議席拡大を通じた改革

を、早期に実現せねばなりません。 

第170回国会総理所信表明演説 平成20年９月29日 

・ 海上自衛隊によるインド洋での補給支援
活動を、わたしは、我が国が、我が国の国
益をかけ、我が国自身のためにしてきたも
のと考えてきました。 

・ 我が国が信奉するかけがえのない価値が、
若い民主主義諸国に根づいていくよう助力
を惜しまない。 

第171回国会総理施政方針演説 平成21年１月28日 

・ インド洋における補給支援活動を継続し、
国際的な平和協力活動などに積極的に取り
組んでまいります。 

・ 日本は、国際社会の責任ある一員として、
また、この１月からは国連安保理非常任理
事国として、積極的な役割を果たして参り
ます。 

第171回国会外務大臣外交演説 平成21年１月28日 

・ 日本外交の基本方針について諸外国の理
解と信頼を増進させることは、外交政策の
円滑な推進にも資するものです。このため、
我が国の外交方針を力強く対外発信しま
す。 

・ 我が国は、テロ対策としてインド洋にお
ける補給支援活動を行っているほか、アフ
ガニスタンが再びテロの温床にならないよ
う、同国において、治安面や経済復興にお
いて、医療や教育をはじめ幅広い支援を実
施してきています。アフガニスタンの地方
復興チームへの文民派遣などを含め、支援
の取組を一層強化していきます。 

・ 国際社会の平和と安定があってこそ我が
国の国益も実現されるとの思いから、国連
平和維持活動（ＰＫＯ）をはじめとする国
際的な平和活動を一層拡充する考えです。 
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・ 今後２年間、国連安全保障理事会の一員
として、積極的かつ建設的な役割を果たし
てまいります。同時に、国連がより効果的
にその任務を果たすためにも、我が国の常
任理事国入りを含む安保理改革の早期実現
を目指し、本年２月に開始される政府間交
渉に臨む決意です。 

・ 私には、一つの信念があります。それは、
経済的繁栄と民主主義を希求する先に、平
和と幸福が必ずや勝ち取れるというもので
す。これは、戦後日本の歩みでもあります。
私が「自由と繁栄の弧」という言葉で表現
したように、自由、市場経済、人種の尊重
などを基本的な価値とする若い民主主義諸
国の努力を、積極的に支援します。 

 

平成20年度重点外交政策 平成19年８月 
３．（１）日本の国際貢献に係る人材育成（平

和構築分野の人材育成事業（いわゆる
｢寺子屋｣を含む。） 

平成21年度重点外交政策 平成20年８月 

２．（１）我が国の安全及び国際社会の平和
と発展に向けた取組（ＰＫＯやテロ
との闘い等国際平和協力活動への協
力、平和構築分野の人材育成、人間
の安全保障の推進、大規模災害への
対応など） 

２．（３）国連等における積極的貢献、我が
国国益実現に向けての国際的合意形
成と国際社会での責任を共有する関
係国との連携強化（「法の支配」の推
進など）。 

３．（２）戦略的情報発信の強化 

 

 

366



 

施策名 軍備管理・軍縮・不拡散への取組 

施策の概要 

北朝鮮、イラン等の核問題がある中で、我が国及び国際社会の平和と安定を確保していくためには、
軍縮・不拡散体制の維持・強化が重要である。その重要性にかんがみ、我が国は、核兵器については、
ＮＰＴ体制の強化、国連総会での核軍縮決議の提出・採択、ＣＴＢＴの早期発効に向けた働きかけ、
ＩＡＥＡの保障措置の強化、核燃料供給保証を巡る国際的議論への参加等、核軍縮・不拡散に向けた
取組を積極的に行っており、また、生物・化学兵器については、関連条約の普遍化等に貢献している。
通常兵器では、武器の取引や使用等を規制する国際的な枠組みの普遍化・強化への貢献・実施、対人
地雷・クラスター弾を含む不発弾・小型武器等に関する被害国への支援を行っている。また、大量破
壊兵器（ＷＭＤ）等の不拡散について、関連国連安保理決議を着実に実施するとともに、国際輸出管
理レジームの強化、ＰＳＩへの貢献、域内の取組強化等を実施している。 

施策に関する

評価結果の概

要と達成すべき

目標等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 
「目標の達成に向けて進展があった。」 ★★★☆☆   
（理由） 
国連総会での我が国の核軍縮決議の圧倒的多数の支持による採択、ＣＴＢＴ、 ＢＷＣ、ＣＷＣ、Ｉ

ＡＥＡ追加議定書等軍縮・不拡散関連条約の普遍化、関連国連安保理決議の採択、国際輸出管理レジ
ームの強化、クラスター弾に関する条約の採択、署名、小型武器・武器貿易条約（ＡＴＴ）構想の総
会決議採択、対人地雷・クラスター弾を含む不発弾・小型武器等に関する現場プロジェクトの着実な
進展等、具体的な成果があり、目標の達成に向けて進展した。 
（施策の必要性） 
核兵器を含む大量破壊兵器の軍縮・不拡散を推進することは、「国際環境の安定を確保することによ

り、自国の平和と安全を図る」との我が国の安全保障上の基本的な立場を実施する方策の一つである。
また、唯一の被爆国として、核兵器のない平和で安全な世界を実現することは、国民の悲願でもあり、
この目的のために現実的な措置を着実に積み重ねていくことは、国民及び我が国の利益増進に大きく
寄与するものである。また、地雷、クラスター弾や小型武器などの通常兵器は、被害国において現実
に多くの人を殺傷するばかりではなく、紛争後の復興開発の阻害要因ともなっており、安全保障、人
道、開発等の分野にまたがる緊急課題である。 
（施策の有効性） 
北朝鮮、イラン等の核問題がある中で、国際社会が軍縮・不拡散に関する目標及び達成手段を共有

することが重要である。施策が掲げている国際的な関連ルールを基盤にした取組を行うことは、現在
の国際社会の構造において有効な唯一の手段である。通常兵器の取引、使用等の規制は一国のみでは
なく、国際社会全体の問題として優先的に取り組むべき課題であり、国際的な枠組みの普遍化・強化
が有効である。 
（施策の効率性） 
軍備管理・軍縮・不拡散に関わる国際的な関連ルールを基盤にした取組を行うことは、現在の国際

社会の構造において本施策の目標達成のため有効な唯一の手段であることから、とられた手段は適切
かつ効率的であった。 
（反映の方向性） 
軍縮・不拡散のための取組として、本施策の目標の達成に向け、関連の事務事業における重点等を

見直しつつ、今後も継続して実施していく。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（施策の目標） 
大量破壊兵器やテロの脅威への取組を通じ、我が国及び国際社会全体の平和と安全を確保すること。 

（目標の達成状況） 
評価の切り口： 軍縮・不拡散体制の強化に対する我が国の貢献 
平成 20年度は、例えば以下のとおり、軍縮・不拡散体制の強化において注目すべき進展があり、そ

の実現に際しては、我が国も積極的に貢献した。 
（１）毎年、我が国が国連総会に提出している核軍縮決議案（平成 20 年は、「核兵器の全面的廃絶に

向けた新たな決意」）が圧倒的多数の支持で採択されたこと及び平成 22（2010）年ＮＰＴ運用検
討プロセスの成功裏の始動への我が国の貢献（第 1回準備委の議長を我が国の天野大使が務めた）
等、核兵器の全面的廃絶に向けた国際社会の意思形成を着実に進展させることができた。 

（２）地域の不拡散上の問題について、我が国は、国際場裏においてより積極的に議論に参加し、か
つ他国等への働きかけを行った結果、北朝鮮に関しては六者会合成果文書「共同声明実施のため
の第２段階の措置」が採択され、寧辺の核施設の無能力化等が進められているほか、イランに関
しては安保理決議 1835号が採択された。また、我が国は、一連の安保理決議を着実に履行してき
ているほか、輸出管理レジーム等の場でこれら国連安保理の輸出管理関連決議が着実に履行され
るよう様々な取組を行うとともに、地域内における不拡散体制の強化に努めた。第 16 回アジア輸
出管理セミナーでは、アジアにおける輸出管理に関し、活発な意見交換に参加した。また我が国
は、引き続きＩＡＥＡと協力し追加議定書締結に向けた地域セミナーを支援するとともに、核燃
料供給に関するセミナー等を通じて、核燃料供給保証を議論する環境づくり等を行うなどし、国
際的な不拡散体制の基盤強化の進展に貢献してきている。さらに、第５回アジア不拡散協議（Ａ
ＳＴＯＰ）では、ＡＳＥＡＮ10か国、我が国、中国、韓国、米国、オーストラリア、ニュージー
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ランド、カナダの局長級の不拡散政策担当者が一堂に会し、アジアにおける不拡散体制の強化に
関する諸問題について議論が行われた。 

（３）その他、原子力供給国グループ（ＮＳＧ）、拡散に対する安全保障構想（ＰＳＩ）、弾道ミサイ
ルの拡散に立ち向かうためのハーグ行動規範（ＨＣＯＣ）、生物兵器禁止条約（ＢＷＣ）、化学兵
器禁止条約（ＣＷＣ）、核燃料サイクルへの取組、Ｇ８グローバル・パートナーシップ等、国際的
な軍縮・不拡散体制の維持・強化に向けて貢献した。 

（４）通常兵器では 18か国に対人地雷禁止条約(オタワ条約)への加入を働きかけ、小型武器決議で隔
年会合等の実施が決定された。またクラスター弾に関する条約（ＣＣＭ）採択に貢献しこれに署
名した。武器貿易条約（ＡＴＴ）構想につき国連決議の採択に貢献した他、アジア・太平洋地域
会合を主催、オープンエンド作業部会（ＯＥＷＧ）に出席した。対人地雷、クラスター弾を含む
不発弾、小型武器関連の現場プロジェクトへの支援を着実に進めた。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

 核兵器についてはＮＰＴ体制の強化等、不拡散についてはＩＡＥＡの保障措置の強化や核燃料供給
保証をめぐる国際的議論への参加など、我が国の貢献を高めていく上で必要な予算の増額が反映され
ている。また、カットオフ条約交渉担当官、中国遺棄化学兵器担当官、ＩＡＥＡ運営補佐担当官及び
武器貿易条約担当官、それぞれ１名の定員増が承認された。 
（平成 22年度予算額：278,207千円〔平成 21 年度予算額：322,743千円〕） 

関係する施政

方針演説等内

閣の重要政策

（主なもの） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第 169回国会外交演説 平成 20年１月 18日 

国際社会の平和と安定の維持・増進のため、そし
て唯一の被爆国として、核兵器不拡散条約を基礎と
して国際的な軍縮・不拡散体制の維持・強化に努め
ます。 

第 171回国会外交演説 平成 21年１月 28日 

先月私（中曽根外務大臣）はノルウェーを訪問し、
クラスター弾に関する条約に署名してまいりまし
た。我が国は、被害者支援を含む国際的な取組に引
き続き積極的に貢献してまいります。 
 また、我が国は、唯一の被爆国として、核兵器の
ない世界の実現に向け、現実的かつ具体的な取組を
主導します。2010 年核兵器不拡散条約（ＮＰＴ）運
用検討会議の成功に向けて、「核不拡散・核軍縮に
関する国際委員会」を含め、関係国との協力を強化
していく考えです。 
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施策名 原子力の平和的利用及び科学技術分野での国際協力 

施策の概要 

原子力の平和的利用のための国際協力を推進し、及び科学技術分野の国際協力を推進すること。次の
具体的施策より構成される。 
Ⅱ－３－１ 原子力の平和的利用のための国際協力の推進 
Ⅱ－３－２ 科学技術に係る国際協力の推進 

施策に関する

評価結果の概

要と達成すべ

き目標等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 
施策Ⅱ－３ 「目標の達成に向けて進展があった。」  ★★★☆☆ 
Ⅱ－３－１ 「目標の達成に向けて進展があった。」   ★★★☆☆ 
Ⅱ－３－２ 「目標の達成に向けて進展があった。」   ★★★☆☆ 

（施策の必要性） 
１．「原子力の平和的利用のための国際協力の推進」について 

国際的な資源競争の激化と地球温暖化問題を背景として原子力発電の新規導入を企図する国が増
加しており、３Ｓを確保した上で原子力の平和的利用を推進することは、国際社会全体の課題である。
我が国は、原子力先進国としてこの課題に貢献する必要がある。また、資源小国である我が国におい
て、原子力発電は我が国総発電量の約３割を占めており、エネルギーの安定供給を図る観点から、核
物質・原子力関連品目・技術の円滑な移転を確保する必要がある。 

２．「科学技術に係る国際協力の推進」について 
科学技術基本法に基づく第３期科学技術基本計画では「国際活動の戦略的推進」を掲げているほか、

平成 20 年５月には総合科学技術会議が「科学技術外交の強化に向けて」と題した提言を行い、平成
20 年６月の自由民主党科学技術創造立国推進調査会における決議「科学技術創造立国の実現に向け
て」においても、科学技術を外交ツール・資産として活用していくべきとの提言がなされている。さ
らに宇宙の分野に関しては、平成 20 年８月に宇宙基本法が施行され、「宇宙開発利用に関する外交等
を積極的に推進する」（第６条）ことが求められており、これらの法的・政策的要請に外務省として
も応えていく必要がある。 

（施策の有効性） 
１．「原子力の平和的利用のための国際協力の推進」について 

沿岸国政府との協議等の施策は、我が国核燃料サイクル政策の重要な一部をなす放射性物質輸送を
円滑に行う上で有効である。二国間原子力協定の作成は、３Ｓを確保した上で原子力平和的利用を推
進する上で有効である。また、我が国と諸外国との間の核物質、原子力関連品目・技術等の移転等を
促進する上でも有効である。 

２．「科学技術に係る国際協力の推進」について 
国際的な科学技術の発展のためには、各国が保有する科学技術力を二国間及び多国間の枠組みやプ

ロジェクトを通じて集約することが重要である。外務省として科学技術に関する国際的な枠組み作り
や多国間プロジェクトの実施等を推進することは、我が国及び国際社会の科学技術力向上のために有
効である。またこうした取組を通じて我が国の科学技術力が確保されるだけでなく、我が国の科学技
術力に対する各国の期待には高いものがあることから、これを我が国の外交ツール・ソフトパワーと
して活用することは、我が国の国益増進にも資する。 

（施策の効率性） 
１．「原子力の平和的利用のための国際協力の推進」について 

対面での交渉及び対話により相手国担当者との信頼関係に基づき、可能な範囲でテレビ会議を活用
した協議や、他の国際会議への出張の機会を利用して協議を実施する等により、緊密な対話を継続し、
出張旅費や協議会場設営等の経費を大幅に節約することができた。したがって、とられた手段は適切
かつ効率的であった。 

２．「科学技術に係る国際協力の推進」について 
科学技術協力は、科学技術予算を得て実際の協力案件を所管する国内関係府省庁の果たす役割が大

きいことから、科学技術外交ネットワーク等の取組を通じ関係府省庁・独立行政法人と調整し役割分
担を行い、外務省としては協議枠組みの提供や協定交渉など外交面で取り組むべき側面に集中特化し
た取組を行った結果、施策に進展がみられた。更に、科学技術外交強化の文脈で外務省内の複数局課
室にまたがる対応を要する事項についても、省内タスクフォースを通じ、関係課室が連携して有効な
対応に努めた。このため、とられた手段は適切かつ効率的であった。 

（反映の方向性） 
１．「原子力の平和的利用のための国際協力の推進」について 

我が国原子力を推進し、また、原子力先進国として国際的課題に貢献するための施策を引き続き実
施し、推進する。 

２．「科学技術に係る国際協力の推進」について 
関係府省庁、省内関係課室とも連携しつつ、引き続き、我が国及び国際社会の科学技術力向上のた

め、また我が国の科学技術力を活用した外交全般の推進のため、科学技術外交及び宇宙外交の強化に
取り組む。 
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【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（目標の達成状況） 
[目標] 原子力の平和的利用のための国際協力を推進し、及び科学技術分野の国際協力を推進するこ

と。 
本施策を構成する具体的施策ごとの目標の達成状況は以下のとおり。 

１．「原子力の平和的利用のための国際協力の推進」について 
以下に詳述するように、平成 20 年度には、当該年度における本件施策の目標（小目標）の達成に       

向けて進展があった。 
二国間協定の締結に向けた交渉の実施・そのための国内調整の実施、原子力技術の開発及び核セキ

ュリティ強化に関する新たな国際的な取組の推進への貢献、Ｇ８北海道洞爺湖サミットにおける我が
国の提案による「原子力平和利用に関する３Ｓイニシアティブ」（正式名称：３Ｓ（核不拡散、原子
力安全及び核セキュリティ）に立脚した原子力基盤整備に関する国際イニシアティブ）の立ち上げ等
を中心に想定された進展があった。 

２．「科学技術に係る国際協力の推進」について 
以下に示すとおり、本施策の目標達成に向けた各種取組が着実に進展した。また、以下に取り組む

上で、在外公館における科学技術担当官の指名、現地連絡会の立ち上げを含め、科学技術外交ネット
ワーク（ＳＴＤＮ）の構築等を通じて、基盤・体制を強化した。 

（１）二国間協力においては、科学技術協力協定に基づく合同委員会等の二国間対話を積極的に行った
ほか、ＥＵとの間で平成 15 年より交渉してきた科学技術協力協定締結の仮署名に至った。 

（２）イーター国際核融合エネルギー機構設立協定、日・欧州原子力共同体核融合エネルギー協定（い
わゆるブローダー・アプローチ協定）等の関連諸協定の下で、準ホスト国として青森で理事会を主
催するなど、活動を開始した。 

（３）米、ＥＵ等と国際科学技術センター（ＩＳＴＣ）について協調し、支援を継続した。 
（４）宇宙関連の国際ルール作りの議論や国際宇宙基地（ＩＳＳ）計画の進展に我が国の利益を反映す

べく取組を続けた。 
（５）国際科学協力分野における調査を実施し、今後の政策立案のための有益な情報が得られた。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

１．平成 20 年度に得られた成果を基に、二国間での原子力協力を更に推進するため、原子力協定締結
交渉経費及び放射性物質輸送の安全で円滑な輸送実施のため、原子力の平和的利用促進経費を増額要
求した。 

２．「科学技術に係る国際協力の推進」については、ＩＴＥＲ事業とブローダー・アプローチ活動への
取り組みを維持すべく従来と同レベルの予算要求を行ったほか、平成 21 年６月に決定された宇宙基
本計画を踏まえ、科学技術外交の強化に加えて宇宙外交の強化という目的を達成するためのより効果
的な手段として、科学技術外交及び宇宙外交推進専門家交流関係経費を要求した。 

（平成 22年度予算額：13,380千円〔平成 21年度予算額：24,009千円〕） 

関係する施政

方針演説等内

閣の重要政策

（主なもの） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第169回国会外交演説 平成20年１月18日 
核不拡散、原子力安全及び核セキュリティを前提

として原子力協力を推進してまいります。 

経済財政改革の基本方針2008 平成20年６月27日 科学技術外交を強化する。 

第171回国会外交演説 平成21年１月28日 

核不拡散、原子力安全及び核セキュリティの確保
を大前提として原子力協力を推進してまいります。 
我が国の優れた科学技術を活かし、国際協力や宇宙
分野での取組などを推進してまいります。 
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施策名 国際経済に関する取組 

施策の概要 

我が国の経済外交における国益を保護・増進すること。次の具体的施策より構成される。 
Ⅱ－４－１ 多角的自由貿易体制の維持・強化と経済連携の推進 
Ⅱ－４－２ グローバル化の進展に対応する国際的な取組 
Ⅱ－４－３ 重層的な経済関係の強化 
Ⅱ－４－４ 経済安全保障の強化 
Ⅱ－４－５ 海外の日本企業支援と対日投資の促進 
Ⅱ－４－６ 北海道洞爺湖サミットの開催 

施策に関する

評価結果の概

要と達成すべき

目標等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 
施策Ⅱ－４ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 ★★★★☆ 
Ⅱ－４－１ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」  ★★★★☆ 
Ⅱ－４－２ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」  ★★★★☆ 
Ⅱ－４－３ 「目標の達成に向けて進展があった。」    ★★★☆☆ 
Ⅱ－４－４ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 ★★★★☆ 
Ⅱ－４－５ 「目標の達成に向けて進展があった。」    ★★★☆☆ 
Ⅱ－４－６ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 ★★★★☆ 

（施策の必要性） 
１．「多角的自由貿易体制の維持・強化と経済連携の推進」について 
  エネルギーや各種資源に乏しい我が国は、これまでＧＡＴＴ／ＷＴＯの多角的自由貿易体制の下、

経済的成長を遂げてきた。引き続きこのような体制を維持・強化するとともに、現在交渉中のドー
ハ開発アジェンダを最終妥結に導き、保護主義に対抗し、更なる貿易自由化やルールの整備を実現
することは、我が国の繁栄のみならず、世界経済全体の発展、また途上国の開発促進に必要な施策
である。さらに、ＷＴＯ加盟国間の貿易紛争を適切に解決し、望ましいルールを定着させるべく、
引き続き紛争解決制度を積極的に利用する必要がある。 

  我が国は、我が国の貿易の４割を占める東アジア諸国との経済連携強化に優先的に取り組んでき
た。この取組は、地域内の貿易・投資の自由化、貿易・投資の円滑化、協力関係の深化等を通じて、
東アジアの経済的統合に向けた動きにも資するものである。一方で、世界各地における地域統合や
地域協力が急速に進んでいることを踏まえれば、我が国としても経済連携を積極的かつ戦略的に推
進することが必要である。 

２．「グローバル化の進展に対応する国際的な取組」について 
ＯＥＣＤは、国際経済秩序を形成する上で大きな影響力をもつ国際機関であり、我が国にとって

望ましい国際経済秩序を形成するため、その活動に積極的に参画する必要がある。 
（１）ＯＥＣＤは、設立条約に掲げる加盟国の経済成長、途上国経済の発展、世界貿易の拡大といっ

た目的に積極的に取り組むとともに、教育、科学技術、環境、持続可能な開発、外国公務員に対
する贈賄防止、コーポレート・ガバナンス、企業の社会的責任など、新たな課題にも積極的に取
り組んでいる。その特色は、相互審査（ピア・レビュー）やベスト・プラクティスの積み重ねを
通じて先進的な「国際標準」の醸成、普及にあり、我が国にとり望ましい国際環境をつくるため、
積極的に作業に参加することが必要である。 

（２）グローバル化が進展し、中国、インド、ブラジル、ロシアといった非加盟国の経済的な重要性
が増大する中、また、世界的な金融・経済危機が続く中、ＯＥＣＤの有用性を一層高めるために
も、ＯＥＣＤの主要な機能である国際的なルール作り、及び、主要な新興経済等との非加盟国協
力活動を強化することは重要である。 

３．「重層的な経済関係の強化」について 
（１）ＡＰＥＣ 

（イ）ＡＰＥＣはアジア太平洋地域の 21の国・地域（エコノミー）が参加し、世界の人口の約４割、
ＧＤＰ及び貿易量の約５割を占めている。我が国の貿易相手としてもＡＰＥＣ域内の諸エコノ
ミーが約７割、ＡＰＥＣの域内貿易率も約７割と、相互依存関係は極めて強い。我が国の一層
の発展及び安定のためには、ＡＰＥＣ地域の各エコノミーとの協力を深め、国際ルールの普及
や価値観の共有を促進することが重要な課題である。 

（ロ）このような背景の下、ＡＰＥＣの枠組みを活用し、経済分野だけではなくテロ・不拡散、感
染症などの幅広い分野の協力に関し、年１回開催されるＡＰＥＣ閣僚会議・首脳会議での成果
に向け、ＡＰＥＣでの活動を主導していく必要がある。 

（２）ＡＳＥＭ 
（イ）アジアと欧州両地域間の幅広い関係を強化することは世界経済の安定的発展等を通じ、我が

国の利益増進にも寄与する。 
（ロ）日本がアジアと欧州の間の調整について積極的な役割を果たすことを通じて、経済分野では、

気候変動・環境問題やエネルギー安全保障を含む持続可能な開発についての協力のほか、両地
域間の貿易・投資関係の一層の拡大に寄与する必要がある。また、ＡＳＥＭ各国間で文化と文
明間の対話を進め、地域情勢、テロ、感染症等のグローバルな課題について一致して協力して
いく方策について意見交換を進める必要がある。 

（３）ＥＵ 
平成 13 年に首脳レベルで発出された「日･ＥＵ協力のための行動計画」を着実に実施するとと
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もに、同計画が想定した 10 年間の期間の終了に向けた、新たなビジョンを策定する必要がある。
特に、我が国は政府一丸となって対内直接投資促進に取り組んでおり、引き続き日･ＥＵ間の双方
向の直接投資促進のための施策を実施する必要がある。我が国とＥＵは、自由、民主主義、市場
経済等の基本的価値を共有しており、国際社会の課題に対して特別の責任を有しており、経済分
野のみならずグローバルな課題を含む様々な分野において戦略的パートナーとして一層効果的な
協力関係を構築していく必要がある。 

４．「経済安全保障の強化」について 
（１）我が国は、国民の経済生活の基礎となる資源の多くを海外に依存している。エネルギー・鉱物

資源はその８割以上を海外からの供給に頼っており、食料に関しても、我が国の自給率（カロリ
ーベースで約４割）は主要先進国の中で最低水準にある。また、我が国は世界有数の漁業国であ
ると同時に、水産物輸入国でもある。このような我が国にとって、資源の安定的で持続的な供給
の確保は基本的外交目標の一つであり、そのための国際協力や国際的枠組み作りに積極的に参画
することは必要不可欠である。 

（２）また、我が国はこれら資源の輸入を海上輸送に依存しているところ、その安全を確保すること
も極めて重要である。更に、我が国は、四方を海に囲まれた海洋国家であり、海洋秩序の維持・
増進や海底資源等の経済権益の確保の重要性は大きい。 

（３）エネルギー・鉱物資源・食料を巡る国際情勢が大きな変化を迎えていること、海賊はじめ海上
安全上の脅威が引き続き深刻であること等を考慮すれば、経済安全保障分野の取組を更に強化し
ていくことは急務である。 

５．「海外の日本企業支援と対日投資の促進」について 
（１）近年、アジア地域を中心に知的財産権侵害が拡大しており、日本企業は、海外市場における潜

在的な利益の喪失も含め、深刻な悪影響を受けている。このため、我が国は、多国間・二国間の
外交の場を通じて、知的財産権の保護強化及び模倣品・海賊版対策のための協力について、各国
への働きかけを行う必要がある。また、海外における知的財産権侵害について、現地において日
本企業を迅速かつ効果的に支援する必要がある。 

（２）グローバル化が進展する中、「ヒト、モノ、カネ」の移動は世界規模で一層活発になっており、
これに伴い、企業も様々な形で国境を越えた活動を一層活発化させてきている。政府として、日
本企業の経済的利益を増進し、我が国経済の足腰と競争力を強化していくために、日本企業にと
っての海外におけるビジネス環境を一層整備するとともに、個別企業の活動を支援していくこと
が求められている。 

（３）対日直接投資は、雇用の拡大や、新しい商品、サービス、ビジネスモデルを日本にもたらす等、
日本経済の活力増進につながる有効な手段であるが、現在、諸外国と比較して著しく低い水準に
とどまっている。このため、対日直接投資の拡大を正面からの目標とし、政府一体となって種々
の推進策を鋭意実施・実行していく必要がある。 

６．「北海道洞爺湖サミットの開催」について 
Ｇ８サミットは重要な国際的課題について首脳間で議論し対処していくことで、大きな影響力を

持っている。そのため、Ｇ８サミットに積極的に参加することが必要である。特に、議長国は議題
設定、議論の取りまとめに大きな責任を有しており、平成 20年度は、Ｇ８議長国として、Ｇ８首脳
会合、及びＧ８外相会合やＧ８開発大臣会合を始めとする各種Ｇ８関連会合での議論を主導するこ
とで、貢献していくことが必要であった。 

（施策の有効性） 
１．「多角的自由貿易体制の維持・強化と経済連携の推進」について 
（１）これまで多角的自由貿易体制の上に経済成長を実現させてきた我が国にとり、ドーハ・ラウン

ド交渉を最終妥結に向けて導き、保護主義に対抗することは、更なる貿易自由化や貿易ルールの
整備を実現するために不可欠である。 

（２）ＷＴＯ紛争解決制度は、ＷＴＯ体制に信頼性・安定性をもたらす柱であり、これを積極的に利
用することは我が国の利益を確保する上で有効である。 

（３）我が国と各国のＥＰＡ交渉は着実に進展しており、たとえば平成 20 年度に発効したインドネシ
ア、ブルネイ、及びフィリピンとのＥＰＡにより、それぞれ往復貿易額の約 92％、約 99％、及び
約 94％の関税が 10 年以内に無税となる。また、我が国初の複数国間のＥＰＡであるＡＳＥＡＮ
全体との協定が発効したほか、ベトナム及びスイスとの協定が署名に至った。湾岸協力理事会（Ｇ
ＣＣ）、インド及び豪州とのＥＰＡ／ＦＴＡ交渉も推進しており、高い水準の自由化と幅広い分野
を取り扱うことを目指している。平成 16 年 11 月以降、交渉が中断している韓国とのＥＰＡにつ
いては、平成 20 年６月及び 12 月に交渉の再開に向けた検討及び環境醸成のための実務協議を実
施し、平成 21年２月の日韓外相会談でレベルを審議官級に上げることで一致した。さらに、東ア
ジア及びアジア太平洋地域における経済連携の枠組みにつき研究及び検討が進んでいる。 

２．「グローバル化の進展に対応する国際的な取組」について 
（１）ルール作り及び政策協調への参画 

ＯＥＣＤにおけるルール作り及び政策協調への参画は、グローバル化の進む国際社会において、
我が国にとって好ましい国際環境づくりを行うとの観点より、また、我が国の各分野における政
策立案を行う上で参考とするため、参加国間で知見を共有し合うとの観点より、これに積極的に
参加し貢献することが有効である。 

（２）非加盟国協力活動の支援・促進 
その中でＯＥＣＤ加盟国が一丸となり非加盟国に対して国際水準の規則・規範を理解せしめ、

責任ある行動を求めることや、投資環境改善等の政策の実施を促すことは、地球規模の経済成長
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を促すとの観点から、また世界標準に照らし対等な競争環境を整備することが我が国企業の利益
に資するとの観点から、有効である。 

３．「重層的な経済関係の強化」について 
（１）ＡＰＥＣ 
   アジア太平洋における地域協力を強化していくためには、様々なレベル・分野での地域間の課

題やグローバルな課題について自由で継続的な議論を制度的に担保し、更に、個別具体的な課題
に対しＡＰＥＣメンバーが協力して取り組むイニシアティブを発揮する場を提供するＡＰＥＣは
地域協力推進を実施していく上で有効である。 

（２）ＡＳＥＭ 
アジア・欧州関係がグローバルな課題や両地域に共通の問題について自由で継続的な議論を行

いアジアと欧州のバランスのとれた協力を進めていく上で、ＡＳＥＭは有効である。 
（３）ＥＵ 

高度に緊密化した欧州との経済関係強化のためには多角的にアプローチする必要があり、この
観点から、日･ＥＵ定期首脳協議、日･ＥＵハイレベル協議、日･ＥＵ規制改革対話等の各種経済協
議の実施、日･ＥＵ（または欧州各国）間の経済関係協定の締結及び実施、二国間経済協議、人的
交流を通じた連携等、幅広い政策手段を通して関係強化に努めることが有効である。 

４．「経済安全保障の強化」について 
（１）エネルギー・鉱物資源の安定供給のためには、（イ）エネルギー・鉱物資源へのアクセス確保、

（ロ）安定的なエネルギー市場・貿易システムの形成、（ハ）エネルギー効率向上の世界への伝
搬、エネルギー供給源の多様化に向けた取組が必要である。 

また、食料危機に対しては、中長期的視点に立った増産と供給体制の改善が必要である。この
ため、国際連合食糧農業機関（ＦＡＯ）、国際穀物理事会（ＩＧＣ）等の国連・国際機関との連
携強化が有効である。 

（２）漁業  
海洋生物資源の保存と持続可能な利用を確保するためには、地域漁業管理機関などにおける科

学的視点に立った適切な資源管理の推進に協力することが有効であり、また国際捕鯨委員会(ＩＷ
Ｃ)における我が国の立場の主流化を図るための国際理解の増進が有効である。 

（３）海洋問題 
海上の安全確保のためには、海賊問題に有効に対処するための国際協力を推進するとともに、

ソマリア及び周辺沿岸国に対する支援が重要である。 
また、海洋国家たる我が国が重大な利害を有する国連海洋法条約の効果的な運用と発展のため

には、同条約に基づいて設立された国際海洋法裁判所及び大陸棚限界委員会(ＣＬＣＳ)への貢献、
国連海洋法条約関連の国際会議への積極的参加を通じた、我が国の関心事項の国際的周知が重要
である。また、我が国の大陸棚延長作業に関連し、国連等からの情報収集、関連会議への対応も
重要である。 

５．「海外の日本企業支援と対日投資の促進」について 
国内外の各種関係機関や経済団体等との意見交換や協議を通じ、民間のニーズの把握に努めた上

で、以下のような投資環境の充実やビジネス環境の整備が有効である。 
（１）海外における知的財産権保護強化のための施策 

模倣品・海賊版拡散防止条約（ＡＣＴＡ）につき、各国に対し継続的に働きかけることにより、
模倣品・海賊版対策に向けて各国との協力関係を図り、また、海外の模倣品・海賊版対策を促進
するため、日中、日韓、日米、日ＥＵ間の二国間の対話を継続した。在外公館においては、知的
財産担当官の対応力を強化し、海外における日本企業支援及び各国との連携促進を図った。 

（２）日本企業支援強化のための施策 
日本企業支援をより効果的に行うため、「日本企業の海外における活動支援のためのガイドライ

ン」に基づき積極的に対応した。また、在外公館施設を可能な限り積極的に活用するために、官
民それぞれが適切な形で経費負担をするためのガイドラインも策定した。さらに、「日本企業支援
センター」については、平成 18 年度にインド、タイ及びチリの大使館内に設置したのに続き、平
成 20 年度にはホーチミン及び広州の総領事館内に設置し、企業が在外公館に気軽に相談できる体
制を整え、企業のニーズへの対応の強化を図った。 

（３）経済外交を通じた二国間の経済関係強化による対日直接投資の促進 
   平成 20年末の対日直接投資残高は、17.1 兆円（一次推計値、ＧＤＰ比約 3.4％）まで伸びた。

物品・サービス及び資本の自由な移動の促進等を目的とする経済連携協定、投資家の投資活動を
保護・促進することを目的とした二国間投資協定、国際的な二重課税の回避等を目的とした租税
条約や、企業及び個人の社会保険料負担の軽減等を目的とした社会保障協定等の締結等を通じ、
対日直接投資の一層の推進に向けて我が国のビジネス環境の改善・整備を図った。 

６．「北海道洞爺湖サミットの開催」について 
Ｇ８サミットを通じ、主要国首脳間で主要な国際的課題につき議論し対処していくため、特に平

成 20 年度には、Ｇ８議長国として議論を主導したことは有効であった。 
（施策の効率性） 
１．「多角的自由貿易体制の維持・強化と経済連携の推進」について 
  限られた資源の中、我が国は、閣僚会合始め種々の多数国間での議論の場に主要国の一員として
参画する一方、二国間においても個別の働きかけを行うことで、ＷＴＯの交渉プロセスにおけるプ
レゼンスを確保しており、とられた手段は適切かつ効率的であった。 
限られた資源の中、多数のＥＰＡが発効または署名に達したことから、とられた手段は適切かつ

373



効率的であった。 
２．「グローバル化の進展に対応する国際的な取組」について 

限られた資源の中、国際社会のその時の喫緊のニーズを踏まえ、イノベーション、ソブリン・ウ
ェルス・ファンド（政府系ファンド。ＳＷＦ）、世界経済の見通し改定等の諸分野で、ＯＥＣＤ事務
局の専門性を活用し、我が国の主張を反映させた形で、質の高いルール作りや政策提言を実現させ
ることができたことから、とられた手段は適切かつ効率的であった。 

３．「重層的な経済関係の強化」について 
（１）ＡＰＥＣ 

今後の地域経済統合のあり方に指針を与えた地域経済統合に関する報告書（平成 19（2007）年
９月首脳会議及び閣僚会議にて承認）に基づき平成 20（2008）年に地域経済統合の促進のために
とられた措置の概要をまとめた地域経済統合に関する進捗報告書が承認され、引き続き取組を進
めていくことが確認されるなど、地域連携の強化に効率的に貢献することができたことから、と
られた手段は適切かつ効率的であった。 

（２）ＡＳＥＭ 
様々なレベルでの議論を踏まえ、個別具体的な課題についての協力が進展し、アジア・欧州関

係の強化という目的を様々な分野において効果的に達成してきていることから、とられた手段は
適切かつ効率的であった。 

（３）ＥＵ 
日・ＥＵ定期首脳協議、日・ＥＵハイレベル協議、日・ＥＵ規制改革対話、ビジネス界との協

議等の場を活用し、日・ＥＵ間の懸案事項に係る交渉や対話･意見交換を通じて、日・ＥＵ双方の
貿易･投資環境の更なる改善に寄与し、目標達成に向け効率的に対応したことから、とられた手段
は適切かつ効率的であった。 

４．「経済安全保障の強化」について 
以下にかんがみ、とられた手段は適切かつ効率的であったと考えられる。 

（１）エネルギー・食料については、北海道洞爺湖サミットをはじめ関連国際フォーラムにおいて我
が国の主張を反映し、国際的な枠組み形成及び市場・貿易システムの安定化を主導することがで
きた。特に、我が国の高い省エネルギー技術を外交に活用することを念頭に、ＩＰＥＥＣの設立
に向け大きな進展を得たことは意義深い。また、我が国への資源安定供給を強化するための施策
の検討を進めることができた。漁業については、漁業資源の保存と持続可能な利用の原則確保の
ための国際協力を推進した。捕鯨問題では、第60回ＩＷＣ年次会合において、沿岸小型捕鯨や調
査捕鯨等につき、パッケージでの合意をするための小作業グループの設立に貢献した他、調査捕
鯨に対する妨害活動への非難を議長報告書に反映させた。また、東太平洋のマグロ類に関する地
域漁業管理機関を強化することを目的とした条約を締結した。 

（２）海洋に関しては、ソマリア沖・アデン湾の海賊対策に関し、新たな法案を閣議決定・国会に提
出し、海上自衛隊による現場海域での活動を開始することができた。また、ＣＬＣＳに対し200
海里を超える大陸棚の延長申請を行った。 

５．「海外の日本企業支援と対日投資の促進」について 
関係省庁や機関と一体となって取り組んできた結果、平成 20年度を通じ目標達成に向けた進展が

見られ、とられた手段は適切かつ効率的であった。 
６．「北海道洞爺湖サミットの開催」について 

平成 20年度において、我が国はＧ８議長国としてＧ８首脳会合、及びＧ８外相会合やＧ８開発大
臣会合を始めとする各種Ｇ８関連会合における議論を主導し、我が国にとって好ましい、自由で開
かれた国際社会の形成、二国間の枠組みだけでは解決困難な諸課題への取組において大きな成果を
得ることができた。 

ゆえに、とられた手段は適切かつ効率的であった。 
（反映の方向性） 
１．「多角的自由貿易体制の維持・強化と経済連携の推進」について 

ドーハ・ラウンド交渉については、今後、米国新政権の立ち上がり等、主要国の動向にも留意し
ながら、６月のＯＥＣＤ閣僚理事会やＧ８サミットなど議論の機会を見据えつつ、ラウンドの早期
妥結を目指して引き続き精力的に取組を進めていく。また、保護主義への抵抗については、平成 21
年４月のロンドン・サミットでの首脳間の合意を履行すべく、引き続きＷＴＯによる監視を支持し、
積極的な貢献を行う。 
ＥＰＡ交渉については、現在進行中の交渉を加速化し、早期の合意を目指す。また、東アジア自

由貿易圏構想（ＡＳＥＡＮ構成国及び日中韓）、東アジア包括的経済連携構想（ＡＳＥＡＮ構成国及
び日中韓印豪ニュージーランド）、並びにアジア太平洋自由貿易圏構想（ＦＴＡＡＰ）の東アジア及
びアジア太平洋地域における経済連携の枠組みの研究や検討において、引き続き積極的な参加及び
貢献を行っていく。 

  また、今後は、これまでに発効した多数のＥＰＡにつき、その着実な実施に取り組む。 
２．「グローバル化の進展に対応する国際的な取組」について 

国際社会の優先的諸課題に引き続き取り組むとともに、新たな課題についても国際経済秩序の形
成、国際的政策協調のため積極的に参画する。 

３．「重層的な経済関係の強化」について 
（１）ＡＰＥＣ 

平成 22年には我が国がＡＰＥＣ議長となることも踏まえ、平成 21年 11月の首脳・閣僚会議で、
ＡＰＥＣの新たな進展・成果を盛り込むべく、地域経済統合に向けた作業の加速化や今後の経済

374



成長の方向としての包摂的成長の概念の精緻化など、具体的な取組をより進展させる。 
（２）ＡＳＥＭ 

平成 21年５月に開催される第９回外相会合（於：ハノイ）に関する取組に重点を置きつつ、ア
ジア欧州財団（ＡＳＥＦ）との協力及び専門家会合等具体的な協力を通じて、今日の国際社会で
役割と責務を増大させているアジアと欧州の間の対話と協力を引き続き進展させる。 

（３）ＥＵ 
将来の課題である日ＥＵ・ＥＰＡも念頭に、引き続きビジネス界の提言を受けて政策への反映

に努め、規制改革、投資分野のイニシアティブの実施を図る。このため、アジア太平洋地域にお
ける経済連携の進展にも留意しながら、日ＥＵ間の既存のメカニズムをより有効に活用していく。 

（４）日ＥＵ、ＡＰＥＣ及びこれらをつなぐＡＳＥＭそれぞれのフォーラムにおける協力を有機的に
連携させることで重層的な経済関係の強化に努める。 

４．「経済安全保障の強化」について 
（１）新興国の需要増大、低投資による供給能力の伸びの鈍化、一部の生産国による資源の国家管理

の強化等により中長期的な需給見通しが不透明な中、我が国のエネルギー・鉱物資源の安定供給
を確保し、国際的なエネルギー市場・貿易システムの安定化を図るため、二国間や多国間の対話・
協力、国際機関における活動等を通じて、我が国のエネルギー安全保障の強化に引き続き努める。 

（２）我が国の食料安全保障を実現するため、ＦＡＯ等関連国際機関との連携の強化、食料供給国と
の友好関係の促進等に引き続き取組む。また、海外における農業投資の行動原則を策定に取り組
む。 

（３）マグロ漁業、捕鯨、航行安全等への国際的協力、200 海里を超える大陸棚の設定等に関する取
組の継続。 

（４）海洋問題については、近隣国との境界画定問題や国連海洋法条約の実施等法的問題への取組を
強化する観点から定員要求を行う予定。 

５．「海外の日本企業支援と対日投資の促進」について 
（１）知的財産権保護強化のため、関係各国・関係機関と協力しつつ、その対策を強化していく。 
（２）在外公館と本省との情報共有及び双方向の意思疎通を一層強化し、日本企業支援体制を更に充

実させていく。 
（３）平成 18年６月に策定された「対日直接投資加速プログラム」に基づき、2010年末までに対日

直接投資残高をＧＤＰ比約５％とする計画の達成に向けて、鋭意取り組んでいく。 
６．「北海道洞爺湖サミットの開催」について 

北海道洞爺湖サミットのフォローアップを確実に行うとともに、平成 21年度にイタリアで開催さ
れるラクイラ・サミットの成功に向け、引き続き国際的議論に貢献していく。 

 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（目標の達成状況） 
[目標] 我が国の経済外交における国益を保護・増進すること。 
本施策を構成する具体的施策ごとの目標の達成状況は以下のとおり。 
１．「多角的自由貿易体制の維持・強化と経済連携の推進」について 

ＷＴＯドーハラウンド交渉については、平成20年前半には、農業、鉱工業品等市場アクセス、サ
ービス貿易、ルールの各交渉分野において議論のたたき台となる文書が提示された。これを受けて
７月にジュネーブで開催された閣僚会合では、我が国は主要国の一員として少数国会合に出席し、
議論の進展に貢献した。また、サービス貿易についてのシグナリング閣僚会合が開催され、前向き
な進展が得られた。また、同年後半においては世界経済・金融の低迷を受け、11月の金融・世界経
済に関する首脳会合及びＡＰＥＣ首脳会合にて保護主義関連措置の自粛に合意した。さらに、ＷＴ
Ｏ紛争解決手続きに当事国及び第三国として参加することで、貿易紛争を解決し、また、我が国に
望ましい形での貿易ルールが定着するように努めた。 

経済連携協定（ＥＰＡ）については、平成 20年度には、インドネシア、ブルネイ、ＡＳＥＡＮ全
体、及びフィリピンとの協定が発効し、ベトナム及びスイスとの協定が署名に至るなど、多数のＥ
ＰＡ交渉が大きく前進した。また、東アジア及びアジア太平洋地域における経済連携の枠組みにつ
き、民間研究又は検討作業が進められ、閣僚や首脳への報告が行われた。 

２．「グローバル化の進展に対応する国際的な取組」について 
我が国は、ＯＥＣＤに関して、閣僚理事会や各委員会の活動に加え、非加盟国に対するアウトリ

ーチ活動にも積極的に取り組み、これら諸国とも関係を更に強化した。また、新規加盟候補国につ
いても、加盟審査プロセスに貢献した。これらにより、国際社会の経済秩序の形成は一層の前進を
見ることができ、目標の達成に向け状況は大きく進展した。 

３．「重層的な経済関係の強化」について 
（１）ボゴール目標の達成及び地域経済統合の実現に向けた取組に積極的に貢献することにより、Ａ

ＰＥＣにおける貿易・投資の自由化・円滑化、貿易の安全確保等の分野の具体的協力に寄与した。 
（２）ＡＳＥＭの各種会合への貢献及び活動を通じて、政治、経済、社会・文化等の分野において具

体的な協力の推進に寄与した。特に、我が国が「気候変動に対する適応セミナー」（平成 20年 10
月）を主催し、また、新型インフルエンザ対策において主導力を発揮した。 

（３）日・ＥＵ定期首脳協議、日・ＥＵハイレベル協議及び日・ＥＵ規制改革対話等において、日・
ＥＵ経済関係の強化の方策、国際社会の共通課題についての協議が進展した。 

４．「経済安全保障の強化」について 
以下の成果を総合的に判断し、経済安全保障の強化につき相当な進展があった。 
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（１）資源価格の歴史的高騰の中、「資源確保指針」に基づき、要人往来、経済協力等を戦略的に進
め、我が国への資源安定供給に努めた。Ｇ８、国際エネルギー機関（ＩＥＡ）、国際エネルギー・
フォーラム（ＩＥＦ）、エネルギー憲章条約(ＥＣＴ)等への貢献を通じて国際的なエネルギー市
場・貿易システムの安定化を図った。特に北海道洞爺湖サミットでは包括的な合意を取り付けた。
エネルギー効率向上の伝搬のため、国際省エネルギー協力・パートナーシップ（ＩＰＥＥＣ）の
設立を主導した。 

（２）各地で深刻化した食料危機に対し、北海道洞爺湖サミットはじめ首脳外交を駆使して、国際社
会の取組を主導した。ＦＡＯ改革を推進したほか、我が国への食料供給の一層の安定のため、海
外農業投資促進に向けた政府の取組を主導した。食料問題に関する日本のリーダーシップは国際
場裡で高く評価されており、国連より右に言及する声明が発出された。 

（３）漁業資源の保存と持続可能な利用の原則確保のための国際協力を推進した。捕鯨問題では、第
60 回ＩＷＣ年次会合において、沿岸小型捕鯨や調査捕鯨等につき、パッケージでの合意をするた
めの小作業グループの設立に貢献した他、調査捕鯨に対する妨害活動への非難を議長報告書に反
映させた。また、東太平洋のマグロ類に関する地域漁業管理機関を強化することを目的とした条
約を締結した。 

（４）ソマリア沖・アデン湾の海賊対策に関し、平成21年３月、新たな海賊対処のための法案を閣議
決定・国会に提出した。また、海上自衛隊の護衛艦２隻が現場海域での活動を開始した。このほ
かにも、ソマリア沖、東南アジアの海賊対策に関する様々な国際協力を強化した。 

（５）大陸棚限界委員会（ＣＬＣＳ）に対し200海里を超える大陸棚の延長申請を行った。 
５．「海外の日本企業支援と対日投資の促進」について 
  以下に示す通り、本施策の目標に向け、着実な進展が見られた。 
（１）模倣品・海賊版拡散防止条約（ＡＣＴＡ）の早期実現に向けて、関係国間で議論を行ってきて

おり、平成 20 年６月より条文案をベースとした交渉を開始した。二国間対話において知的財産問
題を取り上げ、知的財産侵害問題の対策・協力の強化を行った。日本企業の知的財産権侵害被害
の大きな地域において知的財産担当官会議を開催し、本省、在外公館、関係機関との情報交換、
連携を行った。 

（２）ビジネス環境の改善、人脈形成や情報提供などの面で成果があったことに加え、平成 20年度に
ホーチミン及び広州の総領事館内に日本企業支援センターを設置し、企業支援体制を一層充実さ
せた。また、在外公館において日本企業との共催によるレセプションを開催するなど、在外公館
施設を活用した日本企業支援にも積極的に取り組んだ。 

（３）平成 20年末の対日直接投資残高が 17.1兆円（一次推計、ＧＤＰ比約 3.4％）まで伸びた。 
６．「北海道洞爺湖サミットの開催」について 

今回のサミットは、最近の会合に比べても、極めて重要なサミットとなった。議論の結果は、Ｇ
８北海道洞爺湖サミット首脳宣言に加え、３つの独立声明及び議長総括として発表された。多くの
成果が得られたが、中でも、環境・気候変動問題については、Ｇ８は 2050年までに世界全体の温室
効果ガスの排出量の少なくとも 50％削減を達成するとの長期目標を世界全体の目標として採択す
ることを求めるとの認識で一致し、また、初めての主要経済国首脳会合を開催した。 

世界経済については、一次産品の価格高騰問題やインフレ圧力への懸念に対し、経済の安定と成
長を確保するため、引き続き適切なマクロ経済運営と構造政策を行っていく決意を示した。開発問
題については、特に保健分野を集中的に議論した。また、食料価格高騰問題やアフリカ諸国支援の
ための具体的な取組についても合意することができた。政治分野では、京都で開催されたＧ８外相
会合における議論を踏まえ、北朝鮮、イラン、アフガニスタンなどについて議論を行った。 
今回のサミットでは、一部のセッションにＧ８以外の諸国首脳を多数招待し、会合規模はサミッ

ト史上最大となった。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

 評価結果を踏まえ、我が国の経済外交における国益を保護・増進するため、下記に鑑み、平成 22
年度において予算要求を行った。 
【１．多角的自由貿易体制の維持・強化と経済連携の推進】                                              
（イ）ＷＴＯを中心とするルールに基づく多角的貿易体制の維持・強化等グローバルな国際経済の枠

組みを強化する。 
（ロ）これまでに発効した多数のＥＰＡにつき、その着実な実施に取り組む。 
（ハ）現在進行中のＥＰＡ交渉を加速化し、早期の合意を目指す。また、東アジア及びアジア大洋州

地域における広域の経済連携の枠組みの研究や検討において、引き続き積極的な参加及び貢献を
行っていく。 

【２．グローバル化の進展に対応する国際的な取組】 
国際経済秩序の形成、国際的政策協調のための積極的参画を行う。Ｇ８は、平成 22 年度はカナダで

開催される予定であり、その準備会合等をはじめ、サミット・プロセスにおける議論に積極的に取り
組んでいく。Ｇ20は、米国・ピッツバーグでの合意により、その国際経済協力に関する「第一のフォ
ーラム」として定例化されることとなり、平成 22年度はカナダ及び韓国で２度サミットが開催される。
平成 22年度においても、世界経済の持続的な発展を確実なものとするため、主要国間の緊密な政策協
調が必要となるところ、国際的議論に積極的に貢献していく。特にＯＥＣＤにおいては、ＯＥＣＤに
よる世界経済の分析、及び政策提言をサポートするために我が国として貢献する必要がある。 
【３．重層的な経済関係の強化】 
（イ）平成 22年には我が国がＡＰＥＣ議長となることも踏まえ、平成 21年 11 月の首脳・閣僚会議で、

ＡＰＥＣの新たな進展・成果を盛り込むべく、地域経済統合に向けた作業の加速化や今後の経済
成長の方向としてのあまねく広がる成長の概念の精緻化など、具体的な取組をより進展させる。 
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（ロ）将来の課題である日ＥＵ・ＥＰＡも念頭に、引き続きビジネス界の提言を受けて政策への反映
に努め、規制改革、投資分野のイニシアティブの実施を図る。このため、アジア太平洋地域にお
ける経済連携の進展にも留意しながら、日ＥＵ間の既存のメカニズムをより有効に活用していく。 

【４．経済安全保障の強化】                                                                                                                                                                             
（イ）国際的な枠組み等を通じたエネルギー消費国間の協力・協調の強化、資源生産国・消費国間の

対話の強化及び生産国との良好な関係を維持・強化する。 
（ロ）国際連合食糧農業機関（ＦＡＯ）、国際穀物理事会（ＩＧＣ）等を通じた食料・農業開発問題

に関する意見交換、情報収集及び提供、国際条約・基準の策定・運用を拡充していく。 
（ハ）海洋生物資源の保存と持続可能な利用の原則確保のための国際的協力の推進を継続していく。 
【５．海外の日本企業支援と対日投資の促進】 
（イ）海外における日本企業の知的財産権侵害対策を効果的に進めるため、関係各国・機関との協力

を強化するとともに、知的財産担当官会議を開催し、模倣品・海賊版の被害状況の把握調査等を
行う。模倣品・海賊版拡散防止条約（ＡＣＴＡ）の早期実現を目指し、各国の法制度等の調査等
を行う。 

（ロ）グローバル化が進展する中、企業の海外での活動は一層活発化している。日本企業の海外での
ビジネス環境を一層整備するとともに、個別企業の活動に対する支援を強化していく必要がある。 

（ハ）直接投資の促進が各国経済の発展には極めて重要であるとの認識に立って早期の投資協定の締
結に向けた具体的な作業を更に前進させる。 

（平成 22年度予算額：9,712,555千円〔平成 21年度予算額：600,475千円〕）                        

関係する施政

方針演説等内

閣の重要政策

（主なもの） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第169回国会における福田
総理の施政方針演説 

平成20年１月18日 

（開かれた日本） 
・ 世界の活力を我が国の成長のエネルギーとして

いくため、ＷＴＯ交渉やアジア太平洋地域との経
済連携協定の交渉の早期妥結に取り組むととも
に、日本への投資に関する制度をより透明性の高
いものに変え、対日投資の倍増計画を確実に達成
します。日本の空の自由化や貿易手続の効率化に
加え、日本の金融・資本市場の国際競争力を一層
高め、世界の中で中核的な金融センターとなるこ
とを目指します。 

（「平和協力国家日本」） 
・ 本年、我が国で開催されるアフリカ開発会議や

サミットなどにおいて、こうした「人間の安全保
障」での課題解決に向け、Ｇ８各国やＥＵとも協
力してまいります。 

・ 「平和協力国家」としての役割を果たしていく
ためには、我が国外交の活動の場を広げることが
必要です。そのため・・・、資源・エネルギー外
交を進めます。 

（友好的な二国間関係の発展） 
・ 四方を海に囲まれた我が国として、新たな「海

洋立国」を目指し、政府一体となって、大陸棚調
査を始めとする海洋施策を総合的に推進します。 

（第五「低炭素社会」への転換） 
・ 北海道洞爺湖サミットは、我が国の環境問題へ

の取組を世界に発信する大きなチャンスです。 

第169回国会における高村
外務大臣の外交演説 

平成20年１月18日 

（北海道洞爺湖サミットとＴＩＣＡＤ Ⅳでのリー
ダーシップ） 
・ 本年、我が国はＧ８サミット議長として、北海

道洞爺湖サミットを主催します。私自身は京都外
相会合および開発大臣会合の議長を務めます。 

・ 我が国はこれまで、世界の平和と安定のために
積極的な役割を果たしてまいりました。今回我が
国は、それに加えて、Ｇ８議長国、ＴＩＣＡＤ主
催国として、世界の平和と安定に向けた各国の外
交努力を結集するという、大きな国際的責任を果
たすことが期待されています。 

（国際社会の共通課題） 
・ 気候変動問題と密接不可分の関係にあるのが 
エネルギー安全保障です。中長期的視野に立っ
た、安定的なエネルギー・資源確保に努めるため、
輸入先とエネルギー源双方の多様化を図ります。
また、二国間及び多国間の協力を通じて輸送路の
安全対策を強化してまいります。さらに、振興経
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済国におけるエネルギー効率の向上、再生可能エ
ネルギーや省エネ技術の活用に向けて、国際社会
と協力して取り組むとともに、核不拡散、原子力
安全及び核セキュリティを前提として原子力協
力を推進してまいります。 

（国際経済体制の強化と国際社会における「法の支
配」） 
・ 多角的貿易体制の強化は我が国にとって死活的

な利益です。ＷＴＯドーハ・ラウンド交渉は、農
産物、非農産物に関する関税等の引き下げ方式に
合意できるかどうか、という決定的に重要な局面
を迎えています。早期妥結に向けて、引き続き積
極的に交渉に参画し、バランスのとれた交渉結果
が得られるように政府一丸となって全力で取り
組んでまいります。 

第170回国会における麻生
総理の所信表明演説 

平成20年９月29日 

（持続可能な環境） 
・ 資源高時代に対応した、経済構造転換も求めら

れます。 
・ なすべきは、第一に、成長と両立する低炭素社

会を世界に先駆けて実現するということ。第二
に、我が国が強みを持つ環境・エネルギー技術に
は新たな需要と雇用を生む力があることを踏ま
え、これを育てていくこと。そして第三に、世界
で先頭をゆく環境・省エネ国家として、国際的な
ルールづくりを主導していくということです。 

（誇りと活力ある外交・国際貢献） 
・ アジア・太平洋の諸国と共に地域の安定と繁栄

を築き、共に伸びていく。 

第171回国会における麻生
総理の施政方針演説 
 

平成21年１月28日 

（新しい秩序創りへの貢献） 
・ 私は、昨年11月、ワシントンでの金融サミット

で、我が国の過去の金融危機とそれを克服した経
験を各国首脳に説明しました。また、国際通貨基
金の機能強化と、最大一千億ドルの融資による日
本の貢献策を表明しました。あわせて、次のこと
も提唱しました。一つは、金融市場の監督と規制
に関する国際的な協調の必要性です。もう一つ
は、保護主義に陥ることなく、世界の貿易と経済
を拡大することの必要性です。  
 これらは、各国の賛同を得て、進みつつありま
す。世界第二位の経済規模を持つ日本は、世界経
済の新しいルール創りに積極的に貢献しなけれ
ばなりません。 

（改革による経済成長） 
・ ＷＴＯドーハ・ラウンドの早期妥結や、経済連

携協定の交渉に取り組みます。 
（４ 世界への貢献） 
・ アジア・太平洋の諸国との連携 
（自由と繁栄に向けての支援、テロ・海賊対策） 
・ 資源・エネルギー外交を進めます。 
・ ソマリア周辺などでの海賊の襲撃は、日本を含

む国際社会にとっての脅威であり、緊急に対応す
べき課題であります。関係国との連携の下、実行
可能な対策を早急に講じ、新たな法制の整備を検
討します。 

第171回国会における中曽
根外務大臣の外交演説 

平成21年１月28日 

（外交の基本方針） 
・ 昨年、我が国は、北海道洞爺湖サミット、第４

回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ Ⅳ）を主催し、
国際社会共通の課題の解決に向け、大きな成果を
達成いたしました。 

（アジア近隣諸国との関係強化） 
・ 基本的価値を共有するインドや豪州との間で

も、安全保障や経済連携を含め、多様な分野で関
係を発展させていきます。 

・ 東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）の各国との
関係を、本年の日メコン交流年や重層的な経済連
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携の取組などを通じて、多くの分野で強化し、ま
た、ＡＳＥＡＮの統合と発展を力強く支援してま
いります。 

・ アジア太平洋経済協力（ＡＰＥＣ）や東アジア
首脳会議などの枠組みを活用して、アジア諸国と
共にこの地域の経済的安定と発展のために一致
して取り組んでまいります。 

（基本的価値の共有と平和と安定への協力） 
・ 基本的価値を共有する欧州諸国や欧州連合（Ｅ

Ｕ）、北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）などとの連
携を強化してまいります。 

（世界経済） 
・ 中でも、現下の金融・経済危機の克服は、我が

国を含む国際社会の喫緊の課題です。麻生総理
は、昨年11月の金融・世界経済に関する首脳会合
において、我が国の経験を踏まえた具体的な提案
を行い、各国の連帯を呼びかけました。早急に実
体経済の悪化を食い止め、各国が保護主義に陥る
ことを防ぐことにより、世界経済の安定を確保
し、危機再発を防止することが必要です。 

・ 世界貿易機関（ＷＴＯ）ドーハ・ラウンド交渉
の早期妥結、経済連携協定や投資協定などの交渉
及びこれら協定の活用に積極的に取り組みます。 

・ また、中長期的視点に立って、エネルギー・資
源を安定的に確保するため、主要生産国との関係
強化に加え、輸入先とエネルギー源双方の多様化
を図ります。二国間及び多国間の協力を通じて輸
送路の安全対策も強化してまいります。さらに、
近年の世界的食料需給のひっ迫を踏まえ、食料安
全保障の一層の強化に向けた具体的施策に取り
組んでまいります。 

（テロ・海賊対策など） 
・ 航行の安全確保や、何よりも、日本国民の生命

及び財産の保護の観点から、海賊対策は正に火急
の課題であり、新たな法整備の検討を進めるとと
もに、できることから早急に措置を講じてまいり
ます。 

平成20年度重点外交政策 平成19年８月 

１．我が国の平和・安全の確保とアジア・近隣諸国
との協力強化 

（２）アジア・近隣諸国との対話・協力の強化と諸
懸念の解決 
・ 東アジア首脳会議（ＥＡＳ）協力の深化と

アジア太平洋地域協力の重層的な発展 
２．グローバルな課題への責任ある取組 
（１）北海道洞爺湖サミットにおけるリーダーシッ

プの発揮 
・ Ｇ８参加各国との協力関係強化 
・ 環境・気候変動に対する積極的取組 

（４）グローバル化への対応と国際ルールの強化 
・ ＷＴＯを中心とする多角的貿易体制の維

持・強化及びＥＰＡ／ＦＴＡの推進（知財保
護強化を含む。） 

（５）エネルギー安全保障 
・ エネルギー・資源供給源へのアクセス確保

とその多様化、輸送路の安全確保、省エネ・
エネルギー効率向上を国際社会で推進 

３．力強い外交のための基盤強化 
（１）外交実施体制の強化 

・ 企業支援、地方及びＮＧＯとの連携強化 

平成21年度重点外交政策 平成20年８月 

１．オールジャパンの総力を結集した機動的外交 
（３）経済上の国益の確保・増進（資源・食料安全

保障、グローバル経済に対応した国際ルール作
り（ＷＴＯ等）、経済連携推進等） 
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施策名 国際法の形成・発展に向けた取組 

施策の概要 

新たな国際ルール作りに積極的に貢献すること。次の具体的施策より構成される。 
Ⅱ－５－１ 国際法規の形成への寄与と外交実務への活用 
Ⅱ－５－２ 政治・安全保障分野における国際約束の締結・実施 
Ⅱ－５－３ 経済及び社会分野における国際約束の締結・実施 

施策に関する

評価結果の概

要と達成すべき

目標等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 
施策Ⅱ－５ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」  ★★★★☆    

Ⅱ－５－１ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」   ★★★★☆ 
Ⅱ－５－２ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」   ★★★★☆ 
Ⅱ－５－３ 「目標の達成に向けて進展があった。」      ★★★☆☆ 

（施策の必要性） 
１．「国際法規の形成への寄与と外交実務への活用」について 

今日の国際社会においては、国際関係における多種多様な問題の平和的解決や国際関係の深化の
ために国際法が果たす役割はますます大きくなっている。そのような中、新しい国際的ルール形成
の場に積極的に参画し、我が国の立場を主張・反映していくこと、特に、外交課題を処理するに当
たり、蓄積した知見を基に国際法を的確に解釈・活用し、国内外における国際法の発展に主体的に
関与していくことは、国際社会の主要な一員である我が国として、国民の利益を最大限確保する上
で必要不可欠である。 

２．「政治・安全保障分野における国際約束の締結・実施」について 
（１）日朝・日露関係において戦後未解決のまま残されている問題を始めとする諸問題を解決し、我

が国の周辺諸国とより安定した関係を築くこと、日米安保体制の信頼性向上のため適切な措置を
講じていくことは、我が国外交安全保障の基盤的枠組みを構築するに当たって、喫緊かつ重要な
課題である。 

（２）テロその他の犯罪や大量破壊兵器等の拡散などの国際社会の不安定要因の除去については、こ
れに関連する条約の締結・実施により、我が国における対策を強化するとともに、国際的な法的
枠組みの構築に寄与することが可能となる。 

３．「経済及び社会分野における国際約束の締結・実施」について 
（１）ＷＴＯドーハ・ラウンド交渉及びＦＴＡ／ＥＰＡの推進は、我が国の産業・経済の成長の機会

を拡大するとともに、他国の市場における我が国の企業及びその産品・サービスの参入機会を増
大させる。また、ＷＴＯの紛争解決手続の帰結は我が国の産業や企業の活動に多大な影響を及ぼ
し得るため、我が国の主張・立証を法的に説得力のある効果的な形で行う必要がある。 

（２）二国間の投資協定、租税条約、社会保障協定等の経済条約は、日本国民・日系企業の海外にお
ける利益の保護・促進の観点等から重要である。これらを含む経済分野での条約締結の推進は、
諸外国とのルールに基づく経済面での結びつきを強化し、一層の予測可能性・安定性を有する経
済活動の基盤を提供するとの意義を有する。 

（３）社会分野については、国民生活に直結する国際的なルール作りに積極的に関与することを通じ
て、我が国の国民の利益や関心をルールの内容に十分に反映させることが必要である。特に多数
国間条約作成交渉においては、各国がそれぞれ近隣国等と連携して交渉に臨むことが少なくない
中、我が国としても、問題意識を共有することのできるパートナーとの間で協力の拡大を図るこ
とは、我が国の発言力を強化するためにも有意義である。 

（施策の有効性） 
１．「国際法規の形成への寄与と外交実務への活用」について 
  国際法規の形成は、国際関係における秩序を構築する上での根幹を成す作業であり、我が国が国
際法規形成のための各種フォーラムに積極的に参画し、意見を主張・反映していくことは、新たな
国際法秩序を我が国に資するものとしていく上で必要かつ効果的である。また、日々の外交案件を
処理するに当たっては、蓄積された国際法の知見を活用することが重要であり、そのためには学界
や各国関係者を交えた研究会及び意見交換等を行っていくことが不可欠である。さらに、国内にお
ける国際法の普及を進めていくことは、我が国の国際法に係る外交に対する国民の理解を促進する
とともに、国際法分野の更なる発展に大きく寄与する。 

２．「政治・安全保障分野における国際約束の締結・実施」について 
我が国外交安全保障の基盤的枠組みを作るためには、戦後残された課題である日朝国交正常化交

渉及び日露平和条約交渉に適切に対処し、我が国周辺諸国とより安定した関係を築くこと、また、
日米安保体制の信頼性向上のため適切な措置を講じ、日米安保条約に基づく協力関係を確固たるも
のにすることが有効である。また、テロその他の犯罪や大量破壊兵器等の拡散などの国際社会の不
安定要因を除去するためには、テロその他の犯罪や大量破壊兵器等の拡散に関連する条約の締結・
実施に取り組み、我が国における対策の強化や国際的な法的枠組みの構築に寄与することが有効で
ある。 

３．「経済及び社会分野における国際約束の締結・実施」について 
（１）ＷＴＯドーハ・ラウンド交渉において法的な観点からの検討・助言を行っていくことは、我が

国の立場を適切な形で反映させることに資する。また、ＥＰＡは物品・サービスの貿易のみなら
ず、投資、税関手続、競争、相互承認、政府調達、知的財産、人の移動など広範な内容を含み得
るものであり、法的な観点から検討・助言を行っていくことは、望ましい形での交渉の結実にと
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って不可欠である。 
（２）経済分野の多数国間条約及び社会分野の条約は、作成されれば直ちに国際標準を形成し当該国

際標準に沿って国内措置を見直す必要が生じる場合が多いため、法的な観点から検討・助言を行
っていくことは、我が国の立場を交渉段階から積極的かつ適切な形で反映させることに資する。 

（施策の効率性） 
１．「国際法規の形成への寄与と外交実務への活用」について 

国際的な議論の場に参画し、我が国の立場を一貫して表明していくとともに、各種研究会等は、
時宜を得たテーマを取り扱って外交実務上の必要に直接応えるよう開催しており、とられた手段は
適切かつ効率的であった。 

２．「政治・安全保障分野における国際約束の締結・実施」について 
六者会合の開催、日露首脳会談等の開催、「在日米軍駐留経費負担特別協定」及び「日・中刑事

共助条約」の締結、「在沖縄海兵隊のグアム移転に係る協定」、「日・香港刑事共助協定」及び「ク
ラスター弾に関する条約」の署名・国会提出、ロシア・ＥＵとの刑事共助条約、「国際組織犯罪防
止条約」、「核物質防護条約改正」、「海洋航行不法行為防止条約 2005 年議定書」の締結に向け
た作業の継続等、施策の目標の達成に向けて相当な進展があったことを踏まえれば、施策を実施す
る際にとられた手段は適切かつ効率的であった。 

３．「経済及び社会分野における国際約束の締結・実施」について 
ＥＰＡ／ＦＴＡの分野、その他の経済分野及び社会分野での国際約束ともに、その交渉段階、特

に条文作成段階において、原則として条約締結担当者を相手国政府との交渉に直接当たらせること
等により、施策の目標に向け大きく進展しており、とられた手段は適切かつ効率的であった。 

（反映の方向性） 
１．「国際法規の形成への寄与と外交実務への活用」について 
  国際社会における国際法の重要性は年々増大しており、施策の目標の達成に向け、引き続き対応
する必要がある。 

２．「政治・安全保障分野における国際約束の締結・実施」について 
二国間・多数国間協議や条約交渉の活発化等を通じて、我が国外交安全保障の基盤的枠組み作り、

テロその他の犯罪や大量破壊兵器等の拡散などの国際社会の不安定要因の除去に向けた取組を強
化する。 

３．「経済及び社会分野における国際約束の締結・実施」について 
施策の目標の更なる進展に向け、国際約束の作成交渉の段階から十分な体制で引き続き対応して

いく必要がある。 
 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（目標の達成状況） 
[目標] 新たな国際ルール作りに積極的に貢献すること。 
本施策を構成する具体的施策ごとの目標の達成状況は以下のとおり。 
１．「国際法規の形成への寄与と外交実務への活用」について 

以下に示すとおり、本施策の目標達成に向けた各種取組を通じ、相当な進展を得ることができた。 
（１）平成21年１月に行われた国際刑事裁判所（ＩＣＣ）裁判官選挙において齋賀富美子裁判官が

第１回目投票で再選され、我が国として国際刑事法・人道法の発展に積極的に貢献していく上
で重要なポストを維持・確保できた。 

（２）平成20年６月、東シナ海の油ガス田の開発に関する協力につき、中国と政治的合意を達成し
ており、日中間の懸案事項の国際法を通じた解決に向けた相当な進展があった。 

（３）平成20年11月、国連海洋法条約に基づき大陸棚延長申請を大陸棚限界委員会に提出した。 
（４）平成21年６月、国連海洋法条約との整合性を確保した海賊対処法が成立した。 
（５）平成21年７月、国連安保理決議第1874号を実施するための貨物検査法案を閣議決定した。 
（６）平成20年６月、国会において国際物品売買契約条約（ウィーン売買条約）が承認されたため、

同年７月に我が国は同条約の批准書を寄託した（平成21年８月１日発効）。 
（７）各種研究会や各国との意見交換を通じて得られた国際法に関する知見の蓄積を活用し、各種

外交課題に対し国際法に基づく外交政策を展開することができた。 
２．「政治・安全保障分野における国際約束の締結・実施」について 

以下①～③に示すとおり、周辺諸国及び同盟国との安定した関係の構築を通じた我が国外交安全
保障の基盤的枠組み作りに向け着実な成果があり、また、以下④に示すとおり、テロその他の犯罪
や大量破壊兵器等の拡散などの国際社会の不安定要因の除去に向け大きな成果があった。その結
果、平成 20 年度において、本施策の目標達成に向けて相当な進展が見られた。 
① 第６回六者会合に関する首席代表者会合における議論の結果、朝鮮半島の非核化を検証するた

めのメカニズム等に関する「プレスコミュニケ」及び「議長声明」が発表された。 
② 日露首脳会談において、領土問題について、我々の世代で解決すること、これまでに達成した

諸合意及び諸文書に基づいて作業を行うこと等につき両首脳が一致した。 
③ 米国との間で、在日米軍に係る一定の経費を我が国が負担すること等について定めた「在日米
軍駐留経費負担特別協定」を締結し、また、在沖縄海兵隊のグアム移転の実施のための法的枠組
みについて定めた「在沖縄海兵隊のグアム移転に係る協定」を署名し国会に提出した。 

④ 「日・中刑事共助条約」を締結し、また、「日・香港刑事共助協定」及び「クラスター弾に関
する条約」を署名し国会に提出した。 

３．「経済及び社会分野における国際約束の締結・実施」について 
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平成 20 年度においては、経済分野・社会分野における国際約束の締結・実施面で、目標の達成
に向けて進展があった。 
（１）平成 20 年度においては、各国とのＥＰＡ（経済連携協定）締結に向けた動きが更に加速さ

れ、計４本の協定が発効に至り、２本の協定を国会に提出した。また、我が国としてヨーロッ
パの国との間で初めてとなるスイスとのＥＰＡについても交渉妥結し、その他の国・地域との
交渉も順調に進展した。 

（２）ＥＰＡを含む経済分野の条約及び国民の生活に影響を与える社会分野の条約全体としても、
平成 20年通常国会での承認（計 14 本）や、平成 20年臨時国会及び平成 21年通常国会への提
出（計 13本）を円滑に進めることができた。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

【予算要求】 
 「国際法規の形成への寄与と外交実務への活用経費」に関しては、評価結果を踏まえ、今日の国際
社会において国際法が果たす役割がますます大きくなっており、施策の目標の達成に向け、引き続き
対応する必要があるとの観点から、（１）国際法に関連する各種会合における我が国の立場の主張及
びそのような会合における国際法規の形成及び発展の促進、（２）国際法局長と主要各国のカウンタ
ーパートとの協議の実施及び国際法の諸分野についての研究会等を通じた知見の蓄積・法的検討と外
交実務への活用、（３）要請に基づいた公開講座や大学における臨時の講義の実施、研究者、学生等
との意見交換及び交流の実施並びに我が国の国際約束に関する情報の継続的とりまとめ及び対外的
な公表することにつき、十分な体制で取り組んでいくための経費を要求した。 
「政治・安全保障分野における国際約束の締結・実施経費」に関しては、評価結果を踏まえ、我が

国外交安全保障の基盤的枠組みを作り、テロその他の犯罪や大量破壊兵器等の拡散などの国際社会の
不安定要因を除去するという観点から、（１）戦後残された課題である日朝国交正常化交渉及び日露
平和条約交渉に適切に対処し、我が国周辺諸国とより安定した関係を築くこと、また、日米安保体制
の信頼性向上のため適切な措置を講じ、日米安保条約に基づく協力関係を確固たるものにすること、
（２）テロその他の犯罪や大量破壊兵器等の拡散などの国際社会の不安定要因を除去するためには、
テロその他の犯罪や大量破壊兵器等の拡散に関連する条約の締結・実施に取り組み、我が国における
対策の強化や国際的な法的枠組みの構築に寄与することにつき、十分な体制で取り組んでいくための
経費を要求した。 
「経済・社会分野における国際約束の締結実施経費」に関しては、評価結果を踏まえ、多角的貿易

体制を補完し、貿易自由化や経済活性化を進める経済連携協定、社会保険料の二重払いの問題解決等
を目的とした社会保障協定、二重課税を防止し投資交流を促進させるための租税条約、投資の自由化、
促進及び保護を目的とした投資協定などの経済・社会分野での国際約束を諸外国との間で締結するこ
とは急務となっており、右のような国際約束の締結に向けての困難な交渉に直接条約締結担当者をあ
たらせることが不可欠であり、そのための経費を要求した。 
【定員要求】 
 評価結果を踏まえ、 
（１）特に国際私法分野の条約の締結に向けて、必要な国内法整備等について一層の検討を進め、も

って「新たな国際ルール作りに積極的に貢献する」との施策の目標達成に資するため、必要な定
員１名、 

（２）大量破壊兵器等の拡散などの国際社会の不安定要因の除去に向けた取組を強化するため、軍
縮・不拡散関連条約その他の国際約束の作成交渉、締結、解釈及び実施に係る業務に必要な定員
１名、 

（３）経済及び社会分野の国際約束の締結交渉・既存の国際約束の解釈・実施に係る業務に必要な定
員を、租税条約及び人権分野につきそれぞれ１名、 

を要求し、いずれも承認された。 
（平成 22年度予算額：60,202千円〔平成 21年度予算額：74,153千円〕） 

関係する施政

方針演説等内

閣の重要政策

（主なもの） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第169回国会施政方針演説 平成20年１月18日 

・ 世界の活力を我が国の成長のエネルギーとし
ていくため、ＷＴＯ交渉やアジア太平洋地域と
の経済連携協定の交渉の早期妥結に取り組むと
ともに、日本への投資に関する制度をより透明
性の高いものに変え、対日投資の倍増計画を確
実に達成します。 

・ 2050年までに温室効果ガスの排出量を半減さ
せる長期目標を、経済成長と両立しながら実現
することを目指し、議長国として、すべての主
要排出国が参加する実効性のある新たな枠組み
作りを主導してまいります。 

第169回国会外交演説 平成20年１月18日 

国際社会の平和と繁栄の実現のためには国際社
会における「法の支配」の確立が求められており、
国際裁判制度の活用などを通じ積極的に貢献して
いきます。 

第171回国会施政方針演説 平成21年１月28日 
・ ＷＴＯドーハ・ラウンドの早期妥結や、経済
連携協定の交渉に取り組みます。 

・ 本年末には、地球温暖化対策の次期枠組みを
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決める国際会議が開催されます。すべての主要
国が参加する、公平で実効ある枠組みの構築に
向け、積極的な役割を果たしてまいります。 

第171回国会外交演説 平成21年１月28日 

「…在日米軍再編を着実に実施し、日米安保体
制を堅持してまいります。」「…外相レベルを含
めて北方領土問題の最終的解決に向けて強い意志
を持って交渉を進めます。」「2010年核兵器不拡
散条約（ＮＰＴ）運用検討会議の成功に向けて、
『核不拡散・核軍縮に関する国際委員会』を含め、
関係国との協力を強化していく考えです。」「航
行の安全確保や、何よりも、日本国民の生命及び
財産の保護の観点から、海賊対策は正に火急の課
題であり、新たな法整備の検討を進めるとともに、
できることから早急に措置を講じてまいります。」 
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施策名 的確な情報収集及び分析、並びに情報及び分析の政策決定ラインへの提供 

施策の概要 

① 在外公館に対する情報収集に関する重点課題・指針の提示、情報収集体制の整備及び支援の提供
等在外公館の情報収集活動強化のための措置の実施 

② 情報収集・分析手法の開拓及び整備 
③ 情報収集・分析能力強化のための諸措置の実施 
④ 職員のための研修等の実施 
⑤ 政策決定ラインへの適時の情報及び情報分析の提供（分析資料の作成と提供、各種説明等の実施）  

施策に関する

評価結果の概

要と達成すべき

目標等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 
「目標の達成に向けて進展があった。」 ★★★☆☆ 
（理由） 
（１）「対外情報収集本部」設置による情報収集のための組織的体制整備、在外公館に対する情報収

集重点の指示、在外公館職員による任国内外への出張、新たな情報源の開拓等により、的確な情
報収集に向けて想定された成果があった。 

（２）外部有識者等の知見の一層の活用、職員のための研修、諸外国との協力、情報コミュニティ省
庁との情報共有の強化等により、情勢分析ペーパーの質・量の向上を図ることができた。 

（３）官邸首脳、外務大臣をはじめ政府幹部へのブリーフ機会の拡大により、外交・安全保障を中心
とする政策の立案・実施への寄与を増大させることができた。 

（施策の必要性） 
（１）複雑かつ流動的な国際情勢の中で、我が国及び国民の安全と繁栄を確保するための戦略的な外

交を展開するためには、外交・安全保障政策の決定者が国際情勢に関する正確な情報を適時に把
握することが不可欠である。 

（２）そのためには、情報の収集、分析、政策決定ラインへの提供という一連の業務を実施する体制
を整備し、効率的に運用することにより、外交・安全保障政策の立案・実施に資する情報及び情
報分析を政策決定者に伝達することが必要である。 

（施策の有効性） 
（１）的確な情報収集のためには、在外公館に対し収集すべき情報に関する本省側の関心事項・問題

意識を的確に伝えるとともに、在外公館職員の任国内外への出張の増加等により情報収集活動を
活発化し、さらに、新たな情報源及び情報収集手法の開拓、衛星画像の活用、各情報源に対する
評価の実施などにより、情報収集能力を強化することが必要である。また、外部有識者等の知見
の一層の活用、官邸に設置された「情報機能強化検討会議」の最終報告書、「官邸における情報
機能の強化の方針」（平成 20 年２月 14 日公表）を踏まえた情報コミュニティ省庁間の情報共有
の強化、諸外国との協力強化等により、情報分析能力を強化することが有効である。更に、職員
に対し高度情報保全や分析分野での合同研修・人事交流等の実施を通じて専門性の向上を図るこ
とが有効である。 

（２）また、情報及び分析結果を政策決定ラインに適時に提供するためには、官邸首脳、外務大臣等
の政府幹部へのブリーフの実施が有効である。 

（施策の効率性） 
予算規模、人的資源が限られる中、流動的かつ多岐に渡る国際情勢に関する情報の収集と分析を行

い、官邸首脳や大臣をはじめ省内幹部に対する適時適切な情報提供を行っており、とられた手段は適
切かつ効率的であった。 
（反映の方向性） 
的確な情報収集及び分析能力の一層の強化、及び政策決定ラインへの情報及び分析のタイムリーな

提供のため、今後とも一層の体制の充実に努める。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（施策の目標） 
情報収集及び情報分析能力の強化、並びに政策決定ラインへの適時の情報及び情報分析の提供を行

うことにより、外交政策の立案・実施に寄与すること 
（目標の達成状況） 
評価の切り口１：情報収集及び情報分析能力の強化 
（１）情報収集能力については、外務大臣を本部長とする「対外情報収集本部」を立ち上げ、本省及

び在外公館における情報収集体制の組織的な整備を行った他、特定重要テーマに関する本省側の
関心事項・問題意識を在外公館に対して提示し、在外公館の情報収集活動の指針をより明確にし
た。また、在外公館において情報源を追加し、既存の情報源との比較・対象を可能とした。 

（２）情報分析能力については、分析に関する国内外の専門家との意見交換（含む訪日招聘）の増大、
「官邸における情報機能の強化の方針」（平成 20 年２月 14 日公表）を踏まえ情報コミュニティ
省庁間における情報共有の促進等の措置を講じた。  

評価の切り口２：外交政策の立案・実施への寄与の拡大 
総理官邸を含む政策決定ラインへの定期的なブリーフ機会を拡大し、またブリーフへの政策部局か

らの積極的参加を推進する等、省内政策部局との連携を強化した。また、省内の各種治安・危機管理
関連の会議に出席し、関連情報を提供した。さらに、分析ペーパーに添付した評価シートを通じ政策
部局等の意見を聴取することにより、政策部局のニーズを把握し、適時性のある的確な分析課題を設
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定した。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

 的確な情報収集及び分析能力の一層の強化、及び政策決定ラインへの情報及び分析のタイムリーな
提供のため、今後とも体制の充実に努めるべく、在外公館に対する収集すべき情報に関する本省側の
関心事項・問題意識の的確な伝達、在外公館職員の任国内外への出張による情報収集活動の活発化、
新たな情報源・情報収集手法の開拓、衛星画像の活用、外部有識者等の知見の活用、諸外国との協力
強化、及び職員に対する研修の実施等に必要な予算を要求した。 
（平成 22年度予算額：535,241千円〔平成 21 年度予算額：567,554千円〕） 

関係する施政

方針演説等内

閣の重要政策

（主なもの） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第169回国会 外交演説 
高村外務大臣（当時） 

平成20年１月18日 

山積する外交課題に適切に対処し、平和な世界
を創るための取組を推進していくためには、情報
の収集・分析能力の強化、情報防護体制の強化が
不可欠であり、引き続き取り組んでまいります。 

第171回国会 外交演説 
中曽根外務大臣 

平成21年１月28日 

山積する外交課題に迅速に対処し、また、海外
における日本人の生命・財産を適切に保護するた
めにも、需要に見合った形での人員、組織及び情
報収集・管理体制などの強化が不可欠であります。 
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施策名 海外広報、文化交流 

施策の概要 

海外向け広報の実施、国際文化交流事業の展開・促進、及び世界各国の文化の発展に向けた国際貢献
により、諸外国国民の対日理解の促進及び親日感の醸成を図り、日本外交を展開する上で望ましい環境
を整備すること。次の具体的施策より構成される。 
Ⅲ－１－１ 海外広報  
Ⅲ－１－２ 国際文化交流の促進 
Ⅲ－１－３ 文化の分野における国際協力 

施策に関する

評価結果の概

要と達成すべ

き目標等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 
施策Ⅲ－１ 「目標の達成に向けて進展があった。」   ★★★☆☆ 
 Ⅲ－１－１ 「目標の達成に向けて進展があった。」   ★★★☆☆ 
 Ⅲ－１－２ 「目標の達成に向けて進展があった。」   ★★★☆☆    
 Ⅲ－１－３ 「目標の達成に向けて進展があった。」   ★★★☆☆ 
（施策の必要性） 
１．「海外広報」について 

近年、国際社会においては、インターネットやマスメディアの発達、各国における民主制度の進展
等を背景に、外交政策に及ぼす国民の影響力が高まっている。このような中、我が国の政策（特に外
交政策）及び一般事情に関し、正確で時宜を得た発信を行い、諸外国国民の正しい対日理解の増進及
び対日親近感の醸成を図ることは、我が国の外交政策の効果的な展開及び安全保障に資するものであ
り、我が国の国際社会における地位・発言力の向上につながる重要な活動である。 

２．「国際文化交流の促進」について 
インターネットやマスメディアの発達、各国における民主制度の進展等を背景に、世界各国で外交

政策に及ぼす国民の影響力が高まっている。このような中、国際社会において対日理解を促進し、親
日感を醸成していくためには、知的交流、日本文化紹介、日本語の普及、人物交流等の国際文化交流
を展開し、日本国民と他国民の間の相互理解を深めていくことが必要となっている。 
特に、諸外国の国民が、ありのままの日本の姿を理解するためには、従来より取り上げている伝統

から現代までの文化に加え、近年世界的に広く受け入れられている我が国のポップカルチャーを活用
した施策を行う必要がある。 

３．「文化の分野における国際協力」について 
インターネットやマスメディアの発達、各国における民主制度の進展等を背景に、世界各国で外交

政策に及ぼす国民の影響力が高まっている。このような中、国際社会において対日理解を促進し、親
日感を醸成するためには、開発途上国の文化の保全及び発展を支援する文化協力を通じて、良好な対
日イメージを形成する必要がある。 
また、人類共通の貴重な財産たる世界遺産は、一度失われれば回復することは難しい。危機にさら

されている各国の文化遺産を次世代へ引き継ぐために我が国の技術力をもって協力を行うことは、必
要性のみならず緊急性も高い。 

（施策の有効性） 
１．「海外広報」について 

海外における対日理解を増進し、対日親近感の醸成及び我が国の政策への理解を促進するために
は、対日意識調査等のデータを踏まえ、対象国・地域の広報環境、ターゲット、広報目的等に応じて
適切な手段・媒体を選択しつつ、「政策広報」、「一般広報」等を効果的に実施することが有効である。 

２．「国際文化交流の促進」について 
  各国国民の対日理解を促進し、親日感の醸成を図るためには、文化事業や知的交流事業を通じて、
海外において日本文化を紹介し、我が国の魅力に直接触れる機会を増やすことが有効である。また、
人物交流を通じて各国に親日層・知日層を形成するとともに、日本語や日本研究の普及を通じて我が
国をより深く理解する機会を提供することも極めて有効である。 

３．「文化の分野における国際協力」について 
二国間協力（文化無償資金協力）及び多国間協力（ユネスコ、国連大学を通じた協力）を通じ文化

の分野での国際貢献を行うことは、人類共通の貴重な遺産の保護や新たな文化の発展につながり、協
力の対象となった国の国民感情にも直接訴えかけ、かつ効果が長く持続することから有効である。さ
らに、我が国として、国際的な文化・教育などにおける環境の向上に向け主要な責任を果たすことと
もなり、世界各国において親日感を醸成する観点からも極めて有効である。 
人的資源開発日本信託基金事業は、我が国、ユネスコ及び被益国政府の協力により被益国の人材育

成・能力開発事業を実施するところ、被益国の発展に貢献するのみならず、我が国と被益国との関係
強化にも役立っている。 

（施策の効率性） 
１．「海外広報」について 

在外公館の広報事業経費については、各国・地域における政策上の要請に応じて機動的に支出する
とともに、効率的な予算執行を図っている。また、広報資料については利用状況調査を実施し、人物
交流事業では複数箇所の巡回や一定の滞在期間確保等による支出の効率化に努めていることから、と
られた手段は適切かつ効率的であった。 

２．「国際文化交流の促進」について 
  海外でのネットワークを活用して経費を節減する等、限られた予算の中で、海外における日本文化
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の紹介、日本語普及、日本研究・知的交流、人物交流を通じた親日層・知日層の形成が効果的に図ら
れたことから、取られた手段は、適切かつ効率的であった。 

３．「文化の分野における国際協力」について 
限られた資源の中、多数の文化無償資金協力案件の効果的な実施や、我が国が推進するユネスコ関

係条約の発効など、ユネスコ等を通じた国際協力という点での施策が進展したことから、とられた手
段は適切かつ効率的であった。 

（反映の方向性） 
１．「海外広報」について 

ポップカルチャー等現代日本文化が引きつけた対日関心層の裾野が広がる一方、先進国を中心に有
識者層の対日関心が相対的に低下する、いわゆる「二極化現象」に効果的に対処するため、政策発信
を強化する必要がある。また、若年層を中心とする世界的な我が国のアニメやマンガをはじめとする
ポップカルチャー人気の機会を捉え、息の長い対日関心を醸成するべく各種媒体の特色を活かした広
報活動を強化する必要がある。厳しい財政状況に鑑み、少ない予算でより高い効果を得られるよう一
層効果的・効率的な広報活動を実施する。 

２．「国際文化交流の促進」について 
各国国民の対日理解の促進、親日感の醸成を図る必要性が高まる中、文化交流事業を拡充強化して

いく。特に、全世界において約300万人に達している日本語学習者へのさらなる対応や、近年世界的
に人気の高いポップカルチャーをさらに活用していく。併せて、世界的規模の問題解決に向け、我が
国の知識や技術が十二分に生かされるよう、知的交流を一層充実させる。 

３．「文化の分野における国際協力」について 
ユネスコ、国連大学を通じた協力に関しては、当該国際機関を通じ我が国の知見を十分に生かす形

で文化・教育等の分野における国際協力を引き続き実施する。無形文化遺産の分野での貢献は「ユネ
スコ無形文化遺産保護地域センター（仮称）」（ユネスコ・カテゴリー２センター（ユネスコと提携し
た事業を実施することを目的として、ユネスコ加盟国が設立する機関））設立へつなげていく。 

  文化無償資金協力については、被供与国の文化・高等教育振興、文化遺産保全に資することを念頭
に置きつつ、日本の顔が見える対日理解・親日感情醸成に資する案件、我が国と文化面での協力関係
強化に資する案件を引き続き実施する。加えて草の根レベルでの小規模なニーズに迅速に対応できる
草の根文化無償資金協力を積極的に実施するとともに、これまでの既実施案件に関するフォローアッ
プも実施していく。 

 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（目標の達成状況） 
[目標] 海外向け広報の実施、国際文化交流事業を展開・促進、及び世界各国の文化の発展に向けた国

際貢献により、諸外国国民の対日理解の促進及び親日感の醸成を図り、日本外交を展開する上で
の環境を整備すること。 

本施策を構成する具体的施策ごとの目標の達成状況は以下のとおり。 
１．「海外広報」について 
（１）外国の政策決定や世論形成に影響力のあるオピニオンリーダーの本邦招待のほか、在外公館にお

いて、我が国から派遣する有識者や館員による政策講演会の開催、政策広報資料の配布及びインタ
ーネットを通じた政策発信並びに日本を紹介する季刊誌の配布、映像資料の海外テレビ局におけ
る放映などを通じた一般事情の発信等を実施した。これらの事業実施件数、事業参加人数、ウェブ
サイトのページビュー数等、対象者の反応等の実績を踏まえると、外務省の実施する海外広報活動
は相当程度対象者に届いたものと考えられる。 

（２）英国ＢＢＣワールド・サービスが行った世論調査では、我が国が世界に良い影響を及ぼすとした
意見は 57％（前年 56％）で、評価対象の 16か国・地域中４位となるなど、海外における世論調査
では一般的に我が国に対する好意・高い評価が見られる。また、外務省が平成 20 年度に委託して
実施した米国、カナダ、インドにおける対日世論調査においても、海外の幅広い層で日本に対する
高い評価が定着していることが示された。これらの結果から、外務省の海外広報活動は一定の成果
があったものと考えられる。 

２．「国際文化交流の促進」について 
文化事業、人物交流事業、知的交流事業において、各国国民の対日関心を引く事業が実施できた。

特に、周年事業の実施のように、二国間関係を大きく発展させる事業を行うことができた。特に近年
世界的に人気の高いポップカルチャーについては、第二回「国際漫画賞」や「アニメ文化大使」事業
を実施した他、新たにポップカルチャー発信使を委嘱し、我が国への理解・関心を高めるための具体
的な事業を形成できた。 

３．「文化の分野における国際協力」について 
（１）文化遺産保護に関する日本信託基金事業として、有形文化遺産および無形文化遺産分野で計約

40 件を実施した。実施国において高い評価を受けているのみならず、日本独自の文化遺産保護の
技術や手法は国際的にも評価されている。 

（２）また、世界遺産および無形文化遺産に関する各種会合に出席し、我が国における有形・無形の文
化財保護の豊富な知見を活かして議論に貢献した。 

（３）開発途上国の人材育成等を目的とする人的資源開発日本信託基金を通じて、新たに承認した９件
を含め 59件の事業が実施中であり、実施国・地域の人作りに貢献している。 

（４）国連大学については、日本政府とのハイレベル協議を３回実施した。緊密な意見交換を行い、新
たに研究所を設立して「サステイナビリティと平和」を看板に掲げた学術研究／能力育成活動を行
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うことや大学院プログラムの導入等を含む国連大学の新戦略を我が国としても積極的に後押しし
ていくことが確認された。また、国連大学のビジビリティ向上や、国連大学と産業界等との連携強
化の支援、ＴＩＣＡＤ Ⅳ及びＧ８における国連大学の参画について助言や支援を行い、具体的な
行動につなげた。 

（５）文化無償資金協力については、平成 20 年度は一般文化無償資金協力 20件、草の根文化無償資金
協力 32 件を実施した。いずれも案件実施に係わる交換公文署名式や供与式典等が現地のプレスに
幅広く報じられたほか、被供与国政府の様々な関係者から謝意が述べられるなど、高い評価が得ら
れている。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

 評価結果を踏まえ、我が国の政策発信強化及び各種媒体の特色を活かした広報活動を強化する必要が
あることから、政策広報担当職員の定員１名増を要求したほか、在外公館による情報発信などに必要な
経費を要求した。また、文化交流事業を拡充強化していく必要があることから、海外における日本文化
の紹介、人物交流等に必要な経費を要求した。さらに、文化無償事業のフォローアップを継続的に行う
必要があることから、フォローアップ・修繕費等に必要な経費を要求した。国際交流基金運営費交付金
については、海外における日本のプレゼンス向上のため、知的交流・日本語普及・文化交流の各々の事
業に必要な経費について新規要求を行った。ユネスコ及び国連大学を通じた協力に関して、当該国際機
関を通じ我が国の知見を十分に活かす形で文化・教育等の分野における国際協力を引き続き実施するた
めに必要な経費を要求した。なお、評価結果を踏まえ概算要求した「海外広報」及び「国際文化交流の
促進」に係る事業に関連し、行政刷新会議による事業仕分けにおける判定（広報経費及び招へい経費の
予算要求の縮減、並びに国際交流基金の運営費交付金及び運用資金の見直し）を 22 年度要求に反映し
た。 
（平成 22年度予算額：14,586,081千円〔平成 21 年度予算額：14,778,935千円〕） 

関係する施政

方針演説等内

閣の重要政策

（主なもの） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第169回国会外交演説 平成20年１月18日 
我が国の魅力や外交方針の戦略的かつ積極的な対

外発信、日本語学習者の増加、知的交流及び国民レベ
ルでの交流促進に取り組んでまいります。 

第171回国会外交演説 平成21年１月28日 

我が国の外交方針を力強く対外発信します。また、
伝統文化からポップカルチャーまで我が国の文化の
魅力を戦略的に発信するとともに、日本語の普及、知
的交流の促進に取り組んでまいります。 
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施策名 報道対策、国内広報、ＩＴ広報 

施策の概要 

我が国の外交政策に関する国内外での理解を増進すること。次の具体的施策より構成される。 
Ⅲ－２－１ 適切な報道機関対策・国内広報の実施   
Ⅲ－２－２ 効果的なＩＴ広報の実施 
Ⅲ－２－３ 効果的な外国報道機関対策の実施 

施策に関する

評価結果の概

要と達成すべ

き目標等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 
施策Ⅲ－２ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 ★★★★☆ 
Ⅲ－２－１ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」  ★★★★☆ 
Ⅲ－２－２ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」  ★★★★☆   
Ⅲ－２－３ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」  ★★★★☆ 

（施策の必要性） 
１．「適切な報道機関対策・国内広報の実施」について 

グローバル化の進展等により、特に北朝鮮問題、食の安全、金融危機への対応など、外交案件が国
民生活に直接影響を及ぼす傾向が強くなって、我が国の外交政策に対する国民の関心は高まってい
る。我が国が外交政策を強力かつ効果的に遂行するためには、国民の理解・支持を得ることが不可欠
であり、そのために我が国の外交政策について分かりやすく説明する責任を果たし、直接広報、間接
広報の手段を適切に選択して情報発信に努め、幅広い国民層に訴求する必要がある。加えて、国民の
意見や世論動向を的確に把握し、外交政策の企画立案・実施の参考として適切に活用していく必要が
ある。 

２．「効果的なＩＴ広報の実施」について 
インターネットの普及等により様々な情報が氾濫する中で、外交政策についての正確で迅速な情報

提供が不可欠となっている。平成 20 年度は特に、Ｇ８北海道洞爺湖サミットなど重要な国際会議が
日本国内で開催され、我が国外交への関心が高まり、議長国・開催国として積極的に国の内外に情報
発信を行う必要性が認識された。 

３．「効果的な外国報道機関対策の実施」について 
  我が国の外交政策に関し、正確で時宜を得た発信を通じて、我が国に対する好意的かつバランスの
とれた外国報道を定着させ、これにより、諸外国の対日親近感を醸成しまた我が国に対する正しい理
解を増進することは、国際社会における我が国の地位・発言力の向上につながる。そのため、外国メ
ディアの報道振りを情報収集・分析し、それらを踏まえた戦略的な情報発信、きめ細やかな取材協力
や戦略的な記者招聘等を行うことが必要である。 

（施策の有効性） 
１．「適切な報道機関対策・国内広報の実施」について 
（１）多くの国民がメディアを通して我が国の外交政策についての各種情報を入手していることから、

外務省として報道機関に対し外交行事における取材の便宜を図るとともに、適時に記者会見及び記
者ブリーフを実施し、報道発表を発出することで、報道機関を通じ、外交政策に関し国民に情報発
信ができる。また、メディアにおいて我が国の外交政策について解説を行う有識者に適切な情報提
供を行うことによって、事実関係を正確に反映した報道を促すことができる。 

（２）メディアはその時々でより関心の高い事案について報道する傾向がある。このため、多岐にわた
る外交政策をバランス良く国民に説明するためにも、外務省が独自に様々なフォーラム、講演、パ
ンフレット、雑誌等を通じて情報発信を行うことも重要で、これにより国民のより深い理解・支持
を得ることにもつながる。 

（３）また、外務省からの一方的な情報提供にとどまることなく、メール、電話等を通じた国民からの
意見聴取や世論調査により、国民世論の動向を把握することは、外交政策を適切に企画立案・実施
する上で重要であり、国内広報・報道機関対策の質を向上させる上でも不可欠である。 

（４）こうした取組を一体として行うことは、国民の我が国外交政策に対する理解と支持を増進する上
で極めて有効である。 

２．「効果的なＩＴ広報の実施」について 
  インターネットを利用することで、国内外の多数の利用者に迅速に情報を発信し、外交政策への理
解を促進することが可能となる。外務省ホームページ（日本語、英語、携帯版）、サミット・ホーム
ページ、在外公館ホームページ、日本紹介用ホームページ（Web Japan）等発信する情報や対象とす
る利用者層によって、複数のホームページを使い分けることで、情報伝達をより効果的に行うことが
可能となる。 

３．「効果的な外国報道機関対策の実施」について 
海外における対日理解・親近感を醸成するために、首脳会談・外相会談を含む各種外交行事の機会

を有効に活用して、外国メディアに対し、様々な形式（記者会見、インタビュー、プレスキット配布
等）で情報発信を行うことが必要不可欠である。また、外交行事に併せて記者招聘を行うことにより、
詳細な情報と取材機会を提供し、対日理解を促し、期待する記事掲載につなげていくことも効果的で
ある。 

（施策の効率性） 
１．「適切な報道機関対策・国内広報の実施」について 

報道対策と国内広報は相互補完的であり、広聴活動も有効に活用し、限られた資源を用いて相互に
連携しつつ施策を実施した。施策の目標達成に向けた進展が図られ、とられた手段は適切かつ効率的
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であったと考える。 
２．「効果的なＩＴ広報の実施」について 

限られた予算の中で、情報の掲載方法を工夫してユーザビリティを向上させるとともに、コンテン
ツの充実を行い、動画発信等インターネット技術を活用し、わかりやすく迅速な情報提供に努めた結
果、１日平均 52万件以上（ページビュー：日本語、英語、携帯版合計）のアクセス数を確保した。
また、複数のサイトの掲載業務を一つの業者に一元化して委託することにより、掲載関連経費（日本
語、英語、携帯版合計）を約 20％削減できたことなどから、とられた手段は適切かつ効果的であっ
た。 

３．「効果的な外国報道機関対策の実施」について 
各種情報発信、取材協力、反論投稿等を行うことにより、外国メディアによる我が国の政策や立場

に関する報道につながっており、施策実施のためにとられた手段は適切かつ効率的であった。また、
対日報道の情報収集・分析・配布を随時行うことは、実施した施策の有効性を確認し、今後の戦略の
検討に寄与することにつながり、１つの手段を効率的に活用することとなった。世界各国の報道のモ
ニタリング体制について、衛星テレビ、ウェブサイトなどのメディアも対象とし、インターネットを
活用するなど情報技術の変化に適切に応じることにより、経費を節減することができた。 

（反映の方向性） 
１．「適切な報道機関対策・国内広報の実施」について 

我が国の外交政策に対する国民の理解・支持を得るべく、引き続き適時・適切な報道機関対策・国
内広報に努める。その際、インターネット・メディアの進化やテレビチャンネルの多様化といった新
たなメディアの様態の変化等による国民の情報入手先の変化を的確に把握し、それに対応したメディ
ア対策・国内広報を実施する。 

２．「効果的なＩＴ広報の実施」について 
更に使いやすくわかりやすいホームページを作成し、ウェブサイトを通じた正確かつ迅速な情報提

供を行うことにより、我が国の外交政策に対する国の内外の理解促進に努める。 
また、事業の一層の効率性を高めるため、掲載システムの改良を図る。 

３．「効果的な外国報道機関対策の実施」について 
外国メディアによる、海外での報道・記事・テレビ番組などが、対日理解に大きな影響を与えてい

る。在京特派員数の漸減、メディアの多様化、情報の氾濫といった状況の中で、対日報道の減少や論
調の偏向が懸念されるため、引き続き効果的な外国メディア対策の実施が不可欠である。 

平成 21 年度も引き続き、省員の対外情報発信の意識を高め、本省・在外公館間の連携を強化し、
論調分析体制を強化する。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（目標の達成状況） 
[目標]我が国の外交政策に関する国内外での理解を増進すること。  
本施策を構成する具体的施策ごとの目標の達成状況は以下のとおり。 
１．「適切な報道機関対策・国内広報の実施」について 

報道機関を通じた国民への間接的情報提供（報道機関に対する会見及びブリーフィングの実施並び
にプレスリリースの発出（特に平成 20 年度は 19 年度に引き続き地方新聞に対する情報発信を強化）、
発信力のある有識者への情報提供及び直接説明（各種講演会等の開催、広報資料の作成・配布）を通
じて、我が国の外交政策に関する情報を適時に分かり易い形で国民に提供した。外務省ホームページ
のアクセス数の伸びや直接対話の場におけるアンケートの結果等から明らかな通り、我が国の外交政
策に対する国民の理解の増進に寄与できた。また、広聴活動を通じ国民からの多種多様な意見を聴取
することができた。 

２．「効果的なＩＴ広報の実施」について 
平成 20 年度には、以下に示すとおり成果がみられ、本施策の目標（特に小目標）の達成に向けて

相当な進展があったと言える。 
外務省ホームページのアクセス数が全体として増加したこと、ユーザビリティ（使いやすさ）が向

上したこと、コンテンツの充実及び既存ページのバリアフリー化が進んだこと、Ｇ８北海道洞爺湖サ
ミット専用ホームページの開設や「わかる！国際情勢」コーナーの新設等、国民にわかりやすい形で
の情報提供を積極的に実施したこと。加えて、コンテンツ掲載業務に関し、複数サイトの運用業務を
一つの運用業者に一元化して委託することで効率化の促進が図られたこと。 

３．「効果的な外国報道機関対策の実施」について 
平成 20年度は、第４回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ Ⅳ）並びにＧ８北海道洞爺湖サミット及び

Ｇ８関連会合を活用し、外国メディアに対する情報発信（反論投稿を含む）・取材協力・記者招聘を
通じて、外国メディアによる日本関連報道を促進し、諸外国における対日理解に進展が見られた。ま
た、日本関連報道の収集・分析を大幅に改善した他、主要外交政策課題に関する広報プレゼンテーシ
ョン資料の作成、メディア対応能力強化により、外国メディアのニーズに即した情報発信が可能とな
った。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

● メディアの様態の変化に対応した情報発信を拡充強化すべしとの評価結果を受け、インターネット
を利用した「外務大臣等の記者会見映像撮影編集」事業等による動画配信を重点化するための経費を
概算要求することとした。また、動画サイト「You Tube」に外務省チャンネルを開設し、大臣等によ
る記者会見の模様等の配信を実施した。 

● 民間誌の買上げは廃止すべきとの事業仕分け結果を踏まえ、「外交フォーラム誌」の買上げは 21
年度をもって中止した。他方、企画競争による業務委託により新たな外交専門誌を発行するための
22 年度予算要求を行った。 
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● 国内広報事業全体の見直しを行い、外務省セミナーの地方での開催、雑誌誌面広報等の事業にかか
る経費を皆減し、パンフレット作成経費、世論調査経費、大臣講演会経費の減額要求を行った。 

● 政権交代後、平成 21年９月 29日からは、他の省庁に先駆けて、大臣等の記者会見をインターネッ
トメディアやフリーランス記者等にも開放し（いわゆる「会見のオープン化」）、発信を強化した。 

● 外国報道機関に対する情報伝達及び資料提供を強化し、招へい事業を通じて日本理解を促進させ、
効果的な対外発信を進めるための取り組みを引き続き実施するための経費、及びメディアトレーニン
グの充実の必要性が指摘されたことに鑑み同経費を要求した。 

● 動画制作及びインターネット関連の新規業務発生に伴い定員１名の増員を要求した。 
（平成 22年度予算額：1,500,472千円〔平成 21年度予算額：1,700,447 千円〕） 

関係する施政

方針演説等内

閣の重要政策

（主なもの） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第169回国会における外交演説 平成20年１月18日 

諸外国での我が国の信頼と理解の増進は、外
交政策の円滑な推進にも資するものです。この
ため、我が国の魅力や外交方針の戦略的かつ積
極的な対外発信・・・に取り組んでまいります。 

第171回国会における外交演説 平成21年１月28日 

日本外交の基本方針について諸外国の理解と
信頼を増進させることは外交政策の円滑な推進
にも資するものです。このため、我が国の外交
方針を力強く対外発信します。 
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施策名 領事サービスの充実 

施策の概要 

（１）邦人の利便性及び福利向上並びに権利確保のための取組 
   海外での邦人による申請・届出等手続の利便性及び福利向上並びに必要な権利の確保のため、

ＩＴ化の推進、領事シニアボランティアによる領事窓口サービスの向上、在外選挙人名簿登録者
数向上等のための取組を進めた。 

（２）領事担当官の能力向上 
   国民に対し質の高い領事サービスを提供するため、領事担当官の能力向上のための対策を講じ

た。 
（３）国際標準に準拠した日本旅券の発給・管理 
   日本旅券の信頼性を確保し、国民の海外渡航の円滑化を確保するため、国際民間航空機関（Ｉ

ＣＡＯ）の国際標準に準拠し、高度な偽変造防止策を講じたＩＣ旅券の確実な発給・管理に努め
た。 

施策に関する

評価結果の概

要と達成すべき

目標等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 
「目標の達成に向けて進展があった。」 ★★★☆☆ 
（理由） 
領事業務のＩＴ化の推進、在外選挙人名簿登録者数の向上、領事シニアボランティアによる領事窓

口サービスの向上、領事業務実施体制の着実な整備、ＩＣ旅券の適切な発給・管理等により、邦人の
権利・利益を確保・増進するとともに、邦人の海外生活・海外渡航における利便性が高まったことは、
全般的な領事サービスの向上という目標に向けて着実な進展があったことを示している。 
なお、平成 20年 10 月に在外 139公館の在留邦人等を対象に実施した、「領事サービス向上・改善の

ためのアンケート調査」の結果では、在外公館の領事窓口の対応では 85％、電話の対応では 80％が「丁
寧な対応」と回答しており、本官や現地職員が利用者の立場に立って対応していると評価できる。 
（施策の必要性） 
近年の海外渡航者数及び在留邦人数の増加を背景として、海外での邦人の活動・生活に深く関わっ

ている領事業務へのニーズは高まっている。更に、邦人の海外渡航先や海外における活動・生活様式
の多様化等に伴い、領事業務に対するニーズも多様化している。外務省においては、海外における邦
人の利益の保護・増進に努める必要があることから、領事業務のＩＴ化、領事窓口のサービス向上、
領事担当官の能力向上、偽変造防止等のための高度な技術を取り入れた旅券の発給等様々な手段を通
じて邦人の活動・生活基盤の安定化のための支援を強化する必要がある。 
（施策の有効性） 
（１）ＩＴ化等による手続の簡素化、領事シニアボランティアによる窓口業務の支援強化、在外選挙

人名簿登録者数向上の取組は、海外に渡航する邦人や在留邦人に対するサービスの向上・利便性
の向上・権利行使の機会の確保につながり有効である。 

（２）領事担当官に対する研修を強化することは、個々の担当官の能力の向上につながり有効である。 
（３）ＩＣＡＯの国際標準に準拠した生体情報を旅券に取り入れるとともに、我が国独自の高度な技

術を駆使したＩＣ旅券の適正な発給・管理を行うことは、邦人の海外渡航の円滑化につながり有
効である。 

（施策の効率性） 
（１）限られた資源の中、ＩＴ化の推進等により邦人にとって領事業務の利便性向上が着実に図られ

ており、とられた手段は適切かつ効率的であった。 
（２）領事担当官に対する研修の実施により多数の領事担当官の能力向上が図られ、とられた手段は

適切かつ効率的であった。 
（反映の方向性） 
領事サービスの改善・強化は、終わりのない目標と位置付けており、平成 21 年度以降も重点政策と

して目標達成に向け推進していく。 
 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（施策の目標） 
（１）領事サービス・邦人支援策を向上・強化すること 
（２）領事業務実施体制を整備すること 
（３）国民の円滑な海外渡航の確保のために、日本旅券に対する国際的信頼性を確保すること 
（目標の達成状況） 
評価の切り口１：在留届の電子届出件数の伸び及び在留邦人向けメールマガジンシステムの導入公館

数の伸び 
（１）在留届電子届出件数 

平成 16年度：18,981件、平成 17年度：19,867件、平成 18年度：24,596件、 
平成 19年度：38,677件、平成 20年度：53,682件 

（２）メールマガジンシステム導入公館数 
平成 16年度：43公館、平成 17 年度：65公館、平成 18 年度：88 公館、 
平成 19年度：89公館、平成 20 年度：98公館 

評価の切り口２：領事サービスの向上・改善のためのアンケート調査結果（平成 20年 10月） 
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・ 調査実施公館数   139公館 
・ 調査対象者総数   10,623 人 

（来館目的） 
・ 旅券     3,036(45％) 
・ 証明     2,235(33％) 
・ 戸籍・国籍    819(12％) 
・ その他      700(10％) 

（公館がどこにあるかすぐにわかりましたか） 
・ すぐに分かった            5,898(63％) 
・ ＨＰ等で確認したので問題なかった   2,474(26％) 
・ 表示等がなくわかりづらかった      735(８％) 
・ 分かりにくかった            318(３％) 

（入館時の受付の対応） 
・ 非常に丁寧な対応であった       4,798(51％) 
・ どちらかといえば丁寧な対応であった  2,119(23％) 
・ 普通であった             2,128(23％) 
・ どちらかといえば対応がよくなかった   213(２％) 
・ 対応がよくなかった                     92(１％) 

（領事窓口の対応如何でしたか） 
・ 非常に丁寧であった         5,876(63％) 
・ どちらかといえば丁寧であった    2,021(22％) 
・ 普通であった            1,159(12％) 
・ どちらかといえば対応がよくなかった   177(２％) 
・ 対応がよくなかった           76(１％) 

（電話対応は如何でしたか） 
・ 非常に丁寧であった         3,465(56％) 
・ どちらかといえば丁寧であった    1,445(24％) 
・ 普通であった              910(15％) 
・ どちらかといえば対応がよくなかった   200(３％) 
・ 対応がよくなかった           96(２％) 

評価の切り口３：領事シニアボランティアによるサービス向上 
平成 15年度に在外 10 公館に第１期シニアボランティアを派遣した。平成 19年度には第２期として

10 名を派遣し、平成 20 年度には５名を追加派遣した。領事シニアボランティアを派遣することで在
外公館における領事サービスが向上した。 
評価の切り口４：在外選挙人名簿登録申請件数及び同登録者数の伸び 
（１）在外選挙人名簿年間登録申請件数 

    平成 16年度：15,729人、平成 17 年度：20,839 人、平成 18年度：21,635 人、 
平成 19年度：23,621人、平成 20年度：18,228人 

（２）在外選挙人名簿登録者数 
   平成 16年度：82,555 人、平成 17年度：91,815 人、平成 18年度：99,173 人、 

平成 19年度：108,889 人、平成 20年度：110,522 人         （外務省調べ） 
評価の切り口５：日本人学校・補習授業校への援助 
次の数の日本人学校及び補習授業校に対し、校舎借料、現地採用講師謝金等に係る援助を行ってお

り、邦人支援策の向上に寄与した。 
（１）日本人学校 
   平成 16年度：83校、平成 17年度：85 校、平成 18 年度：85校、 

平成 19年度：85校、平成 20 年度：87 校 
（２）補習授業校 
   平成 16年度：189校、平成 17年度：185校、平成 18 年度：187 校、 

平成 19年度：195校、平成 20 年度：201 校 
評価の切り口６：領事研修受講者のアンケート及び外部講師よりの評価 
 （１）領事研修受講者のアンケート結果 

領事初任者研修（年２回）、在外公館警備対策官研修（年１回）を実施し、受講者のほぼ全員
より知識・専門性の向上が図られ有益であったと評価された。また、在外公館においては、中
米・カリブ地域を対象に領事研修会議を開催し、領事業務についての活発な意見交換が行われ、
近隣公館の連携強化等実りの多い会議となったとの報告を受けている。 

 （２）外部講師よりの評価 
外部講師（大学教授等）よりも、領事担当官に対しメンタルヘルス、遺体鑑識等必要な分野

の研修を行うことは必要かつ重要であるとの評価があった。 
評価の切り口７：ＩＣ旅券の発給状況 
 平成 20年度においては約 391万冊のＩＣ旅券（一般旅券）を発給し、国民の海外渡航の円滑化に寄
与した。 
評価の切り口８：領事業務の業務・システムの最適化事業の進展 
在留邦人数実態調査のシステムの自動化に係る開発、戸籍・国籍事務の管理システムに係る開発及

び印影照合システムの導入について、予定どおり作業を完了した。また、司法共助事務、管海事務及
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び邦人援護事務支援システムの機能設計並びに査証発給端末と旅券発給端末の一部統合等の開発を順
調に進めており、海外邦人の利便性の向上、領事業務実施体制の整備に寄与した。  

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

海外在留邦人数・海外渡航邦人数の増加、国際化・グローバル化等によるニーズの多様化等により、
近年領事業務量は飛躍的に増加している。かかる状況に対応し、適切に邦人のニーズに応えるため、
ＩＴ化の推進によるサービスの向上、在留邦人の保健や子どもの教育問題への支援の拡充、在外選挙
権行使の確保等を図る必要がある。また、昨今の財政事情による公務員定員削減方針もあり、領事定
員の増加は困難な状況にあるため、個々の領事担当官の能力を向上させるとともに、業務・システム
の最適化による事務の合理化を進める必要がある。さらには、日本旅券の信頼性を確保し、国民の円
滑な海外渡航を確保するため、国際標準に準拠したＩＣ旅券の発給を継続するとともに、今後予定さ
れる国際的なＩＣ旅券の更なる高度化・標準化作業へ参加し、対応する必要があることから、これら
の事業に必要な経費を要求した。 
（平成 22年度予算額：13,853,713千円〔平成 21 年度予算額：14,607,382千円〕） 

関係する施政

方針演説等内

閣の重要政策

（主なもの） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第171回国会外交演説 平成21年１月28日 

（外交実施体制） 
山積する外交課題に迅速に対処し、また、海外に

おける日本人の生命・財産を適切に保護するために
も、需要に見合った形での人員、組織及び情報収集・
管理体制などの強化が不可欠であります。 

平成20年度重点外交政策 平成19年８月 
３．力強い外交のための基盤強化 
（２）国民の安全・安心を確保する体制の強化 

・ 領事サービス充実のための取組 

平成21年度重点外交政策 平成20年８月 
１．オールジャパンの総力を結集した機動的外交 
（５）海外邦人・日本社会の安全と安心（多様化す

る危険・脅威への対応、査証体制強化等） 
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施策名 海外邦人の安全確保に向けた取組 

施策の概要 

（１）海外邦人の安全対策の強化 
   海外に渡航・在留する邦人の安全対策を強化し得るよう、海外邦人自身の安全対策意識の醸成・

増進のための啓発に努めるとともに、そのための的確な情報収集・発信力の強化を図る。 
（２）海外邦人の援護体制の強化 

邦人保護業務に当たる在外公館の危機管理・緊急事態対応体制を強化するとともに、業務のア
ウトソーシング化、内外の機関・団体との協力関係・ネットワーク化、更に医療等の専門家との
連携等を通じ、効率的かつ効果的な邦人援護体制・基盤の強化を図る。 

施策に関する

評価結果の概

要と達成すべき

目標等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 
「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 ★★★★☆   
（理由） 
平成 20年度においては、海外邦人の安全対策及び援護体制の各分野における施策を継続的に進めた

結果、次のとおり、全体としては相当な進展があった。 
① 現地当局等との協力関係を構築し、兼轄国等の安全情報収集体制の強化を図った。 
② 海外対応携帯電話の普及に併せ、携帯電話を通じ情報発信に取り組む等海外安全に関する情報
発信機能の強化を図った。 

③ キャンペーンや講演等を通じ、国民や企業関係者等に対し安全対策及び危機管理に関する意識
の向上、危機への対応策の啓発に努めた。 

④ 一般援護関係では、閉館時における緊急電話対応業務のアウトソーシング化の推進、精神疾病
発症及び高齢者問題等新たな課題への取組においては、在外公館の対応体制の改善や領事担当官
の能力向上、専門医からの専門的知見の活用及び、各国政府及び関係省庁・機関並びに現地邦人
社会との連携・協力体制の強化に向けた取組ができた。 

⑤ 緊急事態に関しては、地震・洪水・ハリケーン等の大規模自然災害やテロ・誘拐等への取組に
加え、新型インフルエンザ等の新たな脅威に対しては、抗インフルエンザ薬の配備及び政府一体
となった取組の中で関係省庁との連携・協議を通じて対応策の検討を進めた。 

（施策の必要性） 
国民の安全と安心の確保は政府の最優先課題に掲げられており、海外における国民の生命・身体の

保護その他の安全に関する努力は外務省の最重要任務の一つである。そのためには、邦人援護に必要
な予算・人員の増強を図りつつ既存の予算・人員の効率化のための見直しを行い、効果の最大限化を
図る必要がある。 
（施策の有効性） 

海外における国民の安全をより確実なものとするためには、第一に、国民一人一人が、多様化する
海外での危険を可能な限り正確に認識し、「自分の身は自分で守る」との意識をもって、安全対策措置
を講じることが最も重要である。そのためには、正確な情報収集・分析及び魅力的な情報発信を行い
うる体制を整備・強化し、国民の安全に関連する最新の情報を的確かつきめ細やかに提供することが
不可欠かつ有効である。第二に、海外における不測の事件・事故等に対し迅速かつ確実な支援を行う
ため、外務本省及び在外公館における支援のための基盤の整備・強化が有効である。特に、大規模緊
急事態への的確な対応を図るため、在外公館の人的、物的体制の整備は不可欠である。また、精神障
害あるいは鳥・新型インフルエンザ等の感染症については、その対応に極めて高い専門性が必要であ
り、こうした知見及び資格を有する専門家との連携・協力は極めて効果が高いと考える。 
（施策の効率性） 
多様化する海外における危険に応じて、正確かつ的確な情報及び支援を提供するため、在外公館及

び外務本省の人的・物的資源を効果的かつ効率的に投入、展開し得る体制の整理及び強化、アウトソ
ーシング化を進め、また専門性を必要とする業務あるいは確実性を要する業務について、内外の専門
家や関係機関・団体との連携・協力の強化を図ったことは施策の目標及び時代の要請に合致しており、
これらの手段を通じた海外邦人の安全対策は適切かつ効率的であった。 
（反映の方向性） 
在留邦人の増加傾向が継続していることに加えて、（１）平成 19 年度以降、団塊の世代の多くが定

年を迎え潜在的な海外渡航人口に合流することに伴い在外邦人が高齢化している。また（２）テロの
広域化、世界各地における自然災害の発生等危険・危機が大規模化、多様化しており、さらに、（３）
新型インフルエンザ等の感染症対策や精神疾病への対応等援護業務が複雑化している。このような情
況下、海外邦人の保護に関する政府の施策に対する期待と必要性は益々高くなっている（外交に関す
る世論調査）。そのため、国民の危機回避意識を醸成・増進するとともに、既存の資源を効率的に活用
するためアウトソーシング化、官民のネットワーク化を進めつつ、専門家との連携及び在外公館の邦
人援護の体制・システムの強化並びにそのために必要な予算の確保に努めていく。 
 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
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（施策の目標） 
（１）海外邦人の安全対策を強化すること（広報・啓発） 
（２）海外邦人の援護体制を強化すること（基盤・体制） 
（目標の達成状況） 
評価の切り口１：情報発信基盤の強化に向けた取組 
平成 20年度には、安全情報収集業務委託を見直し、より効率的な事業に振りかえる等予算の効果的

な活用を図るとともに、外国政府の安全対策担当者の招聘等を通じた現地情報の収集と邦人安全対策
における現地当局との協力関係を強化した。情報発信の基盤である海外安全ホームページについては、
国民の関心・ニーズを踏まえた情報をより見やすく提供し得るよう内容を整備・改善し、アクセス数
の増加を図るとともに、携帯版の海外安全ホームページでは機能を拡充した。また、年末年始の海外
旅行シーズン及び卒業前の海外旅行シーズンに合わせて行った海外安全キャンペーンにおいては、海
外安全ホームページへの関心と渡航情報収集の重要性を呼びかけた。更に、海外における多様な危険
を、内容、対象に配慮しつつ、渡航情報及び危険をより身近に感じることができる資料（海外事件簿
等）をきめ細やかに改訂の上、海外安全ホームページ、メールマガジン及び各種パンフレット等を通
じて提供し、その他海外安全対策に関する広報・啓発を広く実施した。  
評価の切り口２：海外邦人の危機管理意識の強化 
平成 20年度には、テロ・誘拐等の危機への対応・管理啓発のため、継続的に国内外各都市において、

企業の危機管理担当者や一般邦人向けに安全対策・危機管理に関するセミナー、講演会を実施し、危
機管理に関する意識、危機への対応策等の啓発に努めた。またＮＧＯ関係者が誘拐される事案が発生
したことを踏まえ、危険地域で活動するＮＧＯ等を対象としたセミナーの開催等の新たな取組を実施
した。また、本邦及び在外において、新型インフルエンザ等新たな脅威等に備えての危機管理につい
て啓発に努めた。 
評価の切り口３：緊急連絡への 24時間対応体制の強化 
（１）閉館時緊急電話対応体制の強化 

夜間・休日等在外公館閉館時などでも時間的制約に関係なく、海外邦人からの緊急連絡に対
応し得るよう、引き続き在外公館閉館時の緊急電話受付業務のアウトソーシング化を推進し、
平成 20年度には導入公館を平成 19年度の 72公館から６公館追加し、78公館に拡充し、邦人渡
航者及び在留邦人の多い中南米、欧州及び大洋州公館において更に拡充すべく努めた。 

（２）専門的知見の活用 
海外における在留邦人、邦人渡航者が増加する中で、精神障害あるいは鳥・新型インフルエ

ンザ等の感染症など新たな対応が求められており、こうした事態にも適切に対応するため、在
外公館の領事担当官の研修を実施するとともに、拠点国における精神科医師の活用（顧問医契
約）、鳥・新型インフルエンザ対策に関する関係府省庁との連携・協力、感染症専門医による講
演、研修の実施等専門的知見を活用し得る体制をとった。 

評価の切り口４：遠隔地等における即応体制の強化 
兼轄国及び遠隔地において、在外公館所在地から領事担当官が現地に赴くまでの間にも、援護を必

要とする邦人への支援を迅速に行い得るよう、必要な措置を講じた。 
評価の切り口５：官民及び外国機関等との協力・連携事業の実施 
海外邦人の安全対策をより機動的かつ的確に行うために、現地政府関係機関及び現地邦人社会との

セーフティネットを強化した。その一環として外務本省あるいは在外公館において現地での官民協力
及び現地当局との協力関係の枠組みを構築・強化しつつ、情報共有・協議を行った。 
 また、外務本省における地方との連携強化の一環として、海外における邦人保護について、地方自
治体に対し情報提供等を行った。 
評価の切り口６：大規模緊急事態対応能力の強化 
平成 20年度においては、テロ、大規模化する自然災害、急激な政情不安等の大規模緊急事態への対

応につき、各種の研修を通じて緊急事態対応要員の養成を行った。また、全米・カナダ邦人安否確認
システムについて、在留邦人の参加を得て、全米・カナダにおける運用訓練を実施した。さらに、新
型インフルエンザ対策として、医療事情の悪い地域に在外邦人用の抗インフルエンザウィルス薬を追
加配備し緊急展開用備品の整備を行った。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

 在留邦人の増加傾向が継続していることに加えて、（１）平成 19年度以降、団塊の世代の多くが定
年を迎え潜在的な海外渡航人口に合流することに伴い、在外邦人が高齢化している。また（２）テロ
の広域化、世界各地における自然災害の発生等危険・危機が大規模化、多様化が進行しており、さら
に、（３）新型インフルエンザ等の感染症対策や精神疾病への対応等援護業務が専門化・複雑化して
いる。このような情況下、海外邦人の保護に関する政府の施策に対する期待と必要性は益々高くなっ
ている（外交に関する世論調査）。 
そのため、国民の危機回避意識を醸成・増進するとともに、既存の資源を効率的に活用するためア

ウトソーシング化、官民のネットワーク化を進めつつ、また各種事件・事案の被害者及び同関係者へ
のきめ細かい支援が求められることを踏まえ、専門家との連携並びに本省及び在外公館の邦人援護の
体制・システムの強化を行う必要があり、そのために必要な経費を予算要求した。 
（平成 22年度予算額：746,716千円〔平成 21 年度予算額：817,342千円〕） 

関係する施政

方針演説等内

閣の重要政策

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第171回国会外交演説 平成21年１月28日 
（外交の基本方針） 
外交の目的は、我が国の国益、すなわち我が国の安

全と繁栄及び我が国国民の生命・財産の確保にありま
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（主なもの） す。 

平成20年度重点外交政策 平成19年８月 
３．力強い外交のための基盤強化 
（２）国民の安全・安心を確保する体制の強化 

・ 多様化・深刻化する危険・危機への対応 

平成21年度重点外交政策 平成20年８月 
１．オールジャパンの総力を結集した機動的外交 
（５）海外邦人・日本社会の安全の安心（多様化する

危険・脅威への対応、査証体制強化等） 
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施策名 外国人問題への対応強化 

施策の概要 

査証申請者への便宜を図り人的交流の促進を図る一方で、我が国において不法就労を企図する者や、
不正入国を試みる者等の入国を防止するため、査証審査の厳格化を同時に行っている。査証審査には
様々な要請があるが、それらに応えるべく、査証審査体制の強化に努め、査証ＷＡＮ（広域ネットワ
ーク）の拡充を引き続き行っている。また、在日外国人問題については、国際シンポジウムの開催や、
ブラジルとの領事当局間協議の場を通じて、政府の定住外国人支援策等を情報提供する等積極的に関
わった。 

施策に関する

評価結果の概

要と達成すべき

目標等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 
「目標の達成に向けて進展があった。」 ★★★☆☆  
（理由） 
（１）我が国への外国人入国者数が引き続き高い水準で推移する中で、来日外国人の不法残留者数、

犯罪検挙率等は一貫して減少傾向にある。適切な査証審査を行うことで、人的交流の促進と出入
国管理等厳格化という両方の要請に十分に応えることができた。 

（２）我が国の査証発給数が大幅な増加傾向にある中で、引き続き適切な査証審査を行うべく、査証
ＷＡＮシステムの拡充を進めた。 

（３）外国人集住都市を多数抱える愛知県での国際シンポジウムの開催、ブラジル政府との領事当局
間協議等を通じ、在日外国人問題に関する関係省庁、地方自治体との連携強化、世論啓発等に寄
与した。 

（施策の必要性） 
（１）我が国と諸外国との間の人的往来を促進するために、査証申請者の利便性向上を図る必要があ

る。他方で、我が国社会の安全・安心のため、好ましくない外国人の入国を未然に防止すること
も必要である。 

（２）我が国に在留する外国人が増加傾向にある中で、いかに社会統合を図っていくのか、関係省庁、
地方自治体と連携をし、国民の理解を得つつ、有効な措置を講じていく必要がある。 

（施策の有効性） 
（１）査証取得を要する国々からの来日希望者は増加しているので、それらのニーズに応えるべく、

適正な査証発給体制の整備が有効である。 
（２）国際シンポジウムの開催や各国との領事当局間協議を通じて、在日外国人問題について取り組

んでいくことが有効である。 
（施策の効率性） 
査証審査に関しては、人的交流促進と出入国管理等厳格化等の両面からの要請に対して、限られた

資源を最大限活用して対応することができた。また、在日外国人問題についても、社会における急速
な問題意識の高まりに対して、国際シンポジウム、領事当局間協議などを通じて適切に対応した。 
（反映の方向性） 
・ 査証審査に関しては、観光需要のある中国等に対する査証緩和措置について検討するとともに、
不法残留、人身取引等防止のために引き続き査証審査を厳格に行う。 

・ 査証発給体制の整備のため、今後とも査証ＷＡＮ整備の予算の増額を要求していく。 
・ 在日外国人問題に関しては、困窮する在留外国人を増加させないとの視点から、我が国での就労
を希望する者に対して、在外公館を通じ我が国の経済状況などについて情報発信する。 

 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（施策の目標） 
（１）外国人問題への対応の強化により、人的交流の促進及び出入国管理等厳格化の要請に応えるこ

と 
（２）在日外国人が抱える問題に積極的に取り組むこと 
（目標の達成状況）  
評価の切り口１： 査証発給件数の増加と、来日外国人の不法残留者等の減少 
 世界的な景気後退を受け、外国人入国者数は、平成 20 年はほぼ横ばいで推移したものの、査証発給
件数は引き続き大幅に増加しており、潜在的には来日を希望する外国人が増加傾向にあると言える（短
期滞在新規入国者数：平成 19年 738 万人→平成 20年 737万人、査証発給件数平成 19 年 139 万 6,008
件→平成 20 年 150 万 8,968 件）。 
一方、不法残留者数、来日外国人犯罪等は減少しており、厳格な査証審査の効果がうかがえる（不

法残留者数：平成 19 年 15 万人→平成 20 年 11 万人、来日外国人の検挙件数：平成 19 年３万 5,782
件→平成 20 年３万 1,280件、来日外国人検挙人員数：平成 19年１万 5,914 人→平成 20年１万 3,872
人）。 
評価の切り口２：在日ブラジル人支援への取組  
 我が国経済情勢の悪化の影響を受けた在日ブラジル人への支援及び在日ブラジル人子弟の教育問題
等について、ブラジルとの領事当局間協議において日本政府の対応を紹介し、両国政府の今後の連携
を確認した。また、在日ブラジル人が多く居住する愛知県での国際シンポジウムの開催を通じ、社会
統合のあり方について様々な角度から検討を行い、在日ブラジル人支援に向けた取組を推進した。 
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政策評価の結

果の政策への

反映状況 

（１）査証ＷＡＮシステムの拡充 
新設公館の速やかな体制整備を行うと共に、今後の中国人観光客を中心に入国者数の増加が予

想される中、適正な査証審査・発給体制を維持するため、業務の効率化に繋がる改善を図った。 
（２）在日外国人問題の啓発活動等 

国際シンポジウムについては、平成 16 年度より毎年開催してきたところ、国内外の様々な事例、
意見の吸い上げという初期の目的を一定程度達成したことから、平成 21 年度は、これまでのシン
ポジウム等で得られた知見を踏まえつつ、外国人及び地域住民に対する異文化理解のためのモデ
ルプログラムを策定することを目的として、地方自治体の担当者、ＮＧＯ関係者等の実務者を対
象にワークショップを開催した。 

（平成 22年度予算額：1,022,147千円〔平成 21年度予算額：1,768,001 千円〕） 

関係する施政

方針演説等内

閣の重要政策

（主なもの） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

－ － － 
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施策名 外交実施体制の整備・強化 

施策の概要 

（１）国民の安全・安心の確保や繁栄の促進等に不可欠な定員・機構を整備することにより外交実施
体制を整備・強化する。 

（２）在外公館は、外交活動の拠点であり、適切な警備対策を実施することで、在外公館及び館員の
生命・身体の安全を確保し、また、在外公館に対する不法な攻撃を未然に抑止する等、警備体制
の強化を通じて、外交実施体制の整備・強化を図る。 

（３）外交活動を支える上で、死活的に重要である情報の防護については、制度面、意識面、物理面
など多面にわたる体制強化を図る。 

施策に関する

評価結果の概

要と達成すべき

目標等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 
「目標の達成に向けて進展があった。」 ★★★☆☆   
（理由） 
以下の通り、本施策の目標に向けた種々の取組を実施し、外交実施体制の整備・強化が進展した。 

（１）国民の安全・安心の確保や繁栄の促進等に不可欠な定員・機構の整備については、在外公館の
増強、定員の純増等を実現した。 

（２）在外公館の警備体制の一層の強化については、各種人的及び物的な警備強化措置、各種研修や
警備訓練等を行った。 

（３）外交を支える情報防護体制の多面的な強化については、平成 19 年度に設置された情報防護対策
室を中心に、本省及び在外公館における情報防護対策の企画・立案、関連内規の整備、研修の拡
充、電子情報漏洩対策等の取組を実施した。 

（施策の必要性） 
激動する国際社会の中で我が国の平和と繁栄を担い追求するための外交を実施する上で、外務省が

組織として最大限の能力を発揮する必要がある。 
外務省は、平成 20年度重点外交政策において、①我が国の平和・安全の確保とアジア・近隣諸国と

の協力強化、②グローバルな課題への責任ある取組、③力強い外交のための基盤強化を展開するため
の体制の強化に取り組んでいく旨決定している。 
これらの重点外交政策は、今後も引き継がれていくべきものであり、その円滑な実施に資するべく、

外交実施体制の整備・強化という本施策を推進することは必要不可欠である。 
（施策の有効性） 
（１）国民の安全・安心の確保や繁栄の促進等に不可欠な定員・機構の整備 
   現在の外務省は、定員・機構の増強に努めているが、世界の他の主要国に比し引き続き大きく

見劣りしている。外務省の業務がますます増大している中で、国民の安全・安心の確保や繁栄の
促進等のために不可欠な定員を確保し、在外公館の数と体制を整備・強化することは、外交実施
体制を整備・強化する上で有効な取組である。 

（２）在外公館の警備体制の一層の強化 
   在外公館に対する各種の人的及び物的な警備強化措置を講じるとともに、警備対策官及び警備

専門員に対する研修、館員に対する警備関係講義の実施、各在外公館所在国の脅威度を勘案した
警備訓練を実施する等、在外公館の警備体制をハード、ソフト両面から強化することは、在外公
館及び館員等の安全を確保し、外交実施体制を一層強化する上で有効である。 

（３）外交を支える情報防護体制の多面的な強化 
   意識面、制度面、物理面等多面にわたる取組を着実に進めるため、大臣官房総務課の下に平成

19 年度に設置した情報防護対策室を中心に、本省及び在外公館における情報防護対策の総合的な
企画・立案、関連内規の整備、研修の一層の強化、電子情報漏洩対策等の取組を積極的に実施す
ることは、情報防護体制の多面的な強化のため有効である。 

（施策の効率性） 
（１）国民の安全・安心の確保や繁栄の促進等に不可欠な定員・機構の整備 

体制の整備・強化のために在外公館・人員を拡充することができたことから、とられた手段は
適切かつ効率的であった。 

（２）在外公館の警備体制の一層の強化 
人的及び物的な警備強化措置、専門研修、警備関係講義、警備訓練の実施により、在外公館の

警備体制の整備･強化が進展したことから、とられた手段は適切かつ効率的であった。 
（３）外交を支える情報防護体制の多面的な強化 

情報防護対策室を中心に、情報防護対策の総合的な企画・立案、関連内規の整備、研修の拡充、
電子情報漏洩対策等の取組を積極的に実施したことから、とられた手段は適切かつ効率的であっ
た。 

（反映の方向性） 
（１）国民の安全・安心の確保や繁栄の促進等に不可欠な定員・機構の整備 
   外務省（本省・在外公館）の定員・機構の整備・強化は国民の安全・安心の確保や繁栄の促進

等に不可欠であり、今後とも一層推進する必要がある。 
（２）在外公館の警備体制の一層の強化 

我が国の在外公館の安全を確保するためには、テロ対策を主体とし、多様化する脅威に耐え得
る在外公館警備体制を更に整備・強化する必要がある。 

（３）外交を支える情報防護体制の多面的な強化 
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政府機関からの情報流出を防ぐため、情報防護体制の多面にわたる取組を不断に強化する必要
がある。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（施策の目標） 
激動する国際社会の中で我が国の平和と繁栄を確保するための外交を実施する上で必要な体制を整

備・強化すること 
（目標の達成状況） 
評価の切り口１：外務省の人員、機構の更なる整備 
  平成 20年度には、定員 99 人純増、５大使館、２総領事館の新設及び１総領事館の廃止を行い、外
務省全体の定員・機構面での更なる整備を推進した。 
評価の切り口２： 在外公館の警備体制の強化 

在外公館に対する各種の警備強化措置、専門研修、警備関係講義、警備訓練などの実施を行い、在
外公館の警備体制を強化した。 
評価の切り口３：外交を支える情報防護体制の強化 
情報防護対策室を中心に、情報防護対策の総合的な企画・立案、関連内規の整備、研修の一層の強

化、パソコンからの情報漏洩対策等の取組を積極的に実施し、外交を支える情報防護体制を強化した。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

１．平成 21 年度（平成 20 年度実施分）政策評価書においては、激動する国際社会の中で我が国の平
和と繁栄を確保するための外交を実施する上で必要な体制を整備・強化するという目標について、
「目標の達成に向けて進展があった。」とされている。 

２．上記１．の施策評価を踏まえ、本施策の目標を達成するための事務事業として、引き続き、（１）
国民の安全・安心の確保や繁栄の促進等に不可欠な定員・機構の整備、（２）在外公館の警備体制
の一層の強化、（３）外交を支える情報防護体制の多面的な強化に取り組み、平成 22 年度（平成 21
年度実施分）の政策評価において、本施策の評価を行う予定である。そのため、平成 22 年度にお
いても、本施策を実施するために、関連事務・事業の予算要求を行った。 

関係する施政

方針演説等内

閣の重要政策

（主なもの） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第169回国会における高村外
務大臣の外交演説 

平成20年１月18日 

山積する外交課題に適切に対処し、平和な世
界を創るための取組を推進していくためには、
情報の収集・分析能力の強化、情報防護体制の
強化が不可欠であり、引き続き取り組んでまい
ります。 
 また、機構、定員等の外交実施体制の抜本的
な強化が不可欠であります。国民の皆様の御理
解を得ながら、積極的に取り組んでまいります。 

第171回国会における中曽根
外務大臣の外交演説 

平成21年１月28日 

 外交実施体制について一言申し上げます。山
積する外交課題に迅速に対処し、また、海外に
おける日本人の生命・財産を適切に保護するた
めにも、需要に見合った形での人員、組織及び
情報収集・管理体制などの強化が不可欠であり
ます。国民の皆様の御理解を得ながら、外交基
盤を充実させ、我が国の外交力を一層強化して
まいります。 
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施策名 外交通信基盤の整備・拡充及びＩＴを活用した業務改革 

施策の概要 
各内部管理業務システム、在外経理システム及び情報ネットワークの最適化を実施することにより、

維持・運用経費の削減を図るとともに、業務の簡素化・効率化・合理化を推進する。 

施策に関する

評価結果の概

要と達成すべき

目標等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 
「目標の達成に向けて進展があった。」 ★★★☆☆   
（理由） 
以下のとおり、本件施策の下で各種関連事業が当初の想定どおりに進展した。 
１．「外務省情報ネットワークの整備」においては、最適化計画の基本要件となる基幹通信網を整
備し、秘匿ＩＰ電話を 222公館に設置した。 

２．「内部管理業務用ホストコンピュータシステムの再構築」においては、ホストコンピュータ上
で運用している業務・システムのうち「外務省人給システム」以外は 100％の再構築を完了し、
「外務省人給システム」は予定どおり 87％の再構築を完了した。 

３. 「在外経理システム」の整備にあたっては、「物品管理・現地職員管理システム」を開発、代
理官制度等に対応した機能の拡張を行った。また「在外経理システムの業務・システム最適化計
画」の改定版を策定(平成 21 年３月)し、在外公館に設置しているサーバを平成 23 年度末までに
本省に集約することとした。 

（施策の必要性） 
１．「外務省情報ネットワークの整備」については、外交政策の立案・推進機能の一層の強化を図る

ため、現行の外務省情報ネットワークを根本的に見直し、十分な情報セキュリティと、外交活動に
必要な円滑な情報交換を同時に実現する情報ネットワークの在り方を明確化し、外交通信を強化す
る必要がある。 

２．「内部管理業務用ホストコンピュータシステムの再構築」においては、ホストコンピュータ上で
運用している各種業務・システムの効率化及びシステム維持経費の削減に取り組む必要がある。 

３．「在外経理システムの整備」では、在外公館における会計担当者の増大する業務を簡素化・効率
化するため、また、会計処理及びそれに関する幅広い範囲の業務を迅速かつ正確に処理できるよう
ＩＴを活用した業務改革を進めることが必要である。 

（施策の有効性） 
１．「外務省情報ネットワークの整備」では、全体的な情報セキュリティレベルの向上とともに計画

完了時には年間１億 7,000万円の経費削減、及び１万 7,000 時間の業務時間短縮が見込まれる。 
２．「内部管理業務用ホストコンピュータシステムの再構築」では、システムの維持経費を年間３億

円削減し、業務処理時間を年間 1,500時間削減することにつながる。 
３．「在外経理システムの業務・システム最適化計画（改定版）」に基づく業務・システムの最適化

完了後（平成24年度以降）は、在外公館の会計担当者の業務量は、月間で約38時間の時間削減（15.2％
の削減率、いずれも試算値）が見込まれる。また経費については平成 24 年度以降、年間延べ約 5,300
万円の経費の低減に相当する効果が見込まれる。 

（施策の効率性） 
ホストコンピュータ、基幹通信網、秘匿ＩＰ電話、ネットワーク基盤及び基本業務システムの構築・

運用について入札を実施し、競争原理の導入による効率化を図ったこと、在外経理サーバの入替によ
り経費を削減できたこと、及び「物品管理・現地職員管理システム」及び現行在外経理システムの機
能拡張により施策が進展し、在外経理業務の円滑化が見込まれることから、とられた手段は適切かつ
効率的であった。 
（反映の方向性） 
１．「外務省情報ネットワークの整備」については、平成 21年度に外務本省の最適化を完了し、以降、                             

在外公館に対し順次最適化を実施する。 
２．「内部管理業務用ホストコンピュータシステムの再構築」については、オープン環境への再構築

完了を目指し、平成 22年度当初にシステム維持経費の削減目標を達成する。 
３．「在外経理システムの整備」については、「在外経理システムの業務・システム最適化計画（改

定版）」に則り、サーバの本省集約化を進めると共に、ＩＴを活用した業務改革を推進し、在外公
館の会計担当者のさらなる業務負担軽減を図る。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（施策の目標） 
外交通信基盤の整備・拡充を図るとともに、業務・システムの最適化による行政運営の簡素化・効

率化・合理化を推進すること。 
（目標の達成状況） 
１．外務省情報ネットワークの整備 

評価の切り口： 基幹通信網整備による施策目標の着実な推進 
   98％の在外公館に基幹通信網、秘匿ＩＰ電話の整備を完了した。また、外務本省においては２

筐体パソコン及びプリンタの再整備を完了し、ネットワーク基盤及び基本業務システム（新シス
テム）についても機器単体の構築が完了した。 

２．内部管理ホストコンピュータシステムの再構築 
評価の切り口：業務・システム最適化計画の目標達成に向けた取組 
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再構築完了比率及び「外務省人給システム」の再構築作業は、以下のとおり目標を概ね達成し
た。 
・ 平成 20年度までに、ホストコンピュータ上で運用している業務・システムについて、「外務

省人給システム」を除き、100％の再構築を達成した。 
・ 「外務省人給システム」の再構築作業は全体の 87％を完了し、平成 20年度までの作業は順
調に進展した。 

３．在外経理システムの整備 
評価の切り口：業務・システム最適化計画の目標達成に向けた取組 

外務省情報ネットワーク最適化の進捗に伴い「在外経理システムの業務・システム最適化計画」
を改定し（平成 21 年３月）、右計画達成に向け事業を継続中である。また在外経理システム機能
拡張等により、在外公館における会計担当者の業務の簡素化・効率化が見込まれている。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

１.「外務省情報ネットワークの整備」については、平成 16年度から整備を開始した基幹通信網及び
秘匿ＩＰ電話を引き続き運用するための経費を要求した。外務省情報ネットワーク最適化計画に基
づき平成 21 年度に構築した本省及び国内拠点のネットワーク基盤の運用・保守を行うための経費
及び在外公館情報ネットワークをよりスリム化し更なる効率化を実現するための検討経費を要求
した。 

２.「内部管理業務用ホストコンピュータシステムの再構築」については、平成 21 年度末までに再構
築を完了して削減目標を達成したシステム維持経費、及び、業務処理時間の削減目標を達成するた
めに必要な経費を要求した。 

３.「在外経理システムの整備」については、ＩＴを活用した業務改革を進めるためのシステム設計・
開発及び右システム用の本省集約サーバ経費を要求した。 

関係する施政

方針演説等内

閣の重要政策

（主なもの） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

－ － － 
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施策名 経済協力 

施策の概要 戦略的なＯＤＡの実施のための援助政策の企画・立案 

施策に関する

評価結果の概

要と達成すべ

き目標等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 
「目標の達成に向けて進展があった。」 ★★★☆☆   
（理由） 
 施策の目標に沿った以下の取組を推進し、ＯＤＡ予算の削減傾向が続く中、ＯＤＡ実績の確保に努め、
質・量ともにＯＤＡの充実を図った。中でも、ＯＥＣＤ／ＤＡＣにおける平成 20 年（暦年）のＯＤＡ
実績は３年ぶりに前年比プラスとなった（実績額では世界第５位だが、伸び率ではＧ７諸国中第１位）。 
（１）アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ Ⅳ）及びＧ８北海道洞爺湖サミットにおけるＯＤＡを通じた貢

献の表明・実施 
   ＴＩＣＡＤ Ⅳでは、アフリカから 51 か国、34 か国の先進国及びアジア諸国、77 の国際機関及

び地域機関並びに民間セクターやＮＧＯ等市民社会の代表 3,000名以上が参加し、アフリカ開発の
今後の取組・方向性に関する横浜宣言等を採択した。我が国は平成 24（2012）年までの対アフリ
カＯＤＡ倍増を表明し、その達成に向けてＯＤＡ事業を実施している。 

 サミットでは、Ｇ８としてミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）達成に向けた決意を表明した。 
（２）新ＪＩＣＡの発足 
   平成 20年 10月１日から、技術協力、有償資金協力、無償資金協力の３援助手法を一元的に実施

する世界で最大級の二国間援助機関として新ＪＩＣＡが発足し、援助の手法にとらわれない広い視
野に立った案件形成・実施をより効率的に行い得る体制を構築した。これに伴って、前述の３援助
手法の案件形成調査プロセスを統一し、案件実施準備の機動性・迅速性を強化するために、協力準
備調査を開始した。 

（３）オール・ジャパンとしての国際協力の取組の推進 
① 官民連携パートナーシップ 

    経済界との意見交換を踏まえ、関係省庁・実施機関と連携のうえ、平成 20 年４月に「成長加
速化のための官民パートナーシップ」を取りまとめ、民間企業からの官民連携案件の提案・相談
受け付けを開始、官民政策対話の実施、現地日系企業が参加する拡大現地ＯＤＡタスクフォース
を開催した。更に民間企業提案の受付要領を整備し、同年 11月に発表した。 

② ＮＧＯとの連携強化 
    外務省・ＮＧＯ定期協議会（全体会議、ＯＤＡ政策協議会及び連携推進委員会の計年７回）を

開催し、ＮＧＯとの意見交換・情報の共有を進めた。また、ＮＧＯ側からの意見を参考に、ＮＧ
Ｏ・市民社会等が国別援助計画に対して意見を提出しやすくなるよう、パブリック・コメント及
び意見交換会を実施するとともに、各国別援助計画の策定現況の周知方法につき、外務省ＯＤＡ
ホームページに明記した。 

（４）コスト縮減や業務内容を通じた事業の効率化 
「施策の効率性」に詳述。 

（５）ＯＤＡに関連する不正腐敗防止の徹底 
   ベトナムにおける円借款事業に関し、外国公務員への贈賄の容疑でコンサルタント会社の関係者

及び法人自身が起訴され、有罪判決が言い渡される事件が発生した。 
   外務省としては、日越間で取りまとめたＯＤＡ事業に関する不正腐敗防止策の実施等を通じて、

ＯＤＡに関連する不正腐敗の再発防止の徹底を図った。 
（施策の必要性） 
 ＭＤＧｓの達成が危ぶまれるとともに、百年に一度と言われる世界的な金融危機の中、開発途上国に
おける開発課題は山積しており、国際社会の平和と繁栄のためにも、これらの課題に対処することは世
界第２位の経済大国である我が国の責務である。ＯＤＡは、我が国が自国の安全を確保する上で外交上
重要な役割を果たしており、我が国の外交力の重要な源泉の１つである。 
（施策の有効性） 
 開発途上国が抱える人道的ならびに地球規模の問題の解決に必要とされる資金は膨大であり、我が国
がそれら全てに対応することはもとより不可能である。従って、ＯＤＡにおける我が国の比較優位を活
かし、関係国及び関係国際機関と相互補完的な連携を図りつつ、いかなる対象分野で展開するかを深く
考慮する「戦略性」と「メッセージ性」をもったＯＤＡは有効である。 
（施策の効率性） 
ＯＤＡコスト総合改善プログラムを策定し（平成 20 年４月）、計画段階に関する再検討や案件発掘

から実施までのスピードアップ等、質とコストの両面からＯＤＡ事業のプロセス全体を見直しており、
とられた手段は適切かつ効率的であった。 
（反映の方向性） 
（１）現下の金融・経済危機に対し、アジアが「開かれた成長センター」として世界経済に貢献するた

め、アジア自身の成長力強化と内需拡大に向けた域内協力を支援する。 
（２）テロリズムの撲滅のため、アフガニスタンの復興やパキスタンの経済安定化のための広域的な取

組を積極的に支援する。また、途上国の平和の構築や定着を積極的に支援する。 
（３）環境・気候変動に関して、2013 年以降の枠組み交渉を念頭に、「クールアース・パートナーシ

ップ」の推進等を通じて、途上国の取組を支援する。 
（４）対アフリカ支援倍増やミレニアム開発目標実現への貢献等、ＴＩＣＡＤ ⅣやＧ８北海道洞爺湖

サミットで表明した支援策を含む既存コミットメントを着実に実施する。 
404



（５）途上国への貿易・投資を促進するとの観点から、日本企業の途上国での活動の環境整備を促進す
る（資源・エネルギーの確保、貿易・投資環境整備、法制度整備支援、官民連携）。 

（６）国際協力への国民各層の広範な参加を図るとともに、ＮＧＯとの対話と連携を更に推進する。 
 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（施策の目標） 
二国間協力の政府開発援助を通じた支援により国際社会の平和と安定に貢献し、これを通じて我が国

の安全と繁栄を確保すること。 
（目標の達成状況） 
評価の切り口１： 世論調査の変化 
 毎年実施している「外交に関する世論調査」における経済協力に関する意識をみると、経済協力を「積
極的に進めるべき」とした割合が、「なるべく少なくすべき＋やめるべき」とした割合を２年連続で上
回った。中でも、積極的に進めるべきとした割合は、11 年ぶりに 30％台を回復した。 

（備考）内閣府「外交に関する世論調査」より作成。

経済協力のあり方
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評価の切り口２：ＯＤＡ事業が国民に対する説明責任をどれだけ果たしているか 
① ＯＤＡ広報の実施－ホームページの充実、テレビ広報番組等の活用 

ＯＤＡホームページに対するアクセスは対前年比約 40％増となっている。また、テレビ東京の「知
花くららの地球サポーター」の平成 20 年度平均視聴率は 5.4％、また、番組ＨＰへのアクセス数は
前年度比２倍強の 190,841件となっている。 

② ＯＤＡ評価の実施 
外務省は、被援助国の実情に沿った、質の高いＯＤＡを実施するため、各国の国別援助計画や援助

の重点課題について、第三者評価を実施している。平成 20 年度には、５つの国別評価と２つの重点
課題別評価、１つのセクター別評価を実施した。評価の結果は政策立案過程にフィードバックすると
ともに、結果を公表し国民への説明責任を果たしている。 

評価の切り口３：ＮＧＯの活動環境整備 
 国際協力における政府の重要なパートナーであるＮＧＯがその能力をさらに向上していけるよう活
動環境を整備し、ＮＧＯの能力向上を側面支援するために、ＮＧＯと連携の上、①ＮＧＯ相談員、②Ｎ
ＧＯ専門調査員、③ＮＧＯ研究会、④ＮＧＯ活動拡充のための研究調査、⑤海外ＮＧＯとの共同セミナ
ー、⑥アカウンタビリティ強化指導委託、⑦ＮＧＯ連携無償効果検証プログラム、⑧長期スタディ・プ
ログラムの諸事業を実施した。 

 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

無償資金協力は前年度比 4.2％減、ＪＩＣＡ運営費交付金は前年度比 5.0％減となる中、貧困削減を
はじめとするＭＤＧｓの達成や、平和構築などの国際社会の喫緊の課題に対処するため、「選択と集中」
を行い、アフガニスタン支援、環境・気候変動支援、ＮＧＯ支援といった主要外交政策は増額を図り、
重点化した。 
（平成 22年度予算額：304,981,146 千円〔平成 21年度予算額：406,888,335千円〕） 
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関係する施政

方針演説等内

閣の重要政策

（主なもの） 

 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第171回国会における中曽
根大臣外交演説 

平成21年１月28日 

・ 重要な外交手段である政府開発援助（ＯＤＡ）
を積極的に活用し、途上国の人づくり、国づくり
を支援するとともに、地球的規模の課題の解決に
貢献することは、我が国自身の国益に叶うもので
す。我が国として戦略的な国際協力の実施に一層
努めてまいります。 

・ 第４回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ Ⅳ）や北
海道洞爺湖サミットで約束した支援策を着実に実
施していきます。人間の安全保障の理念に基づき、
アフリカ諸国をはじめとする開発途上国に対し、
貧困削減、教育、保健、水・衛生などの分野で支
援し、ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）達成に向
けても貢献してまいります。同時に、平和の定着、
民主化・良い統治の実現に加え、市場経済化、法
制度整備、貿易・投資環境整備など、途上国の経
済成長の加速化と我が国との経済交流に役立つ支
援にもＯＤＡを積極的に活用していくこととして
います。 

第171回国会における麻生
総理大臣施政方針演説 

平成21年１月28日 

ＯＤＡを活用し、アフリカを始めとする途上国の
安定と発展、テロとの闘い、貧困や環境問題、水問
題など地球規模の課題の解決に貢献します。資源・
エネルギー外交を進めます。 

平成20年度重点外交政策 平成19年８月 

・ 我が国の政策実現のためのＯＤＡの活用（2009
年までにＯＤＡ事業量100億ドル積み増し等の国
際公約の着実な実施）  

・ 新ＪＩＣＡ設立に向けたＯＤＡ実施体制の強化
及び効率的で透明性のある援助の実施 

平成21年度重点外交政策 平成20年８月 

・ 我が国の政策実現のためのＯＤＡの活用・拡充、
国際公約の着実な実施  

・ ＪＩＣＡを通じたＯＤＡ実施体制の強化、効率
的で国際競争力のある援助の実施 
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施策名 地球規模の諸問題への取組 

施策の概要 

グローバル化に即応したルール作りと地球規模の問題解決に向けたリーダーシップを発揮するこ
と。次の具体的施策より構成される。 
Ⅵ－２－１ 人間の安全保障の推進と我が国の貢献  
Ⅵ－２－２ 環境問題を含む地球規模問題への取組 

施策に関する

評価結果の概

要と達成すべ

き目標等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 
施策Ⅵ－２ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 ★★★★☆ 
Ⅵ－２－１ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 ★★★★☆  
Ⅵ－２－２ 「目標の達成に向けて相当な進展があった。」 ★★★★☆ 

（施策の必要性） 
１．「人間の安全保障の推進と我が国の貢献」について 
  感染症、貧困、紛争等の国境を越える諸課題に効果的・効率的に対処するためには、人間一人ひ

とりに焦点を当て、国家、国際機関、ＮＧＯ、市民社会等が協力し、これらの課題に包括的に対処
することを求める人間の安全保障の考え方が有効である。 
我が国は、人間の安全保障を外交の柱の一つとし、リーダーシップを発揮して国際社会において

同理念を推進しているほか、ＯＤＡ大綱においても人間の安全保障の視点に立った支援を基本方針
と位置付け、人間の安全保障基金や世界基金、草の根・人間の安全保障無償資金協力、国際機関を
通じた人道支援等を通じて同理念の実践に取り組んでいる。人間の安全保障の視点に立った支援は、
裨益者のみならず、これら支援の実施国、国際機関、関係ＮＧＯ等から高い評価を得ている。 

  したがって、我が国として引き続き人間の安全保障の推進に向け指導力を発揮し、国際社会の理
解促進、様々な支援スキームを通じた人間の安全保障の実現を推進していくことが必要かつ適当で
ある。 

２．「環境問題を含む地球規模問題への取組」について 
地球環境問題は、地球規模での実効的な取組によってのみ解決が可能となるものであり、多数国

が参加可能な枠組みを通じた取組が必要である。また、環境問題については、取組の内容や程度を
めぐり特に先進国・途上国間で意見が異なることが少なくなく、問題の解決のためには、このよう
な立場の相違を調整し、可能な限り克服していくための外交交渉の積み重ねが不可欠である。 

  また、防災への取組は持続可能な開発の達成にとって不可欠であるところ、自然災害による被害
を 10 年間で実質的に削減しつつ持続可能な開発を目指す「兵庫行動枠組」の世界的な実施が必要で
ある。 

（施策の有効性） 
１．「人間の安全保障の推進と我が国の貢献」について 

人間の安全保障は、人間一人ひとりの保護に加え、人々自身の能力強化により実践されるため、
長期的で地道な取組が必要である。また、人間の安全保障に対する各国の考え方・立場はいまだ様々
であるため、草の根・人間の安全保障無償資金協力を始めとする二国間支援や人間の安全保障基金、
世界基金等を通じた支援を引き続き実施するとともに、国連を始めとする多数国間国際会議や二国
間会合・国際機関との会合等の場で人間の安全保障の有用性につき議論し、普及に努めることは有
効である。 

２．「環境問題を含む地球規模問題への取組」について 
地球環境問題の解決のためには、多数国間環境条約などの国際的枠組みの策定や実施、地球環境

問題を扱う国際機関を通じたガイドラインの設定等の取組を推進することが必要である。防災につ
いては、我が国が豊富に有する技術・知見を世界的な取組においても生かすことが有効である。 

（施策の効率性） 
１．「人間の安全保障の推進と我が国の貢献」について 

人間の安全保障フレンズ会合やＡＰＥＣ等の多数国間会合・二国間会合での人間の安全保障に係
る議論の継続的な実施、各種支援スキームを通じた支援による人間の安全保障の実現等に取り組ん
だ結果、関心国との協力関係の強化、国連総会における初の人間の安全保障に関するテーマ別討論
の開催、支援の効果的な実施、感染症対策の強化がなされるなど、とられた手段は適切かつ効率的
であった。 

２．「環境問題を含む地球規模問題への取組」について 
優先度が高い分野を定めて施策を進めた結果、効率性にも対応したものとなり、施策を実施する際、

とられた手段は適切かつ効率的であった。 
（反映の方向性） 
１．「人間の安全保障の推進と我が国の貢献」について 
  多数国間会合、二国間会合・国際機関との会合等の場を活用しつつ、人間の安全保障の更なる普

及に向けた取組を強化するとともに、各種支援スキームを通じた支援、世界基金理事会における単
独議席の維持による発言力の維持・強化等を通じて人間の安全保障の実現に取り組む。 

２．「環境問題を含む地球規模問題への取組」について 
地球環境問題への世界的関心を高揚させ、我が国の主導で問題解決に向けた取組を促進するため、

引き続き既存の枠組みを通じた取組及び新たな課題に関する議論の促進に努める。 
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【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（目標の達成状況） 
[目標] グローバル化に即応したルール作りと地球規模の問題解決に向けたリーダーシップを発揮す

ること。 
本施策を構成する具体的施策ごとの目標の達成状況は以下のとおり。 
１．「人間の安全保障の推進と我が国の貢献」について 
（１）国連総会における初の人間の安全保障に関するテーマ別討論の開催、ＥＵや欧州安全保障・協

力機構（ＯＳＣＥ）等とのセミナー等の開催、多数国間会合（Ｇ８、アフリカ開発会議（ＴＩＣ
ＡＤ）、ＡＰＥＣ等）及び二国間会合（ＥＵ、メキシコ）の協力文書における人間の安全保障への
言及、日本国内で実施したシンポジウムへの政府関係機関、国際機関、研究機関、ＮＧＯ、報道
関係者、多数の一般市民の参加等、国際社会・国内における人間の安全保障に係る議論の活性化
及び普及において相当な進展があった。 

（２）人間の安全保障基金、草の根・人間の安全保障無償資金協力、国際機関を通じた支援の継続的
な実施に加え、人間の安全保障基金の審査プロセスの簡素化及びニーズに合った予算額の設定、
各国際機関ハイレベルとの会談等を通じた人道支援に関する働きかけの結果、適時に効果的・効
率的な支援を行うことが可能となり、人間の安全保障の実現にとり相当な進展があった。 

（３）我が国も含めた資金貢献の増加及び開発途上国等における三大感染症対策の強化に伴い、平成
20 年には、世界基金の支援事業により、抗レトロウィルス療法（ＨＩＶ感染者・エイズ患者への
治療）受診者数、ＷＨＯ推奨の直接服薬確認療法（ＤＯＴＳ）を受ける結核患者数、マラリア予
防用の長期残効型蚊帳の配布数が対前年比で大きく向上し、平成 20年末までの５年間で 350万人
の命が救われた。 

また、Ｇ８議長国として国際保健関連の国際機関等にも働きかけた結果、世界基金も保健シス
テム強化に向けた支援に本格的に取り組み始めるなど、感染症対策強化において相当な進展があ
った。 

２．「環境問題を含む地球規模問題への取組」について 
（１）多数国間環境条約の地球規模での実施の促進、国際熱帯木材機関（ＩＴＴＯ）、国連環境計画

（ＵＮＥＰ）をはじめとする環境関連国連・国際機関による取組への貢献を通じ、国際的なルー
ルの策定・実施に向けた取組を一層促進した。 

（２）北海道洞爺湖サミットにおいて、気候変動、森林、生物多様性、３Ｒ、持続可能な開発のため
の教育（ＥＳＤ）及び水と衛生に関する議論を主導してこれらの問題への国際的関心を高め、取
組を促進した。 

（３）「兵庫行動枠組」の世界的な実施の促進のため、「枠組」推進のための中心的機関である国連
国際防災戦略事務局の活動を支援した。 

（４）気候変動問題につき、平成 20 年６月に発表した「『低炭素社会・日本』をめざして」や、平成
20年１月及び平成 21年１月のダボス会議での総理スピーチ等を通じて具体的な提案の発信を行っ
たほか、北海道洞爺湖サミットや平成 20年 12月の気候変動枠組条約第 14回締約国会合（ＣＯＰ
14）等を始めとする国際会議の場で積極的な提案及び働きかけを行った。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

 人間の安全保障の推進については、評価結果も踏まえ人間の安全保障の概念の国際社会及び国内に
おける普及を今後とも積極的に進めるに当たり、その効果・効率性を高める形で予算要求を行った。
また、環境問題を含む地球規模問題への取組においては、政策評価では、「目標の達成に向けて相当
の進展があった」という結果が出ているが、地球規模問題への世界的関心を高揚させ、我が国の主導
で問題解決に向けた取組を促進するため、引き続き既存の枠組みを通じた取組及び課題に関する議論
の促進に努める必要があり、然るべく予算要求を行った。また、機構・定員要求においても、特に環
境・気候変動関連条約の担当者の増員を要求し、結果として２名の定員増が承認された。 
（平成 22年度予算額：123,128千円〔平成 21 年度予算額：138,465千円〕） 

関係する施政

方針演説等内

閣の重要政策

（主なもの） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第170回国会における麻生総
理所信表明演説 

平成20年９月29日 

環境問題、とりわけ地球温暖化問題の解決は、今
を生きる我々の責任です。自然と共生できる循環型
社会を、次世代へと引き継ぐことが求められます。
（中略）人類が直面する地球規模の課題、テロ、温
暖化、貧困、水問題などに取り組む。 

第63回国連総会における麻
生総理一般討論演説 

平成20年９月25日 
人間の安全保障という、日本が大切にはぐくんだ

理念にもとづいて、アフリカに保健を、水と衛生を、
そして教育をもたらしていく－。 

第171回国会における麻生総
理大臣施政方針演説 

平成21年１月28日 

地球温暖化問題の解決は、今を生きる我々の責任
です。すべての主要国が参加する、公平で実行のあ
る枠組みの構築に向け、積極的な役割を果たしてま
いります。（中略）同時に、環境問題への取組は、
新たな需要と雇用を生み出す種でもあります。成長
と両立する低炭素社会、循環型社会を実現します。 

平成20年度重点外交政策 平成19年８月 
ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）の達成、感染症、

地球環境問題、防災等の課題の解決への取組（科学
技術の利用を含む。） 
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施策名 国際機関を通じた政務及び安全保障分野に係る国際貢献 

施策の概要 

（本年度については、国際原子力機関（ＩＡＥＡ）分担金及び拠出金をとりあげて評価することとし
た。） 
ＩＡＥＡへの分担金の支払いはＩＡＥＡ憲章に規定された加盟国の義務であり、ＩＡＥＡ活動の主

な財源となっている。 
また、ＩＡＥＡ技術協力基金は、ＩＡＥＡの二大目的（平和的利用促進と保障措置）のうち、平和

的利用促進の一環である開発途上加盟国に対する技術協力実施のための義務的経費として拠出するも
のである。 

施策に関する

評価結果の概

要と達成すべき

目標等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 
「目標の達成に向けて進展があった。」 ★★★☆☆     
（理由） 

ＩＡＥＡ分担金に関しては、同通常予算において米国に次ぐ第２の財政貢献国である我が国がこれ
を支払うことにより、ＩＡＥＡによる「保障措置」（原子力が平和的利用から軍事的目的に転用されな
いことを確保するために行われる検認制度）の実施をはじめとした国際的な不拡散体制の維持・強化
に貢献した。また、ＩＡＥＡ技術協力基金についても、全世界における平和、保健及び繁栄、途上国
に対する原子力を利用した技術協力主要事業の推進によるこれら諸国の発展を促すこと、並びにこれ
ら諸国の原子力安全に対する意識向上を図ることを通じ、途上国における原子力の平和的利用が一層
推進され、ひいては我が国の国益増進にもつながった。 
（施策の必要性） 
ＩＡＥＡに対する分担金支払いは、原子力先進国であり、ＩＡＥＡ理事会指定理事国（事実上の常

任理事国。理事会構成国 35 か国中の 13 か国）の一国である我が国にとって当然の責務であり、かつ
我が国がＩＡＥＡにおける国際的地位を確保・維持する上で必要である。また、技術協力基金の支払
いは、開発途上国に対する原子力を利用した技術協力主要事業を推進しこれら諸国の発展を促すこと、
及びこれら諸国の原子力安全に対する意識向上を図ることにつながり我が国にとっても重要である。
原子力先進国でありＩＡＥＡ理事会指定理事国である我が国が果たすべき役割は大きい。 
（施策の有効性） 
我が国が支払うＩＡＥＡ分担金は、ＩＡＥＡの核不拡散と平和的利用促進のための諸活動を財政的

に担保するものであり、これにより、各国の原子力施設等に対する保障措置の適切な実施が可能とな
るなど、原子力の平和的利用から軍事的利用への転用防止に寄与している。また、我が国を含むＩＡ
ＥＡ加盟国の義務的拠出金に基づき行われるＩＡＥＡによる技術協力は、ＩＡＥＡや加盟各国の技術
等を効果的・機能的に開発途上国に移転し、これら移転先諸国での原子力利用技術を高めることに大
きく貢献している。我が国の分担金及び技術協力基金への支払額は、ＩＡＥＡ加盟国の分担率の約
16％を占めており、我が国が必要な支払いを行わなければ、ＩＡＥＡの活動に重大な支障を及ぼしか
ねないほどの影響力を有しているものと思料される。 
（施策の効率性） 
ＩＡＥＡ各加盟国の分担金は、国連の通常予算に対する国連加盟国の分担率に準じて策定される基

本分担率に基づき、保障措置予算に対する負担額の調整を行った上で定められ、また、技術協力基金
は、基本分担率に基づき、各加盟国の拠出目標額が定められることとなっており、いずれも合理的な
プライオリティや活動内容などについての徹底した議論を踏まえて予算の規模が決定される。 
（反映の方向性） 
ＩＡＥＡについては、国際的な核不拡散体制の維持・強化、地球温暖化対策、エネルギー安全保障

などに対処するための唯一の国際機関として、その役割の重要性は一層高まっている。具体的には、
近年、北朝鮮やイランなどの核問題への対応、原子力発電の拡大・新規導入を企図する国への支援を
巡る動きが国際的に活発になっている。また、米国のオバマ新政権は、軍縮・不拡散、及び核テロ防
止のための核セキュリティ対策を極めて重視しており、ＩＡＥＡに右に対応するためのリソースが必
要との考えを述べている。このような国際的な環境の中で、ＩＡＥＡの二大目的である原子力の平和
的利用の促進と核不拡散体制の維持・強化は、我が国のエネルギーの安定供給及び安全保障の確保の
観点から、従来にも増して極めて重要になっており、引き続き所要の分担金に対する予算要求を行っ
ていく。 
また、ＩＡＥＡ技術協力基金については、先進国から途上国への技術・ノウハウの移転が、医療・

健康、食糧・農業等の分野における途上国の活性化に関して重要な役割を果たしている。特に、放射
線によるがん治療・診断は、効果的な治療・診断の観点から、国際的な注目を集めており、従来にも
増して我々の生活にとって極めて重要になっており、引き続き所要の予算要求を行っていく。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（施策の目標） 
我が国の国際貢献を積極的に推進し、国際社会の平和と安定を確保するために、政治、軍備管理、

エネルギー関連等様々な分野の国際貢献に関し、分担金・拠出金を通じて貢献すること。 
（目標の達成状況） 
評価の切り口：ＩＡＥＡを通じた我が国の国際貢献 
ＩＡＥＡにおいて米国に次ぎ第２位の財政貢献を行っている我が国が定められた分担金及び技術協

力基金を支払うことにより、ＩＡＥＡは保障措置の実施や途上国に対する技術協力をはじめとする原
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子力の核不拡散と平和的利用促進に関する活動を適切に実施することができた。これにより、国際的
な核不拡散体制の維持・強化に寄与し、もって国際社会の平和と安定に貢献できた。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

平成 21 年度の政策評価における「目標の達成に向けて進展があった。」との評価結果を踏まえ、平
成 22 年度予算要求においても、前年度と同様、加盟国の分担率の約 16％を占めるＩＡＥＡ分担金及
び技術協力基金の支払いを通じて国際的な核不拡散体制の維持・強化と国際社会の平和と安定に一層
の寄与と貢献が可能となるような要求内容となった。 
（平成 22年度予算額：82,199,405千円の内数〔平成 21 年度予算額：221,534,407 千円の内数〕） 

関係する施政

方針演説等内

閣の重要政策

（主なもの） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

－ － － 
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施策名 国際機関を通じた経済及び社会分野に係る国際貢献 

施策の概要 

（本年度については、国際連合食糧農業機関分担金をとりあげて評価することとした。） 
 我が国は、国際連合食糧農業機関（ＦＡＯ）に対して、ＦＡＯ憲章第 18条２の規定に基づき、分担
金支払い義務を果たした。この拠出により、ＦＡＯがその主要任務である食料・農林水産業に関する国
際的な検討の場の提供、国際条約等の執行機関、世界の食料・農林水産物に関する調査分析及び情報の
収集・伝達、開発途上国に対する技術助言・技術協力の活動が可能となる。 

施策に関する

評価結果の概

要と達成すべ

き目標等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 
「目標の達成に向けて進展があった。」 ★★★☆☆   
（理由） 
分担金は国際連合食糧農業機関（ＦＡＯ）の通常予算を支弁するものであり、この拠出により、ＦＡ

Ｏがその主要任務である食料・農林水産業に関する国際的な検討の場の提供、国際条約等の執行機関、
世界の食料・農林水産物に関する調査分析及び情報の収集・伝達、開発途上国に対する技術助言・技術
協力の活動が可能となった。 
（施策の必要性） 

我が国が分担金拠出を行うことは、ＦＡＯ憲章第 18 条２に規定された義務である。加えて、中長期
的食料需給の逼迫予想と現下の食料価格高騰の中、世界の食料・農業問題の改善に寄与し、我が国を含
む世界の食料安全保障の実現する上で、ＦＡＯの活動への貢献は不可欠である。 
（施策の有効性） 

分担金は国際連合食糧農業機関（ＦＡＯ）の通常予算を支弁するものであり、この拠出により、ＦＡ
Ｏがその主要任務である、福田総理（当時）も出席したＦＡＯ主催「世界の食料安全保障に関するハイ
レベル会合」の開催など食料・農林水産業に関する国際的な検討の場の提供、ＦＡＯ／ＷＨＯ合同食品
規格計画（Codex 委員会）の運営など国際条約等の執行機関、世界の食料・農林水産物に関する調査分
析及び情報の収集・伝達、開発途上国に対する技術助言・技術協力の活動が可能となり有効であった。 
（施策の効率性） 
分担金は国連分担率に準じ、国連との加盟国の相違等による若干の調整をした分担率に基づき分担率

が決められており、合理的な資金の供与である。また、我が国は、現在加盟国間で議論されているＦＡ
Ｏ改革の議論に積極的に参画しており、これを踏まえＦＡＯ事務局も更なる効率的な運営を追求してい
る。 
（反映の方向性） 
今後はＦＡＯの分担金により支弁される通常予算の適正な執行を求めるとともに、ＦＡＯのさらなる

効果的・効率的な運営に向けて、加盟国間で議論されているＦＡＯ改革の議論に積極的に参加する。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（施策の目標） 
我が国の経済・社会分野での国益を保護するために国際機関に対して分担金・拠出金を供与すること。 

（目標の達成状況） 
評価の切り口：国連食糧農業機関（ＦＡＯ）の活動に関する我が国の財政的支援 
分担金は国際連合食糧農業機関（ＦＡＯ）の通常予算を支弁するものであり、この拠出により、ＦＡ

Ｏがその主要任務である食料・農林水産業に関する国際的な検討の場の提供、国際条約等の執行機関、
世界の食料・農林水産物に関する調査分析及び情報の収集・伝達、開発途上国に対する技術助言・技術
協力の活動が可能となり有効であった。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

評価結果を踏まえ、2010－11 年の通常予算を審議・議決するＦＡＯ総会において、ＦＡＯ改革の実
行に必要な経費を通常予算に組み込むよう、また改革の成果を示すためにも分担金総額の増加を極力避
けるべき等の主張を行った。 
さらに、加盟国や幅広い関係機関、ＮＧＯが食料安全保障の政策を議論する場とするため、ＦＡＯ世

界食糧安全保障委員会（ＣＦＳ）の改革について、積極的に参画した。 
（平成 22年度予算額：13,759,335千円の内数〔平成 21 年度予算額：14,189,195 千円の内数〕） 

関係する施政

方針演説等内

閣の重要政策

（主なもの） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第 171 回国会における中曽根
外務大臣外交演説 

平成 21年 1 月 28日 

（世界経済） 
近年の世界的食料需給のひっ迫を踏まえ、食

料安全保障の一層の強化に向けた具体的施策
に取り組んでまいります。 
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施策名 国際機関を通じた地球規模の諸問題に係る国際貢献 

施策の概要 

（本年度については、中央緊急対応基金(ＣＥＲＦ) への拠出金をとりあげて評価することとした。） 
中央緊急対応基金(ＣＥＲＦ)は、第 60 回国連総会（世界サミット）及びグレンイーグルズＧ８サミ

ットの合意を踏まえ立ち上げられたものであり、国連機関、ドナーを中心とする国際的取組強化を目
的とした人道支援改革の柱の一つ。同基金を通じた支援は、大規模自然災害や紛争に見舞われた国に
対する人道支援の緊急初期対応、また、ドナーの関心が低い「忘れられた危機」国への対応を主目的
とするところ、我が国として、国際協調に基づく人道支援を重視する姿勢を示し、我が国の人道支援
政策を強化するため、ＣＥＲＦへの拠出を行った。 

施策に関する

評価結果の概

要と達成すべ

き目標等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 
「目標の達成に向けて進展があった。」 ★★★☆☆    
（理由）  
 ＣＥＲＦへの拠出により、国際場裡において人道支援を重視する我が国の姿勢を示すことができた
（国連経済社会理事会、ドナー会合、人道問題連絡作業グループ会合等）。国連事務次長（人道問題
担当）の直轄下で人道問題調整部（ＵＮＯＣＨＡ）がＣＥＲＦを運用・管理しており、我が国拠出は
ＵＮＯＣＨＡとの良好な関係維持や前向きな協力取り付けに有用であった。また、ＣＥＲＦは我が国
や主要ドナーによる従来型の援助では手が届きにくい途上国・地域への支援をカバーする補完的なも
のであるところ、ＣＥＲＦへの拠出を行うことで、我が国人道支援政策は一層強化され、さらには国
際社会の人道支援に関する対応能力強化に貢献出来たと評価し得る。 
（施策の必要性） 
第 60 回国連総会（世界サミット）及びグレンイーグルズＧ８サミットといった重要な政治的コミッ

トメントに従い設立された基金であり、ＣＥＲＦに対する拠出は、国際的な人道支援そのものへの貢
献と受け止められている。ＣＥＲＦに対する資金拠出国は、100か国以上に上り、伝統的なドナーはも
ちろんのこと、約半数は被支援国である途上国が占める他、国際ＮＧＯや民間企業等も拠出を行うな
ど資金供与者の裾野が拡大している。こうした背景から、我が国がこれまでに築いてきた人道支援大
国の地位をアピールする為には、ＣＥＲＦに対する拠出は必要不可欠である。 
（施策の有効性） 
ＣＥＲＦへの拠出を通じて、我が国の支援が困難あるいは支援が届きにくい地域や分野への支援が

可能となる他、国際社会における人道支援の初期対応の強化、緊急時対応能力の拡充により、効率的・
効果的な緊急人道支援体制が確立されることで、我が国自身の緊急人道支援のツールが多様化したと
いう点で有効であった。 
（施策の効率性） 
ＣＥＲＦの前身である中央緊急回転基金は、90 年代初頭のクルド難民危機に対する国際社会の対応

が遅延したとの反省に鑑み、平成 13 年の第 78 回国連総会決議に基づき設立され、その後、平成 18年
３月に現行ＣＥＲＦの形となり現在に至っている。ＣＥＲＦを通じた支援により、緊急事態の発生後、
諸ドナーからの支援が開始されるまでの人道諸機関の初動を機動的に支援するためのメカニズムとし
て有効に機能し、効率的な資金の活用が図られている。 
（反映の方向性） 
ＣＥＲＦへの拠出を将来にわたって強化していくことで、我が国の人道支援政策を一層強化すると

ともに、国際社会の人道支援に関する対応能力強化に一層貢献していく。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

（施策の目標） 
我が国がグローバル化に即応したルール作りと地球規模の諸問題の解決に向けたリーダーシップを

発揮するために、国際機関等に対して分担金・拠出金を供与すること。 
（目標の達成状況） 
評価の切り口：ＣＥＲＦに対する財政的貢献を通じた国際協力の進展 
 ＣＥＲＦに対する財政的貢献を通じ、国際協力が進展した。具体的には、（１）ＣＥＲＦを通じた
支援により、「緊急対応」及び「忘れられた危機」の双方において国際社会への貢献ができた、（２） 
国際社会における人道支援の初期対応の強化、緊急時対応能力の拡充により、効果的・効率的な緊急
人道支援体制の確立に向けた貢献ができた、（３）我が国自身の緊急人道支援のツールを多様化し、
ひいては国際社会への人道支援強化への貢献ができた。 

政策評価の結

果の政策への

反映状況 

 評価結果を踏まえ、厳しい財政状況の下であるが、我が国は「緊急対応」及び「忘れられた危機」
の双方における国際社会への貢献、国際社会における効率的・効果的な緊急人道支援体制の確立等を
一層推進するため、ＣＥＲＦへの拠出金を大幅に増大（平成 22年度拠出金は前年度比で邦貨 80％増）
するための予算要求を行った。 
（平成 22年度予算額：40,762,098千円の内数〔平成 21 年度予算額：107,612,583 千円の内数〕） 

関係する施政

方針演説等内

閣の重要政策

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

― ― ― 

412



（主なもの） 
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表10－４－⑤ 未着手の事業（政府開発援助）を対象として事後評価した政策 

政策の名称 「タンジュンプリオク港緊急リハビリ計画」（インドネシア） 

政策評価の結果

の概要 

（閣議決定日） 
平成16年３月30日 
（事業目的） 

船舶交通の効率化を図り、港湾需要の増加に対応するため、航路拡幅、浚渫等
の改良を行うもの。 
（政策評価の結果・今後の対応方針） 
・ コンサルタントの調達手続きが遅延しており、現在、早期選定に向け調整を

行っているところ。 
・ 引き続き本案件に対するニーズがあることから、貸付を継続する。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

案件を継続 

 
政策の名称 「アンカラ給水計画」（トルコ） 

政策評価の結果

の概要 

（閣議決定日） 
平成16年３月12日 
（事業目的） 

アンカラ市の増加する水需要に対応するため、年間約1.7億tの水を供給するた
めの浄水設備及び導水施設整備を行うもの。 
（政策評価の結果・今後の対応方針） 
・ トルコ政府内で実施体制について難航していたが、調整がつきつつある。 
・ 引き続き本案件に対するニーズがあることから、貸付を継続する。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

案件を継続 
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表10－４－⑥ 未了の事業（政府開発援助）を対象として事後評価した政策 

政策の名称 「中部ルソン灌漑計画」（フィリピン） 

政策評価の結果

の概要 

（閣議決定日） 
平成10年９月４日 
（事業目的） 

中部ルソン平野における食糧生産の増大及び農民の生計向上のため、灌漑施設
を整備するもの。 
（政策評価の結果・今後の対応方針） 
・ 詳細設計の策定に時間がかかったため、事業が遅延したが、現在は順調に進

捗している。 
・ 事業の進捗を妨げていた要因は解決しており、引き続き本案件に対するニー

ズがあることから、貸付を継続する。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

案件を継続 

 
政策の名称 「アグノ川洪水制御計画（Ⅱ）」（フィリピン） 

政策評価の結果

の概要 

（閣議決定日） 
平成10年９月４日 
（事業目的） 

洪水被害を軽減し、生活環境の向上を図るため、分流堰・放水路の建設、河川
改修などを行うもの。 
（政策評価の結果・今後の対応方針） 
・ 調達手続きに時間がかかったため、事業が遅延したが、現在は順調に進捗し

ている。 
・ 事業の進捗を妨げていた要因は解決しており、引き続き本案件に対するニー

ズがあることから、貸付を継続する。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

案件を継続 

 
政策の名称 「メトロイリガン産業拠点インフラ整備計画」（フィリピン） 

政策評価の結果

の概要 

（閣議決定日） 
平成10年９月４日 
（事業目的） 

メトロイリガン産業拠点への企業立地の促進及び地域経済の振興を図るため、
州道路の舗装・拡張、小規模水力発電施設の建設等を行うもの。 
（政策評価の結果・今後の対応方針） 
・ フィリピン政府の予算手当及び調達手続きに時間がかかったため、事業が遅

延したが、現在は順調に進捗している。 
・ 事業の進捗を妨げていた要因は解決しており、引き続き本案件に対するニー

ズがあることから、貸付を継続する。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

案件を継続 

 

政策の名称 「下水処理施設整備計画」（モーリシャス） 

政策評価の結果

の概要 

（閣議決定日） 
平成10年９月22日 
（事業目的） 

保健衛生の向上、生態系の保護等のため、ポートルイス西部の臨海地域に下水
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処理施設を建設するもの。 
（政策評価の結果・今後の対応方針） 
・ 入札結果への不服申し立てによる工事差し止め及び実施機関による事業実施

方法の見直し等により事業が遅延したが、その後は順調に進捗し、貸付の最終
段階にある。 

・ 事業の進捗を妨げていた要因は解決し、貸付の最終段階にあることから、貸
付を継続する。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

案件を継続 

 

政策の名称 「農地改革地区総合農業開発計画」(タイ) 

政策評価の結果

の概要 

（閣議決定日） 
平成10年９月25日 
（事業目的） 

農家の生活の安定、通貨危機の影響を受けて帰村した住民の就業対策のため、
タイ東北地方の農地改革地域において、農業基礎インフラ整備等を行うもの。 
（政策評価の結果・今後の対応方針） 
・ 調達手続きに時間がかかったため、事業が遅延したが、現在は順調に進捗し

ている。 
・ 事業の進捗を妨げていた要因は解決しており、引き続き本案件に対するニー

ズがあることから、貸付を継続する。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

案件を継続 

 

政策の名称 「送配電網整備計画」（アルメニア） 

政策評価の結果

の概要 

（閣議決定日） 
平成10年12月８日 
（事業目的） 

電力の安定供給を図るため、アルメニア全土において送配電網を整備するも
の。 
（政策評価の結果・今後の対応方針） 
・ 協調融資先である世銀の手続きが遅延したため、事業が遅延したが、現在は

順調に進捗している。 
・ 事業の進捗を妨げていた要因は解決しており、引き続き本案件に対するニー

ズがあることから、貸付を継続する。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

案件を継続 

 

政策の名称 「山西省王曲火力発電所建設計画（２）」（中国） 

政策評価の結果

の概要 

（閣議決定日） 
平成10年12月25日 
（事業目的） 

山西省の電力需要に対応するため、山西省東南部に石炭火力発電所を建設する
もの。 
（政策評価の結果・今後の対応方針） 
・ 中国政府の電力供給政策の見直しにより事業が遅延したが、その後は順調に

進捗し、現在貸付の最終段階にある。 
・ 事業の進捗を妨げていた要因は解決し、貸付の最終段階にあることから、貸

付を継続する。 

政策評価の結果 案件を継続 
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の政策への反映

状況 

 

政策の名称 「陝西省韓城第２火力発電所建設計画（２）」（中国） 

政策評価の結果

の概要 

（閣議決定日） 
平成10年12月25日 
（事業目的） 

電力需要に対応し経済発展に資するため、陝西省に石炭火力発電所を建設する
もの。 
（政策評価の結果・今後の対応方針） 
・ 中国政府の電力供給政策の見直しにより事業が遅延したが、その後は順調に

進捗し、現在貸付の最終段階にある。 
・ 事業の進捗を妨げていた要因は解決し、貸付の最終段階にあることから、貸

付を継続する。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

案件を継続 

 

政策の名称 「観光セクター開発計画」（ヨルダン） 

政策評価の結果

の概要 

（閣議決定日） 
平成11年１月８日 
（事業目的） 

ヨルダンの経済安定に必要な外貨の獲得増を図るため、観光基盤整備を行うも
の。 
（政策評価の結果・今後の対応方針） 
・ イラク戦争による治安状況の悪化のため、調達手続きを見合わせていたこと

から、事業が遅延したが、現在は順調に進捗している。 
・ 事業の進捗を妨げていた要因は解決し、引き続き本案件に対するニーズがあ

ることから、貸付を継続する。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

案件を継続 

 

政策の名称 「ラデス－ラグレット橋建設計画」（チュニジア） 

政策評価の結果

の概要 

（閣議決定日） 
平成11年１月26日 
（事業目的） 

首都環状道路のリンクを形成し、市街地の交通渋滞を緩和するため、大チュニ
ス圏の南北を繋ぐ橋梁を建設するもの。 
（政策評価の結果・今後の対応方針） 
・ 調達手続きの遅れ等のため、事業が遅延したが、現在は順調に進捗している。 
・ 事業の進捗を妨げていた要因は解決し、引き続き本案件に対するニーズがあ

ることから、貸付を継続する。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

案件を継続 

 

政策の名称 「水資源管理計画」（チュニジア） 

政策評価の結果

の概要 

（閣議決定日） 
平成11年１月26日 
（事業目的） 

農業生産の増加及び住民の生活環境の向上を図るため、小規模ダム、灌漑施設
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整備、植林等を行うもの。 
（政策評価の結果・今後の対応方針） 
・ 干ばつの発生に伴う灌漑方式の見直し作業のため、事業が遅延したが、現在

は順調に進捗している。 
・ 事業の進捗を妨げていた要因は解決し、引き続き本案件に対するニーズがあ

ることから、貸付を継続する。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

案件を継続 

 

政策の名称 「サラワク大学建設計画」（マレーシア） 

政策評価の結果

の概要 

（閣議決定日） 
平成11年３月２日 
（事業目的） 

高等教育に対する需要を踏まえ、研究拠点の拡充を図るため、サラワク州唯一
の総合大学であるサラワク大学の施設拡充等を行うもの。 
（政策評価の結果・今後の対応方針） 
・ 人材育成に時間がかかったため、事業が遅延したが、現在は順調に進捗して

いる。 
・ 事業の進捗を妨げていた要因は解決し、引き続き本案件に対するニーズがあ

ることから、貸付を継続する。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

案件を継続 

 

政策の名称 「東方政策」（マレーシア） 

政策評価の結果

の概要 

（閣議決定日） 
平成11年３月２日 
（事業目的） 

マレーシア政府の「東方政策」に沿って、先端技術及び労働倫理による人材育
成を図るため、日本への留学等を支援するもの。 
（政策評価の結果・今後の対応方針） 
・ 当初より閣議決定から10年を超えて計画されていたもの。 
・ 特段の問題は生じていないことから、貸付を継続する。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

案件を継続 

 

政策の名称 「ベリスダム建設計画」（マレーシア） 

政策評価の結果

の概要 

（閣議決定日） 
平成11年３月２日 
（事業目的） 

ペナン州における水不足を緩和するため、ベリス川の流域にダムを建設するも
の。 
（政策評価の結果・今後の対応方針） 
・ 当初より閣議決定から10年を超えて計画されていたもの。 
・ 特段の問題は生じていないことから、貸付を継続する。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

案件を継続 

 

政策の名称 「ハノイ交通網整備計画」（ベトナム） 
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政策評価の結果

の概要 

（閣議決定日） 
平成11年３月26日 
（事業目的） 

ハノイ市中心部における交通渋滞の緩和と物流の効率化を図るため、道路及び
交差点の整備・改良を行うもの。 
（政策評価の結果・今後の対応方針） 
・ 住民移転手続きの遅れ等のため、事業が遅延したが、現在は順調に進捗して

いる。 
・ 事業の進捗を妨げていた要因は解決し、引き続き本案件に対するニーズがあ

ることから、貸付を継続する。 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

案件を継続 
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